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はじめに 

 

TRU 廃棄物の処分方策については、原子力委員会での方針等（平成 6 年の原子力長期計画等）

を受けて、「TRU 廃棄物処分概念検討書」（以下、第 1 次 TRU レポート）、「TRU 廃棄物処分技術

検討書－第２次 TRU 廃棄物処分研究開発取りまとめ－」（以下、第 2 次 TRU レポート）によっ

て、その地層処分の技術的成立性が示され、平成 19 年 6 月には最終処分法の一部改正により、地

層処分の対象廃棄物に追加された。これに伴い、平成 20 年 3 月に「特定放射性廃棄物の最終処分

に関する基本方針」及び「特定放射性廃棄物の最終処分に関する計画」が改定され、併置処分の

実施も念頭に、TRU 廃棄物と高レベル放射性廃棄物は地層処分事業という統合された計画の中で、

最終処分の開始を平成 40 年代後半を目途に事業を進めるというスケジュールが示されている。ま

た、同改正法は平成 20 年４月より施行され、NUMO が高レベル放射性廃棄物の地層処分に加え、

TRU 廃棄物の地層処分の実施主体としての認可を受けた。これらの背景を踏まえて、TRU 廃棄

物の処分に向けた技術開発については、TRU 廃棄物の地層処分に関する全体基本計画（以下、基

盤研究開発計画）に示されるように、高レベル放射性廃棄物処分の技術開発との整合を図りつつ、

併置処分の技術的成立性をより確実にするための検討を含め、地層処分事業のスケジュールを考

慮して進める必要がある。そして、NUMO が目的とする技術開発等へ直接的に反映させるために、

処分事業に先行して技術基盤の整備を進めることに加え、科学的知見の拡充による技術的信頼性

や安全性の向上を図るために、国の基盤研究開発として実施することが期待されている。 

このような TRU 廃棄物特有の重要課題として、人工バリア材料および地質媒体への収着分配

係数が小さく、レファレンスケースの被ばく線量評価では高レベル放射性廃棄物に比べ 2 桁以上

高いことが示されている（第 2 次 TRU レポートから最大線量が処分後 10,000 年で 2μSv/y）ヨ

ウ素 129 および炭素 14 の低減対策に加え、その廃棄体の特性から大量のセメント材料を使用す

ることや金属腐食等によるガス発生による人工バリアの長期挙動への影響があげられる。 

したがって、TRU 廃棄物処分の技術開発において、TRU 廃棄物処分の重要核種であるヨウ素

129（グループ 1）および炭素 14（グループ 2）の影響を低減するための代替技術の開発として、

10 万年以上のヨウ素閉じ込め性能を目標とした複数のヨウ素固化体開発に関して、その処理プロ

セスの成立性の見通しを示すとともに、長期評価のためのヨウ素放出の評価モデルを提案した。

一方、炭素 14 対策としては、ソースタームの現実的な評価として、インベントリ設定方法の基本

的な考え方を示すとともに、金属の腐食や炭素 14 浸出率のデータを一部取得して、長期予測のた

めのモデル化を検討した。さらに、炭素 14 の 10 半減期に相当する 6 万年間の閉じ込めのための

容器を開発し、その実現性を示した。これらの成果により、環境条件に応じた評価・概念設計に

対応できる基礎的な技術・手法を整備することができたが、それらを用いた長期安全性評価の信

頼性を確保するためには、これまでに提案、構築した評価手法、評価モデルの信頼性を向上させ

るとともに、その説明の妥当性について十分な根拠を示すことが必要である。また、精密調査地

区の選定時に、対象となる地質環境に応じた予備的安全評価や施設の概念設計を実現可能な現実

的な条件で実施可能とするため、材料および地質環境の多様性に対応した、人工バリアの長期挙



動に係わるデータ取得ならびに評価モデルの開発が行われたが、さらにその精緻化、信頼性向上

が必要である。 

長期安全性評価の信頼性を確保するためには、これまでに提案、構築した評価手法、評価モデ

ルの信頼性を向上させるとともに、その説明の妥当性を示すための根拠を示すことが重要であり、

そのためには、長期試験による評価モデルの確証に加え、類似の天然事例等による説明性の確保

が必要である。  

本開発では、TRU 廃棄物の地層処分における人工バリア材料の特性ならびに重要核種の影響に

ついて、特に長期評価の信頼性確保の観点から、これまでに明らかになった課題を解決し、安全

評価の信頼性を向上させることを目的とし、以下の各開発を実施した。 

ヨウ素・炭素移行挙動評価技術高度化開発 

（１）ヨウ素 129 対策技術の信頼性向上 

（２）炭素１４長期放出挙動評価 

人工バリア特性変化評価技術開発 

（３）ナチュラルアナログ調査 

（４）人工バリア材料長期挙動評価・人工バリア評価の初期条件の設定 

（５）ガス移行連成挙動評価手法の開発 

本分冊（第５分冊）では、ガス移行連成挙動評価手法の開発に関する平成 25 年度の成果を取り

纏めた。 
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第 1 章 調査の概要 

1.1  背景 

 

TRU 放射性廃棄物処分場では、廃棄物に含まれる金属の還元腐食その他による水素などのガ

スの発生が想定される。これらガスの発生による内圧上昇により破過が生じた場合、その時に生

じた破過経路が核種の移行経路になると考えられる。このため、処分場で生じるガスの人工バリ

ア中の移行挙動を予測し、その影響を評価しておくことは重要である。 

「TRU 廃棄物処分技術検討書－第 2 次 TRU 廃棄物処分研究開発とりまとめ－」[1]（以下、

第 2 次 TRU レポート）では、核種移行解析および線量評価におけるガス影響モデルにおいて、

廃棄体内部で発生したガスに関して、以下の事象が想定されている。 

・ 地下水に溶解し、人工バリアの外部へと移行する 

・ 気相を形成し、発生した体積に相当する地下水を押出す（発生量が多い場合） 

・ 緩衝材内部に選択的移行経路を形成し通気する（緩衝材を用いる概念） 

第 2 次 TRU レポートでは地下水移行シナリオにおいて、上記の３つの事象はガス発生による

人工バリア内部の地下水の押出しに伴う核種移行率の上昇として考慮され、基本モデルの拡張

（サブシナリオ：ガス影響ケース）として影響評価が実施されている[1]。ここではガス移行挙

動評価解析の結果、レファレンスケースとほぼ同じ最大線量（約 2×10-6 Sv/y）と示されている

が、ガス発生による排水継続期間が長くなる場合は、ガス影響が顕著に現れて最大線量に影響を

与える可能性が示唆されている。また、ガス状核種（14CH4）を対象とした核種移行評価では、

ガス状核種の移行による線量はガス移行挙動評価解析の結果、最大で約 1×10-9 Sv/y と地下水

移行による線量値（約 2×10-6Sv/y）に比較して十分小さいことが示されている。 

第 2 次 TRU レポートをもとに作成したガス影響評価の流れを図 1.1-1 に示す。 
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の地下水の押出し

移行挙動評価解析結果に基づく核種移行解析移行挙動評価解析結果に基づく核種移行解析

改良型二相流モデルによるガス移行解析改良型二相流モデルによるガス移行解析
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図 1.1-1 ガス移行挙動解析に基づくガス影響評価の流れ 

 

一連のガス影響評価において、ガス移行挙動評価解析は、ガスの移行に特有な現象（卓越流路

の形成やガス圧力による透過性の変化）を組み込んだ改良型の連続媒体気液二相流モデルにより

実施されているが、実験結果に基づく二相流モデルの構築やガス発生量の評価等が必要であり、

これらは保守的な仮定に基づいているものの、そこには、処分環境及び材料の多様性や材料特性

データの不足に起因する不確実性が存在しているのが現状である。 

このような背景の下、第 2 次 TRU レポートや「TRU 廃棄物の地層処分基盤研究開発に関す

る全体基本計画」[2]（以下、基盤研究全体マップ）では、処分施設内で発生したガスが処分の

長期安全性に及ぼす影響に関して、緩衝材中の応力連成を伴うガス移行を考慮した評価モデルの

開発、き裂媒体（周辺岩盤）におけるガス移行評価モデルの開発、及び堆積岩の掘削影響領域

（EDZ）を含むニアフィールド全体におけるガス移行評価モデルの開発等が課題として提起さ

れている。 

TRU 廃棄物処分施設内部で発生したガスが処分施設の長期安全性に及ぼす影響に関連して、

このような不確実性を低減することは、より現実的なガス発生影響の評価を可能とし、処分施設

の安全性評価の信頼性を向上すると同時に、施設概念や設計の合理化への貢献も期待することが

できる。 

 

1.2  目的 

 

前項における背景に基づき、平成 19-24 年度に実施した「ガス移行挙動の評価」

[4][5][6][7][8][9]の調査研究によって、人工バリアのうちベントナイト緩衝材中のガスの移行挙

動については、水とガスの透過性および力学特性データの取得やガス移行解析モデルの構築／高

度化が図られた。しかしその一方で、現実的なガス移行挙動評価において未だ不確実性の残る課

題も多い。従って、材料試験によるガス移行挙動の把握し、ガス移行挙動における素過程を反映
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し、試験結果の再現性ができる解析手法（モデル）の信頼性向上を図るとともに、廃棄物や材料

（セメント系）及び構造（界面）を考慮した人工バリアシステムのガス移行連成挙動の評価手法

とガス移行の係る処分シナリオの高度化を図ることで、TRU 廃棄物の処分に係る人工バリアの

長期性能評価の信頼性向上等への寄与を目的とする。 

具体的には、室内試験により人工バリア構成部材中のガス移行挙動に関する各種データを取得

し、ガス移行挙動に関して連成挙動を取り入れての室内試験の現象解明、及び TRU 廃棄体の長

期変遷による挙動を把握できるツールを確立すると共に、ガス移行挙動評価のためのシナリオを

拡張し、TRU 廃棄物処分事業におけるガス移行挙動評価の技術的貢献を目指す。図 1.2-1 には、

本調査研究において対象として想定する TRU 廃棄物処分の人工バリアの概念を、また表 1.2-1

には、本調査研究において想定する人工バリアの構成材料とそのスペックや要求機能を、TRU2

次レポートや NUMO のレポートを参考に概念図および表に示した。なお、概念は今後の処分事

業の進捗や本調査研究にて得られる成果によって、何らかの修正がなされる可能性があるが、本

調査研究の進捗において逐次修正、提示および年次報告書の反映等を行う。 

 

EDZ

（NUMO作成のTRUパンフレットにTRU2次レポートの概念を加筆）

（セメント
系）（ベントナイト系：

貧配合/富配合）

（ベントナイト系：
貧配合）

（材料間
界面）

（材料内
界面：施
工起因）

（鋼製容器/セメント充填）

発生

岩盤

圧力上昇

移行

（天然バリア）

 
 

図 1.2-1 本調査研究において対象として想定する TRU 廃棄物処分の人工バリアの概念図 
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表 1.2-1 本調査研究において想定する人工バリアの構成材料とそのスペックや要求機能 

部位 材料 スペック 要求機能

廃棄体容器 鋼材 ステンレス 止水性、低拡散性、
収着性

充填材 セメント系（モ
ルタル）

強度30N/mm2 止水性、低拡散性、
収着性

構造躯体 鋼材 厚さ5cm（1mm厚SM490
他）

安全性、形状確保

緩衝材（上部/
側部）

ベントナイト系 100％クニゲルV1，密度
1.36Mg/m3

止水性、低拡散性、
収着性

緩衝材（底
部）

ベントナイト系 70％クニゲルV1+砂30％，
有効粘土密度1.36Mg/m3

止水性、低拡散性、
収着性

埋め戻し材 ベントナイト系 有効粘土密度1.2Mg/m3以
上（混合材料他）

収着性、低拡散性

支保/イン
バート

セメント系（コン
クリート）

（天然バリアを考慮し決定） 安全性、形状確保
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1.3  これまでの成果概要 

1.3.1  全体概要 

平成 19-24 年度において実施された「ガス移行挙動の評価」における調査研究では、TRU 廃

棄物処分事業における精密調査地区の選定スケジュールを念頭におき、ガス移行データやガス移

行挙動評価結果の提供による貢献を目指して、平成 19（2007）年度～平成 24（2012）年度の 6

年間（当初の 5 年を 1 年延長）を１フェーズの研究開発期間として設定された。当該期間におい

ては処分事業の進展を踏まえ、TRU 処分施設の人工バリアを構成する材料、特にベントナイト

緩衝材中におけるガス移行特性の把握に重点をおき、人工バリアの長期安定性評価や性能評価に

おけるガス影響評価の信頼性の向上を図ることを目指し、以下の事項を実施した。 

・ ガス移行に関する材料特性データの取得 

・ モデル化・解析手法の高度化 

・ ガス移行挙動評価手法の構築 

当該期間においては、上記の検討に加え、「人工バリア長期性能評価技術開発」のうち、人工

バリアの長期挙動の評価（以下、人工バリア長期挙動評価）における人工バリアの長期変遷に係

る成果や知見を反映した、ガス発生影響と人工バリア変遷との連成評価の可能性についても、適

宜評価をしつつ検討を行い、得られた成果について、最終年度（平成 24 年度）に総合評価とし

ての 6 年間の取りまとめ報告書を作成した。 

また、「ガス移行に関する材料特性データの取得」、「モデル化・解析手法の高度化」、「ガス移

行挙動評価手法の構築」はお互いに連携を取り合い進めていくものである。３つの検討実施項目

の相互関係を図 1.3-1 に示す。次項より、3 つの項目について、それぞれ成果の概要を記すとと

もに、これまでの調査研究より本調査研究へ受け渡すべき事項を示す 

関連する他の研究からの知見
材料特性データの取得・拡充

モデル化・解析手法の高度化

ガス移行挙動評価手法の構築

実規模スケールで
のシステム評価

核種移行解析

施設の長期変遷を考慮したシナリオ

長期変遷考慮モデル
(THMC連成)

基本データ
ライブラリ

圧力依存特性モデル
(TH+M;間接)

力学連成モデル
(TH+M;直接)

複合システム試験

ガス移行挙動解析

ガス移行に関する

寸法効果の評価

寸法効果評価試験 既往の試験における取得データ

EBSの長期変遷に関する知見・評価

シナリオの記述に関す

る知見・情報の拡充

拡張二相流

モデルによる
移行解析

ガス発生量に関する知見・評価

取得試験データを
用いたモデル化・
解析手法の検証

既存の試験データ
を用いたモデル化
・解析手法の検証

飽和・不飽和
力学特性試験

基本特性要素試験

アップスケーリング

とその評価

ガス注入に
関する試験

条件の設定

※欧州諸国での既実施試験の
データ、人工バリア長期挙
動の評価、C-14の放出移行
挙動の研究に関する成果等
の反映を想定

スコーピング計算

《ガス発生・影響に関する安全評価》

関連する研究分野の知見
のシナリオへの反映

 

図 1.3-1 「ガス移行挙動の評価」検討実施項目の相関 
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1.3.2  ガス移行に関する材料特性データの取得 

(1)  ガス移行挙動評価試験装置の構築 

まず初期段階の検討では、国内外の事例調査を参考にガス移行試験の手法を構築し、人工バリ

ア構成材料の圧力依存透過性と力学連成挙動等の観点からの室内試験計画を策定した。このもと

で、ガス発生・移行評価に必要な材料特性の取得に向けた検討を実施した。 

具体的には、上記検討を受けて、図 1.3-2 に示すようなガス供給部、給水部、排水／気計測部、

操作パネル、試験容器等にて構成されるガス移行挙動評価試験装置を構築した。図 1.3-3 は試験

容器（カラム）の概念図で、容器は直径φが 60mm で、高さｈは 12.5,25,50mm および 200mm

の 4 種類にて製作した。供試体は容器の中央に位置し、飽和（注水）およびガス注入は容器底面

から供給され、注入によって容器上面へ排出された水およびガスを捕捉し計測するシステムを構

築した。 

 

  

試験容器・供試体

窒素ガスボンベ

（→容器へ注入） 操作パネル（制御/計測系）  

 

図 1.3-2 ガス移行試験装置（設計図面） 
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（平面図）             （立面図） 

 

図 1.3-3 供試体容器（設計図面） 

 

(2)  基本特性の評価（水・ガスの挙動および透過性） 

1)  ガス移行試験におけるガス移行および破過現象 

代表的な試験事例を具体例として、ガス移行挙動評価試験の流れを示す。図 1.3-4 に飽和供試

体を用いた試験（23-SG-②：平成 23 年度実施、供試体高さ 50mm）を例に手順を示す。全体の

流れは、ベントナイト（クニゲル V1）を 100％配合にて用いて飽和度 90％にて作成した材料供

試体を試験装置にセットし、初めに再冠水（注水飽和）試験を行い、供試体上面より排水が確認

された後に上面に背圧を載荷し、供試体下部のガス圧を段階的に増加させてガスを注入し、破過

が発生した段階でガス注入を終了した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

材料供試体 
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図 1.3-4 ガス移行評価試験の手順（ケース 23-SG-②） 

 

 

以下、ガス移行試験の結果の例を示す。材料供試体の飽和を排水量の安定にて確認した後、注

水系から窒素ガス注入系へ切り替え、2 日間隔で 0.1MPa 昇圧するステップにてガス注入を実施

した。図 1.3-5 に、試験中の上面排水量の変化を示す。ガス注入開始後暫くにわたり供試体全

面よりほぼ均質に排水が生じていたが、有効ガス圧 1.7MPa にて外周部の排水量が中央部の排水

量に比べて急増に転じ、さらに有効ガス圧 1.8MPa の時点で、外周部の排水量がさらに増加して

破過となった。なお、試験実施後の観察によって、この条件では破過は全て供試体の外周を経路

として発生していることを確認している。図 1.3-6 は排気量の経時変化を示し、破過までは殆ど

排気はみられず、破過が発生するとガス流量が急増した。図 1.3-7 は破過発生の前後の排水量

の変化を示し、ガス流量の増加と同じタイミングで排水量も急増していることが確認できる。図 

1.3-8 は破過発生前後のガス流量の変化を示し、ガス流量は、時間の経過にほぼ比例して増加し

30 分程度で 1000Nml/min まで達した状況が確認できた。 

 

試験体の作製 ・材料の飽和度（90％）調整 
・試験容器内での締め固め 
 
 
・試験容器の設置 
 
 
 
・水注入開始 
・水圧入（定圧最大 0.2MPa 程度） 
・流出側の排水確認 
・注水量と飽和必要水量の確認 
・水圧入停止 

試験設備の調整 

ガス注入開始 

試験容器 
底面から 
注水 

再冠水【飽和】試験 

試験容器 
底面から 
ガス注入 

・ガス供給系・ガス測定系との接続 
・流出側背圧載荷（0.1MPa 程度） 
・ガス注入開始 
・ガス注入圧の段階増加（0.1MPa/2 日程度）
 
 
・試験容器の解体 
・試験体のスライス、分割サンプル作製 
・サンプルの密度、含水比、飽和度測定 
 

ガス注入終了 

可視化試験 
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図 1.3-5 排水量（単位量）の経時変化（23-SG-②） 
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図 1.3-6 排気量の経時変化（23-SG-②） 
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図 1.3-7 破過挙動直前後の排水量の経時変化（23-SG-②） 
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図 1.3-8 破過挙動直前後の排気量の経時変化（23-SG-②） 

 

2)  飽和供試体を用いたガス移行試験にて破過の見られなかった試験（200 ㎜供試体） 

 一方で、供試体のサイズの大小によるガス移行への影響（寸法効果）を評価するために、大型

供試体（高さ 200 ㎜）を用いたガス移行試験を実施した。試験手法および諸条件は 50 ㎜以下の

供試体におけるガス移行試験に準じ、ガス注入における昇圧ステップも同一であったが、試験装

置の最大注入能力である 5.0MPa（有効ガス圧 4.9MPa）までの昇圧の間に破過を生じることは

無かった。このため最大圧力のガス注入を 2 日維持させてから停止し、材料の密度測定と飽和度

算定を実施した。図 1.3-9 には、密度・飽和度測定結果によって得られた含水比、乾燥密度およ

び飽和度のプロファイルを示した。この結果より、底面より 30~40mm のガス透気範囲が確認さ

れ、破過には至らなかった試験においても、材料内部にガス注入の影響が生じることが確認され

た。 

 

図 1.3-9 大型供試体のガス移行試験終了後の解体調査より算定した含水比（左）、乾燥密度

（中）および飽和度（右）プロファイル 
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(3)  寸法効果の評価  

 検討項目として、供試体の規模（高さ）の違いによるガス移行への影響について、ガス移行挙

動試験により得られた破過圧力に着目して評価した。表 1.3-1 に 2009-2012 年度[5][6][7][8]に

行った同一条件における試験の供試体高さおよび破過圧の結果一覧を示し、これをもとに作成し

た供試体寸法と破過圧のグラフが図 1.3-10 である。50 ㎜以下の供試体の試験で得られた破過圧

は一次直線を仮定することで相関が得られるが、これを 200mm へ延長した値より高い 5.0MPa

まで注入圧力を上昇させても破過は発生しなかったため、一次直線での近似では説明できない可

能性がある。また、本検討にて取得したデータは、条件の観点においても量的にまだ十分とはい

えないため、データの集積も課題である。 

 

表 1.3-1 本検討のうち飽和供試体での試験にて取得された破過圧力データ一覧 

 

 破過圧（MPa） 

12.5mm 25mm 50mm 200mm 

2009 － － 2.4 － 

2010 － 1.52 2.0 － 

2011 － 1.6 1.8 － 

2012 
1.3 

1.3 － (>4.90) 
1.2 

※破過圧は有効ガス圧（ガス注入圧と上面での背圧の差）を示す。 

0

1

2

3

4

5

6

0.01 0.1 1

2009

2010

2011

2012

供試体寸法（m）

破
過

圧
（
M
P
a）

 

図 1.3-10 破過圧と供試体寸法の関係 
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(4)  飽和不飽和力学特性試験  

 本検討においては、力学と連成するガス移行挙動をモデル化して評価するために必要となる力

学物性パラメータを取得するための室内要素試験を立案・実施した。取得すべき物性パラメータ

は解析で採用するモデル（構成則）あるいは解析コードによって異なるため、モデル化・解析手

法の高度化に関わる検討において、対象として提示される解析モデル（構成則、コード）に必要

となるパラメータの取得試験として実施した。適用対象モデルには力学連成モデルなどを想定し、

スイス・グリムゼル岩盤試験場で行われたガス移行試験（以下、GMT と記す）[3]でその有効性

が確認された CODE_BRIGHT[13]に用いられる構成則（BB モデル）を想定し、サクション制

御が可能なオエドメータあるいは三軸試験装置を用いて最適化された一連の応力経路試験により

下記の必要な物性パラメータの取得のための試験を実施した。 

・ 応力変化による膨潤・圧縮挙動を規定するパラメータ 

・ 飽和度（サクション圧）の変化による膨潤・圧縮挙動を規定するパラメータ 

・ 強度の飽和度依存性を規定するパラメータ 

 

1)  応力（外力）の変化による圧縮、膨潤挙動（圧密）試験  

サクション制御オエドメータを用いて異なるサクション下で圧密試験を行い、膨潤指数や圧

縮指数のサクション依存性を検討できるデータを取得した。サクション制御オエドメータ試験

装置の概念図を図 1.3-11 に示す。試料にはクニゲル V1 を用い、気乾状態（含水比 6％）の

試料を圧縮容器内で締固めて乾燥密度 1.0Mg/m3とし、高さ 5ｍｍ、直径 60ｍｍの円盤型の供

試体とした。試験は以下の通りに実施した。 

・体積拘束膨潤過程 ：体積拘束およびサクション 80kPa、280kPa、480kPa の一定条件に

て膨潤圧を測定。 

・圧密過程 ：サクション一定条件で、排水状態での圧密載荷、除荷を行い、各水準での載

荷応力 p は以下の通りとした。 

(a) サクション 80kPa のケース； 

p = 膨潤応力（70kPa）→90→130→210→370→690～370→70kＰa 

(b) サクション 280kPa のケース； 

p =膨潤応力（28.5kPa）→68.5→148.5→328.5→508.5→328.5→28.5kPa 

(c) サクション 480kPa のケース； 

p =膨潤応力（20kPa）→40→80→160→320→160→80→20kＰa 

図 1.3-12 は、試験より得られた圧縮指数、膨潤指数とサクションの関係を示したもので、

実線のように実験を BB（バルセロナ・ベーシック）モデルでフィティングでき、応力変化に

よる膨潤・圧縮挙動を規定するパラメータの BB モデルへの適用が可能であることが示された。 
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図 1.3-11 サクション制御オエドメータの概念 

 

 

図 1.3-12 圧縮指数、膨潤指数のサクション依存性と BB モデルによるフィッティング 

 

2)  飽和度の変化による膨潤、圧縮挙動試験  

サクションの除荷・載荷過程に対する圧縮ベントナイトの変形特性を求めるために、ネッ

ト鉛直応力（σｖnet）一定条件でのサクション（s）の除荷・載荷試験を行った。ｓ＝

500kPa, σｖnet＝20kPa の初期状態から、σｖnet 一定でサクション除荷・載荷を行い、その

後、σｖnet =100kPa、および 300kPa まで段階的に載荷して、それぞれの拘束圧下でサクシ

ョン 500kPa から除荷・載荷過程を行った。図 3.2.5 6 は、試験の各段階の最終間隙比状態
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と（サクション＋大気圧）の対数の関係を示したものである。図中の実線は、載荷過程に対

する直線回帰式を示している。図 3.2.5 6 より、サクション除荷時とその後のサクション載

荷時で関係が異なること、また、サクション載荷時は直線で近似できるがサクション除荷時

は直線近似が適切ではないことがわかった。 
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図 1.3-13 最終間隙比～サクション関係（σｖnet＝20kPa） 

 

3)  せん断強度のサクション依存性に関する試験  

 サクション制御可能な三軸圧縮試験装置を用いて、内部摩擦角および粘着力のサクション依存 

性を検討するための試験を実施した。まず、試験結果の妥当性を考察する目的で飽和試料および

不飽和試料（サクション一定）の一面せん断試験を行い、引き続き飽和試料および不飽和試料の

三軸試験を実施した。 

 

a.  一面せん断試験 

試料は、クニゲル V1 を含水比 35%、乾燥密度 1.36Mg/m3 で締固めたものを用いた（飽和度

91%）。一面せん断試験の供試体寸法は直径 60mm 高さ 20mm とした。試験から得られた有効

鉛直応力とせん断強度の関係を図 1.3-14 に示す。飽和試料の内部摩擦角φ’ 、粘着力 c’ を

算定するとφ’=13.3°、c’=0kPa、一方、サクション 0.7MPa 一定の試料ではφ’=12.2°、

c’=62kPa となり、内部摩擦角φ’はサクション依存性がほとんどないが、粘着力 c’はサクシ

ョンに依存する可能性が示された。 
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図 1.3-14 一面せん断試験における有効鉛直応力とせん断強度の関係（飽和試料） 

 

b.  三軸圧縮試験 

サクション制御可能な三軸圧縮試験装置を用いて、内部摩擦角および粘着力のサクション依存

性を検討するためのせん断試験を以下の条件にて実施し、せん断強度のサクション依存性に関す

るデータを取得した。 

・ 供試体：ベントナイト（クニゲル V1）、初期乾燥密度 1.36Mg/m3 

・ 供試体寸法：直径 38mm、高さ 40mm 

試験結果を以下に示す。 

 

(a)  応力経路 

 図 1.3-15 において、全ての試験の応力経路を pnet～q 面上に破線で、最大偏差応力点をプロ

ットで、最大偏差応力点の最小二乗近似による限界状態線を実線でそれぞれ示した。 
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図 1.3-15 応力経路と限界状態線 



 

1-16 

 

(b)  内部摩擦角と粘着力（サクションとの関係） 

図 1.3-16 は図 1.3-15 の最小二乗近似による限界状態線から得られた、内部摩擦角をサクショ

ンとの関係で、内部摩擦角はサクションに依存せず一定（13°）と見なせると判断した。これよ

り図 1.3-17 のように限界状態線を描き直し、これに基づいて得られた粘着力とサクションとの

関係を図 1.3-18 に示す。これらが概ね整合していることより、乾燥密度 1.36Mg/m3 のクニゲル

V1 ベントナイトの内部摩擦角は'=13（°）（一定）、見かけの粘着力は c=0.069s（s：サクショ

ン）で近似できることがわかり、この結果が BB モデルと整合的であることを確認した。 
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図 1.3-16 内部摩擦角とサクションとの関係 
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図 1.3-17 内部摩擦角を 13°一定とした場合の限界状態線 



 

1-17 

 

c'= 0.069s

0

10

20

30

40

50

60

0 200 400 600 800

co
h
e
si
o
n
   
c 

（
kP
a）

suction  s （kPa）
 

図 1.3-18 粘着力とサクションの関係（内部摩擦角を 13°一定とした場合） 

 

4)  水分特性試験  

a.  試験方法  

サクション制御可能なオエドメータ試験装置を用いて、以下の試験条件のもとで水分特性（飽 

和度～サクションの関係）を取得した。 

・ 供試体：ベントナイト（クニゲル VI、初期乾燥密度 1.36Mg/m3） 

・ 供試体寸法：直径 50mm、高さ 10mm 

・ 載荷サクション：0（飽和）～1.3MPa の範囲 

 

b.  試験結果 

図 1.3-19 に、初期状態（含水比 35%、飽和度 91%）からの湿潤過程の水分特性（△プロッ

ト）と飽和後の乾燥過程の水分特性（〇プロット）を示す。左図の実線はそれぞれに対しての

van Genuchten モデル[11]による近似曲線を示し、右図は Narasimhan モデル[12]による近似

曲線とそのモデルパラメータを示す。実験結果は、湿潤過程と乾燥過程で明らかに異なる水分特

性を示しており、両過程とも van Genuchten および Narasimhan モデルで近似可能であるが、

同定したパラメータは飽和度の比較的高い限定された飽和度領域でのみ適用可能であることが示

された。 
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図 1.3-19 取得された水分特性と van Genuchten モデル(左)および Narasimhan モデル(右)近

似 

 

 本項目における成果について総括すると、ガス移行試験の手法の整備やこれに係るプロセス

（飽和やガス移行）に時間を要し、また実施が当初の想定を下回ったものの、国内外のガス移行

概念を構成する現象を再現し、さらに供試体サイズによるガス移行への影響（寸法効果）の検討

へ展開することができた。また、解析モデル化に係る緩衝材材料の飽和-不飽和力学特性パラメ

ータの取得および解析に用いるモデルへの適合性が確認された。 

1.3.3  モデル化・解析手法の高度化 

当初は、国内外の動向調査をもとにモデル化・解析手法の高度化計画を策定し、これを踏まえ

ガス移行挙動評価に係るモデル化や解析手法の高度化を行った。具体的には、材料特性を取得す

るために行われた室内試験の結果等を用い、ガスと THMC の連成を含む再現解析等を行うこと

により、モデル化・解析手法の適用性向上、ガス移行に関する現象理解及び不確実性の低減に向

けた検討や、解析パラメータの不確実性の定量化による施設の長期変遷を考慮したガス移行挙動

のモデル化・解析手法を構築した。さらに、上記検討における入出力データおよびパラメータの

蓄積の受け皿として、ガス移行挙動評価解析実施の際に種々のモデルや関連パラメータを共通に

利用可能なデータライブラリを整備した。 

本項目においては、第 2 次 TRU レポート等で提示されている地質環境や人工バリア構成にお

けるガス移行挙動に関して、現実的なモデル化・解析評価に資する、構成材料の界面のガス移行

特性、圧力に依存する透過性、あるいは力学と連成するガス移行挙動の考慮が可能で、処分概念

に係る複合システムに対応したモデル化・解析手法の構築および高度化を目的とした。検討は、

以下の項目にて構成され、次項より実施概要を示す。 

・モデル化・解析手法の材料試験データ等への適用性向上（確証研究） 

・施設の長期変遷を考慮したモデル化・解析（スコーピング研究） 

・ガス移行データライブラリの構築 
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(1)  モデル化解析手法の適用性向上（確証研究） 

1)  圧力依存透過特性解析 

a.  実施の流れ 

圧力依存透過特性解析コードを用いた確証計算について示す。表 1.3-2 に、検討を進めるうえ

でのステップとその作業を示した。 

まずステップ 1 として、対象とする「材料特性試験データの取得に係る検討」にて実施された

飽和供試体を用いたガス移行（注入）試験の再冠水フェーズおよびガス注入フェーズに対して通

常の 2 相流モデルを用いてフェーズ毎に個別に再現解析を実施し、次にステップ 2 で、ステップ

1 で得られた知見をもとに同じ試験を対象とした再現解析を、膨潤・収縮を考慮した 2 相流モデ

ルへ適用し、気液二相流パラメータを同定した。 

 

表 1.3-2 圧力依存透過特性解析の検討ステップ 

 検討概要 使用モデル 

ステップ 1 

ガス注入試験の再冠水過程を対象とした再現解

析 
一般的な 2 相流モデル 

ガス注入試験：ガス注入過程を対象とした再現

解析 

ステップ 2 
再冠水過程からガス注入過程までの一連の再現

解析 

膨潤・収縮を考慮した 2 相流

モデル 

 

b.  解析手法、解析モデルおよび初期、境界条件 

順解析には、多相多成分流体を対象とした汎用地圏流体シミュレータ GETFLOWS (General- 

purpose Terrestrial Fluid-flOW Simulator)[15]を用いた。なお解析コードについての詳細は、

過年度報告書（[7][8]）を参照されたい。解析モデルは供試体の寸法をもとに、断面積が等価な

矩形断面とし、鉛直方向を 0.5mm 幅で等分割した 1 次元モデルとした。図 1.3-20 に解析モデ

ルの基本諸元を示す。逆解析は、浸潤過程においては比較的高い水飽和度においてもガスが速や

かに供試体外へ排出する機構が同定されていることからガス相の相対浸透率曲線を表現する近似

モデルには Grant モデル[16]を適用し、同定するパラメータの値を既往検討から推定して範囲を

限定して検討を行い、プログラムには米地質調査所により公開されている汎用逆解析プログラム

UCODE_2005[17]を用いた。 
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図 1.3-20 解析モデルの基本諸元 

 

c.  解析結果例 

①ステップ 1（膨潤・収縮を考慮しないモデル） 

ここではステップ 1 の実施例を示す。再冠水の再現解析では、絶対浸透率の値を適正に設定す

ることで、累積注水量を概ね再現することが可能で、次にガス注入フェーズを対象として再現解

析を実施した。Pathway Dilation モデルを考慮し、逆解析によるパラメータ同定を行った。得

られた累積排水量、排気流量と試験結果を比較したものを図 1.3-21 に示す。実測された累積排

水量と排気流量の双方を良く再現する結果を得ることができているが、図 1.3-22 に示す同定

された気液二相流曲線のように、点線の浸潤（再冠水）過程と排水（ガス移行）過程で全く異な

る特性曲線が同定され、両者にヒステリシスが存在する結果となった。 
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図 1.3-21 累積排水量（左）と排気流量（右）に対する試験結果とステップ 1 の解析結果の比

較（平成 22 年度 SG①試験） 
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図 1.3-22 ステップ 1 にて同定された 2 相流曲線（平成 22 年度 SG①試験） 

 

②ステップ 2（膨潤・収縮考慮モデル） 

ステップ 1 での課題に基づき、膨潤・収縮を考慮した気液 2 相流モデルによって再冠水フェー

ズとガス注入フェーズの一貫した再現解析を実施した。膨潤・収縮を考慮した 2 相流モデルにお

いてはベントナイトの間隙を、膨潤性を想定した「層間間隙」とそれ以外の「層間以外の間隙」

とに分けて考慮することにより（図 1.3-23 の概念[18]参照）、吸水飽和の過程において層間に水

が取り込まれることによって層間間隙の割合が増加し、その一方で層間以外の間隙が減少するよ

うな現象としてモデル化した。膨潤・収縮を考慮した 2 相流モデルにおける間隙率や毛細管圧力

の変化イメージを図 1.3-24 に示す。 

 

 

図 1.3-23 ベントナイトの膨潤による非膨潤性間隙の閉塞 
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図 1.3-24 膨潤・収縮を考慮した 2 相流モデルにおける間隙率や毛細管圧力の変化イメージ 

 

この膨潤・収縮を考慮した 2 相流モデルにより、再冠水からガス注入までの一連の試験データ

を対象とした再現解析を実施した。浸潤過程で Grant モデル、また飽和後の排水過程では van 

Genuchten モデル[11]に切り替える構成モデルによって、図 1.3-25 に示すように概ね試験データ

を再現することができ、図 1.3-26 に浸潤過程を示すようにこの一連の解析における毛細管圧力

と相対浸透率が辿る経路がヒステリシスを作らずに求められた。 
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2)  力学連成解析 

 

ここでは 2 相流と力学を考慮できる力学連成解析コード CODE_BRIGHT[12]を用い、本検討

にて実施されたガス移行試験結果を対象に、既往研究等から得られている 2 相流パラメータを用

いて膨潤圧、注水量・排水量、飽和度分布及び間隙率分布等のパラメータの再現性を評価し、ガ

ス移行挙動における力学影響について考察した例を示す。 

 

a.  ガス移行挙動評価試験結果の Nagra におけるガス移行形態の適用 

NagraはOpalinus clayにおける処分概念を対象に、岩盤中のガス移行形態が次の4つの事象に

分類している[10]（図 1.3-27参照）。また下記①－④の過程でのガス侵入圧と最小主応力の関係

を表 1.3-3 に示す。 

①間隙水中の溶解ガスによる移流・拡散 

②古典的な 2 相流による移流 

③微細なき裂生成に伴う流路形成 

④岩盤の引張破壊に伴うき裂開口による卓越流路形成 

一方、本検討対象のベントナイト（クニゲル V1）と Nagra が対象としている Opalinus clay

では剛性が異なり（ベントナイトの方が軟らかい）、ガス圧が高くなるに伴い変形が生じやすい

ので、Nagra が規定するガス移行形態の適用性が課題である。 

 

         （①）    （②）    （③）    （④） 

 

図 1.3-27 Nagra が規定するガス移行形態 

 

表 1.3-3 各移行過程におけるガス侵入圧と最小主応力の関係 

①移流拡散過程 ②2 相流過程 ③流路形成過程 ④引張破壊過程 
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b.  検討を行う上での前提条件 

寸法 φ60×h50、φ60×h25 のそれぞれ 2 つの寸法、合計 6 ケースのガス移行試験より解析対

象を選定した。また仮定条件として、「ガス注入面に対し上部に配置されているポーラスメタル

は完全飽和状態で、ガス注入によりポーラスメタル内の水の体積相当分 3.57 (cm3)が排水されて

からベントナイトにガスが侵入する」とした。水分特性曲線は、H23 年度に実施した水分特性

試験結果におけるモデルにおいて、乾燥側の水分特性よりガス侵入圧が Pae=0.3MPa と推定でき、

このモデルパラメータを仮定した。一方、図 1.3-28 はこれまでの検討結果[8]で、逆解析によっ

て同定された水分特性曲線で、上記の試験での水分特性曲線と概ね同程度の曲線が同定されてい

る。 
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図 1.3-28 これまでの検討で逆解析から同定された水分特性曲線 

 

c.  力学連成 2 相流解析による供試体内部の推定 

(a)  検討条件 

高さ 25mm の供試体でのガス移行試験[7]を対象に、供試体内部の応力・変形状態の推定、供

試体への注水量のマスバランス評価、および 2 相流としてガスが移行した区間の推定を目的に実

施した。対象としたガス移行試験条件を表 1.3-4 に示す。 

 

表 1.3-4 解析対象のガス移行試験条件 

実施 

年度 
試験体寸法 

排水量 3.57cm3を超える 

ガス圧 日時 

H22 h=25mm 1.11MPa 20.0 日 

 

(b)  モデル化対象、境界条件、物性値 

解析モデル及び境界条件を図 1.3-29 に示す。解析は注水過程からガス移行過程までを再現し、

ガス移行過程におけるガス圧載荷条件にはポーラスメタル内の残留水が全てベントナイトへ注水

されたと仮定し、ガス注入開始後 20 日からガス圧を載荷した。解析における初期条件は、注水

開始時の供試体内部の状態（初期飽和度 90%）で、間隙比は e=0.949(-)、初期応力は σz＝σr＝
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σθ=0.11(MPa)とした。また力学連成 2 相流解析にて適用する、力学物性値と 2 相流物性値を設

定した。 

 

ガス圧載荷及び全応力固定

大気圧固定

不
浸
透
境
界

注水過程の底面は鉛直固定，水平自由  

図 1.3-29 解析モデル及び境界条件 

 

(c)  解析結果 

・飽和過程とガス注入過程の再現 

解析では注水過程の飽和膨潤過程を再現してガス移行時の供試体内部の状態の考察を行った。 

飽和過程においては、累積注水量、全応力とも良好な再現がなされたのを確認し、次にガス注

入過程の再現解析を行った。ガス移行過程において、ガス注入起因の圧密により排水される水量

は、ガス侵入まで（20 日目後）までに 0.440cm3、破過までに 1.707cm3 となり、破過までの圧

密による排水量は総排水量の 28％程（ガス置換分は 72%）と算定された。 

 

・飽和度分布と実測値の比較 

次に供試体内のガス移行形態（ガスフロントなど）の推察を行った。図 1.3-30 に解析から得

られたガス移行過程の飽和度分布と解体調査結果による飽和度分布を示す。 

ガス注入開始 20 日後より 27 日後の方がガス圧は高いため、供試体全体が圧縮されている。

一方飽和度については、破過直前の状態でも最下層の要素が 97.4％まで低下しているにすぎな

い。実験と解析の水収支は良く一致しているため、ガスは底部から数㎜程度の範囲には 2 相流と

して供試体内に移行したが、その後のガス圧増加に伴って、微視的な流路拡幅もしくはフラクチ

ャリングが生じ、破過に至ったものと解釈した。 
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a）ガス注入開始 20 日後 b）ガス注入開始 27 日後（破過直前） 

図 1.3-30 解析から得られたガス移行過程の飽和度分布（変形倍率：5 倍） 

 

ガス侵入から破過までの平均有効応力分布と間隙率（乾燥密度）分布 

解析結果から得られたガス移行時の平均有効応力分布を図 1.3-31 に、間隙率あるいは乾燥密

度分布を図 1.3-32 に示す。供試体はガス圧により圧密され、底面付近ではガスの侵入により間

隙圧が上昇して有効応力の低下と間隙の増大が起こる。さらに注入側の有効応力が低下し、ゼロ

になると微視的な流路拡幅もしくはフラクチャリングが生じ破過に至り、一方、排出側（上面）

は注入側からの圧力によって圧密排水され間隙が狭まり、その結果有効応力が上昇したと解釈し

た。 

 

 

 

a）ガス注入開始 20 日後 b）ガス注入開始 27 日後（破過直前） 

  

図 1.3-31 平均有効応力分布（変形倍率：5 倍） 
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a）ガス注入開始 20 日後 b）ガス注入開始 27 日後（破過直前） 

図 1.3-32 間隙率（乾燥密度）分布（変形倍率：5 倍） 

 

(2)  施設の長期変遷を考慮したモデル化・解析手法（スコーピング研究） 

本項目においては、不確実性評価手法を用いたガス移行挙動の熱-水-力学連成解析を行い、評

価指標（施設内最大ガス圧、坑道外への押出し水量等）に対する不確実性の定量化を試みた。具

体的には、まず THMC 連成挙動の影響度把握を目的としたスコーピング計算に着手し、次に熱

影響の把握のための TH 連成解析を実施した。さらに化学的影響の代表的なものとして、ベント

ナイトの Ca 型化がガス移行挙動に与える影響把握を目的に、イオン交換平衡吸着モデルを用い

た Ca 型化による浸透率増加を考慮したガス移行解析を実施した。また、考慮する現象（モデ

ル）や使用するデータ（パラメータ）の不確実性を取り入れた解析手法を用い、モンテカルロシ

ミュレーションを実施した。一方、金属腐食反応に伴う水素ガスの発生プロセスに着目し、この

現象を考慮した解析を用いた不確実性の検討を実施した。以下に各検討について記す。 

 

1)  TH 連成計算 

本検討では、TH 連成計算で用いる数値シミュレーション技術を、多相多成分流体を対象とし

た汎用地圏流体シミュレータ GETFLOWS（GEneral-purpose Terrestrial fluid-FLOW 

Simulator）を用いて実施した。 

はじめに 1 次元モデルによる数値実験として、第 2 次 TRU レポートより廃棄体グループ 2 の

坑道断面形から人工バリアの一部を切り出した単純系を対象とし、モデルの全体を①岩盤、②ベ

ントナイト、③廃棄体により構成した。人工バリア構成材料の熱及び水理パラメータは、第 2 次

TRU レポートに基づいた。1 次元モデルでは、このうちの廃棄体、ベントナイト、岩盤のみの

数値を適用し、その他の材料物性は、後述の処分場スケール 2 次元モデルに用いた。発熱条件は、

TRU 廃棄物処分概念検討書[19]、第 2 次 TRU レポート[1]に基づき設定し、円形処分坑道に対

する廃棄体パッケージ領域の断面積に基づき発熱量の 33.7%を解析モデルへ与えた。またガス発

生条件は第 2 次 TRU レポートを参考に設定し、図 1.3-33 の「合計」値を、第 2 次 TRU レポー

トにおいて示されている想定ガス発生量し、また初期ガス発生量を 10 万年間与えた。 
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図 1.3-33 想定ガス発生量とモデルに与えたガス発生量 

 

1 次元解析結果を踏まえ、図 1.3-34 に示す第 2 次 TRU レポートにおける廃棄体グループ 2

（ハル・エンドピース圧縮収納体）、軟岩系岩盤（SR-C 準拠）を対象とした解析を実施した。図 

1.3-35 に本解析に用いた格子システムの処分坑道付近の拡大図を示す。解析ケースには、①高温

環境下での水蒸気生成・凝縮・移動と腐食ガスの発生・移行との相互干渉、②廃棄体内の水分状

態変化とガス発生量の関係、③施設内における最大間隙圧力と累積排水量に対する温度環境の影

響、に着目したケースを設定した。図 1.3-36 はケースの一例で、発熱条件を考慮したケース間

で解析結果を比較したものであり、発熱条件を考慮しないケースと比較すると、温度上昇による

間隙流体の体積変化が生じ、早い時期から間隙圧はやや大きく発生した。それに伴い坑道外へ向

かう動水勾配が大きくなるため坑外排水が増し、特に完全飽和状態からのガス発生・移行を解析

したケース（Q1W1G0）でその傾向がより顕著に現れるが、ガス発生速度の水分依存性による

違いはほとんど認められなかった。 

 

 対象廃棄体：グループ２

【処分行動断面】
処分坑道サイズ ：内径11.4m
支保工厚 ：0.6m
廃棄体サイズ ：W1.2m×H1.6m（パッケージ）
鋼製構造躯体 ：t=5cm

【地質環境条件】
軟岩系岩盤 ：TRU２次レポートSR-C準拠
処分深度 ：GL-500m

【EBS材料特性】
上部・側部緩衝材 ：有効粘土密度1.36g/cm3

：珪砂含有率0％
底部緩衝材 ：有効粘土密度1.36g/cm3

：珪砂含有率30％

 

 

図 1.3-34 解析モデルの対象とする処分システム概念 

モデルに与え

たガス発生量
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図 1.3-35 2 次元断面計算解析格子モデルと境界/初期条件 
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(a)間隙圧力    (b)坑外排水量／累積坑外排水量 

 

図 1.3-36  解析結果：施設内圧力、坑外排水量の比較 
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2)  ベントナイトの長期変質（Ca 化）の影響検討 

初めに、再冠水およびガス発生・移行へ与える影響の視点からセメント系材料の溶脱やベント

ナイト系材料の Ca 型化などの長期変質挙動に関しての調査を実施し、その結果より影響が大き

いと考えられるベントナイト系材料の変質の一つの Ca 型化に対しモデル化を実施し、予察的な

影響評価を実施した。 

ベントナイト系材料の Ca 型化とそれに伴う水理パラメータの変化は、間隙中の水、空気 2 相

流動系と地下水中に溶存した陽イオン Na+及び Ca2+の物質移行系の連成挙動により、またベン

トナイト中の交換性陽イオン（Ca2+、Mg2+、K+、Na+）のうち、主要成分である Ca2+、Na+の

イオン交換反応を考慮した。固相側の最大吸着能は交換性陽イオン容量 CEC によった。 

水理パラメータとの関係は、イオン交換の進展度（Ca 型化率 CR）により、媒体の空隙率、

浸透率の動的変化として定式化した。固液間の分配平衡は交換平衡定数により算定した。 

解析対象とした系は、第 2 次 TRU レポートに準じ、Ca 型化による相間移動量の算出に用い

るベントナイトの鉱物組成、陽イオン交換容量、交換平衡定数は、表 1.3-5 及び表 1.3-6 に示す

諸数値を用い、Ca 濃度条件は 10-2mol/L で一定とした。 

 

表 1.3-5 ベントナイト混合土の鉱物組成（左）および陽イオン交換容量（右） 

 

 
 

イオン交換 

サイト 

meq/100g-

bentonite 

NaZ 51.4 

CaZ2 7.4 

KZ 0.6 

MgZ2 0.7 
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表 1.3-6 イオン交換反応の交換定数（左）およびセメント系材料が地下水に溶解した場合の地

下水組成計算結果（右） 

イオン交換サイト Log K

Na⁺+Z⁻=NaZ 0.00

Ca²⁺+Z2⁻=CaZ₂ 0.69

K⁺+Z⁻=KZ 0.42

Mg²⁺+Z2⁻=MgZ₂ 0.67

H⁺+Z⁻=HZ 1.88

 
図 1.3-37 は、緩衝材の内側と外側に評価点を加え、地下水中の Na イオン、Ca イオン濃度の

時間変化を、図 1.3-38 は緩衝材の内側、中心、外側における固相中の Na 吸着量と Ca 型化率

の時間変化をそれぞれ示しており、本検討における結果においては、Ca 型化による有意な影響

は認められなかった。 
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図 1.3-37 解析結果（地下水中の Na イオン濃度、Ca イオン濃度） 
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図 1.3-38 解析結果（固相中の Na 吸着量、Ca 型化率） 
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3)  モンテカルロシミュレーションを用いた検討 

本検討では考慮する現象（モデル）や使用するデータ（パラメータ）の不確実性を取り入れた

解析手法を採用し、評価指標（施設内最大ガス圧、坑道外への押出し水量）に対する不確実性の

定量化を試みた。 

確率密度関数の設定は、選定した 4 つのデータ（浸透率、間隙率、膨潤圧、初期飽和度）に関

して、そのばらつきが正規分布に従うと仮定し、既往研究の成果に基づき、中央値と標準偏差を

決定し、確率密度関数として記述した。表 1.3-7 に上記の 4 つのパラメータにおいて設定した中

央値と標準偏差を示す。 

 

表 1.3-7 設定した中央値と標準偏差 

平均値 標準偏差
水相浸透率 (m2) 5.17×10-20 9.43×10-21

間隙率 (-) 0.496 0.05
膨潤圧 (MPa) 0.40 0.06265
初期飽和度 (-) 0.55 0.15

 

 

初めに試解析を、第 2 次 TRU レポートより廃棄体グループ 2 の坑道断面形から EBS の中央

1m を地表面から深度 1,000m まで切り出した単純系を対象とした。また岩盤（掘削影響域 EDZ

を含む）、支保工、インバート、ベントナイト、鋼製構造躯体、廃棄体により構成される 1 次元

モデルにてまた各材料の物性値は第 2 次 TRU レポートに準拠（緩衝材の物性に関しては、ガス

注入試験の再現解析で同定されたパラメータを適用）し、各材料の熱パラメータおよび水理パラ

メータも同様とした。解析コードには、3 次元汎用地圏流体シミュレータ GETFLOWS を用い

て T、TH および THM モデルを用いた解析を実施して結果を比較した。 

結果として、図 1.3-39 に全てのケースで明らかに坑道外へガスが透気していると考えられる

500 年までの最大ガス圧、及び 500 年時点での累積排水量を抽出し、そのばらつきを正規分布と

して確率密度関数として示した。95%信頼区間は、THM モデルでは、最大ガス圧が 6.48MPa～

6.87MPa、累積排水量は 1.05～2.17Nm3/m の範囲となり、H モデルと比較して、最大ガス圧が

大きくなる傾向を示した。一方、累積排水量は THM モデルの方が TH モデルよりやや小さい値

となる傾向が見られた。 
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図 1.3-39 各モデルの最大ガス圧（左）、累積排水量（右）の不確実性の幅 

 

次に、試解析における THM モデルを用いたモンテカルロシミュレーションの結果を用いて、

2 次元断面モデルによるガス移行解析を実施するためのケース抽出を行い、表 1.3-8 に示すよう

に評価指標に対して危険側、平均、安全側のパラメータの組合せケースを抽出した。 

 

表 1.3-8 抽出したパラメータの組合せ 

浸透率
(×10-20m2)

間隙率
(-)

膨潤圧
(MPa)

初期飽和度
(-) 備考

ケース1 4.71 0.503 0.295 0.514 平均
ケース2 4.38 0.523 0.456 0.164 危険側
ケース3 6.05 0.545 0.375 0.723 安全側

5.17
(2.95～7.87)

0.496
(0.367～0.625)

0.404
(0.229～0.551)

0.550
(0.164～0.936)

平均値
（幅）

 
2 次元解析モデルは前項同様、第 2 次 TRU レポートの条件設定に基づいた坑道深度断面とし、

EDZ を含む岩盤の飽和状態やガス発生量などの諸条件は前項同様とし、熱パラメータや水理パ

ラメータは 1 次元モデルによるモンテカルロシミュレーションで用いた値と同じとした。図 

1.3-40 に廃棄体中央部のガス圧変化と、坑道外への累積押出し水量変化に対してケース 1～3

（平均／危険側／安全側）を同一グラフ上にて比較したもの示す。結果として、最大ガス圧につ

いては各ケース間の差が非常に小さい結果を示し、累積排水量は 1 次元モデルを用いた検討での

3 倍程度を示す結果となった。 
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図 1.3-40 2 次元解析により得られた最大ガス圧と累積排水量の不確実性の幅 

 

4)  金属腐食による水素ガス発生の考慮  

本検討では金属腐食による水素ガス発生を考慮した二相流解析による不確実性評価を実施した。

ガス発生が重要となる評価指標（施設内最大ガス圧、押出し水量）に影響を与える時間スケール

は 100 年程度と比較的短期スケールであり、またデータの不確実性を考慮した解析においても、

ガス発生時の人工バリア内部状態が評価指標に大きく影響するといった結果が得られており、ガ

ス発生プロセス（金属腐食反応による水素ガスの発生、間隙水の消費、鉄の容積減少など）の考

慮は重要であるため、金属腐食反応に伴う水素ガスの発生プロセスを考慮した検討を実施した。 

 

本検討では解析コード TOUGHREACT[20]（TOUGH2 をベースに開発された化学反応を考慮

できる THC 連成解析コード、熱・流体流動計算と物質移行計算、地球科学計算で構成）を使用

した。本検討では、前項までの検討同様、第 2 次 TRU レポートより廃棄体グループ 2（ハル・

エンドピース圧縮収納体）、軟岩系岩盤（SR-C 準拠）を対象とする一次元モデルを用い、

TOUGHREACT の動作確認、金属腐食反応と気液 2 相流動場の連成現象理解、及び、感度解析

によって評価指標（施設内最大圧力、坑外への押出し水量）に対する影響が大きい重要パラメー

タの抽出を行う目的で全 6 ケースを実施した。 

図 1.3-41 に、全ケースについてガス発生時に施設内で最も圧力が高くなると考えられる廃棄

体中央部の気相圧力および坑外への累積押出し水量を時系列にて比較したグラフを示した。ベン

トナイトの浸透率増加は気相圧力を 1.5MPa 程度低下させ、間隙率は押出し水量を 27%程度増

加させる結果を示し、これまでの知見と同様に評価指標に対して影響が大きい結果となった。こ

れより、金属腐食の反応速度パラメータは、押出し水量に対しての影響は大きくはないが、圧力

について施設内部において大幅に上昇させる結果が得られた。 
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図 1.3-41 廃棄体中央部の気相圧力（左）と坑外への累積押出し水量（右）の比較 

 

次に、同様の条件の 2 次元断面モデルにて金属腐食反応を考慮した THC 解析を 1 次元モデル

による検討のベースケース相当の条件にて実施した。図 1.3-42 は評価点における気相圧力及び

坑外への累積押出し水量の時間変化で、約 1 年後までは各評価点の圧力に変動が見られず、これ

は発生したガスが間隙水中に溶解するためと考えた。また気相が形成され、追って圧力上昇、水

飽和度低下が起こり、坑外へとガスが透気していく傾向がみられる。廃棄体中央部の最大気相圧

力は約 7.2MPa、坑外への累積押出し水量は単位長さ当たり 2.5Nm3となった。 
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図 1.3-42  評価点における気相圧力（左）および累積押出し水量（右）の時間変化 

 

(3)  データライブラリの構築 

本検討においては、まず初めにガス移行挙動評価の解析環境における問題抽出を行い、ガス移

行挙動評価研究の進展とともに、品質が保証された構成モデル、パラメータを柔軟に取り込むこ

とができる仕組みと手続きの導入が必要であるとの観点に基づいて、ガス移行データライブラリ

を構築した。具体的には、先ずデータライブラリのプロトタイプ（データライブラリ、及びデー

タライブラリにアクセスするためのインターフェースの設計）の作成を手始めに、データライブ
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ラリ本体に登録されているパラメータ・構成モデルの閲覧及び登録の支援を目的として、ウィザ

ード形式でデータの閲覧、登録（修正・削除）ができるデータ格納サポートシステムの設計、製

作へ展開し、得られた基礎データ、構成モデル及びパラメータの蓄積、更新が容易に行えるよう

に拡張した。このもとで、以下に示す機能の追加を実施した。 

・ 力学基本特性に関する構成モデル関連パラメータの新規登録 

・ 不確実性を有するデータのばらつき及びその組合せを考慮したパラメータ生成機能 

・ 登録されている構成モデル内部の評価諸量の出力 

図 1.3-43 はデータライブラリの基本構成を示す。データライブラリは 6 つのモジュールとマ

ニュアルで構成されている。図 1.3-44 にデータライブラリを用いた実行処理の流れを示した。 
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ライブラリ
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ライブラリ

既存のガス移行解析コード
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図 1.3-43 データライブラリの基本構成 
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図 1.3-44 データライブラリを用いた実行処理の流れ 

 

本項目における成果について総括すると、当初段階においては国内外での解析およびモデル化

のための環境は必ずしも十分ではない状況にあったが、本検討においてベントナイトの膨潤収縮

やガスと力学の連成を考慮した解析・モデル化手法の検討を進めた結果、データライブラリの構

築を含めた手法の高度化がなされた。 
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1.3.4  ガス移行挙動評価手法の構築 

ガス移行挙動評価手法の構築に係る検討（以下、本検討と称す）は、「第 2 次 TRU 廃棄物処

分研究開発取りまとめ（以下、第 2 次 TRU レポートと称す）[1]」において示されている処分概

念を対象に、ガス移行に関する材料特性やモデル化・解析手法に関する検討を通じて得られたデ

ータや知見を踏まえ、ガス移行挙動評価手法を構築し、人工バリアの長期安定性の評価や性能評

価におけるガス移行評価の信頼性向上を目指すものである。 

ガス移行挙動評価手法の構築を進めるにあたっては、平成 19 年度に全体研究計画の策定を行

うと共に、TRU 廃棄物処分や余裕深度処分のシナリオ開発の流れを整理・把握した上で進めた。

これらのガスの発生・移行の影響に関する記述として、TRU 廃棄物処分では第 2 次 TRU レポ

ートにおいて、処分システムの性能やそれに関連する特質（Features）･事象（Event）･プロセ

ス（Process）（ 以下、FEP と称す）への記述、シナリオの構築、核種移行評価などが実施され

ている。ここでは、ある保守的と考えられる条件を想定した検討が行われているが、ガス単独の

影響だけでなく、ガスによる人工バリアへの影響など包括的な検討についても今後の課題とされ

た。一方、余裕深度処分では「余裕深度処分の管理期間終了以降における安全評価に関する考え

方（平成 22 年 4 月 1 日原子力安全委員会了承）[21]」において、ガス移行シナリオの安全評価

上の取り扱いに関する考え方が記載されていた。 

本検討では、ガス影響を考慮した核種移行挙動を包括的に検討していくため、これらの既往研

究におけるシナリオ開発フローをもとに、図 1.3-45 に示す新たな検討フローを整理した上で、

作業を進めた。従来の検討フローとの違いとしては、TRU の人工バリアシステムおよびその周

辺岩盤の時系列的な状態変化を把握するために時系列状態変化表を作成し、それに基づき、ガス

挙動に係わる FEP を抽出・統合した上で、状態変遷に伴う統合 FEP の関連図を作成し、FEP

からシナリオ構築までの流れに追跡性を加味した点である。また、ガス挙動評価における現状の

不確実性について分析を行い整理することで、根拠資料を通じて各要因の不確実性が何に起因し

ているのかも明示できている。これらの結果を踏まえ、ガス挙動と放射性核種移行を同時に記述

するシナリオ整理シートを作成し、それぞれのシナリオに対応する評価ケースの設定までの流れ

も新たに構築した。 

また、本検討を進める過程において、国内外の機関･各種プロジェクトにおける研究報告を対

象として、ガス発生･移行挙動に関する考え方や性能評価における取扱いなどについて調査･整理

を行い、その結果はシナリオ構築の基礎資料とした時系列状態変化表やその根拠資料などにとり

まとめた。 

調査対象とした機関･プロジェクトを以下にまとめる。 

 ・SKB（スウェーデン核燃料･廃棄物管理会社） 

 ・NAGRA（放射性廃棄物管理共同組合／スイス） 

 ・ANDRA（放射性廃棄物管理機関／フランス） 

 ・ONDRAF/NIRAS（ベルギー放射性廃棄物･濃縮核分裂性物質管理機関） 

 ・SCK･CEN（ベルギー原子力研究センター） 

 ・Posiva（ポシヴァ社／フィンランド） 
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 ・ガス挙動に関わる国際会議（FORGE など） 

 ・低レベル放射性廃棄物（TRU 処分、余裕深度処分） 

 ・高レベル放射性廃棄物（HLW） など 
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図 1.3-45 ガス移行挙動高度化検討フローと既存の処分シナリオ開発フロー 
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(1)  ガス移行挙動評価手法に関する検討 

1)  処分システムの変遷を考慮したシナリオの検討 

初年度（平成 19 年度）は地層処分の対象となる TRU 廃棄物と余裕深度処分および HLW 地

層処分の特徴を相互比較し、TRU 廃棄物地層処分におけるガス発生･移行に関する影響を体系的

に整理すると共に、廃棄体の放射能レベルが比較的高く、人工バリアシステムが複雑である廃棄

体グループ 2 を対象として、TRU 廃棄物処分施設における経時的変化とガス発生移行の相互影

響に関して図表化したシナリオシートを作成した。このシートにおいては人工バリアの時間的変

遷に伴うガス発生･移行現象と人工バリアシステム各部位の変遷状況および温度(T)-水理(H)-力学

(M)-化学(C)-放射線分解(R)の連成挙動について、この時点での知見をもとに記述し、ガス移行挙

動評価全般における現状と課題を俯瞰的に提示したが、記述の信頼性や精度の程度が異なる、あ

るいは記述の背景となる知見やデータ、評価手法などが示されていない、などの課題が存在して

いた。なお、上述のように廃棄体グループ 2 を対象とすることで、その他の 3 つのグループのガ

ス挙動についても説明できると判断されたため、以降の検討ではこれを対象に進めた。 

 

2)  TRU 廃棄物処分施設の長期変遷過程を踏まえたガス発生・移行シナリオの整備 

平成 19 年度の成果およびこれより得られた課題を踏まえ、平成 20 年度からガス発生・移行

に関するシナリオ検討を開始した。 

シナリオ検討では、前提条件や諸情報を整理した上で、地下処分施設の長期変遷過程に焦点を

あて、処分施設の構成部材ごとに時間経過に伴って発生する事象を網羅的に記述した「時系列状

態変化表（表 1.3-9 参照）」を構築した。ここでは国内外の検討事例を参照し、人工バリアだけ

でなく天然バリアの状況をも考慮した全体システムとして取りまとめている。また、ガスの影響

に係わる FEP 群を人工バリアシステムを構成する部材ごとにまとめた統合 FEP を用いて、ガス

発生･核種溶出の出発点となる廃棄体から掘削影響領域（EDZ）へ到達するまでの移行経路を整

理した「統合 FEP 関連図（図 1.3-48 参照）」、並びに各人工バリアに期待する安全機能を明確に

するために第 2 次 TRU レポートに記述された長期安全確保の考え方を人工バリアの状態遷移に

基づき時系列的に整理した「安全機能整理シート（図 1.3-47）」を構築した。そして、これらを

「シナリオ整理シート（図 1.3-49）」として集約した。 

以下に各検討課程における概略および成果をまとめる。 

 

a.  シナリオ構築にあたっての前提条件・諸情報の調査・整理 

時系列状態変化表、統合 FEP およびシナリオ整理シートの検討･構築にあたっては、第 2 次

TRU レポートや海外の知見などにおける条件や考え方などを基に、以下の項目について再整

理した。 

 ・TRU 処分概念とレイアウト･人工バリアシステム（EBS）概念 

 ・廃棄体の種類と容器： 

グループ 1～4 および廃棄体、廃棄体パッケージの区分 
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 ・人工バリアシステム（EBS）構成部位の設定 

廃棄体、廃棄体パッケージ／充填材、構造躯体、ベントナイト緩衝材、処分空洞埋戻し材、

処分空洞コンクリート支保工＋ロックボルト･吹付、掘削影響領域 

 ・ガスの発生･移行に関わる事項 

発生源と発生場所、ガスの発生メカニズム（発生するガスの種類と核種、ガス発生速度）、

ガスおよび核種の移行メカニズム 

 ・TRU 廃棄物処分システムにおける考慮事項と時間変遷に関する考察 

 

b.  温度･水理・力学・化学・放射線・微生物の影響およびガスと核種の挙動 

ガス移行挙動評価のためのシナリオ検討にあたっては、人工バリアシステム全体とその長期

に亘る状態変遷を俯瞰的に把握することが重要と考え、HLW のストーリボードの考え方（若

杉他, 原子力学会秋の大会, 2008 [22]）を用いて、TRU 人工バリアシステムを対象に、ガス発

生／移行挙動に影響を及ぼすと考えられる温度(T)-水理(H)-力学(M)-化学(C)-放射線(R)-微生物

(B)の各影響と、これに関連したガス発生／移行(G)および核種の移行(RN)について分析を行い、

その結果を時系列状態変化表に取りまとめた。時系列状態変化表における評価対象とした期間

および分析対象とした事象を以下に列記した、なお、同表では②の時間枠をより詳細に区分し

て記述し、人工バリアシステムの部材構成は前述した前提条件に基づき作成した。 

【評価期間】 

① 埋戻し～閉鎖 

② 飽和～廃棄体容器が健全な期間（地下水の浸入に伴う再冠水が終了） 

③ 容器損傷、廃棄体飽和 

④ ベントナイト機能喪失まで（ベントナイトが機能を維持する期間） 

⑤ ベントナイト機能喪失後（ベントナイトが変質し、人工バリアシステム全体が移流場

に移行する期間） 

【記述項目】 

T ：熱影響に関する記述 ⇒ガス移行挙動に影響 

H ：水理学的影響に関する記述 ⇒ガス発生量や移行速度に影響 

M ：力学的影響に関する記述 ⇒ガスの移行速度・経路に影響 

C ：化学的影響に関する記述 ⇒ガス発生速度に影響 

R ：放射線影響に関する記述 ⇒ガス発生量（放射線分解）に影響 

B ：微生物影響に関する記述 ⇒ガス発生量に影響を及ぼす 

G ：ガスの発生／移行に関する記述 

RN ：核種の移行に関する記述 

上記の評価期間ごとに、ストーリボードの考え方に基づく T-H-M-C-R-B および G･RN の

分析を行った。 

 

c.  時系列状態変化表の構築 

前述した HLW 処分安全評価シナリオ設定のために開発されたストーリボードの考え方[22]
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に基づく検討結果をもとに、前年に作成したシナリオシートを改訂し、TRU 廃棄物処分施設

における長期変遷を網羅的に提示する時系列状態変化表として整備した。なお、同表には網羅

性・十分性の観点から、第 2 次 TRU レポートに示された FEP リストからガス発生･移行に関

連した FEP について抽出･整理し、その結果も併せて反映した。第 2 次 TRU レポートにおけ

る FEP リストのうち、ガス関連の FEP は 12 個で、その表現は“ガス発生と影響”、“ガス影

響による核種移行”など、極めて簡略化された統合 FEP（スーパーFEP）となっており、具

体的な特質・事象・プロセスは読み取れず、FEP 辞書にもこれらがどのように作成されてき

たのか記載されていないのが現状であった。そのため、時系列状態変化表構築にあたっては、

前述したストーリボードの考えた方を基に、ガス影響に関連する FEP を整理･設定しつつとり

まとめた。 

平成 21 年度以降は、構築した時系列状態変化表について、a.～b.に示すような手法を用い

て、不確実性の低減を図ると共に、適宜最新の知見を拡充しつつ、現実的なシナリオ構築に向

け再評価･見直しを実施した。構築した時系列状態変化表を表 1.3-9 に示す。 

 

(a)  時系列状態変化表が有する不確実性の低減 

地層処分の安全評価に寄与するには、根拠や論拠に基づく確からしいと考えられる処分シ

ステムの状態を設定することが重要となる。平成 21 年度には、これを踏まえて、既往文献

よりガスの発生・移行に関わる不確実性の要因を抽出･整理し、その結果を時系列状態変化

表に反映することで、同表が有する不確実性の低減策の検討を実施した。検討は、①人工バ

リアでのガス発生（量／速度）・移行の要因分析、②発生･移行するガスが及ぼす人工バリア

への影響の要因分析、の順で進めた。 

検討対象とした要因は、網羅性を重視しつつ、不確実性を有するもの全てを対象としてい

るが、現状では具体化できない処理方法や処理施設の設計に依存するインベントリなどにつ

いては、第 2 次 TRU レポートに記載された内容を基に対応した。また、ガス発生･移行に

直接関連する核種発生源、放射線分解ガス発生源、境界条件･環境条件、ガス生成モデル、

ガス移行モデルの各条件が人工バリアおよび EDZ 及ぼす影響に関する不確実性についても、

同様に要因分析の手法を用いて検討した。 
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表 1.3-9 時系列状態変化表【廃棄体ｸﾞﾙｰﾌﾟ 2:堆積岩､処分深度 500m､淡水､還元状態】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 埋戻し～閉鎖 ～緩衝材飽和 ～充填材飽和 廃棄体容器が健全な期間 容器損傷、廃棄体飽和～ ベントナイト機能喪失まで ベントナイト機能喪失後 

EBS の状態変遷と 

核種移行のプロセスイメージ 

廃棄体 

（廃棄物+ﾄﾞﾗﾑ缶､ｽﾃﾝﾚｽ容器） 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:廃棄体の発熱による温度上昇 
:地下水からの隔離 
:初期設計応力状態 
:初期特性 
:廃棄物初期含水分の放射線分解 
: ─ 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:廃棄体の発熱による温度上昇後低下 
:不飽和 
:初期設計応力状態 
:初期特性 
:廃棄物初期含水分の放射線分解 
: ─ 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:温度の低下 
:不飽和 
:充填材の変形によるひずみ生起 
:初期特性 
:廃棄物初期含水分の放射線分解 
: ─ 

T
H
M
C
R
B

:温度の緩やかな低下 
:不飽和 
:充填材の変形によるひずみ生起 
:初期特性 
:廃棄物初期含水分の放射線分解 
: ─ 

T
H
M
C
R
B

:周辺岩盤温度 
:拡散場 
:充填材の変形による容器の破損 
:低 Eh･高 pH／核種溶出 
:間隙水の放射線分解 
: ─ 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:周辺岩盤温度 
:拡散場 
:腐食膨張、ガス圧上昇 
:低 Eh・高 pH／核種溶出 
:間隙水の放射線分解 
: ─ 

T
H
M
C
R
B

:周辺岩盤温度 
:移流場 
:周辺応力との調和 
:低 Eh･高 pH／─ 
: ─ 
: ─ 

G 
 

RN 

<発生>放射線分解 
<移行> ─ 
:廃棄体内 

G 
 

RN 

<発生>放射線分解 
<移行> ─ 
:廃棄体内 

G 
 

RN 

<発生>放射線分解 
<移行> ─ 
:廃棄体内 

G

RN

<発生>放射線分解 
<移行> ─ 
:廃棄体内 

G

RN

<発生>腐食・有機反応 
<移行>溶存、二相流 
:拡散、破過時移流 

G 
 

RN 

<発生>腐食・有機反応 
<移行>溶存、二相流 
:拡散、破過時移流 

G

RN

<発生>─ 
<移行>溶存、二相流 
:移流 

廃棄体パッケージ／充填材 

（容器表面は鋼板） 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:充填材の発熱による温度上昇 
:地下水からの隔離 
:初期設置応力状態 
:初期特性 
:間隙水の放射線分解 
: ─ 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:充填材の発熱による温度上昇後低下 
:不飽和 
:初期設置応力状態 
:初期特性 
:間隙水の放射線分解 
: ─ 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:温度の低下 
:拡散場 
:構造躯体の変形によるひずみ生起
:高 Eh･強ｱﾙｶﾘ pH／可溶性成分溶脱
: ─ 
: ─ 

T
H
M
C
R
B

:温度の緩やかな低下 
:拡散場 
:構造躯体の変形によるひずみ進展
:高 Eh･高 pH／消石灰溶脱 
: ─ 
: ─ 

T
H
M
C
R
B

:周辺岩盤温度 
:拡散場 
:構造躯体の変形によるひずみ進展 
:高 Eh･高 pH／消石灰溶脱 
: ─ 
: ─ 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:周辺岩盤温度 
:拡散場 
:構造躯体の変形によるひずみ進展 
:低 Eh・高 pH／消石灰溶脱 
: ─ 
: ─ 

T
H
M
C
R
B

:周辺岩盤温度 
:移流場 
: ─ 
:低 Eh･高 pH／CSH 溶脱 
: ─ 
: ─ 

G 
 

RN 

<発生>放射線分解 
<移行>連続した気みち 
: ─ 

G 
 

RN 

<発生>放射線分解 
<移行>連続した気みち 
: ─ 

G 
 

RN 

<発生>放射線分解 
<移行>溶存、二相流、破過 
: ─ 

G

RN

<発生>腐食反応 
<移行>溶存、二相流、破過 
: ─ 

G

RN

<発生>腐食反応 
<移行>溶存、二相流、破過 
:拡散、破過時移流 

G 
 

RN 

<発生>腐食反応 
<移行>溶存、二相流、破過 
:拡散、破過時移流 

G

RN

<発生>─ 
<移行>溶存、二相流 
:移流 

構造躯体 

（鉄筋コンクリート） 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:構造躯体の発熱による温度上昇 
:地下水からの隔離 
:初期設置応力状態 
:初期特性 
:間隙水の放射線分解 
: ─ 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:構造躯体の発熱による温度上昇後低下 
:不飽和 
:緩衝材膨潤応力によるひずみ生起 
:初期特性 
:間隙水の放射線分解 
: ─ 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:温度の低下 
:拡散場 
:緩衝材膨潤応力によるひずみ進展
:高 Eh･強ｱﾙｶﾘ pH／可溶性成分溶脱
: ─ 
: ─ 

T
H
M
C
R
B

:温度の緩やかな低下 
:拡散場 
:緩衝材膨潤応力によるひずみ進展
:高 Eh･高 pH／消石灰溶脱 
: ─ 
: ─ 

T
H
M
C
R
B

:周辺岩盤温度 
:拡散場 
:緩衝材膨潤応力によるひずみ進展 
:高 Eh･高 pH／消石灰溶脱 
: ─ 
: ─ 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:周辺岩盤温度 
:拡散場 
:緩衝材膨潤応力によるひずみ進展 
:低 Eh･高 pH／消石灰溶脱 
: ─ 
: ─ 

T
H
M
C
R
B

:周辺岩盤温度 
:移流場 
: ─ 
:低 Eh･高 pH／CSH 溶脱 
: ─ 
: ─ 

G 
 

RN 

<発生>放射線分解 
<移行>連続した気みち 
: ─ 

G 
 

RN 

<発生>放射線分解 
<移行>連続した気みち 
: ─ 

G 
 

RN 

<発生>腐食反応、放射線分解 
<移行>溶存、二相流、破過 
: ─ 

G

RN

<発生>腐食反応 
<移行>溶存、二相流、破過 
: ─ 

G

RN

<発生>腐食反応 
<移行>溶存、二相流、破過 
:拡散、破過時移流 

G 
 

RN 

<発生>腐食反応 
<移行>溶存、二相流、破過 
:拡散、破過時移流 

G

RN

<発生> － 
<移行>溶存、二相流 
:移流 

ベントナイト緩衝材 

 配合率 .... 70wt%：30wt% 

 密度 ......... 1.6Mg/m3 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:構造躯体の熱の流入による温度上昇 
:地下水からの隔離 
:初期設置応力状態 
:初期特性 
:間隙水の放射線分解 
: ─ 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:構造躯体の熱の流入による温度上昇と維持 
:拡散場 
:地下水接触による膨潤応力発生 
:低 Eh･弱ｱﾙｶﾘ pH／可溶性成分溶脱 
:間隙水の放射線分解 
: ─ 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:温度の緩やかな低下 
:拡散場 
:内外圧の作用による変形 
:低 Eh･弱ｱﾙｶﾘ pH／可溶性成分溶脱
: ─ 
: ─ 

T
H
M
C
R
B

:温度の緩やかな低下 
:拡散場 
:内外圧の作用による変形 
:低 Eh･弱ｱﾙｶﾘ pH／可溶性成分溶脱
: ─ 
: ─ 

T
H
M
C
R
B

:周辺岩盤温度 
:拡散場 
:内外圧の作用による変形 
:低 Eh･弱ｱﾙｶﾘ pH／可溶性成分溶脱 
: ─ 
: ─ 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:周辺岩盤温度 
:拡散場 
:膨潤性低下、変質部の特性変化 
:低 Eh･弱ｱﾙｶﾘ pH／Ca 型･ｱﾙｶﾘ変質 
: ─ 
:嫌気性微生物の考慮 

T
H
M
C
R
B

:周辺岩盤温度 
:移流場 
:変質部拡大に伴う膨潤性喪失 
:低 Eh･高 pH／流出・膨潤性能喪失
: ─ 
:嫌気性微生物の考慮 

G 
 

RN 

<発生>放射線分解 
<移行>連続した気みち 
: ─ 

G 
 

RN 

<発生>放射線分解 
<移行>溶存、二相流、破過 
: ─ 

G 
 

RN 

<発生> ─ 
<移行>溶存、二相流、破過 
: ─ 

G

RN

<発生> ─ 
<移行>溶存、二相流、破過 
: ─ 

G

RN

<発生> ─ 
<移行>溶存、二相流、破過 
:拡散、破過時移流 

G 
 

RN 

<発生>微生物反応 
<移行>溶存、二相流、破過 
:拡散、破過時移流 

G

RN

<発生>微生物反応 
<移行>溶存、二相流 
:移流 

処分空洞埋戻し材 

（ベントナイト混合材料を想定） 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:緩衝材の熱の流入による温度上昇 
:地下水からの隔離 
:初期設置応力状態 
:初期特性 
: ─ 
: ─ 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:緩衝材の熱の流入による温度上昇と維持 
:移流場 
:内外圧の作用による変形 
:低Eh･弱ｱﾙｶﾘpH／可溶性成分溶脱・Ca型 
: ─ 
:嫌気性微生物の考慮 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:温度の緩やかな低下 
:移流場 
:内外圧の作用による変形 
:低Eh･弱ｱﾙｶﾘpH／可溶性成分溶脱・Ca型
: ─ 
:嫌気性微生物の考慮 

T
H
M
C
R
B

:温度の緩やかな低下 
:移流場 
:内外圧の作用による変形 
:低Eh･弱ｱﾙｶﾘpH／可溶性成分溶脱･Ca型
: ─ 
:嫌気性微生物の考慮 

T
H
M
C
R
B

:周辺岩盤温度 
:移流場 
:内外圧の作用による変形 
:低 Eh･弱ｱﾙｶﾘ pH／Ca 型･ｱﾙｶﾘ変質 
: ─ 
:嫌気性微生物の考慮 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:周辺岩盤温度 
:移流場 
:膨潤性喪失、周辺応力 
:低 Eh・高 pH／流出・膨潤性能喪失 
: ─ 
:嫌気性微生物の考慮 

T
H
M
C
R
B

:周辺岩盤温度 
:移流場 
:膨潤性喪失、周辺応力 
:低 Eh・高 pH／流出・膨潤性能喪失
: ─ 
:嫌気性微生物の考慮 

G 
 

RN 

<発生> ─ 
<移行>連続した気みち 
: ─ 

G 
 

RN 

<発生>微生物反応 
<移行>溶存、二相流 
: ─ 

G 
 

RN 

<発生>微生物反応 
<移行>溶存、二相流 
: ─ 

G

RN

<発生>微生物反応 
<移行>溶存、二相流 
: ─ 

G

RN

<発生>微生物反応 
<移行>溶存、二相流 
:移流・分散 

G 
 

RN 

<発生>微生物反応 
<移行>溶存、二相流 
:移流 

G

RN

<発生>微生物反応 
<移行>溶存、二相流 
:移流 

処分空洞コンクリート支保工 

＋ロックボルト、吹付 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:換気による除熱～温度上昇 
:不飽和移流場 
:初期設置応力状態 
:高 Eh･強ｱﾙｶﾘ pH／可溶性成分溶脱 
: ─ 
: ─ 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:温度の上昇と維持 
:移流場 
:内外圧の作用によるひずみ生起 
:低 Eh・高 pH／消石灰溶脱 
: ─ 
: ─ 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:温度の緩やかな低下 
:移流場 
:内外圧の作用によるひずみ進展 
:低 Eh･高 pH／CSH 溶脱 
: ─ 
: ─ 

T
H
M
C
R
B

:温度の緩やかな低下 
:移流場 
:内外圧の作用によるひずみ進展 
:低 Eh・高 pH／CSH 溶脱 
: ─ 
: ─ 

T
H
M
C
R
B

:周辺岩盤温度 
:移流場 
:内外圧の作用によるひずみ進展 
:低 Eh･高 pH／CSH 溶脱 
: ─ 
: ─ 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:周辺岩盤温度 
:移流場 
:強度特性喪失、周辺応力場 
:低 Eh・高 pH／CSH 溶脱・腐食 
: ─ 
: ─ 

T
H
M
C
R
B

:周辺岩盤温度 
:移流場 
:強度特性喪失、周辺応力場 
:低 Eｈ・中性～高ｐH／骨材のみ 
: ─ 
:嫌気性微生物の考慮 

G 
 

RN 

<発生> ─ 
<移行>連続した気みち 
: ─ 

G 
 

RN 

<発生>腐食反応 
<移行>溶存、二相流 
: ─ 

G 
 

RN 

<発生>腐食反応 
<移行>溶存、二相流 
: ─ 

G

RN

<発生>腐食反応 
<移行>溶存、二相流 
: ─ 

G

RN

<発生>腐食反応 
<移行>溶存、二相流 
:移流・分散 

G 
 

RN 

<発生>腐食反応 
<移行>溶存、二相流 
:移流 

G

RN

<発生>微生物反応 
<移行>溶存、二相流 
:移流 

掘削影響領域 

（EDZ） 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:換気による除熱～温度上昇 
:不飽和移流場 
:応力の復帰 
:高 Eh･強ｱﾙｶﾘ pH／酸化・ｱﾙｶﾘ変質 
: ─ 
:好気性微生物の考慮 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:温度の上昇と維持 
:移流場 
:応力の復帰 
:低 Eh・高 pH／二次鉱物生成 
: ─ 
:嫌気性微生物の考慮 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:温度の緩やかな低下 
:移流場 
:応力の復帰 
:低 Eh･高 pH／二次鉱物生成 
: ─ 
:嫌気性微生物の考慮 

T
H
M
C
R
B

:温度の緩やかな低下 
:移流場 
:応力の復帰 
:低 Eh･高 pH／二次鉱物生成 
: ─ 
:嫌気性微生物の考慮 

T
H
M
C
R
B

:周辺岩盤温度 
:移流場 
:応力の復帰 
:低 Eh･高 pH／二次鉱物生成 
: ─ 
:嫌気性微生物の考慮 

T 
H 
M 
C 
R 
B 

:周辺岩盤温度 
:移流場 
:周辺岩盤応力 
:低 Eh・高 pH／─ 
: ─ 
:嫌気性微生物の考慮 

T
H
M
C
R
B

:周辺岩盤温度 
:移流場 
:周辺岩盤応力 
:低 Eh・中性～高 pH／─ 
: ─ 
:嫌気性微生物の考慮 

G 
 

RN 

<発生>微生物反応 
<移行>連続した気みち 
: ─ 

G 
 

RN 

<発生>微生物反応 
<移行>溶存、二相流 
 ─ 

G 
 

RN 

<発生>微生物反応 
<移行>溶存、二相流 
: ─ 

G

RN

<発生>微生物反応 
<移行>溶存、二相流 
: ─ 

G

RN

<発生>微生物反応 
<移行>溶存、二相流 
:移流・分散 

G 
 

RN 

<発生>微生物反応 
<移行>溶存、二相流 
:移流 

G

RN

<発生>微生物反応 
<移行>溶存、二相流 
:移流 
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これらの要因分析結果から、不確実性に関わる事項を抽出･整理し、モデルやパラメータ

の設定に際して必要となる情報について、不確実性の重要性とその取扱いを根拠となる情報

と共に取り纏めた。 

 

(b)  時系列状態変化表詳細版の作成 

時系列状態変化表で示した各事象について、今後解析などにより不確実性低減を図る際に

用いる情報として、①人工バリアの状態、②ガス移行シナリオ、③不確実性、④人工バリア

の解析条件、の 4 つの観点から再整理し、時間枠毎に事象を具体化した時系列状態変化表詳

細版を取り纏めた。 

 

(c)  時系列状態変化表根拠資料の作成 

時系列状態変化表および詳細版にて提示した考え方や情報については、その網羅性・説明

性の観点からみると、シナリオ整理シートの基礎資料として利用していくには、根拠が十分

に整備されていないという課題を残していた。この課題を解消して、シナリオ構築のための

基礎資料としての信頼性･有用性を高めるために、時系列状態変化表にて提示した各事象に

ついて、設定にあたっての考え方や根拠情報を取りまとめた“時系列状態変化表－根拠資

料”を作成した。 

根拠資料のフォーマットおよび記載すべき内容は、時系列状態変化表にて設定した各事象

の理解促進を主眼において整理し、共通事項（時系列状態変化表に記した内容）、状態設定

に用いた資料・追加条件（文献名）、概略（根拠資料･追加条件の概略）、詳細（根拠資料の

解説および判断根拠の詳細）、総括（状態設定に至る根拠や考え方の総括）、備考（不確実性

やその他関連する知見など）の 6 項目と、添付資料として補足資料や各種図版で構成するこ

ととした。 

根拠資料の全体構成を図 1.3-46 に示す。 
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図 1.3-46 根拠資料の全体構成 

 

d.  人工バリアシステムの構成要素に期待する安全機能の展開 

シナリオ整理シートへの集約するにあたり、人工バリアの安全機能に着目し、その時系列的

な変遷を整理するため、類似のシステム概念を有する余裕深度処分での評価期間の設定に着目

した。ここでは、人工バリアと天然バリアの放射性核種の閉じ込め機能を考慮し、以下に示し

た分類がなされている[21]。 

①過渡的な期間； 

 埋設施設および周辺地質環境の状態変化が安定的な状態で移行する期間 

②多重バリア機能に期待する期間； 

 長期的に安定な地質環境のもと、埋設施設の状態変化が緩慢に変遷していく期間 

③主に天然バリア機能に期待する期間； 

 埋設施設の状態変遷において、排除･低減することが困難な内的･外的要因による影響が顕

在化する期間 

安全機能の整理にあたっては、上述の分類を参照しつつ、第 2 次 TRU レポートに記述され

た長期安全確保の考え方、および人工バリアの状態遷移に基づき時系列的状態変化表で用いた

時間軸で記述した。 

取りまとめた安全機能整理シートを図 1.3-47 に示す。 

時期 【閉鎖～緩衝材飽和（閉鎖後約 100 年経過段階）】 
ファイル名 2-6-M  

 

構成要素 処分空洞コンクリート支保工+ロックボルト、吹付け／力学（M） 

状態（概要） 内外圧の作用によるひずみ生起 

状態（詳細） 
岩盤のクリープ変形により支保工のひずみが生じる(支保工－吹付コンクリート間のすきま閉塞後を想定)。 

埋戻し材の膨潤により支保工等のひずみが生じる｡ 

想定周辺環境条件 廃棄体の熱状態、緩衝材飽和、周辺岩盤のクリープ変形、緩衝材の膨潤圧、埋戻し材の変形 

総括（抜粋） 支保工は損傷しない 

状態設定に用いた資料① 状態設定に用いた資料② 状態設定に用いた追加条件 

TRU 廃棄物処分技術検討書 

－第２次TRU廃棄物処分研究開発とりまとめ－， 

電気事業連合会・核燃料サイクル開発機，2005， 

JNC TY1400 2005-018，FEPC TRU-TR2-2005-02. 

ONDRAF/MIRAS： Evolution of the Near-Field of the 

ONDRAF/NIRAS Repository Concept for category B and 

C wastes，NIROND-TR report 2007-07E（2008） 

支保工損傷に至らず 

概略（資料①） 概略（資料②） 概略（追加条件） 

飽和後の長期間にわたる人工バリア全体の変形挙動

は、化学特性分布の変化に応じて逐次解析を行うことに

より評価している。 

解析ステップごとの与条件と、結果を吟味しながら、人

工バリアの遷移状態を解析により推定している。 

 

ブーム・クレイの膨潤とクリープ変形により、圧力が上

昇し本来の静水圧条件に至ると想定している。また、クリ

ープ変形により支保工の力学的損傷も想定している。な

お、この力学損傷は、化学劣化に伴う損傷より影響が大

きいと想定している。 

 

支保工はこの期間では破損に至らず、外圧を緩和し、

クリープ変形の進展を遅らせる。従って、人工バリア材へ

の外圧影響は、支保工が無い場合より小さいと想定し

た。 

 

詳細 

■資料① 

逐次解析のフロー： 

評価に用いる解析コード「MACBECE」の解析フローを

別図1示す。解析ステップの化学特性分布を前提条件とし

て与え、化学特性に応じた力学特性を用いて各ステップ

の増分変形を算出している。 

解析モデル： 

評価対象は、軟岩系岩盤の廃棄体グループ1としてい

る。人工バリアの各部材を別表1に、要素分割図を別図2

に示す。セメント系材料には非線形弾性モデルを採用し

ている（別図3）。ベントナイト系材料には、関口・大田モデ

ルを適用している（別図4）。 

解析ケース及び解析ステップ： 

解析ケースとして、化学特性分布の変遷を4つに分類し

ている（別表2）。解析ステップは応力状態に応じて分割し

ている（別表3）。 

解析結果： 

処分坑道全体が中心方向に変位した。廃棄体定置部

の変位に比べ緩衝材に大きな変位が生じた。緩衝材境

界位置の緩衝材厚さは隅角部で最大10cm圧縮され、緩

衝材の厚さが最小となるのは底部中央で約95cmであっ

た。平均応力はステップが進むにつれた増加し、最終ス 

テップでは緩衝材で40～50MPa程度に達する。最小主応

力も増加し、引張応力は発生していない。軸差応力は廃

棄体定置部の下部隅角部から緩衝材に伝搬し、緩衝材

領域で10～20MPa程度に達している。緩衝材領域におけ

る軸差応力の値から、隅角部では限界状態に近いものの

全体的な破壊には至っていないことが示唆されるとしてい

る（別図5）。 

 

■資料② 

クリープ変形による支保工の破損に係わる具体的説明

や解析結果は見当たらない。 

 

■既往知見に基づく判断 

初期の岩盤クリープ変形量は大きいが、この期間はコ

ンクリート支保工が健全であると考えた。 

なお、支保工は外圧に耐える構造であるが、内圧に耐

える構造ではない。従って、支保工の内側にある人工バ

リア材の膨潤による内圧が外圧に勝った場合、支保工か

らバリア材の流出が起こる。ここでは、支保工への人工バ

リア材からの内圧が、岩盤からの外圧より小さいものとし

た。 

総括 

 コンクリート支保工は、化学劣化の進行に伴う間隙の増加によって、損傷が生じ外圧を支えらなくなる。損傷に至る時間は、動的なイベントが無い場合、コンクリートの劣化速度

に依存する。従って、人工バリア材の緩衝材飽和までの時間により、この期間内に損傷するかしないかが決定する。ここでは、数十年で緩衝材の飽和が速やかに進行するもの

と想定し、この期間中に支保工は損傷しないと考えた。 

備考 

◆不確実性： 

・緩衝材がセメント系材料の空隙に侵入しないことを前提に解析している。 

・解析では、飽和までに生じる沈下量に対して設けた余裕しろ（厚さ20cm）を全く考慮しない保守的な条件を初期条件としている。 

共通事項 

（時系列状態変化表に記されている内容）

状態設定に用いた資料･追加条件 

（文献名） 

概略 

（上述の資料及び追加条件の概略） 

詳細 

（根拠資料の解説及び判断根拠の詳細） 

総括 

（状態設定に至る根拠や考え方の総括） 

備考 

（その他、不確実性や関連する知見など）

別添資料 

（補足資料や各種図版） 

 

別図１ 岩盤の長期クリープ変形解析結果（左）と弾性係数3MPa とした100万年後の変形図（右） 

岩盤の長期クリープ変形解析条件 

 ：軟岩系岩盤（SR-C、500m）、掘削径 13.2m の円形坑道、人工バリア全域の弾性係数を 0MPa、仮に飽和した緩衝材と同等(3MPa)、もしくは 100MPa 
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図 1.3-47 安全機能整理シート 

評価の期間 埋戻～閉鎖 廃棄体容器が健全な期間 廃棄体容器の損傷・廃棄体飽和 ベントナイト緩衝材機能損失まで ベントナイト緩衝材機能損失後 

EBS の状態変遷と 
ガス･核種移行の 
プロセスイメージ 

     

安全機能に着目した 
状態変遷プロセス 

廃棄体定置完了後､坑道が埋戻され､施設が閉鎖さ
れる｡坑道周辺の環境は回復に向かい､廃棄体から
の熱が周囲へ伝播する。周囲から還元地下水が坑
道内へ浸入を開始すると共に､緩衝材周辺部より還
元水による飽和プロセスが開始する｡ 

廃棄体からの発熱が減衰する｡緩衝材飽和後､地下
水と廃棄体パーケージの接触による腐食が開始し､
これらに伴うガスが発生すると共に緩衝材中に蓄圧
する｡支保材の劣化に伴い高pH水とベントナイトとの
反応が開始する。 

腐食と外力により廃棄体容器に損傷が生じる。充填
材・構造躯体の劣化による部材の力学的耐力の低
下､廃棄体からのガスの継続的な発生､EDZ外への
核種（ガス状・非ガス状）の放出が生じる。 

高pHの影響等によりベントナイトの変質・劣化が進
展する｡セメント材による化学的な核種閉じ込め機能
と､緩衝材の閉じ込め機能は維持される。 

緩衝材が劣化し､密度低下あるいはモンモリロナイト
の変質により核種の閉じ込め機能を喪失する。ニア
フィールドの場は化学的な閉じ込め機能は残るもの
の物質移行の場としては移流場となる。 

廃棄体 

T：温度 （熱耐久性）  
H：水理    
M：力学    
C：化学 （化学的緩衝性：化学変質への抵抗）   
B：微生物    
G：ガス    
R：核種 （物理的閉じ込め性）   

廃棄体 
パッケージ
／充填材 

T：温度 （熱耐久性）  
H：水理 （水密性）   
M：力学 （外力への耐久性）   
C：化学 （鉄の腐食等による還元性）   
B：微生物    
G：ガス    
R：核種 （物理的閉じ込め性）  （化学的閉じ込め性：収着性） 

構造躯体 
（鉄筋コンク

リート） 

T：温度 （熱耐久性）  
H：水理    
M：力学 （外力への耐久性）   
C：化学 （化学的緩衝性）   
B：微生物    
G：ガス （透気性）   
R：核種 （収着性）   

ベントナイト
緩衝材 

T：温度 （熱耐久性）  
H：水理 （低透水性、コロイドフィルター性）   
M：力学 （応力緩衝性）   
C：化学 （化学的緩衝性）   
B：微生物 （微生物活動緩衝性）   
G：ガス （透気性・破過後の自己修復性）   
R：核種 (収着性)   

埋戻材 

T：温度 （熱耐久性）  
H：水理 （低透水性）   
M：力学 （外力への耐久性・変形追随性）   
C：化学 （化学的緩衝性）   
B：微生物    
G：ガス （透気性）   
R：核種 （収着性）   

支保材 

T：温度 （熱耐久性）  
H：水理    
M：力学 （外力への抵抗性） （応力緩衝性）  
C：化学    
B：微生物    
G：ガス （透気性）   
R：核種    

EDZ 

T：温度 （安定した温度）  
H：水理 （安定した水量）  
M：力学 （安定した応力場）  
C：化学 （還元環境）  
B：微生物   
G：ガス （透気性）  
R：核種 （核種収着性）  

      安全評価で用いられる機能          EBS の各要素が本来有する機能 
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3)  統合 FEP 関連図の構築 

人工バリアシステム構成部材を対象にガス移行と核種移行に係る FEP について、着目する部

材内での挙動に着目した統合 FEP として集約した後、それぞれの相互作用やその影響を記述し

た統合 FEP 関連図（図 1.3-48 参照）をとりまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3-48 統合 FEP 関連図 

 

この統合 FEP 関連図はシナリオを統合 FEP の連携を示したものであり、状態変化を含めた時

間的な情報は含まれていない。一方、前述した時系列状態変化表と安全機能整理シートは、処分

システムおける時間経過に伴う状態変遷を網羅的に取り纏めたものである。よって、これらと併

せて統合 FEP 関連図の変化について検討することで、シナリオ設定に向けて必要となる各時間

枠における統合 FEP 関連図を構築することができる。 

なお、構築にあたっては、放射性核種を含むガスの移行は廃棄体容器の健全度に左右されるも

のと考え、この容器の健全性を軸に据えて、容器が健全な期間と損傷後に 2 分し、さらに容器損

傷後は核種の閉じ込めを人工バリアに期待する期間と天然バリアに期待する期間のそれぞれにつ

いて検討を実施した。 

 

4)  シナリオ整理シートの構築 

時系列状態変化表および安全機能の展開に基づいて区分した統合 FEP 関連図を用いて、安全

評価の観点から、シナリオ整理シートにおける評価期間を次の 3 つに区分した（表 1.3-10 参照）。 

① 多重バリアシステムによる核種閉じ込め期間 ≒ 廃棄体容器の健全性が確保されている期間 

② 多重バリアシステムによる核種閉じ込め期間≒ ベントナイト緩衝材による核種閉じ込め期間 

③ 天然バリアによる核種閉じ込め期間 

ガス発生

EDZ内
ガス移行

核種漏洩

EDZ内
核種移行

亀裂発生

亀裂内
ガス移行

亀裂内
核種移行

ベントナイト
変質部移行

埋戻し
変質部移行 直接的な影響

相互作用

他のプロセス

容器内
ガス移行

躯体内
ガス移行

埋戻し内
ガス移行

容器内
核種移行

躯体内
核種移行

ベントナイト内
核種移行

埋戻し内
核種移行

ベントナイト内
ガス移行

ガスのプロセス

核種のプロセス
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上述した評価期間に基づき構築した TRU 廃棄物グループ 2 を対象としたシナリオ整理シート

を図 1.3-49 に示す。シナリオ整理シートでは、上述の評価時間枠を基に時系列に沿って変遷す

る人工バリアの状態とそれに伴うガス移行と核種移行に関するシナリオについて記述を行った。

また、有する不確実性への対応として、以下の 3 種類に分類･設定したシナリオを用意した。 

 ・シナリオ①：基本シナリオに相当する。蓋然性の高い現実的なシナリオでガス発生速度不確

実性については、その変動幅で対応。容器とベントナイトは設計通りの期間安

全機能を維持すると想定。 

 ・シナリオ②：変動シナリオに相当する。ガス発生速度が他の安全機能に影響を及ぼす程度ま

で増加。その結果モデル･パラメータが変動。廃棄体容器の過渡期で損傷、ガ

スの破過挙動、ベントナイトの自己修復性の喪失に関する不確実性に対応。 

 ・シナリオ③：稀頻度シナリオに相当。例えば、想定以上にベントナイトの変質が進行し、自

己修復機能喪失につながるような、予測の範囲以上に変動するシナリオ。 

 

表 1.3-10 シナリオの区分 

不確実 

事象 
シナリオ①（基本） シナリオ② （変動） シナリオ③（稀頻度）

ガス発生 
速度 

ガス発生のメカニズムと発
生源、発生するガスの種類､
速度および量を推定 
＜蓋然性の高い移行挙動＞ 
⇒廃棄体グループ B のガス

発生速度は極めて遅い
※
た

め､ベントナイト中のガス
移行は拡散と二相流が支
配的となる。 

※
原環センター研究成果より

ガス発生速度増加
⇒ ベントナイト中でのガス

蓄圧～破過 
⇒ 核種を含む汚染地下水の

放出 
⇒ ベントナイトの自己ｼｰﾙ性

による透気経路の修復 
 （閉じ込め性の再維持） 

廃棄体容器の
損傷 

設計にて期待する期間、容
器は健全性を確保 
＜健全性喪失後＞ 
⇒ 放射性核種の移行 
 （拡散･移流） 
⇒ 容器内ガスの移行 
 （拡散･二相流） 

初期欠陥等による健全性の
損傷 
⇒ 放射性核種の早期移行 
⇒ 容器内ガスの早期移行 
 (発生速度が加速された場
合は上記のシナリオに) 

ベントナイト
変質速度 

ベントナイトを変質させる
物質を考慮した変質速度の
推定 

ベントナイト変質速度の加速
⇒ベントナイトの核種閉じ

込め機能の喪失 
⇒核種の移流による早期放出

間隙水等の影響により､ベン
トナイトの変質速度が加速
し､自己修復性が喪失 
⇒放射性核種がベントナイ

ト中を移流で移行 
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状態変遷の期間 埋戻～閉鎖 廃棄体容器が健全な期間 廃棄体容器の損傷・廃棄体飽和 ベントナイト緩衝材機能損失まで ベントナイト緩衝材機能損失後 

EBS の状態変遷と核種

移行プロセスイメージ 

     

EBS 状態変遷の記述 

・廃棄体の定置完了｡ 

・坑道埋戻し後､施設が閉鎖｡ 
・坑道周辺の環境回復｡ 
・廃棄体からの熱が周囲へ伝播｡ 

・還元地下水の坑道内への浸入｡ 
・緩衝材周辺部より還元水による飽和プロセス開始 

・廃棄体からの発熱減衰｡ 

・緩衝材飽和後、地下水と廃棄体ﾊﾟｯｹｰｼﾞの接触
による腐食開始 

・腐食等によるｶﾞｽ発生､緩衝材中ではｶﾞｽ蓄圧｡ 

・支保材の劣化と共に高pH水とﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄとの反
応開始 

・腐食と外力による廃棄体容器の損傷｡ 

・充填材や構造躯体の劣化に伴う力学的耐力の
低下と損傷｡ 

・廃棄体からのｶﾞｽ発生継続｡ 

・EDZ外への核種放出（ｶﾞｽ状・非ｶﾞｽ状）｡ 

・高pH の影響等によるﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄの変質・劣化進展｡ 

・セメント材の化学的緩衝・閉じ込め環境は維持｡ 
・ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄは核種閉じ込め機能（所要密度）を維持｡ 

・緩衝材は劣化による密度低下､あるいはﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ変質により核種の閉じ込め機能を喪失。 

・ニアフィールドの場は化学的な閉じ込め機能は残るものの物質移行の場としては移流場となる。 

安全機能の観点からの
評価期間 

多重バリアシステムとしての核種閉じ込め（廃棄体容器による閉じ込め） 多重バリアシステムによる核種閉じ込め（ベントナイト緩衝材による閉じ込め） 天然バリアによる核種閉じ込め 

 

 

 

 

統合FEP 

 

 

     ガスの移行 

 

     核種の移行 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ガス基本シナリオ 

地下水の EBS 内への浸入に伴い、放射線分解、微生物分解及び金属の腐食等によりガスが

発生する。廃棄体パッケージが健全な期間については、放射性核種は物理的に閉じ込められ

ている。非放射性ガスは、透気性を有す容器内及び躯体内を拡散あるいは移流で移動し、ベ

ントナイト・埋戻内では蓄積されるか拡散あるいは二相流で移行した後、EDZ に放出される。

EDZ 内では拡散あるいは二相流として移行する。 

 

地下水の飽和により､放射線分解･微生物分解及び金属の腐食が促進され､ガスの発生が継

続する｡廃棄体容器の損傷に伴って､廃棄体内の腐食及び微生物等の分解に起因した放射性

ガスが発生し､非放射性ガスと共に充填材や躯体内の亀裂へ放出される｡ガスは亀裂内を拡

散あるいは二相流で移動し､閉じ込め性を維持するベントナイトへ移行する｡飽和ベントナイト

内ではガスは拡散あるいは二相流で移行する一方､蓄圧される場合もある｡蓄圧が膨潤圧･間

隙水圧より大きくなった場合､破過が生じガスが放出されると共に地下水に溶存した放射性核

種（汚染水）も放出される｡ガスと汚染水放出後､ベントナイトは自己修復性により核種閉じ込め

性を回復する｡このプロセスはベントナイトが劣化変質し､自己修復性を喪失するまで繰り返し

発生する｡埋戻しあるいは EDZ に放出されたガスは､拡散あるいは二相流として移行する。 

廃棄体の微生物分解や金属腐食によるガスの発生が継続する｡発生したガスは亀裂内を拡

散あるいは二相流として移行する｡ベントナイトは高pH 間隙水等により変質が進み､低透水

性や膨潤性を喪失する。ガスと放射性核種はベントナイト及び埋戻材の変質部を拡散あるい

は二相流により移行する。 

基本シナリオに含まれる
不確実性とその対応 

・ガスの発生速度・量⇒基本シナリオの変動量として対応 
・廃棄体容器の健全性の期間の短縮（初期欠陥を含む）⇒変動シナリオとして対応 
 

・ガスの発生速度・量の変化（放射性・非放射性ガス）⇒基本シナリオの変動量として対応 
・ガスの破過現象（処分場の深度、ベントナイト密度とガス発生速度・量に依存）⇒変動シナリオ
・ガス破過後のベントナイトの自己修復性の確保の期間の短縮⇒変動あるいは稀頻度モデル 

・ベントナイト変質部の物性変化⇒基本シナリオの変動量 
 

評
価
ケ
｜
ス 

ガスシナリオ 
・ガス発生 
・ガス移行（拡散・二相流） 
・ガス蓄圧 

・ガス発生 
・ガス移行（拡散、二相流） 
・ガスの蓄圧・破過 

・ガス発生 
・ガス移行（拡散、二相流） 

核種移行シナリオ 
 
（核種の漏洩なし） 
 

・EBS 内での移流・拡散・分散による移行 
・破過時の放射性物質を含む汚染水の放出 

・EBS 内での移流・拡散・分散による移行 
 

評
価
モ
デ
ル 

ガス移行モデル 
・ガス発生モデル 
・二相流モデル（拡散・移流） 
 

・ガス発生モデル 
・亀裂ネットワークモデル＋二相流モデル 
・圧力依存透過性モデル（二相流モデル）あるいは力学連成モデル（力学連成二相流モデル） 

・ガス発生モデル 
・亀裂ネットワークモデル 
・二相流モデル（拡散・移流） 

核種移行モデル 

 
 
 

・ミキシングタンクモデル（核種溶解モデル） 
（・亀裂ネットワークモデル・・・モデルは存在するが EBS には適用していない） 
・移流・拡散モデル 
（ガス放出に関してはガス圧を考慮して汚染水移動量を計算） 

・ミキシングタンクモデル（核種溶解モデル） 
・移流・拡散モデル 

 

図 1.3-49 安全機能と状態変遷に着目したガス移行に係わるシナリオ整理シート 
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(2)  安全評価手法構築に向けた検討 

ガス移行挙動に関する安全評価手法の構築に向け、関連する研究の動向・成果について調査・

整理を行い、ガス移行挙動評価技術の現状と課題を整理した。検討にあたっては、既往の TRU

廃棄物処分場や諸外国の放射性廃棄物処分場の安全評価の記述内容から処分場に求められる安全

機能を確認し、ガスの発生が安全機能に及ぼす影響に対する考え方に着目して検討を進めた。 

 

1)  諸外国の安全評価におけるガス発生･移行挙動の取扱い 

関連する研究の動向・成果について調査し、ガス移行挙動評価技術の現状と課題をと取り纏め

た 。 各 国 の 安 全 評 価 書 （ SKB[23] 、 POSIVA[24] 、 EN2002[25] 、 ANDRA[26] 、

SCK/CEN[27] ）におけるガス発生･移行挙動の取扱いを表 1.3-11 のとおり整理した。 

それぞれの国では、母岩の特性（低透水の堆積層、亀裂性の結晶質岩）により、着目している

ガス挙動が異なっており、特に低透水性の堆積層を母岩とするスイス、フランス、ベルギーでは、

ガス蓄圧による母岩の核種閉じ込め性性能の損傷を問題視している。わが国と比較すると、

TRU を含む低・中レベル処分概念でベントナイトを用いている国はないことから、本検討で着

目しているベントナイト中のガス移行やガス移行影響については、これらの国のアプローチを参

照しつつ、独自に検討していく必要性を確認した。 

表 1.3-11 諸外国の安全評価書におけるガスの取扱い 

対象国と 

安全評価書 

スウェーデン 

SKB 

SR-Site 

(2011) 

フィンランド 

POSIVA 

TR-2006-05 

(2006) 

スイス 

Nagra 

NTR 08-07 

(2008b) 

フランス 

ANDRA 

Dossier 2005 

(2005) 

ベルギー 

SCK/CEN 

PA for LLW/ILW (2004)

処分概念と

バリアの 

安全機能 

･使用済燃料処分 

･花崗岩 500m 

･OP の長期閉じ込め性 

･ベントナイトによる核種 

閉じ込め性とOP の健全性

確保 

･使用済燃料処分 

･花崗岩 500m 

･OP の長期閉じ込め性 

･ベントナイトによる核種 

閉じ込め性とOP の健全性

確保 

･使用済燃料､ガラス固化体

併置処分 

･堆積岩(低透水性)の閉じ 

込め性と安定性 

･OP による閉じ込め性 

･ベントナイトによる閉じ 

込め性(コロイド) 

･ガラス固化体処分 

･堆積岩(低透水性)の閉じ 

込め性と安定性 

･OP による閉じ込め性 

･ベントナイトによる閉じ 

込め性(コロイド) 

･ガラス固化体､使用済燃料

併置処分 

･堆積岩(低透水性)の閉じ 

込め性と安定性 

･OP による閉じ込め性 

安全評価 

における 

ガス移行の 

取り扱い 

･ガス挙動についてはレポー

トで考察 

 (影響は小さいと判断) 

･SR-Site ではOP 内ガス

破過による汚染水の放出 

のみを評価 

･ガス状核種の移行はmost 

provable シナリオ 

･ガスによる汚染水の排除は

unlikely シナリオ 

･OP 内ガス破過による汚染

水の放出(変動) 

･放射性ガス移行が基本シナ

リオとして扱う 

･母岩中のガス移行に着目 

･放射性ガス移行が基本シナ

リオとして扱う 

･ガス亀裂による汚染水の 

移流場形成 

･ガスによるシール損傷に 

伴う短絡経路形成 

･放射性ガス移行が基本シナ

リオとして扱う 

･ガス亀裂による汚染水の 

移流場形成 

･ガスによるシール損傷に 

伴う短絡経路形成 

評価ケース 

･OP のピンホール損傷時 

のガス圧で汚染水が放出 

されるケース 

･拡散によるガス移行 

 (放射性･非放射性) 

･緩衝材の損傷モードに対応

したガス移行 

･ガスの母岩中での状態変遷

に対応し4 段階で評価 

･ガス発生と移行媒体の  

時系列変遷を考慮して4

段階で評価 

･ガスの状態変遷に対応して

4 段階で評価 

適用モデル

とコード 

･二相流モデル 

･亀裂モデル 

･力学連成モデル 

･二相流モデル 

･亀裂モデル 

･力学連成モデル 

･二相流モデル 

･亀裂モデル 

･二相流モデル 

･不飽和でのTHM連 成モデル 

･二相流モデル 

･力学連成モデル 

不確実性と

課題 

･室内要素試験結果の実規模

への適用 

･ベントナイトの状態変遷と

ガス移行モデル 

･人工バリアシステムの 

力学的状態変遷とガス 

移行モデル 

･室内要素試験と実機での 

挙動との差 

･膨潤挙動とガス挙動特性 

･不飽和状態でのガス挙動 

特性 

･有機物を含む廃棄体の  

ガス発生速度 

･力学的な挙動とガス移行 

モデル 

･飽和･不飽和状態でのガス

移行経路 

HLW  ：高レベル放射性廃棄物（High Level radioactive Waste） 

LLW  ：低レベル放射性廃棄物（Low Level radioactive Waste）  

SF ：使用済燃料（Spent Fuel）  

TRU ：TRU 廃棄物（Trasns-Uranium） 
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2)  時系列状態変化表に基づくシナリオ設定の妥当性に関する検証 

安全評価に用いるシナリオとは、“処分システムの状態変遷に伴う安全機能の変化を考慮した

放射性核種の移行挙動を記述したもの”と定義される[28]。本項ではこれを踏まえ、ガス移行挙

動を評価したために構築してきたシナリオ設定の流れ、時系列状態変化表、統合 FEP 関連図、

安全機能の時系列変遷などについて、その手法や考え方の妥当性について、以下に示す観点と方

法により検証し、その結果、シナリオ構築までの流れ、構築の根拠や知見の整理、不確実性への

対応方法など、説明性と追跡性を有した手法であることが確認できた。 

① 検証の観点； 

・シナリオ設定に至る流れの妥当性 

・各段階での手法の妥当性 

・不確実性への対応を踏まえた現実性と網羅性の担保 

② 検証の方法； 

・国内外のシナリオ設定手法との比較 

・専門委員会での審議 

 

3)  問題点・課題解決に向けた方策の検討 

妥当性検証の過程で明らかとなった問題とその解決策を以下に取りまとめた。 

 

a.  シナリオの時系列変遷に対したモデル･パラメータの設定 

ガス移行基本シナリオを実現象に着目して忠実に評価した場合､時系列的にガス挙動と核種

移行を同時に扱うモデルおよびコードが必要となる。また、各期間の不確実性を考慮した変動

シナリオの取扱いにあたっては、その影響が別の時間枠に伝播していく可能性があるため、新

たなモデルチェーンを組立てる必要がある。これは、安全評価のモデルとプロセスモデルの連

携方法に係わる問題点と言い換えることができる。この解決策として、以下のような二つの手

法を提示した。 

① 期間別評価手法： 

 評価期間ごとに取りまとめた統合 FEP 関連図に対応するプロセスモデルを基本として

各統合 FEP を連携するモデルチェーンを構築し、それぞれの期間で核種移行を評価する

手法。 

② シナリオ個別評価手法： 

 評価期間全域を対象とした地下水移行シナリオとガス移行シナリオを別個に扱い、放射

性ガスの影響は小さいと判断し、非放射性ガス挙動プロセスモデルの結果を放射性核種移

行モデルに反映させる手法。 

予備的安全評価（性能評価）に向けて、提言を取りまとめる観点から、上述した 2 つの手法

について、類似施設に対する規制側の要件（余裕深度処分の安全評価の考え方）、海外や TRU

レポートでの安全評価の状況、ガス移行挙動に関する最新の知見等を参照し、様々な角度から

実現性について定性的に評価し、結果を表 1.3-12 にまとめた。 
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表 1.3-12 期間別評価手法とシナリオ個別評価手法の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この結果が示すとおり、モデル化の容易性やコードの開発等に課題を抱えるが、実情に即し

た現実的な評価を行うためには、ガス移行と核種移行を同時に扱うことができる①の期間別評

価手法が望ましいと考えた。 

 

b.  実規模スケールにおける移行媒体に起因したガス挙動の評価 

実規模スケールでの状態変遷やこれに伴うガス挙動の評価を行うにあたっては境界条件･形

状･寸法効果･バリア材の不均質性･異方性により増大する不確実性を考慮する必要があり、こ

のような空間では､膨潤圧に代表される熱-水-応力-ガスの連成系の影響の重要性を確認した。

これらを考慮し、現状の室内要素試験でのガス挙動把握やパラメータ設定によるモデルを用い

て実規模スケールでのガス挙動を推定することには問題が多く、これらの不確実性を削減する

には、安全機能に着目した現実的なシナリオに対応する試験系による現象理解とモデルの整備

が必要であることを確認した。 

以上を踏まえた本課題に対する解決策として、実際の処分場スケールでの境界条件・形状・

寸法効果を考慮し、ガス移行シナリオを支配する熱-水-応力-化学環境を設定した上で、着目す

る評価期間において、システムとしてガス挙動を再現できる工学規模試験･原位置試験系を構

築し、さらに試験系での予測挙動の確認、モデルによる挙動説明（検証に相当）を通じて、実

規模スケールでの挙動を数値解析モデルでシミュレーションできる仕組みの構築や、この場合

システム試験の回数は限定されることが想定され、数値モデルでのシミュレーション試験と対

応する要素レベルでのパラメータ設定や特性データの取得を統合し、評価していくことが重要

なことを提示した（図 1.3-50 参照）。 

モデル化の
容易さ

コードの
開発状況

パラメータ
取得の容易さ

不確実性への
対応性

規制要求への
対応性

①期間別
評価手法

△
プロセス個別のモデ
ルは存在。核種移行
モデルとの統合化が
必要

△
ガス移行と核種移行
を同時に解析する
コードの整備が必要

○ ○ ○

②ｼﾅﾘｵ個別
評価手法

○ ○

△
評価期間に対応した
相互作用を考慮した
パラメータの取得に
工夫が必要

△
各評価期間で想定さ
れる不確実性への対
応に工夫が必要

△
各評価期間での評価
への対応が必要
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図 1.3-50 要素試験･工学規模システム試験・実規模スケール試験系の連携 

 

c.  人工バリアの状態･安全機能が有する不確実性への対応 

評価期間や対象のスケールに応じて不確実性は増大し、その対応として、i) 時系列状態変化

表上で不確実性の振れ幅を考慮し、蓋然性（現実性）の大きさで複数のシナリオを設定する方

法、ii) 不確実性を考慮し、安全機能に係わる重要な挙動のみをモデル化する方法、iii) 対応

したパラメータやデータの設定において保守的な値を採用する方法、などを提示した。このよ

うなシナリオとモデルおよびパラメータやデータの設定での扱いを表 1.3-13 に示すように分

類した。この分類ではシナリオにおける事象の起こりやすさ（蓋然性）に着目し、ガス移行挙

動モデルや関連パラメータを様々なスケール試験を通じて、現象理解に基づき設定する期間

（現実性を重視した期間）と避けられない不確実性の存在により保守的に設定すべき期間（保

守性を重視した期間）に分けて整理した。 

 

表 1.3-13 現実性と保守性の連携（組合せ） 
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 本項目における成果について総括すると、TRU2 次レポートにおいては十分ではなかった、ガ

ス移行に係るシナリオ関連の記述に対して、周辺岩盤を含む人工バリアの時系列状態変遷とそれ

らが有する不確実性を考慮したガス挙動評価シナリオを国内外の根拠資料をもとに設定し、さら

にシナリオ設定のための手法の整備や予備的な安全評価に際しての課題整理などへと踏み込んだ

検討へと進めることができた。 

1.3.5  抽出された課題と本検討への受け渡し 

「ガス移行挙動の評価」の実施内容を取りまとめることにより、今後取り組むべきである

TRU 廃棄物処分の安全評価に際してのガスの移行に係る課題が以下のように抽出された。 

「材料試験データ取得」については、現段階においては緩衝材材料（ベントナイト）を対象に

した評価がなされたにすぎず、セメント系など他の材料への展開の余地が存在する。また、評価

手法における課題解決の観点から、ガス発生（注入）速度や量などのガス移行の条件の設定や、

より具体的に懸念される事項を条件設定したシステム試験を実施する余地が存在する。 

「ガス移行の解析・モデル化」については、ガスの発生条件や力学的な条件のモデル化をさら

に高度化する余地、およびガス移行と長期的な変質挙動（化学／力学）との連成解析を用いた評

価の検討の余地、さらにはガス移行連成挙動解析ツールの高度化の余地が存在する。 

「安全評価のためのシナリオ構築」については、不飽和から飽和に移行する段階での現象理解

や飽和後の人工バリアの状態変遷とガス移行挙動に係わる情報など、ガス挙動を評価する上で重

要といえる知見がまだ不十分であるため、今後も研究動向に注意を払い、知見を拡充していく必

要があり、TRU 廃棄体の他グループなどを対象としたシナリオの拡張の余地も存在している。

また、予備的な安全評価に向けた検討から、システムとして現象を再現した試験や現象理解と挙

動を概念として説明できるモデルの確立などの余地がある。 

 これら各項目の課題を反映させ、ガスの移行について、これまでより踏み込んだ力学などどの

連成挙動としての評価手法をより高度化·精緻化し、安全評価における不確実性低減や施設設計

への反映を図るための検討として調査を実施した。 

 

1.4  本事業の実施概要 

1.4.1  全体概要 

図 1.4-1 には、これまでの実績および将来における想定として、TRU 廃棄物処分施設の安全

評価に関連するガスの移行の連成挙動評価を対象とした調査研究の展開を概念図として示した。

調査研究の根底には TRU レポート（１次および 2 次）があり、これらの記述内容における課題

を対象とした調査研究を展開してきた。また、過去においてはガス移行に係る原位置試験を中心

とした研究として、GMT プロジェクトが存在しており、試験や解析の具体的な進め方を構築す

るにあたり、このプロジェクトにおける手法を参考とした。 
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TRUレポート
（1次／2次）

ガス移行挙動に係る
安全評価が十分では
ない

ガス移行
挙動の
評価
（H19-24）

ガス移行
連成挙動
評価手法
（H25-29）

材料特性データの取得
（ベントナイト：富配合、
インタクトを対象、破過
に至るガス等の挙動）

モデル化・解析手法
（材料試験の検証方法、
人工バリアモデルの不
確実性評価法）

評価手法
（時系列状態変化表
を核としたシナリオ
構築）

ベントナイト系材料
のデータの拡充
（貧配合、界面、
破過に至らない
ガス移行挙動）

モデル化・解析手法
（力学/化学との連成、
ガス発生/移行の高度

評価、処分システムの
時系列解析）

評価手法
（TRU廃棄物の
多様性を反映し
たシナリオの拡
張）

セメント系材料
のデータ取得
（レファレンス
データ→概念
に資する設定）

施設設計および実処分
（調査・施工）計画への反映

ガス発生・人工バリアへの影響に
関する安全評価への利用

緩衝材に係る材料の
ガス移行挙動データが
十分整備されていない

GMTプロジェクト
（原位置試験）

H9～18

目標・
活用先

pa
st

no
w

fu
tu

re

 

 

図 1.4-1 ガス移行連成挙動評価手法の展開 

 

 上記のような調査研究の展開として、このフェーズの検討は以下の項目を設定して実施するこ

ととした。具体的な内容とともに示す。 

(1)  ベントナイト系材料のガス移行挙動に係るデータの拡充 

・緩衝材におけるガス移行挙動に係る知見の整理をもとに抽出された課題（条件設定）を対象に

材料試験の立案/実施。 

・ベントナイト系材料のガス移行評価のための特性データの取得に係る検討を行い、データ取得

を実施。 

・取得されたデータを連成解析およびシナリオ構築に資する知見として取りまとめる。 

・シナリオ構築等の観点にてガス移行試験の複合システム化について検討。 

 

(2)  セメント系材料のガス移行挙動データの取得 

・セメント系バリアにおけるガス移行の考え方（排出/閉じ込め）に係る論点を整理し、そのう

えで概念設計に資するレファレンスデータを提示。 

・セメント系材料のガス移行挙動試験手法の構築を行い、透気特性その他のデータを取得する。 

・取得されたデータを連成解析およびシナリオの高度化に資する知見として取りまとめる。 

 

(3)  ガス移行連成挙動解析ツールの高度化  

・ベントナイトを対象に行っていた解析モデルを、セメント系材料を含む人工バリアシステムへ
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拡張してガス移行試験の検証を実施。 

・既存のガス移行データや新たに得られる試験結果データを反映し、ガス移行評価モデルを高度

化し、人工バリアシステムでのガス移行挙動を評価。 

・解析・モデル化手法の展開検討として、連成挙動評価、発生モデル、不確実性評価等の高度化

等に係る課題の解決。 

 

(4)  ガス移行評価シナリオの拡張 

･ガス移行挙動評価シナリオや構成する FEP 事象について、セメント系等の多様な材料や最新の

概念を取り入れながら高度化を実施。 

・「長期挙動評価」「炭素移行挙動評価（放射化金属の腐食試験）」にて得られた知見の反映によ

る高度化を実施。 

・国内外のガス発生に係る知見を随時導入。 

表 1.4-1 に、本調査計画の平成 25-29 年度の 5 年間での展開案を示す。 

 

表 1.4-1「ガス移行連成挙動評価手法の開発」平成 25-29 年度の 5 年間展開案 

事業項目 ～平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度～

1. 実施計画策定
／とりまとめ

人工バリアの

成立性の評価

に資する

「人工バリアの

成立性の確認

のためのガス

移行評価」

↓

実処分施設の

設計／施工に

係る課題解決

への反映

2. ベントナイト系

材料のガス移

行挙動に係る

データの拡充

3. セメント系バリ

アのガス移行

挙動基礎デー

タの取得

4.ガス移行連成

挙動解析ツー

ルの高度化

5.ガス移行評価

シナリオの拡

張に関する検

討

研究の評価

・セメント系バリアのガス
移行挙動に係る概念の整
理

・ガス移行リファレンス
データの取得に係る検討

・緩衝材におけるガス移行
挙動に係る知見の整理と
課題抽出

・ベントナイト混合材料
の特性データの取得に係
る検討

全体計画の策定

年度の実施計画策定

年度の実施計画策定 年度の実施計画策定（平成25年度までの
「ガス移行挙動評
価」の成果を反映）

年度の実施計画策定 年度の実施計画策定

ベントナイト材料の基本
特性および寸法効果（破
過圧と供試体長の関係）
についての検討

材料試験の検証による
解析・モデル化および不
確実性の評価に係る検
討
ガス移行データライブラ
リの構築

ガス移行挙動評価手法
の構築

予備的安全評価に係る
検討
システム試験の提案

・ガス移行解析・モデル
化手法の展開検討（ガス
移行試験の検証による連
成挙動評価発生モデル、
不確実性評価等の高度化、
係る課題の抽出）

･ガス移行挙動評価シナリ
オの高度化に係る課題抽
出

・セメント系バリアのガス
移行挙動予備試験

・ガス移行リファレンス
データの取得

・ベントナイト混合材料
の特性データの取得に係
る予備試験

・界面挙動等を考慮した
ガス移行試験の検討

・ガス移行試験の複合シ
ステム化に係る予備検討

・ガス移行解析・モデル
化手法の展開（ガス移行
試験の連成挙動評価ツー
ルの高度化）

･ガス移行挙動評価シナリ
オへの長期挙動評価等の
知見の反映

・セメント系バリアのガス
移行挙動試験（基本概念）

・ベントナイト混合材料の
特性データの取得に係る
試験

・界面挙動等を考慮した
ガス移行予備試験

・ガス移行試験の複合シ
ステム化に係る検討

・ガス移行解析・モデル
化手法の展開（セメント系
バリアモデルの構築）

･ガス移行挙動評価シナリ
オへのセメント系バリア等
の知見の反映

・セメント系バリアのガス
移行挙動試験（オプション
概念）

・ベントナイト混合材料の
特性データの取得データ
の取りまとめ

・界面挙動等を考慮した
ガス移行試験

・ガス移行試験の複合シ
ステムの概念設計

・ガス移行解析・モデル
化手法の展開（人工バリ
ア複合モデルの構築およ
び金属腐食ガスデータ（炭
素14）の反映）

・ガス移行挙動評価シナリ
オへの複合材料等への知
見の反映

・セメント系バリアのガス
移行挙動に係る知見のと
りまとめ

・緩衝材におけるガス移行
挙動に係る知見のとりまと
め

・界面挙動等を考慮したガ
ス移行試験のとりまとめ

・ガス移行試験の複合シ
ステムに係る取りまとめ

・ガス移行解析・モデル
化手法の構築に関する知
見の取りまとめ

･ガス移行挙動評価シナリ
オの高度化に関してのと
りまとめ

総合評価
成果の取りまとめ
新たな課題の確認

中間評価（到達点および
課題の確認、
全体計画の見直し）

5年間取りまとめ

 

本調査開発の実施に際し、考慮すべきアウトプットおよび関連研究の成果より取り込めること

ができるインプットを確認しており、図 1.4-2 に、本検討に係る参照データ（インプット）、お

よび成果の提示・反映先（アウトプット）およびそれらの具体的な内容を概念図として示した。

今後の核関連研究の進捗によって、この図がより具体化できることが重要である。 
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施設設計および実処分（施
工）計画への反映

「人工バリア材料長期挙動評価・人
工バリア評価の初期条件の設定」
との連成の検討

最新の成果・知見を反映したガス移
行挙動の評価手法と適切な人工バ
リア概念の提示

安全評価の不確実性低減

「人工バリア材料長期挙動の評価・人工バリア評価の初期条
件の設定」および「ヨウ素・炭素移行挙動評価技術高度化」
の成果のINPUT

「ガス移行連成挙動評価」における検討内容

１．ベントナイト系材料のガス移行挙動に係るデータの拡充

２．セメント系材料のガス移行挙動データの取得

３．ガス移行連成挙動解析ツールの高度化

４．ガス移行評価シナリオの拡張

 

 

図 1.4-2 本検討の実施内容および想定されるインプット/アウトプット 

1.4.2  平成 25 年度の実施概要 

(1)  全体概要 

 本検討の初年度にあたる平成 25 年度においては、平成 24 年までの「ガス移行挙動の評価」

の成果を含め、国内外で得られている知見の整理および解決すべき課題の抽出を行い、これに基

づいて平成 25-29 年度の 5 年の実施計画の作成を実施した。そして次の段階として、以下の各項

目の内容について多岐にわたる検討を行い、データ取得および取りまとめなどの成果を得た。表 

1.4-2 には、今年度の調査研究進捗表を示す。 

 

表 1.4-2「ガス移行連成挙動評価手法の開発」平成 25 年度 調査研究進捗表 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

緩衝材におけるガス移行挙動のデータ拡充

ベントナイト混合材料の特性データの取得

成果のまとめと課題の抽出

セメント系バリアのガス移行挙動試験手法の構築

ガス移行概念の整理とリファレンスデータの検討

成果のまとめと課題の抽出

ガス移行解析・モデル化手法の展開

連成挙動および不確実性評価の高度化

成果のまとめと課題の抽出

シナリオ構築およびFEP抽出展開上の課題検討

成果のまとめと課題の抽出

⑥報告書作成

評　価

実　施　項　目

①ベントナイト系材料のガス移行挙動に係るデータの拡充

②セメント系バリアのガス移行挙動基礎データの取得

2013年 2014年

③ガス移行連成挙動解析ツールの高度化

④ガス移行挙動評価の高度化

⑤研究成果総括および今後の検討

▲専門家のレビュー

・実施計画の妥当性

・とりまとめ方針の確認

▲成果の

最終評価

・検討成果

・取得データ

・達成度

作 成 修 正

詳

細

計

画

の

策

定

委員会（１）▼ 委員会（２）▼ ▼合同委員会

関連情報の収集

検討準備

▲全体計画の

評価
・全体の方向

性の評価

・課題確認  

 次項より、各項目の実施概要を記す。また、各項目の詳細な内容を次節以降に記す。 
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(2)  ベントナイト系材料のガス移行挙動に係るデータの拡充 

緩衝材におけるガス移行挙動に係る知見の整理を実施し、課題の抽出を行い、これに基づいて

５年間の全体実施内容を検討・決定し、これに係る優先度やコストなども併せて検討した。この

検討成果を参考に、ベントナイト系材料の諸特性データの取得に係る準備検討を行い、そのうえ

で予備的な作業として以下の項目を実施した。 

・ベントナイト緩衝材材料の供試体作成。 

・ベントナイト混合材料を用いた不飽和水分特性データの取得 

 

(3)  セメント系材料のガス移行データ取得 

セメント系バリアのガス移行挙動に係る、TRU 廃棄物処分概念におけるガスの取扱い（人工

バリアからガスを排出させる、もしくは人工バリア内に閉じ込める）についての論点の整理と課

題抽出を行い、この検討において実施すべき内容の観点より検討計画を作成した。またこれに先

行する形にてガス移行評価に係るリファレンスデータの位置付けで、モルタル材料の 2 相流パラ

メータの取得を実施した。 

 

(4)  ガス移行連成解析ツールの高度化 

平成 24 年度に実施されたガス移行試験データ（高さ 200 ㎜供試体のガス移行試験）を用いた

検証解析によって、破過に至らないようなガス移行の際ベントナイト材料に生じる諸現象の把握

を行った。また、解析・モデル化手法の連成解析ツールに主眼をおいた展開検討に係る課題を抽

出して 5 年間の実施計画を作成するとともに、人工バリアのガス移行挙動の長期解析を実施した。 

 

(5)  ガス移行評価シナリオの拡張 

ガス移行挙動評価シナリオおよび FEP の拡張のための予備検討を、TRU 概念に係る最新の知

見等を基に実施し、TRU 廃棄物処分グループのグループ 3 のシナリオ構築に係る検討を行った。 

 



 

1-59 

参考文献 

[1] 電気事業連合会 核燃料サイクル開発機構：TRU 廃棄物処分技術検討書－第 2 次 TRU 廃

棄物処分研究開発とりまとめ－(2005). 

[2] 資源エネルギー庁 日本原子力研究開発機構：TRU 廃棄物の地層処分基盤研究開発に関す

る全体基本計画(2006). 

[3] 財団法人 原子力環境整備促進・資金管理センター：平成 18 年度地層処分技術調査等ＴＲ

Ｕ廃棄物関連処分技術調査人工バリア・天然バリアガス移行挙動評価報告書 (2007). 

[4] 財団法人 原子力環境整備促進・資金管理センター：平成 19 年度地層処分技術調査等委託

費 TRU 廃棄物処分技術 人工バリア長期性能評価技術開発 報告書（第 2 分冊）－ガス

移行挙動の評価－(2008). 

[5] 財団法人 原子力環境整備促進・資金管理センター：平成 20 年度地層処分技術調査等委託

費 TRU 廃棄物処分技術 人工バリア長期性能評価技術開発 報告書（第 2 分冊）－ガス

移行挙動の評価－(2009). 

[6] 公益財団法人 原子力環境整備促進・資金管理センター：平成 21 年度地層処分技術調査等

委託費 TRU 廃棄物処分技術 人工バリア長期性能評価技術開発 報告書（第 2 分冊）－

ガス移行挙動の評価－(2010) 

[7] 公益財団法人 原子力環境整備促進・資金管理センター：平成 22 年度地層処分技術調査等

委託費 TRU 廃棄物処分技術 人工バリア長期性能評価技術開発 報告書（第 2 分冊）－

ガス移行挙動の評価－(2011) 

[8] 公益財団法人 原子力環境整備促進・資金管理センター：平成 23 年度地層処分技術調査等

事業 TRU 廃棄物処分技術 人工バリア長期性能評価技術開発 報告書（第 2 分冊）－ガ

ス移行挙動の評価－(2012) 

[9] 公益財団法人 原子力環境整備促進・資金管理センター：平成 24 年度地層処分技術調査等

事業 TRU 廃棄物処分技術 人工バリア長期性能評価技術開発 報告書（第 2 分冊）－ガ

ス移行挙動の評価－(2013) 

[10] NAGRA：Effects of Post – disposal gas generation in a repository for spent fuel, high – 

level waste and long – lived intermediate level waste sited in Opalinus clay, Technical 

report 04 – 06, 2004. 

[11] van Genuchten, M.Th.：A closed-form equation for predicting the hydraulic conductivity 

of unsaturated soils. Soil Sci. Soc. Am. J., 44:892-898, 1980. 

[12] Narasimhan, T. N., Witherspoon, P. A. and Edwards, A. L.：Numerical model for 

Saturated-Unsaturated Flow in Deformable Porous Media”, Part 2: The algorithm. 

Water Resources Research, vol.14 (2), pp255-261, 1978 

[13] CODE_BRIGHT user’s guide, May 2011. 

[14] E. Alonso, A. Gens, A. Josa： A constitutive model for partially saturated soils, 

Géotechnique, 40, No.3. ,1990 

[15] Hiroyuki TOSAKA, Koji MORI, Kazuhiro TADA, Yasuhiro TAWARA and Koji 

YAMASHITA, 2010. A General-purpose Terrestrial Fluids/Heat Flow Simulator for 



 

1-60 

Watershed System Management, IAHR International Groundwater Symposium 2010. 

[16] Grant, M. A., 1982. Geothermal reservoir engineering, Academic Press, New York. 

[17] Eileen P. Poeter, Mary C. Hill, et al., 2005. UCODE_2005 and Six Other Computer Codes 

for Universal Sensitivity Analysis, Calibration, and Uncertainty Evaluation, U.S. 

Geological Survey, Reston, Virginia. 

[18] Komine, H., and Ogata, N., 2003. New equations for swelling characteristics of 

bentonite-based buffer materials. Canadian Geotechnical Journal, 40, No. 2, pp.460-475. 

[19] 核燃料サイクル開発機構, 電気事業連合会, 2000. TRU 廃棄物処分概念検討書 

[20] Tianfu Xu, Eric Sonnenthal, Nicolas Spycher and Karsten Preuss, 2004. TOUGHREACT 

User’s Guide: A Simulation Program for Non-isothermal Multiphase Reactive 

Geochemical Transport in Variably Saturated Geologic Media, LBNL-55460. 

[21] 原子力安全委員会（2010）：余裕深度処分の管理期間終了以後における安全評価に関する考

え方，平成 22 年 4 月 1 日 

[22] 若杉圭一郎、石黒勝彦、操上広志、植田浩義、小山俊博、河村秀紀(2008)：地層処分システ

ムの長期的変遷を考慮したシナリオ評価手法の検討、日本原子力学会「2008 年秋の大会」 

[23] SKB：Long-term safety for the final repository for spent nuclear fuel at Forsmark. Main 

report of the SR-Site project. Updated 2011-12 

[24] POSIVA：Expected Evolution of a Spent Nuclear Fuel Repository at Olkiluoto, POSIVA 

2006-05（2006） 

[25] Nagra：Effects of post-disposal gas generation in a repository for low- and intermediate-

level waste sited in the Opalinus Clay, TECHNICAL REPORT 08-07 (2008) 

[26] ANDRA：Dossier 2005 Argile Tome Safety evaluation of a geological repository（2005） 

[27] SCK／CEN：SAFIR 2 Safety Assessment and Feasibility Interim Report 2（2001） 

[28] 原子力発電環境整備機構（2011）：地層処分事業の安全確保（2010 年度版）－確かな技術

による安全な地層処分の実現のために－ 

 



2-1 

第 2 章 ベントナイト系材料のガス移行挙動に係るデータの拡

充 

2.1  目的 

本検討の目的は、平成 19-24 年度の「ガス移行挙動の評価」[2][3][4][5][6][7]の中で行われた

材料試験データの検討において得られた知見（再冠水試験、飽和および不飽和供試体を用いたガ

ス移行（透気）試験におけるガス移行挙動および基本特性や寸法効果に対する評価）に基づいて、

ベントナイト系緩衝材材料を用いたガス移行試験における現状での課題抽出を国内外の TRU 放

射性廃棄物処分概念に係る知見について安全評価書等をもとに取りまとめ、その課題よりガス移

行試験の実施計画を策定する。さらにその計画に基づき、ガス移行試験の準備作業（供試体作製）

を実施することである。 

2.2  実施内容 

本検討においては、平成 19-24 年度にわたって上記「材料試験データの取得」の実施によっ

て蓄積された知見を基盤に、新たなベントナイト緩衝材のガス移行挙動評価をスケールアップの

観点にて実施を行った。平成 25 年度は、ベントナイト系緩衝材材料を用いたガス移行試験にお

ける現状での課題（異なる材料間や同一材料の内部にて生じる界面や、現実的なガス移行形態

（ガスの圧力、発生量および種類）の試験系における取組み）について国内外の処分概念に係る

知見と対照しながら整理を行った。次に、その課題について優先度や準備期間等を考慮し、ガス

移行試験の実施計画を策定した。さらにその計画の一部として、ガス移行試験の準備作業（供試

体作製）およびベントナイト混合材料の水分特性データ取得を実施した。 

2.2.1  ベントナイト緩衝材におけるガス移行挙動に係る材料特性の課題の抽出 

上記「材料試験データの取得」においては、ベントナイト緩衝材中のガス移行に係る特性評価

を目的とした試験を行い、小型供試体（高さ 50mm 以下）を用いて実施した試験において、水

とガスの透過性および力学特性に係るデータを取得し、またダイレタンシーの作用による破過現

象を確認した。また、大型供試体のガス移行試験（ガス注入）の実施においては、破過は発生し

なかったが、試験後の解体/供試体内部の測定において、ガス注入によって生じた「ガス移行フ

ロント」と考えられる構造が生じている状況が確認できた。「寸法効果」については、飽和過程

およびガス移行過程での供試体内部の水理/力学的挙動を評価したうえで検証する必要があるこ

とが示唆されている。 

本検討では上記検討において蓄積された知見を基盤として新たな検討を行うため、ベントナイ

ト系緩衝材材料を用いたガス移行試験における現状での課題抽出を国内外の処分概念に係る知見



2-2 

をもとに取りまとめた。具体的には、ベントナイト緩衝材におけるガス移行挙動の評価に係る材

料特性の課題について、国内外における知見をとりまとめ、処分概念と照合のうえで、材料や概

念上での課題抽出を行った。具体的には、異なる材料間や同一材料の内部にて生じる界面や、現

実的なガス移行形態（ガスの圧力、発生量および種類）の試験系における取組みについて検討を

行った。 

2.2.2  ベントナイト緩衝材を用いた材料取得計画の策定 

前項にて抽出された課題をもとに、数年間オーダーにわたるガス移行挙動評価試験の実施計画

の策定を行った。実施計画においては、試験装置、対象とする緩衝材材料（配合、概念等を反映

させたもの）や供試体の詳細仕様、および試験における圧力等諸条件、得られるデータを設定し、

またこれに際して前提となる試験装置の改造計画を必要に応じ織り込んで策定した。 

2.2.3  ガス移行挙動評価試験の準備（供試体の作成） 

前項にて策定された実施計画に基づき、ガス移行試験の準備作業（供試体作製）を実施した。

材料供試体の作成に係る作業を以下に示す。 

 材料の調達 

 供試体の作製 

 ガス移行試験（ガス注入）の前段階としての供試体の飽和（再冠水） 

 

供試体を飽和はガス移行評価試験装置を用いて実施し、これは平成 19-24 年度の検討に使用した

ものと同等の機能を有している。表 2.2-1 に試験装置の構成および特徴を、図 2.2-1 に供試体の飽和

過程の実施概念図を示す。 

 

表 2.2-1 試験装置の構成および特徴 

構 成 特 徴 

カラム試験容器 

容器寸法：φ60mm、高さは最大 200mm まで対応可能 

容器概要：体積ひずみ拘束型 

材質：ステンレス（SUS316 他） 

計測項目：全応力、ガス圧 

補助装置：上端（排気、排水）側にて多孔質板をリングで仕切り、中央部と外周部

との排気（ガス）、排水量の分離計測が可能 

再冠水装置 

注水系統：2、  最大注水圧：0.5MPa 

計測項目：注水圧力、注水量 

備考：ガス注入装置と機能が分離され、再冠水試験とガス移行試験を個別・ 

同時に実施可能 
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   （平面） （断面） 

 

図 2.2-1 供試体の飽和過程の実施概念図 

 

2.2.4  ベントナイト混合材料を用いた不飽和水分特性データの取得 

TRU 廃棄物処分場のガス移行特性やガス発生影響を詳細に把握するためには、気液二相流解

析や力学を連成させた二相流解析を行う必要がある。これらの解析に必須で、かつ、ガス移行挙

動に大きな影響を及ぼす材料特性の一つに人工バリア材料の諸特性がある。これを受け、TRU2

次レポートにおいて底部緩衝材の材料に想定されている、砂混合ベントナイトを対象に水分特性

のデータを以下の手法により取得して上記解析に資する。 
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2.3  ベントナイト緩衝材におけるガス移行挙動評価に係る材料特性の課題の抽出 

緩衝材におけるガス移行挙動に係わる国内外の知見を整理することによって、材料特性の課題

を抽出していく必要があるが、課題抽出に当たっては以下の①～④に主眼をおいて実施した。 

 

① ガス発生速度を考慮したガス移行形態の把握 

② 人工バリア構造を考慮したガス移行形態の把握 

③ 材料特性に応じたガス移行挙動の把握 

④ 人工バリアの全体システムでのガス移行挙動の把握 

2.3.1  ガス発生速度を考慮したガス移行形態の把握に関する課題 

既往研究においては、破過に係る現象の確認が主体であった。これは、既存の知見においてガ

ス注入（昇圧）速度の制約（試験時間など）の問題や破過発生前の現象把握の情報が十分取得さ

れていなかったことによるものである。よって、既往の検討で得られなかった情報の把握に資す

るようなデータの取得が本検討の主な課題として抽出できる。 

具体的には、遅い速度にて膨潤圧相当のガス圧に達するような試験はあまり実施されていない

ために現象が十分わかっておらず、これは過大な昇圧速度を与えて破過圧の極端な増加を助長し

て破過を目的とした試験が主流であったためである。これに対し、実施設に対応したガス発生速

度を把握して、実施設に対応したガス発生速度にて合理的にガス移行挙動を評価していくことが

必要と考えた。 

2.3.2  人工バリア構造を考慮したガス移行形態の把握に関する課題 

既往研究においては、人工バリア構造を考慮したガス移行形態の把握に関して、異なる材料間

や同一材料の内部にて生じる界面が卓越したガス移行経路となることが懸念されている。しかし

ながら、これまで実際のデータ取得は殆ど行われなかった。このような点より、材料間の界面に

おけるガス移行挙動の把握に資するデータ取得が本検討の主な課題として抽出された。 

具体的には、材料の界面（ベントナイト系、セメント系、および異なる材料間）を設定するに

あたり、実処分施設での施工条件を考慮する必要があり、これに際して界面の粗度等を含め、想

定される状態を模擬して試験を実施する必要が存在する。 

2.3.3  材料特性に応じたガス移行挙動の把握に関する課題 

本検討の主な課題としては、既往研究結果と比較することも視野に含め、材料試験全体構成の

視点での計画策定や、様々なベントナイト系材料の配合を対象とした検討を逐次進めていくこと

が課題として抽出された。TRU2 次レポートの作成に先駆け、クニゲル V1 を 70%用いた混合材
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料のガス移行に係る諸特性が取得されているため、今後の検討においては新たな観点など、実施

の目的を明確に設定する必要があり、またオプションの材料配合についても検討余地が存在する。 

2.3.4  人工バリアの全体システムでのガス移行挙動の把握に関する課題 

既往研究における成果は、そのほとんどがカラム等を用いた小規模の要素試験によるデータで

あるため、人工バリア全体系を考慮したガス移行挙動に関する検討が乏しく、またその要求が存

在している。よって、上記のような人工バリア全体系における材料の挙動の把握に資するような

試験の計画策定が本検討の主な課題として抽出された。具体的には、実際に TRU 放射性廃棄物

処分施設のシナリオとして想定されるようなガスや水の移行形態条件を具体的に設定する必要が

あることを踏まえ、処分システムの概念や時間的変遷を考慮した構成要素（材料・密度など）と

環境条件（拘束圧・水圧・水質など）の設定や、処分システムにおける主要なガス移行経路をモ

デル化・模擬でき、かつ、システム挙動とガス移行をモニタリング、可視化できる装置の構築を

検討する必要がある。 

 

2.3.5  抽出された課題のまとめ 

前項までに提示した現状や検討課題、およびこの検討に関して行った国内専門家との意見交換

によって得た知見を反映して抽出した課題について、表 2.3-1～表 2.3-4 として取りまとめた。

なお、表中に示した「抽出された課題」について、次項における試験条件の検討についての内容

へ反映した。
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表 2.3-1 既往の検討と抽出された課題（ガス発生速度影響等に係るもの） 

No. 
課題抽出に際しての 

懸念事項 

既往の検討 

有識者との意見交換によって得られたコメント 
抽出された課題（案） 

（試験実施計画への反映事項） 概要 
参考 

文献 

1 

ガス注入手法を考慮

した試験の有無 

（遅い注入/低い圧力

の方針） 

・該当無し（ガス注入手法の影響について評価を

行った既往の検討は無い） 
 

・遅い速度にて膨潤圧相当のガス圧に達するような試験はあまり実

施されておらず、十分わかっていない。またこれに際し、現状のシ

ナリオで重要とされていないことや、実施に際し設定の難しさや長

時間を要すことが課題。 

・ベントナイト系材料中の二相流挙動の存在の確

認 

⇒ガス移行過程で飽和ベントナイト系材料中にも

「不飽和部」が発生し、この不飽和部が透気経路

となっている可能性があるため、飽和判定のため

の信頼性の高い計測法、およびこれに係る供試体

の飽和度を確実とするための手法 

2 

ガス昇圧速度（ガス

注入速度）を考慮し

た試験の有無 

・様々なガス昇圧速度での実績が多数存在。 

⇒体積ひずみ拘束条件下において、ガス昇圧速度

が大きいほど、ガス移行経路の拡張等によって生

じた供試体内部の過剰間隙水圧が消散しきれず高

圧を保持するため、結果として破過圧（破過に要

するガス注入圧）の増大に至ると考察。 

⇒ガス注入方向に対して供試体寸法が大きくても

（厚くても）同様にガス移行経路の拡張等によっ

て生じた供試体内部の過剰間隙水圧が消散しきれ

ず、破過圧の増加に至る。 

[10][16][17][18]

・Graham ら [9]によって、昇圧速度影響の研究成果（カナダ

Bearpaw層産の 100%ベントナイトが対象）が示されている 

（文献内容を参照）⇒57.6 MPa/day という過大な昇圧速度によっ

て破過圧の極端な増加を助長した結果となっている。 

・実施設に対応したガス発生速度を把握して、実

施設に対応したガス発生速度にて合理的にガス移

行挙動を評価するための手法（スケール効果の相

似則（≒2乗則）の関係による条件設定） 

・破過圧のガス移行経路長依存性の程度の確認 

・ガス注入によるガスおよび材料の力学連成挙動

を把握するための手法（計測等） 
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表 2.3-2 既往の検討と抽出された課題（人工バリア構造／材料間界面影響等に係るもの） 

No. 
課題抽出に際しての 

懸念事項 

既往の検討 

有識者との意見交換によって得られたコメント 
抽出された課題（案） 

（試験実施計画への反映事項） 概要 
参考 

文献 

1 
破過に至る試験の実

態 

・該当無し（意図的に界面影響を考慮した既往の検

討は無い） 
 

・原環センターにおいて昨年までに実施したガス移行試験おいては、

ガス注入に対して水圧が遅れて反応している現象と、これによって材

料界面に生じた破壊の状況が把握されている。 

・また、このような試験は電中研/JAEA においても多数実施・確認さ

れ、得られたデータは解析で検証されている。 

・異種材料の界面（ベントナイト系／セメント系）を設定する際に

は、実処分施設での施工条件（界面の粗度等）を考慮する必要があ

る。 

・供試体の体積ひずみが拘束されるか否かで破過特性

が異なる可能性があり、特にベントナイト系材料の場

合、不連続面（供試体と試験容器の界面等）において

ガス移行経路を形成するのか否かを確認する 

⇒実施設のガス移行挙動を評価する場合、異種材料の

境界面の存在を考慮する必要があり、さらに周辺岩盤

の変形の影響も考慮する余地がある。 

・異種材料界面を設定する場合は、実処分施設での施

工条件を考慮して、考えられ得る状態を模擬する必要

が存在。またオプションとして、ベントナイトの密度

のバラツキの影響を検討する余地が存在（たとえば施

工管理値±2σ程度で数パターンに条件を設定）。 
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表 2.3-3 既往の検討と抽出された課題（緩衝材材料／材料特性影響等に係るもの） 

No. 
課題抽出に際しての 

懸念事項 

既往の検討 

有識者との意見交換によって得られたコメント 
抽出された課題（案） 

（試験実施計画への反映事項） 概要 
参考 

文献 

1 

混合材料を考慮した

ガス移行および破過

に至る試験の実態 

・100%ベントナイト、およびベントナイト混合土

（70%、15%）によるガス移行試験 

⇒100%ベントナイト[10]および 70%ベントナイト

混合土飽和供試体[11]では、ハイドロリックフラ

クチャリングに基づくメカニズムで破過が生じて

いる（ベントナイト 100%では気液二相流挙動は

存在しないという知見が主流となっている） 

⇒15%ベントナイト混合土飽和供試体[12]では、

膨潤したベントナイトゲルが欠損した間隙が選択

的気みちとなり、ガスが透気する 

[10][11][1

2] 

・TRU2 次レポートにおいて、既にクニゲル V1 を用いた 70%混合

土の特性が取得されているため、新たな観点など実施目的を明確に

しておき、オプション配合も対象の視野に入れる。 

・供試体の材料配合に応じたガス移行メカニズム

（ガス侵入圧、破過圧、ガス透気経路 等）を把握

する 

・材料配合の違い（100%と混合配合）における二相

流挙動の発生形態を明らかにする 

・実際の TRU 処分施設を対象とした緩衝材の配合

条件設定に関する試験としての位置付けを明確にす

る 
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表 2.3-4 既往の検討と抽出された課題（システム試験／人工バリア全体系を考慮した試験系影響等） 

No. 
課題抽出に際しての 

懸念事項 

既往の検討 

有識者との意見交換によって得られたコメント 
抽出された課題（案） 

（試験実施計画への反映事項） 概要 
参考 

文献 

1 
大きな供試体を用い

た試験の実態 

・H=200 mm供試体でのガス移行試験[8]  

⇒破過は生じなかった 

・φ800，H=1,600 供試体（100% BoomClay）で

のガス移行試験（0.01 MPa/day）の例[13]がある

が、試験条件や結果の詳細は不明 

・今後もシステム構築のための資料調査を継続。 

[8][13]
・システム試験のようなものを将来考える上での参考データとして、

10cm程度の供試体の試験を実施するのが望ましい。 

・寸法効果（破過圧と供試体厚さの相関性）の知見拡

充を目的として、比較的規模の大きい供試体でのガス

移行特性データをなるべく数多く取得しておくこと 

2 
システム供試体での

試験の実態 

・スイス・グリムゼルにて実施された原位置モデル

施設によるガス移行評価試験（GMT）[1] 

⇒複合的なパスを移行しながら、ガスが外部に透過 

・スウェーデン・Aspo HRL にて実施された HLW

処分概念の EBS 実規模ガス移行評価試験

（Lasgit）[17] 

⇒模擬キャニスター表面から、複数のベントナイト

ブロックで構成される緩衝材へ注入されたガスが、

模擬キャニスター／緩衝材の界面より緩衝材の下方

に移行した後、ベントナイトブロック界面を透過し

て外部に移行した 

[1][17]

・実際に TRU 放射性廃棄物処分施設のシナリオとして想定されるよ

うなガスや水の移行形態条件を具体的に設定しないと、試験規模を大

きくする意味が無い。 

以下に示す条件を網羅したシステム試験を実施する

こと 

・シナリオ構築や連成解析に資するデータを取得する

・実際に想定されるガス発生量（ガス昇圧速度）を反

映した条件設定 

・要素試験での制約（実処分システム規模への適用上

の課題）解決のため、システム（の一部）を模擬した

モックアップ試験によるガス移行試験の検討 

・処分システム概念と処分システムの時間的変遷を考

慮した試験体の構成要素（材料・密度など）と環境条

件（拘束圧・水圧・水質など）の設定 

・処分システムにおける主要なガス移行経路をモデル

化・模擬でき、かつ、システム挙動とガス移行をモニ

タリング、可視化できる装置の構築 

・予備試験、試験体の作成、システムの飽和、ガス注

入試験、解体調査までを一定時間内（数年オーダー）

で完了できる試験体サイズ、試験法にて装置を構築 
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2.4  ベントナイト緩衝材を用いた材料データ取得計画の策定 

ベントナイト緩衝材を用いた材料データ取得計画を対象に、「2.3 節」において抽出した課題

について、計画的・総合的に検討しながら策定した。 

具体的には、以降の「2.4.1 」～「2.4.4 」節に関する検討を行った。 

2.4.1  ガス発生速度を考慮したガス移行形態の把握に係る検討 

「2.3.1 節」において抽出した課題解決に資するため、破過に至らないようなガス移行挙動

（シナリオ）における現象把握への展開を主眼に検討を進めた。 

具体的には、既往の研究の主な実施内容は、材料の破過発生を前提とした破過前～破過後の状

態把握に資するものであったのに対し、本検討では気液二相流としての材料内部のガス移行挙動

や力学／水理状況の把握に資することを目的として、「低注入圧によるガス注入」や「比較的長

期にわたるガス注入」等の検討を実施した。 

図 2.4-1 に既往研究（平成 19-24 年度に実施した「ガス移行挙動評価に関する検討」における

主な実施内容と本検討で計画立案したガス移行試験の想定実施内容との着眼点の違いを概念とし

て示す。 

 

 

 

 
 

図 2.4-1 既往研究の主な実施内容と本検討における想定実施内容の概念 

・ 

平成 19-24 年度の「ガス移行挙動の評価 材料試験データの取得」においては、ガス注入速度

を 0.1MPa／2 日を標準として一連の試験を進めた。一部の試験においては 0.1MPa／4 日と標

準速度とした 1/2 の昇圧速度でガス注入を進め、ガス注入速度の影響評価を試みたが明確な差異

は確認できなかった。既往の他の研究成果を参考に、ガス注入速度の範囲を拡大してその影響評

価を実施していく場合、下記の課題が挙げられる。 

  ・ガス注入速度の低昇圧速度のための、段階昇圧の再検討と試験装置の対応 

   （最大ガス注入圧を小さく設定した場合の調圧弁の選択と調圧精度の確認など） 

経過時間

注
入
ガ
ス
圧

破過

低昇圧速度

破過前の状態把握
二相流・力学挙動

材料中でガスが溶解？

既往の研究の主な実施内容 本検討での実施内容 
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  ・昇圧時間間隔の再検討（従来 2 日毎の昇圧間隔の長期化など） 

  ・昇圧各過程でのガスフロントの確認 

   （ガス注入までの供試体飽和期間を考慮した場合に、複数供試体の同時試験準備などの 

工夫が必要、予備試験としての試験実施案の検討が必要。） 

  ・膨潤圧の確認（これまでのデータの整理） 

  ・試験工程の検討（具体的な実施時間をシミュレーションで予測） 

 

以上の課題を踏まえ、次年度（平成 26 年度）における試験実施案を図 2.4-2～図 2.4-3 のよ

うに検討した。 

図 2.4-2 に示す「試験実施案１」は、ガス昇圧速度（有効ガス圧）を膨潤圧付近まで比較的早

く設定し、移行は一定圧を保持して試験を継続する実施案である。 

実施目的を以下に示す。 

 

① 供試体内で生じている現象の確認（破過の有無によらず、一定期間毎に解体調査を実施） 

② 異種材料間（ベントナイト 100%材料とベントナイト配合率 70%混合土）での相違の確認 

③ 供試体高さでの相違の確認（寸法効果） 

 

なお、「試験実施案１」として、100%ベントナイト材料にて 3 体/セット、ベントナイト配合

率 70%混合土で 3 体/セット製作し、1 セットずつ全 2 セットの試験を実施することとした。ま

た、膨潤圧相当圧力の設定、および膨潤圧相当までの昇圧ステップや供試体解体の時間は実施の

際に再度確認する必要がある。 

 

 

図 2.4-2 試験実施案１（膨潤圧付近まで比較的早く昇圧→一定圧を保持） 

  

時間（day）

膨潤圧＝約0.4 MPa程度を想定）

排水量

排気量

（大）破過？（破壊）

ガス透過？（破過）

有
効
ガ
ス
圧

排
水
・排
気
量

ガス昇圧速度

2 4 6

0.1
0.2
0.3

36以降
（No.1解体）

？ ？

～ ～

～ ～
～ ～

～ ～ ～ ～
～ ～

～ ～

～ ～
～ ～

～ ～
～ ～

～ ～

66以降
（No.2解体）

96以降
（No.3解体）

（MPa）
一定圧保持
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図 2.4-3 に示す「試験実施案２」は、ガス昇圧速度（有効ガス圧）を膨潤圧付近まで比較的早

く設定し、移行は一定圧を保持するところまでは「実施案１」と共通だが、一定圧保持ののち、

ある時間から一定速度で昇圧させることで、破過に至るまで試験を行うオプション案である。 

目的としては、以下の①～③とする。 

 

① 破過後の供試体内で生じている現象の確認（破過後に解体調査を実施） 

② 異種材料間（ベントナイト 100%材料とベントナイト配合率 70%混合土）での相違の確認 

③ 供試体高さでの相違の確認（寸法効果） 

 

 

図 2.4-3 試験実施案２（膨潤圧付近までは比較的早く昇圧 → 一定圧を保持 → 一定速度で昇

圧） 

 

 

2.4.2  人工バリア構造を考慮したガス移行形態の把握に係る検討 

「2.3.2 節」において抽出した課題解決に資するため、以下に示す項目についての検討を実施

した。 

 

 界面挙動を考慮したガス移行試験の全体計画 

 界面挙動を考慮したガス移行試験の検討 

 界面挙動を考慮したガス移行予備試験の実施 

 界面挙動を考慮したガス移行試験の実施 

 

時間（day）

膨潤圧（＝約0.4 MPa程度を想定）

（大）破過？（破壊）

ガス透過？（破過）

有
効
ガ
ス
圧

排
水
・排
気
量

2 4 6

0.1
0.2
0.3

16～？ ？
（解体）

～ ～
～ ～

～ ～
～ ～

～ ～
～ ～

～ ～
～ ～（MPa）

？
（解体：大破過

しない場合）

一定圧保持
一定速度昇圧

排水量

排気量

ガス昇圧速度
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具体的には、ベントナイト内の界面（施工継ぎ目）およびベントナイト／モルタルの界面を模

擬した供試体を用いたガス移行試験の実施についての検討を行った。 

図 2.4-4 にベントナイト材料に係る界面を模擬したガス移行試験の概念を示す。 

 

 

図 2.4-4 ベントナイト材料に係る界面を模擬したガス移行試験の概念 

 

・ 

平成 19-24 年度の「ガス移行挙動の評価 材料試験データの取得」においては、ステンレス製

の鋼製モールドを使用し一連の試験を進めたとこと、大破過に対して供試体とモールドの境界で

発生した。上記材料の境界面のガス移行特性を評価した場合に、同様に目的の材料境界面ではな

く、モールドとの境界でガス移行が進行する可能性が十分考えられる。そのため、以下の条件の

試験設定などが考えられる。 

・大破過に至らないガス注入条件での試験進行（ガス昇圧速度、試験終了時期の検討など） 

・モールド境界層における新しいアイデアと具体化 

後者に対しては、たとえばモールド中間の一部を側面拘束機能を持たせ、境界面をガス侵入を防

止するなどの機構の考案と確認試験などが考えられるが、長期間に及ぶことの多いガス注入試験

においてガス侵入防止機構の材料選定として一般的な剪定材料となるゴム膜を利用した場合の長

期間耐久性の確認なども大きな検討課題となる。（図 2.4-5 参照） 

 

ペレット 

原位置締固め 

埋戻し 

ブロック ブロック 

原位置締固め

コンクリート

数 cm～10cm 供試体 (1)基礎的データ拡充試験 

界面 

ベントナイト系緩衝材の 

①ガス移行基本特性要素試験

締固め 

ブロック  試料 

ペレット 

②飽和・不飽和力学特性要素

試験 

セメント系材料の 

ガス移行基本特性試験

（文献調査結果から実

施の必要性がある場

合） 

複合要素基本特性試験 

TRU 処分場概念
における EBS 

施工界面 

ブロックペレット間 

施工界面 

ブロック間 

ブロックコンクリート間 

ガス 

パラメータ 

・ ガス量 

（ガス圧） 

・ 応力 

・ 水圧 

・ 水質 

（原環センターの 2007 年検討内容を引用）  
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※H200mm モールドの場合 

 

図 2.4-5 側面拘束機能の想定例 

 

  

【側面拘束機構】 

ゴム膜＋圧力拘束など
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2.4.3  材料特性に応じたガス移行挙動の把握に係る検討 

「2.3.3 節」において抽出した課題解決に資するため、以下に示す項目についての検討を行っ

た。 

 

 ベントナイト混合材料の特性データの取得に係る全体計画 

 ベントナイト混合材料の特性データの取得に係る予備試験の実施 

 ベントナイト混合材料の特性データの取得に係る試験の実施 

 

具体的には、人工バリア全体系を対象とした材料試験の計画における試験条件（供試体寸法、

注入圧力等；2.4.1 節での検討結果も反映）の検討や、材料配合に関する検討を実施した。 

材料配合に関しては、TRU2 次レポートの人工バリア概念における「底部緩衝材」の想定材料

である“ベントナイト貧配合材料（30%けい砂混合）”を主眼として検討した。 

図 2.4-6 に本項の対象として想定されるベントナイト材料の使用部位を示す。 

 

 

図 2.4-6 人工バリアで想定されるベントナイト系材料（底部緩衝材）の使用部位 

2.4.4  ガス移行試験の複合システム化に係る検討 

「2.3.4 節」において抽出した課題解決に資するため、今後、以下に示す項目についての検討

を段階的に実施する。 
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 ガス移行試験の複合システム化に係る全体計画 

 ガス移行試験の複合システム化に係る予備検討 

 ガス移行試験の複合システム化に係る検討 

 ガス移行試験の複合システムの概念検討 

 

具体的には、既往の研究（主にカラム／要素試験）における制約（実規模モデルへの適用上の

課題）解決に資する「複合システム化」に関する検討を進めた。 

図 2.4-4 に TRU 廃棄物処分概念および関連する「人工バリアの複合システム化」の概念図を

示す。 

 

 

図 2.4-7 TRU 廃棄物処分概念とそれに関連する「複合システム化」の概念図 

 

なお、ガス移行試験の複合システム化に際しては、シナリオ構築の観点も視野に含めて検討を

行った。 

2.4.5  検討項目のとりまとめ 

「2.4.1 」～「2.4.4 」節において検討した項目を取りまとめ、ベントナイト緩衝材を用いた

材料を対象として、ガス移行挙動評価に係るデータ取得計画を策定した。 

材料データ取得計画に際しての課題と検討内容は表 2.4-1 のように整理した。一方で、結果の

取りまとめに際しては同じく表 2.4-1 に示すような実施に際しての諸条件（優先度、コスト、専

門家の要請、その他）を勘案し、現実的な計画策定を検討した。その一方で、計画策定を具体的

に検討していくうえでは、幾つかのハードル（優先度）が設定できる。設定した優先度に基づき、

 (2.2)複合要素システム試験 

ブロック 

ブロック 

ペレット 

コンクリート 

ペレット 

ガス注入 

試験概念図 

水圧

応力

岩盤を想定した
多孔質体 

200 200

ガス注入
システム

400
8,000

ガス注入
システム

容器

給排水層（ジオテキスタイル等）

ブロック
ベントナイト

ブロック
ベントナイト

粒状
ベントナイト

912

480 216216

ガス注入
システム

容器

給排水層（ジオテキスタイル等）

ブロック
ベントナイト

ブロック
ベントナイト

粒状
ベントナイト

912

480 216216

 

廃棄体モデル 

緩衝材(ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄ) 

緩衝材(ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄ) 

ポーラスメタル

模型土槽 

模型土槽 

模型土槽 模型土槽 

ガス注入システム：透気（破過の経路分割）

計測 
間隙水圧、間隙空気圧、土圧、土壌水分、温度 
流量計（小容量～大容量）など 

給水(飽和膨潤過程) 
排気（破過の経路分割）流量計

給水(飽和膨潤過程) 
排気（破過の経路分割）流量計

試験模型概念 

（原環センターの 2007 年検討内容を引用）  



 

2-17 

全体試験計画を今後数年間オーダーで実施する材料データ取得計画を表 2.4-2 のように策定した 

 

表 2.4-1 材料データ取得計画に際しての課題と検討内容 

 

 

表 2.4-2 課題と検討内容に基づく材料データ取得計画案の概要 

 
 

今年度の検討成果に従い、今後数年間オーダーわたって検討を進めることを想定している。最

終年度に取りまとめる成果目標を以下に示す。 

 

 ガス発生速度を考慮したガス移行形態の把握に係る検討結果の取りまとめ 

 人工バリア構造を考慮したガス移行形態の把握に係る検討結果の取りまとめ 

 緩衝材におけるガス移行挙動に係る検討結果の取りまとめ 

 ガス移行試験の複合システム化に係る検討結果の取りまとめ 

項目 既往研究 検討課題 検討方法 実施上の課題 ハードル

（１）
ガス発生
速度

カラム試験

ガス注入によるガスおよび材料の
連成挙動

・現実的なガス発生速度（ガス圧
昇圧速度）の設定

低注入圧/比較的長期に
わたるガス移行

・既存解析（実施設モデ
ルでのシミュレーションを
用いた最大ガス圧の到
達時刻の予想）結果の参
照

試験システムの高
度化および条件
設定

やや高

（２）
人工バリア
構造

ベントナイト

材料内界面/
材料間界面におけるガス移行

・現実的な界面状態（緩衝材ブロッ
ク間の施工継目，およびセメント系
材料との界面等）設定

施工／材料界面模型供
試体のガス移行試験

条件選定（概念の
参照）

やや低

（３）
緩衝材材料

ベントナイト
（100%／珪砂混
合材料）

データの補完

・混合材料の特性把握（ガス侵入
圧，破過圧，不飽和力学特性等）

TRU処分概念上の想定
材料

既存データとの照
合（課題選定）

やや低

（４）
システム
試験

カラム試験主体

シナリオ構築や連成解析に資する
データ取得

・システムの検討（ベントナイト／セ
メント系材料の構成や各種測定系
の検討等）

3次元/大型モデルを用い
たガス移行試験

試験コスト
条件絞り込み

高

実施項目 試験装置 対象材料 材料仕様
試験仕様

（圧力条件他）
実施時期

（１）
供試体作成

・ガス移行挙動
試験装置
（容器寸法
φ=60 mm，
H=12.5,25,50 ,
200mmに対
応）
※平成24年度ま
での検討にて使用

・100%ベントナ
イト
・ベントナイト／
珪砂混合材料
（珪砂配合率
30%）

・ベントナイト（クニ
ゲルV1）
・珪砂（3/5号）
・有効粘土密度
1.36 Mg/m3

・含水比17%程度

・試験容器内で締固め作成 平成25年度

（２）
供試体飽和

・蒸留水使用（高pHや塩水
系は今後の課題）
・注水圧 0.2～0.5 MPa程
度（膨潤圧以下）
・背圧0.1 MPa

平成26年度

（３）
ガス注入

・窒素ガス使用（N2ガス以
外は今後の課題）
・注気圧 0.2～2.0 MPa程
度（低圧注入の継続，ある
いは閾値付近圧での注入
の継続）

平成26/27年
度

（４）
解体調査

・密度測定
・含水比測定

平成26/27年
度
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2.5  ガス移行挙動評価試験の準備（供試体の作成） 

 “ベントナイト緩衝材を用いた材料データ取得計画”に基づいた試験の実施（ガス移行挙動

評価試験）のための準備として、供試体（飽和準備も含む）の作製を行った。 

具体的には、前項にて示した諸条件におけるガス移行挙動評価試験に着手することを想定し、

実施ケース①として「ベントナイト単体」供試体を、実施ケース②として「ベントナイト／珪砂 

混合材料」供試体を複数体製作することとした。なお、試験装置の構成上、同時に試験を実施で

きるのは最大 3 体までとなっている。 

具体的な仕様を表 2.5-1 に、試験実施のイメージを図 2.5-1 に示す。 

 

表 2.5-1 各実施ケースで製作する供試体の仕様 

 実施ケース① 実施ケース② 

供試体の大きさ 直径φ60.0mm×H25.0mm 

材料 ベントナイト(クニゲル V1) 
ベントナイト(クニゲル V1)、 

珪砂（3 号/5 号＝1：1） 

珪砂配合率 0 % 30 ％ 

乾燥密度 1.36 Mg/m3 1.60 Mg/m3 

有効ベントナイト密度 1.36 Mg/m3 

初期含水比 35.0 % 17.0 %※ 

初期飽和度 90.0 % 64.7 % 

※ケース①と②の密度（重量）を同一とする観点にて含水比を設定 

 

 

図 2.5-1 緩衝材材料のガス移行挙動試験の実施状況イメージ 

 

 

H25.0 
mm 
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図 2.5-2 に試験実施フロー図を示す。このうち本年度の実施内容としては、供試体を図 2.5-1

に示す条件にて作製した後、試験設備の調整等を経て、注水開始（供試体の飽和開始）まで実施

した。図 2.5-3～図 2.5-4 に供試体の作製および設置状況を示す。各材料に対して所定の初期飽

和度となるよう含水比調製した所定量のベントナイト材料を 2 層(2 回)に分けて目標密度まで載

荷板を用いて静的圧縮整形した。 

なお、完成した供試体は試験設備に接続後、初期圧力 0.1 MPa 程度にて注水を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5-2 試験実施フロー図 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

試験体の作製  材料の初期飽和度調整 
 試験容器内での締め固め 
 
 
 試験容器の設置 
 
 
 水注入開始 
 水圧入（定圧：膨潤圧未満） 
 流出側の排水確認 
 注水量と飽和必要水量の確認 
 排水量安定の確認 
 水圧入停止 

試験設備の調整 

ガス注入試験 

試験容器 
底面から 
注水 

再冠水【飽和】 

試験容器 
底面から 
ガス注入 

 ガス供給系・ガス測定系との接続 
 流出側背圧載荷（0.1MPa 程度） 
 ガス注入開始 
 ガス注入圧載荷 

① 昇圧 0.1MPa/2 日程度（膨潤圧未満ま
で） 

② 一定圧維持（膨潤圧未満にて） 
③ 昇圧（実施設で想定される昇圧速度）

 
 
 試験容器の解体 
 試験体のスライス、分割サンプル作成 
 サンプルの密度、含水比、飽和度測定 

試験体の分析 

本検討 
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図 2.5-3  試料とモールドの準備（左）および供試体の静的圧縮整形（右） 

 

 

 

 

 

 
図 2.5-4  供試体モールド設置状況 
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2.6  ベントナイト混合材料を用いた不飽和水分特性データの取得 

2.6.1  背景と目的 

TRU 廃棄物処分場のガス移行特性やガス発生影響を詳細に把握するためには、気液二相流解

析や力学を連成させた二相流解析を行う必要がある。これらの解析に必須で、かつ、ガス移行挙

動に大きな影響を及ぼす材料特性の一つに人工バリア材料の諸特性がある。本検討においては、

TRU2 次レポートにおいて底部緩衝材の材料に想定されている、ベントナイト系材料（砂混合）

を対象に水分特性（飽和度とサクションの関係）データを取得して上記解析に資する。 

なお、本報告において、サクションを以下のように定義する。 

 サクション s＝（間隙ガス圧）－（間隙水圧） 

また、サクション除荷過程を吸水過程、サクション載荷過程を排水過程とも呼ぶ。 

2.6.2  ベントナイト系砂混合材料の水分特性データの取得 

本検討においては、以下の手法により水分特性データの取得を行った。 

 

1)  実施方法 

 サクションを制御可能なオエドメータ試験装置を用いて、以下の試験条件のもとで湿潤過程

および乾燥過程の水分特性（飽和度～サクションの関係）を取得した。 

・ 材料供試体 

以下の仕様にて調整した。 

ベントナイト・砂混合土（初期乾燥密度 1.6 Mg/m3、間隙比 0.725，真密度 2.76 

Mg/m3，初期飽和度 64.7%（初期含水比 17.0%），ベントナイト・砂の乾燥重量比 7：3） 

① ベントナイト：クニゲル V1（クニミネ工業製） 

② 砂：3 号および 5 号ケイ砂を混合（重量比で１：１） 

・ 供試体寸法 

直径 50mm、高さ 10mm の円柱。 

・ 載荷サクション：0（飽和）～2.0 MPa の範囲（適切に 5 水準以上を目安） 

 

2)  実施装置 

 実施に供する装置は、サクションを制御可能なオエドメータ試験装置で、平成 23 年度にお

ける「ガス移行挙動の評価 ベントナイト材料の水分特性試験」にて使用された試験装置と同

等の機能を持つ装置である。 

用いたサクション制御可能なオエドメータ試験装置を図 2.6-1 に示す。 

上部および下部のペデスタルにはポーラスメタルがセットされており上部から空気圧（ua）を、

下部から水圧（uw）を作用させることができる構造となっている。また、上部から作用させる空

気圧が下部から抜けることなく保持されるよう、下部のポーラスメタルと供試体の間には空気侵
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入圧の高い飽和したアセチルセルロース膜（Spectra/Pro membrane MWCO:6-8000）が敷いて

ある。これにより上部からの空気圧（ua）を一定に保った状態で下部からの水圧（uw）を uw ua

の範囲で制御することで、供試体のサクション（ua uw）を制御することができる。なお、上載

圧も同時に載荷できる機構となっている。 

 

(a) (b) 

 

(c) 

図 2.6-1 サクション制御可能なオエドメータ試験装置 (a)試験セル；(b)下部ポーラスメタル

上部にセットされた飽和アセチルセルロース膜；(c)試験装置の断面模式図 
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2.6.3  実施手順 

(1)  試料と供試体作成 

試料はベントナイト/砂混合土（含水比 0.17）を用い、供試体（以下、「S/B 供試体」と称する）

は試料を乾燥密度 1.60Mg/m3 に静的に締固めたもの（飽和度 64.7%）を用いた。S/B 供試体寸

法は直径 50mm、高さ 10mm である。図 2.6-2 に静的圧縮成型時の間隙比と載荷応力の関係を

示す。含水比 0.17 で乾燥密度 1.60Mg/m3（=間隙比で 0.725 相当）まで静的に締固めるのに 970 

kPa（＝0.97 MPa）前後の載荷鉛直応力が必要であった。 

 

 
図 2.6-2 乾燥密度 1.6Mg/m3 へのベントナイト・砂混合土供試体作成時（静的圧縮による成型）

の鉛直応力の経時変化 

(2)  試験方法および試験条件 

水分特性試験中のサクション変化による供試体の変形をなるべく小さく抑えるために、供試体

の平衡膨潤圧に相当する鉛直応力を作用させ、一定鉛直応力条件下でサクションを載荷、除荷す

る方法で試験を行った。 

まず、乾燥密度 1.6 Mg/m3に締め固めた S/B 供試体の平衡膨潤圧の把握を目的として、100，

200 および 400 kPa の鉛直応力を載荷した状態での S/B 供試体の飽和試験（予備試験）を行っ

た。図 2.6-3 に S/B 供試体への鉛直応力載荷過程（loading stage）および飽和過程（saturation 

stage）における間隙比（e）の経時変化を示す。予備試験では、S/B 供試体に一定の各鉛直応力

を約 15 分間載荷し、間隙比の経時変化が一定になった時点（ここまでが loading stage）より、

飽和過程（2 日間継続）に移行する手順とした。図より、鉛直応力が 400 kPa 未満で供試体を飽

和させた場合、所定の乾燥密度である 1.36 Mg/m3 を下まわって（間隙比では 0.725 を上回って）

膨潤が進展することが分かった。よって、S/B 供試体に載荷する鉛直応力は、所定密度を維持可

能である 400 kPa に設定することとし、以下の全ての試験で共通とした。 

水分特性試験は、初期状態（含水比 0.17、初期サクション 0～2.0MPa）から、湿潤過程の水

分特性を取得するために、5 水準のサクション 1.3，1.0，0.5，0.3，0.1 MPa（および飽和時は
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0 MPa）をそれぞれ別の供試体で作用させ、供試体内のサクションが平衡状態になったと考えら

れる時点で試験を終了し試料の含水比を測定して飽和度を求めた。 

次に、飽和後の乾燥過程における水分特性試験を実施した。試料を飽和させた後（飽和時のサ

クションは 0 MPa）、5 水準のサクション 0.1, 0.3, 0.5, 0.8, 1.3 MPa をそれぞれ別の供試体で作

用させ、供試体内のサクションが平衡状態になったと考えられる時点で試験を終了し試料の含水

比を測定して飽和度を求めた。 

 

 

 

図 2.6-3 鉛直応力載荷過程（loading stage）および飽和過程（saturation stage）における間

隙比（e）の経時変化 

 

2.6.4  取得されたデータ 

図 2.6-4 および図 2.6-6 に取得された水分特性とモデル近似結果を、表 2.6-1 および図 2.6-6

に同定されたモデルパラメータを示す。 

van Genuchten モデル（以下、「vG モデル」と称す）および Narashimhan モデル（以下、

「Na モデル」と称す）とも、実験結果を良好に近似できる結果となった。 

また、参考として、既往の検討結果（ベントナイト緩衝材を対象とした水分特性試験、

HLW2000 年レポート[18]）において示された vG モデルパラメータ（表 2.6-2）を示す。 
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図 2.6-4 取得された水分特性と van Genuchten モデル近似 

 

表 2.6-1 近似により同定された van Genuchten モデルパラメータ 
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図 2.6-5 取得された水分特性と van Genuchten モデル曲線（HLW2000 年レポートで同定さ

れたモデルパラメータによる）との比較 

 

表 2.6-2 HLW2000 年レポートで同定された van Genuchten モデルパラメータ 
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図 2.6-6 取得された水分特性と Narashimhan モデル近似の成果イメージ 

 

表 2.6-3 同定された Narashimhan モデルパラメータの成果イメージ 

 

 

 

2.6.5  考察と課題 

図 2.6-4 において示した未飽和吸水過程の vG モデルによる近似結果は、既往の検討結果（ベ

ントナイト緩衝材を対象とした水分特性試験、HLW2000 年レポート[18]）において示された

vG モデルパラメータ（表 2.6-2）による近似結果（図 2.6-5）と一致している。 

なお、実験（排水過程）より 0.5 MPa のガス侵入圧（Pe）が観測されているため、排水過程

においては、Pe をパラメータとする Na モデルでの近似が vG モデルよりも実験結果に忠実であ
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ると思われるが、数値解析に用いる場合、解の安定性や明瞭なガス侵入圧考慮の影響度合いによ

っては vG モデルを用いることも妥当であると思われる。 

また、同定したモデルパラメータは、表 2.6-1 および表 2.6-3 上に示しているが、飽和度の比較

的高い限定された飽和度領域でのみ適用可能であることに注意が必要であり（図 2.6-4 と図 

2.6-6 では実線で示される飽和度の範囲）、この範囲外についてモデルの適用性を議論するには、

さらなるデータ取得が必要である。 

ベントナイト緩衝材のガス移行特性把握のためには、材料試験と併せて、水・ガスの二相流挙

動と力学挙動を達成させた力学達成解析を進めていく必要がある。本年度は水分特性試験を実施

したが、力学連成二相流解析に必要なベントナイトの物性パラメータの拡充に資するため、サク

ション制御による膨潤変形特性試験・圧密変形試験およびせん断強度特性試験等によってベント

ナイト緩衝材のパラメータ取得を実施していくことが今後の課題である 

2.7  まとめと今後の課題 

本検討においては、平成 19-24 年度にわたって上記「材料試験データの取得」の実施によって

蓄積された知見を基盤に、新たなベントナイト緩衝材のガス移行挙動評価をスケールアップの観

点にて実施を行った。平成 25 年度は、ベントナイト系緩衝材材料を用いたガス移行試験におけ

る現状での課題（異なる材料間や同一材料の内部にて生じる界面や、現実的なガス移行形態（ガ

スの圧力、発生量および種類）の試験系における取組み）について国内外の処分概念に係る知見

と対照しながら整理を行った。次に、その課題について優先度や準備期間等を考慮し、ガス移行

試験の実施計画を策定した。さらにその計画の一部として、ガス移行試験の準備作業（供試体作

製）およびベントナイト混合材料の水分特性データ取得を実施した。 

今後は、TRU 放射性廃棄物処分システムに係る現実的なガス移行挙動把握のためのベントナ

イト材料のパラメータの取得に際する試験の検討や実施を効果的に進めること、およびガス移行

挙動の評価に重要である力学連成二相流解析に必要なベントナイトの物性パラメータとして、サ

クションの変化に対するベントナイト緩衝材の各種力学パラメータ取得を迅速に進めることが課

題である。 
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第 3 章 セメント系材料のガス移行挙動のデータ取得 

3.1  背景と目的 

TRU 廃棄物処分場の計画に際しガス移行特性やガス発生の影響をより詳細に評価するために

は、気液二相流解析や力学連成による二相流解析を行う必要があり、これらを行ううえでは処分

施設の構成材料の気液二相流特性の設定が必須である。平成 19-24 年度の「ガス移行挙動の評

価」[24][25][26][27][28][29]は、ベントナイト系材料のパラメータ取得に着目した検討となって

おり、また国内外においても、セメントバリアのガス移行挙動評価に係る知見は少ない。このた

め、人工バリアスケールでのガス移行挙動評価のいっそうの高度化を進めるためには、人工バリ

アの構成材料であるセメント系材料（モルタル/コンクリート）の気液二相流特性パラメータの

取得を行う必要がある。 

3.2  実施内容 

本検討では、TRU 処分概念におけるガス移行の取扱とこれに重要な役割を果たすセメント系

材料の設計についての整理を行い、本検討における設定条件などについて検討した。さらに、レ

ファレンスデータ取得の観点から、人工バリアの構成材料である廃棄体パッケージの充填材とし

て想定されているモルタル材料の透水・透気試験を実施し、その結果を整理することによって上

記解析に必要なモルタルの気液二相流特性パラメータを取得した。 

3.2.1  TRU 廃棄物処分概念におけるセメント系材料についての整理 

TRU 処分概念におけるガス移行の取扱とこれに重要な役割を果たすセメント系材料の設計に

ついての整理を以下の資料等を用いて行い、本検討における設定条件や課題について検討した。 

 

  ・TRU レポート（1 次/2 次） 

  ・NUMOTRU レポート（NUMO-TR-10-03） 

  ・海外諸国における「ガス移行に係るセメント系材料」 

3.2.2  セメント系材料の気液二相流パラメータの取得 

人工バリアの構成材料として重要なセメント系材料を対象に、ガス移行（透気）試験による気

液二相流パラメータの取得を実施した。本年度においては、今後の研究展開について検討すると

ともに、そのためのレファレンスデータ取得という位置付けで、廃棄体パッケージの充填材とし

て想定されているモルタルの気液二相流特性を取得した。 
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3.2.3  セメント系材料によるガス移行取得データの評価 

取得されたデータを評価するための参照資料として、国内外にて同等の条件にて行われたセメ

ント系材料のガス移行試験データを収集し、本検討にて得られたデータの評価を以下の手順にて

行った。 

（1）セメント系材料のガス移行挙動試験データの文献収集 

セメント系材料のガス移行特性を取得するために国内外で実施された試験事例の収集を文献

調査にて行った。 

 

（2）収集文献中のデータ整理 

収集文献中のデータを以下の観点にて整理した。 

・実施環境（飽和/不飽和の別など） 

・供試体の材料構成とサイズ 

・その他（データの信頼性等） 

 

（3）本検討にて得られたデータの評価 

(1)および(2)によって得られたによって得られたデータを、3.2.2 節にて得られたデータ（実施

条件を含む）と比較して得られたデータの検証を行った。 
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3.3  TRU 廃棄物処分概念におけるセメント系材料についての整理 

TRU 処分概念におけるガス移行の取扱とこれに重要な役割を果たすセメント系材料の設計に

ついての整理を以下の資料等を用いて行い、本検討における設定条件や課題について検討した。 

 

  ・TRU レポート（1 次/2 次） 

  ・NUMOTRU レポート（NUMO-TR-10-03） 

  ・海外諸国における「ガス移行に係るセメント系材料」 

図 3.3-1 には、TRU 処分概念において、材料としてセメント系材料を用いる（オプションと

して考慮しているものを含む）構造部位を示したものである。 

 

（コンクリート）

（鋼製容器/モルタル充填）

発生

圧力上昇

移行 （鋼もしくは

コンクリート製）

・インバート

 
 

図 3.3-1 TRU 廃棄物処分概念及びセメント系材料の使用を想定している部位 

 

次項より、国内および諸外国における TRU 廃棄物（およびガスの発生を考慮している放射性

廃棄物）におけるセメント系材料の設定条件の整理、およびこれらより抽出された課題の整理に

ついて、結果の取りまとめを示す。 

3.3.1  セメント系材料の設定条件の整理   

 

 TRU2 次レポート[22]においては、表 3.3-1 に示すように人工バリアの構成部位毎に要件の整

理がなされており、それぞれの部位に「設計上考慮すべき機能」および「設計上は考慮せずに、

設定された仕様によりその機能を確認する機能」の目安が定められている。  
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表 3.3-1 TRU2 次レポートにおける構造部位毎の要件の整理 

 

 

表 3.3-1 に挙げられた項目のうち、充填材（モルタル）、支保工（コンクリート）および緩衝

材（ベントナイト）について抽出・整理したものを表 3.3-2 に示す。この表において、セメント

系材料で構成される部材については、設計上考慮すべき機能は操業期間中のみであり、閉鎖後の

機能が無いことがわかる。また効果を確認すべき機能については、充填材の構成材料であるモル

タルには、ベントナイト緩衝材と同等な程度の項目があげられているが、支保工を構成するコン

クリートについては、確認すべき機能が少ないことが明らかである。 
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表 3.3-2 TRU 放射性廃棄物処分の人工バリアの充填材、支保工、緩衝材の要件の整理 

 

 充填材 

（モルタル） 

支保工 

（コンクリート） 

緩衝材 

（ベントナイト） 

設計上  

考慮す

べき機

能  

・廃棄体の耐埋設荷重強度 

・放射性核種の漏出防止

（透水性）  

・坑道の形状維持及び壁面

剥離防止  

・地下水浸入量の抑制  

・廃棄体／構造躯体の支持 

・長期的変質の考慮  

設計上

は考慮

せ ず

に、設

定され

た仕様

により

その効

果を確

認する

機能 

・地下水浸入量の抑制  

・放射性核種の物理的な閉

じ込め  

・化学的緩衝性  

・放射性核種の人工バリア

材への収着  

・廃棄体／構造躯体の支持 

・処分坑道の力学的安定性 

・長期的変質の考慮  

・廃棄体発熱の放散  

・ガス透過性／自己修復性 

・外力に対する緩衝性  

・処分坑道の力学的安定性 

・長期的変質の考慮 

・放射性核種の物理的な閉

じ込め 

・化学的緩衝性 

・放射性核種の人工バリア

材への収着  

・発生空隙の充填  

・外力に対する緩衝性 

・廃棄体／構造躯体の支持 

・処分坑道の力学的安定性 

・長期的変質の考慮 

・廃棄体発熱の放散 

・ガス透過性／自己修復性 

※下線部は操業期間中、その他は閉鎖後に考慮する機能 

 

3.3.2  セメント系材料の設定条件に係る課題 

モルタルおよびコンクリートについて、ガス移行挙動の評価に資する気液二相流パラメータの

取得に際しての課題を以下にまとめた。 

 

(1)  モルタル 

「設計上考慮すべき機能」として、操業期間（短期間）における荷重強度および透水性の２点

が挙げられている。また、「設定された仕様により効果を確認する機能」としては、閉鎖後（長

期間）における閉じ込め/化学緩衝/収着/力学安定およびガスの透過性が挙げられている。これよ

り、パラメータ取得の優先度が高く、構成材料の粒子サイズより、これまでベントナイトを対象

として実施した小規模の供試体による試験でパラメータ取得が可能と判断でき、今年度の試験対

象として選定した。 

 また今後の展開については、長期変遷における状況変化（ひび割れおよび化学変質）を考慮す

る（条件に取り入れる）余地が存在している。これらの検討はシナリオに関する検討成果なども
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参照しながら、その是非を判断したうえで進めることが必要である。 

 表 3.3-3 には、充填材（モルタル）を対象とした試験について、考えられるデータ取得の実施

案を、取りまとめたものを、実施に係るハードルなどとともに示した。 

 

表 3.3-3 モルタル材料を用いて実施するガス移行試験（気液二相流パラメータ取得）の展開案 

材料 

系（想定さ

れるバリア

の状態） 

検討課題 試験実施内容 目的 

ハードル

（優先

度） 

OPC＋細骨材

（粒度 

調整済）＋FA

＋混和剤  

※TRU 実処分

施設の充填材

用に検討され

て い る 配 合

（プレパック

ドコンクリー

ト用の注入モ

ルタル）を再

現  

※前項の要件

に適した配合

を目標とする  

充填材の健

全な状態  

・健全部のガス移行

特性・二相流特性の

把握  

充填材の健全な状態を

模擬した（無垢な状

態）供試体での透水・

透気試験  

実処分施設で想定さ

れる充填材の基本特

性取得  

低 

（A）

充填材のひ

び割れ  

・ひび割れ部のモデ

ル化 

・初期の飽和／不飽

和時の挙動把握 

・ひび割れ部のガス

移行特性の把握・二

相流特性の把握  

充填材に生じたひび割

れを有する供試体での

透水・透気試験  

選択的なガス移行経

路となる可能性のあ

る「ひび割れ部」の

特性取得  

中 

（A）

充填材の打

継部  

・打継部のモデル化

・初期の飽和／不飽

和時の挙動把握 

・打継部のガス移行

特性の把握・二相流

特性の把握  

充填材施工時に想定さ

れる打継部（施工継

目）を有する供試体で

の透水・透気試験  

選択的なガス移行経

路となる可能性のあ

る「打継部（施工継

目）の特性取得  

中 

（B）

コンクリー

トとの界面  

・界面部のモデル化

・初期の飽和／不飽

和時の挙動把握 

・界面部のガス移行

特性の把握・二相流

特性の把握  

コンクリート／充填材

（共に健全な状態）の

界面を有する複合試験

体での透水・透気試験 

選択的なガス移行経

路となる可能性のあ

る「界面」の特性取

得  

高 

（C）

廃棄体（鋼

製）との界

面  

・同上  

廃棄体／充填材（共に

健全な状態）の界面を

有する複合試験体での

透水・透気試験  

選択的なガス移行経

路となる可能性のあ

る「界面」の特性取

得  

中 

（C）

 

(2)  コンクリート 

「設計上考慮すべき機能」として、操業期間（短期間）における空洞の安定性（形状維持/剥
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離防止）が挙げられている。一方「設定された仕様により効果を確認する機能」として、閉鎖後

（長期間）における応力緩衝/坑道安定および化学的安定が挙げられ、ガスの透過性は挙げられ

ていない。このため、モルタルに比して二相流パラメータ取得の検討の優先度は低いと判断した。

支保工は廃棄体グループ２においては、緩衝材および埋戻し材より外側に存在する部位である一

方、グループ３では埋戻し材として想定されていることは今後考慮の余地がある。 

 また、骨材の粒径（構成含む）を考慮し、影響の無い程度の供試体サイズにて試験を実施する

余地が存在している。今年度のモルタルを対象とした試験相当のサイズでの実施は困難と判断し

た。 

シナリオ構築やベントナイト系材料での検討成果を参考にすると、想定される具体化の方向性と

して、インタクト（マトリックス）の透気性より、（ベントナイト等との）界面の透気性（メカ

ニズム含む）の確認や、ガスベント（ガスが抜けるための構造：小孔など）の概念構築に資する

実験（「参考」参照）への方向性も考えられる。以上の点を反映し、コンクリートにおけるガス

透過性把握の重要性を検討しながら、試験条件を構築することが今後の検討課題である。 

3.4  セメント系材料の気液二相流パラメータの取得 

上記背景および前項の検討のもとで、人工バリアの構成材料として重要なセメント系材料を対

象に、ガス移行（透気）試験による気液二相流パラメータの取得を実施した。今回の検討におい

ては、今後の研究計画の立案に資するためのレファレンスデータの取得という位置付けで、廃棄

体パッケージの充填材として想定されているモルタルの気液二相流特性を取得した。図 3.4-1 に

は、TRU 廃棄物処分概念における廃棄体パッケージの概念（NUMO パンフレットより）を示し

た。  

 

 

 

図 3.4-1 TRU 廃棄物処分概念における廃棄体パッケージの概念 
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3.4.1  試験の位置付け 

 本検討におけるモルタルは、TRU 放射性廃棄物処分施設における「充填材」を対象とする。

ここでは、今回対象に選定したセメント系材料（モルタル）の位置付けについて、材料と配合の

根拠の観点より示した。 

(1)  材料選定 

TRU2 次レポートの第 3 章 、3.2.1.3 節「充填材の設計」において、充填材は操業期間中廃棄

体と構造躯体とを一体化させ、安定化させるとともに、閉鎖後には、核種の収着による移行抑制

効果が期待されている。充填材には、施工の容易性、施工後の安定性、強度等の観点から、土木

建築分野で広く使用され、充填用途にも多く用いられている セメント系材料の使用が考えられ

ている。また、TRU2 次レポートにおいては、充填材の設計の考え方として、充填固化体用の固

型化材料の設定値である 30N/mm2 の圧縮強度が目安とされており、この仕様をみたす充填材

に用いる材料として、流動性が大きく材料分離が少ないとされるプレパックドコンクリート用の

注入モルタルに使用する材料と同等なものを用いることが有効と考えられている。（原子力環境

整備促進・資金管理センター，1998）。プレパックドコンクリートとは、特定の粒度をもつ粗骨

材を型枠に詰め、その空隙に特殊なモルタルを注入して造るコンクリートのことであり、特殊な

モルタルとは、流動性が大きく、材料分離が少なく、かつ適度の膨張性を有するモルタルを示し、

すなわちプレパックドコンクリートの注入モルタルは、粗骨材間の空隙を密実に充填できる良好

な流動性と充填性を有する（コンクリート標準示方書 2002 年度制定、施工編、第 9 章プレパッ

クドコンクリート）。 

 

(2)  配合選定 

プレパックドコンクリートの配合設計において、注入モルタルに関しては流動性と充てん性を

考慮して、適切な粒度の細骨材を用いなければならないとされている（コンクリート標準示方書、

2002 年度制定、施工編、第 9 章プレパックドコンクリート）。 

本検討におけるセメント系材料については、TRU2 次レポート（付録 3B 解説 表 9.3.1 細

骨材の粒度の標準）にて規定される粒度分布（表 3.4-1 参照）となるように粒度調整した細骨材

を用いた。 

 

表 3.4-1 プレパックドコンクリート細骨材の粒度の標準（コンクリート標準示方書） 

ふるいの
呼び寸法（mm）

2.5 1.2 0.6 0.3 0.15

ふるいを通るものの
質量百分率（%）

100 90～100 60～80 20～50 5～30

 

また、TRU2 次レポート（付録 3B）において、セメント系材料の想定仕様が設定されており

（表 3.4-2 参照）、本検討におけるセメント材料については、この TRU2 次レポートにて規定さ
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れている単位セメント量、単位水量、細骨材量となるように配合設計されたモルタルを作製する

こととした。 

 

表 3.4-2 セメント系材料の想定仕様（TRU2 次レポート（付録 3B）） 

単位セメント量
（kg/m3）

単位水量
（kg/m3）

細骨材量
（kg/m3）

モルタル 483 266 1449
 

 

3.4.2  実施手順 

図 3.4-2 にセメント系材料の気液二相流パラメータの取得の手順を示す。試験は大きく、「①

試験準備」「②注水過程」「③注気過程」「④データ解析」にて構成される。次項以降にて各段階

の概要を示す。 

 

真空デシケータ内で48時間浸漬（初期飽和）

供試体セット，側部拘束圧

供試体作製・養生（σ28）

注水圧，背圧の載荷
（透水試験）

注ガス圧，背圧の載荷
（透気試験 ※窒素ガス）

逆解析（ GETFLOWS+UCODE_2005）

・供試体重量測定
・ポーラスディスク交換

（乾燥したものへ）

データ整理①
・水相の絶対浸透率の取得

二相流特性データの取得

データ整理②
・累積透気量および累積排水量の経時変化

①
試
験
準
備

②
注
水
過
程

③
注
気
過
程

④
デ
ー
タ
解
析

 

図 3.4-2 セメント系材料の気液二相流パラメータの取得手順 
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(1)  試験準備 

 

 試験準備は、供試体の作成および養生、初期飽和、及び供試体のセットからなる。 

 

1)  供試体作成および養生 

 

前項にて選定した配合にて、供試体を作成した。 

図 3.4-3 に本試験における細骨材粒度調整分布図を示す。所用の規定値（表 3.4-2）の範囲内

となっている。 
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図 3.4-3 細骨材粒度調整分布図 

 

また、モルタルの練混ぜは以下のように実施した。材料の練混ぜは以下のように実施した。 

1. セメント＋細骨材を混ぜてミキサーにて 30 秒間空練り 

2. 上記に蒸留水を混ぜてミキサーにて 1 分間本練り 

3. ミキサーを止め容器の底や周囲に付いたモルタルをかき落とす 

4. 再度 1 分間混練り 

5. 供試体用鋼製モールドに打設し、恒温室（室温 25℃、湿度 90%）で 1 週間養生 

6. 恒温室内での養生完了後、脱型して恒温恒湿の養生室（室温 25℃、湿度 90%）にて水中

養生 

7. 材齢 28 日の数日前に、端面を研磨して高さ 50mm になるように成形（透水・透気試験

用） 

8. 材齢 28 日後に一軸圧縮強度を測定（一軸圧縮強度試験用） 

写真 3.4-1 にモルタル試料、写真 3.4-2 にミキサー攪伴状況、写真 3.4-3 に供試体の水中養生

状況（透水・透気試験用、および一軸圧縮強度確認用）を、写真 3.4-4 に端面研磨状況を示す。

また、図 3.4-4 にモルタルの一軸圧縮強度測定結果（σ28）を示す。図より、供試体として規定

値（TRU2 次レポートにおける、充填固化体用の固化材料の設定値である 30N/mm2 の圧縮強

度）を満足する強度が得られていることが分かる。 
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写真 3.4-1 モルタル試料 写真 3.4-2 ミキサー攪伴状況 

 

写真 3.4-3 供試体の水中養生状況（透水・

透気試験用、および一軸圧縮強度確認用） 

写真 3.4-4 端面研磨状況 

 

 

 

 

写真 3.4-5 モルタルの一軸圧縮強度測定状

況（n=3） 

写真 3.4-6 一軸圧縮強度試験後のモルタル

状況（n=3） 
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σ28

σ(Mpa) γ(gf/cm3)
No.1 32.48 2.236
No.2 33.50 2.232
No.3 36.40 2.241
average 34.13 2 .236

図 3.4-4 モルタルの一軸圧縮強度測定結果 

 

2)  供試体の初期飽和 

後述の透水試験の実施に先立ち、モルタルの初期飽和の手段として真空槽を用いた脱気浸水法

を用いた。なお、モルタルの十分な初期飽和のため、脱気浸水時間は 48 時間とし、浸水には蒸

留水を用いた。 

 

写真 3.4-7 真空槽を用いた脱気浸水法によ

るモルタルの初期飽和状況 

写真 3.4-8 透水試験直前の供試体状況

（n=2） 

 

3)  試験装置（透水・透気試験用）への供試体のセット 

試験装置への供試体のセットは以下の通りとした。 

① 直径 50mm×高さ 50mm の供試体にゴムジャケットを被せ、試験装置にセットした。こ

こで、側部から供試体への水の浸透を防ぐためにネオプレーンスリーブの厚さ 0.45mm

の不透水メンブレンと厚さ 1.0mm の通常のメンブレンを二重にし、間には信越化学㈱製

の信越シリコーン KF 96 を塗布し、さらにメンブレンの上から 1.0mm の針金で固定し止

水した。これより、供試体とゴムジャケットとの間の漏水を防止した。 

② ゴムジャケットと供試体の間の通水防止のため、透水圧と側部拘束圧とは 0.2MPa 以上の

差圧を負荷することとした。 

なお、当該試験装置の供試体セット位置寸法とモルタル供試体サイズ（H=50mm）とがフィ

ットするように、図 3.4-5 に示すように H50mm 用ペディスタルを 50mm 設置している。 
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写真 3.4-9 モルタル供試体へのゴムジャケ

ット装着状況 

写真 3.4-10 試験装置へのモルタルセット完

了状況（n=2） 

 

供試体
ポーラス
ディスク

ゴムジャケット
拘束圧3MPa

脱
気

水
槽

レギュレーター
コンプレッサーへ

水
量

測
定

槽

差圧計

背圧供給へ

H50mm用
ぺディスタル

 

図 3.4-5 試験装置（透水・透気試験用）の概念図（透水試験実施の場合で例示） 

 

(2)  透水試験の実施 

透水試験の試験条件は、注水圧（最大 3 MPa 程度）及び拘束圧（最大 3 MPa 程度）および背

圧（0.1 MPa 程度）とした。なお、後述する透気試験においても当該試験装置を透気試験用に切

り替え、連続的に試験を実施している。 

図 3.4-6 に、透水試験（透気試験）の実施概念を示す。注水過程においては、十分な時間を掛

けて注水を行い、排水量の時間推移を測定することとした。得られたデータより水の絶対浸透率

が算定されるが、この過程では、排水過程の「定常状態」を確認してから次の透気試験へ移行す

ることが重要であり、本試験においてもこの点に留意した。 
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供試体
ポーラス
ディスク

ゴムジャケット
拘束圧3MPa

脱
気

水
槽

レギュレーター
コンプレッサーへ

水
量

測
定

槽
差圧計

背圧供給へ

H50mm用
ぺディスタル

 

（試験概念図） （試験装置写真） 

図 3.4-6 モルタル供試体の透水試験（透気試験）実施概念 

 

なお、モルタル供試体（n=2）の試験装置へのセット完了後、以下の手順にて透水試験を実施

していくこととした。 

① モルタル供試体への透水圧は、試験期間と透水量の計測レンジが所定の範囲に入るよう、

予備透水を行い、最終的に表 3.4-3 の条件とした。 

② 供試体に注入された水（蒸留水）は供試体上部より排水され、水量測定槽（ビューレッ

ト）に流れ込む。この透水量（排水量）の経時変化を差圧計により計測した。差圧計は

PD-100GA（共和電業製）を用いた。 

③ 試験は排水量が定常となるまで継続し、定常時の時間～排水量関係より、透水係数を求め

た。 

 

表 3.4-3 モルタル供試体の透水試験圧 

供試体 

No. 

拘束圧 透水圧 背圧 有効透水圧 

ሺܽܲܯሻ ሺܽܲܯሻ ሺܽܲܯሻ ሺܽܲܯሻ 

1 3.0 2.8 0.1 2.7 

2 3.0 1.0 0.1 0.9 
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(3)  透気試験の実施 

透気試験は、試験手順は以下の通りとした。 

① 透水試験終了後に試験容器を一旦解体し供試体重量を計測した後に再度供試体にゴムスリ

ーブを被せ、試験装置にセットした。このとき注入側（下部）のポーラスメタルおよび注

入管は乾燥したものに置き換えた。 

② 供試体の側部拘束圧、透気圧、背圧、有効透気圧（透気圧－背圧）は、試験期間と透水量

の計測レンジが所定の範囲に入るよう、透水試験から透気試験までの一連の予備試験を繰

り返し行い、最終的に表 3.4-4 に示す条件で実施した。側部拘束圧を作用させた後、一定

のガス圧と背圧（水圧）を作用させ、有効透気圧を作用させ透気させた。用いた気体は窒

素である。 

③ 透水試験の場合と同様に、ゴムスリーブと供試体の間をガスが透気しないよう、注入ガス

圧より 0.2 MPa 以上大きい側圧を作用させた状態でガス注入試験を行った。 

④ 供試体上部からの排水量を差圧計で計測し、排気量を流量計で計測した。排気量はオーバ

ル社製の MASS FLOW METER 流量計 5ml/min および 10ml/min で計測した。 

⑤ 試験後供試体を取り出し重量を計測し、試験前後の重量変化より総排水量を算定した。 

 

表 3.4-4 モルタル供試体の透気試験圧 

試験体 

No. 

拘束圧 透気圧 背圧 有効透気圧 

ሺܽܲܯሻ ሺܽܲܯሻ ሺܽܲܯሻ ሺܽܲܯሻ 

1 3.0 2.8 0.1 2.7 

2 3.0 2.8 0.1 2.7 

 

(4)  透水試験結果 

モルタル供試体の透水試験から得られた累積透水量（排水量）の経時変化を図 3.4-7、図 

3.4-8 に示す。時間～流量関係が線形となった状態の赤線で示す区間から式 3.4-1[6]より透水係

数を算定した。 

݇ ൌ
ܮܽ

ଶݐሺܣ െ ଵሻݐ
௘݃݋݈

݄ଵ
݄ଶ

ൌ
ܮ2.303ܽ
ଶݐሺܣ െ ଵሻݐ

ଵ଴݃݋݈
݄ଵ
݄ଶ

 (3.4-1) 

ここで、݇：透水係数 ：供試体断面積 はビューレットの断面積 は供

試体長さ と はそれぞれ時刻 と の時の水頭 である。透水係数の算定結果

を表 3.4-5 に示す。 
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表 3.4-5 モルタル供試体 透水試験結果 

供試体 

No. 

拘束圧 透水圧 背圧   透水係数 

      

1 3.0 2.8 0.1 130,020 225,360 1.48E-12 

2 3.0 1.0 0.1 39,480 51,060 1.66E-11 
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図 3.4-7 モルタル供試体 No.1の時間～透水量関係 
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図 3.4-8 モルタル供試体 No.2の時間～透水量関係 
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透水試験前後に供試体の重量を測定した結果を表 3.4-6に示す。透水試験前の状態は、48時

間（2日間）の脱気浸水後の重量であり、透水試験後には全ての供試体で増加した。これは浸水

脱気のみでは飽和が完全ではないが、透水試験で定常状態に達する間に有効間隙（透水試験によ

って供試体内の動き得る水が存在する空隙）が完全飽和したものと考えられる。 

 

表 3.4-6 モルタル供試体 透水試験前後の重量比較 

供試体 

No. 

透水試験前 透水試験後 増分 

   

1 228.41 229.87 1.46 

2 224.93 225.28 0.35 

 

(5)  透気試験結果 

モルタル供試体の透気試験における時間～排水量関係と時間～透気量関係を供試体毎に図 

3.4-9～図 3.4-14に示す。プロットで示す定常状態区間(赤線)から透気係数（ガス有効浸透率）

を式(3.4-2)により算定した[7]。 

 

(3.4-2) 

ここで、 ：ガス有効浸透率 は大気圧下における透気体積 は気体の粘性係数

（ここでは窒素を用いたので、 ）、 は供試体断面積 は供試体の長さ

は大気圧 と はそれぞれ供試体の気体入口と出口の境界圧力 である。各図

の透気量は、ガス透気直後の瞬時的な供試体より排水量（＝表中の「総排水量」）を差し引いた

「補正値」も併せて示しており、この補正値の黒線区間（図 3.4-11 および図 3.4-14）から算定

した透気係数の算定結果を表 3.4-7に示す。なお、表中の「総排水量」については後述した。 

 

表 3.4-7 モルタル供試体の透気試験結果 

試験体

No. 

拘束圧 ガス圧 背圧 
ガス 

有効浸透率 
総排水量 

     

1 3.0 2.8 0.1 1.11E-18 0.411 

2 3.0 2.8 0.1 4.66E-19 0.022 
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図 3.4-9 モルタル供試体 No.1 時間～排水量関係 図 3.4-10 モルタル供試体 No.1 時間～透気量関係 
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図 3.4-11 モルタル供試体 No.1 の透気量（補正値）の定常区間（赤線）  
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図 3.4-12 モルタル供試体 No.2 時間～排水量関係 図 3.4-13 モルタル供試体 No.2 時間～透気量関係 
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図 3.4-14 モルタル供試体 No.2 の透気量（補正値）の定常区間（赤線）  
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なお、透気試験前後の供試体の重量変化について表 3.4-8 にまとめた。表 3.4-8 に示した試験

結果の総排水量は、ここで示した透気試験前後の減少分に相当した。透気試験前の重量は、透気

試験前に行った透水試験終了時の重量で供試体が飽和したものである。これに窒素ガスを圧入し

てガスが透気する気みちができ定常状態に至るまでに排水された水量が総排水量である。図 

3.4-9、図 3.4-12 にそれぞれ時間～排水量関係を示したが、それらの累積排水量と比べると流量

計で計測された排水量は 1 桁から 2 桁多い。これは、供試体から流量計までの配管中の水をガス

が押し上げたもの、ガス気泡が配管中の水で形成され、流量計の水位境界で破裂して排水量に加

算されたりしたものと考えられる。これらのことから、ガスの侵入により供試体から排出された

水の量は、表 3.4-7の総排水量（＝表 3.4-8）の総排水量を用いることが妥当である。 

 

表 3.4-8 モルタル供試体 透気試験前後の重量比較 

供試体 

No. 

透気試験前 透気試験後 総排水量 

   

1 231.780 231.369 0.411 

2 225.371 225.349 0.022 
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3.4.3  モルタルの気液二相流特性データの取得 

(1)  透水試験、ガス透気試験データの整理 

 

前述のモルタル供試体 No.1、No.2 を対象としたガス透気試験（試験装置概要図を図 3.4-15

に示す）の実測データを用いて再現解析を行い、二相流物性データを同定し、二相流物性データ

同定の際に利用可能な試験データを整理した。以下に利用可能なデータを示す。 

 流量計で計測した累積排水排気量変化（図 3.4-15の ） 

 ビュレット内の増加水量変化（みかけの累積排水量変化）（図 3.4-15の ） 

 重量差から得られた累積排水量 

 透水試験から算出された水相の絶対浸透率 

 ガス透気が定常状態に至ったときの流量から算出されたガス相の有効浸透率 

 

流量計

ビュレット（差圧計により水位計測）

上部ポーラスメタル

下部ポーラスメタル

ガス圧

モルタル供試体

；供試体上面からの排水量

；供試体上面からの排気量

；ビュレット内水位変動量

；上部ポーラスメタルおよびビュレット内
水中の残量ガス量

；ビュレット内水面からの排気量

；供試体上面からの排水量＋排気量

 

図 3.4-15 ガス移行試験装置概要図 

 

表 3.4-9 に各試験の供試体寸法、載荷ガス圧、背圧、累積排水量、水相の絶対浸透率、ガス

相の有効浸透率をまとめた。累積排水量と同列に、累積排水量と供試体体積から算出したみかけ

の間隙率を併記した。ガス相の有効浸透率は、ガス透気が平衡状態に至ったときの透気速度から

算出した値であり、絶乾状態の絶対浸透率とは異なる。また、図 3.4-16 に各試験で実測された
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累積排水排気量 およびみかけの累積排水量 の時間変化を示した。これらの実測データを

見ると、いずれの供試体でも、ガス圧載荷後すぐにみかけの累積排水量が増加し、ある時点で排

水が停止し（ほぼ一定の値となり）、その後、累積排水排気量が増加する傾向が認められる。 

 

表 3.4-9 各供試体の寸法、試験条件および実測データの整理 

供試体 寸法※ 
載荷ガス圧 

(MPa) 

背圧 

(MPa) 

累積排水量 

(mL) 水相の絶対 

浸透率 (m2) 

ガス相の有効 

浸透率 (m2) 見かけの 

間隙率 (-) 

No.1 
φ4.998cm 

h5.145cm 
2.876 0.203 

0.411 
1.35×10-19 1.11×10-18 

0.00419 

No.2 
φ4.980cm 

h5.019cm 
2.861 0.202 

0.022 
1.51×10-18 4.66×10-19 

0.000224 

※φは直径、hは高さを示す 
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供試体 累積排水排気量  みかけの累積排水量  

No.1 

  

No.2 

  

図 3.4-16 累積排水排気量とみかけの累積排水量変化 
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3.5  二相流特性データ同定のための逆問題の設定 

3.5.1  検討方針 

本検討では、逆解析手法を適用して実測データの再現を試み、二相流物性を同定した。 

対象とする試験では、試験系の制約上、供試体からの排水量と排気量を直接計測することがで

きない（排水量と排気量の合計を計測）。しかし、より信頼性の高い二相流物性データを同定す

るためには、より多くの水とガス双方の流体流動を示すデータを用いるのが望ましい。従って、

本検討における二相流物性データ同定解析では、以下の前提に基づき生成した累積排水量と累積

排気量データを用いて検討を進めるものとした。 

 排水量はごく小さいため、流量計で測定された値ܳிெは供試体からの排気量ܳ௚に等しいし

た 

 ビュレット内水位変動量ܳ௪௔（供試体からの排水量＋上部ポーラスメタルおよびビュレッ

ト内水中の残量ガス量）は、供試体内の水・ガス置換挙動の影響を少なからず反映したも

のであると考え、上部ポーラスメタルおよびビュレット内では水・ガス置換の過渡的な期

間はごく短く、速やかに平衡状態に至ると仮定し、ビュレット内水位変動量の最終値が総

累積排水量となるようにスケーリングした曲線を累積排水量変化ܳ௪とした 

上記の前提条件に基づき生成した累積排水量ܳ௪と累積排気量ܳ௚の時間変化を図 3.5-1、図 

3.5-2 に示す。累積排水量と累積排気量の時間変化を見ると、累積排水量が横ばいになる（排水

が停止する）時間と、累積透気量が直線的に増加し始める時間がほぼ一致していることが分かる。

つまり、この時間以降は供試体内がほぼ平衡状態（排水が停止し、一定量のガスのみが透気して

いる状態）に至っていると推定される。一方、この時間に至るまでは直接排水量と排気量を直接

測定できていないため、相対的にデータの信頼性が低くなる。そのため、再現解析では平衡状態

に至ったと考えられる時間以降の再現性を重視するものとした。 

解析モデルは、供試体内の流体の流れが鉛直方向の 1 次元的な流れと仮定し、流体の通過断

面積が実際と等しくなるような矩形断面として、円筒供試体を直方体でモデル化した。 

水相の絶対浸透率には透水試験から算出された値を与条件として設定した。供試体 No.1 に関

しては、ガス相の有効浸透率が水相の値よりも大きいため、空隙壁面での滑り等によってガス相

の絶対浸透率が水相よりもやや高くなったと考え、ガス相の絶対浸透率も同定対象として検討を

進めるものとした。供試体 No.2 のガス相の絶対浸透率は水相と同じとした。 

間隙率に対しては、杉山他（2004）[21]の検討から、全間隙率の値 0.15 を与えた。なお、供

試体 No.2 に関しては、初期値の間隙率として、見かけの間隙率相当の値を与え、同定パラメー

タに含めた検討も参考ケースとして実施した。この際に、各相の残留飽和率は 0 として検討し

た。 

本検討で対象とする試験データを見ると供試体体積に比べ総累積排水量が非常に小さい。この

ことは、大部分の間隙水が非常に強く間隙中に捕捉され、一部のごくわずかな間隙のみが選択的

な流動経路となり、その内部の水がガスによってほぼ置換される内部構造を示唆している。同定

される二相流物性（相対浸透率、毛細管圧力）は水相の残留飽和率が 1.0 に近く、非常に極端な

形状をしたものが同定されると予想される。 
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図 3.5-1 生成した累積排水量、累積排気量（供試体 No.1） 
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図 3.5-2 生成した累積排水量、累積排気量（供試体 No.2） 
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3.5.2  目的関数の設定 

上記の前提に基づき生成した累積排水量、累積排気量と解析結果の残差ノルムを目的関数に設

定した。なお、これらのデータは変動推移の傾向を失わない範囲でデータを平滑化した。目的関

数 は以下の式で記述される。上述したように、図 3.5-1、図 3.5-2 に示した累積排水量、累積

排気量データの中で、初期段階の灰色で示した箇所に関しては重み付け係数を小さくして検討を

行った。 

݂ ൌ ෍ݓ௪ሺ݅ሻ൫ܳ௪_௢௕௦ሺ݅ሻ െ ܳ௪_௖௔௟ሺ݅ሻ൯
ଶ

௡೚ೢ

௜ୀଵ

൅෍ݓ௚ሺ݅ሻ൫ܳ௚_௢௕௦ሺ݆ሻ െ ܳ௚_௖௔௟ሺ݆ሻ൯
ଶ

௡೚೒

௝ୀଵ

 (3.5-1) 

式中の記号の説明は以下の通りである。 

݂ ；目的関数 

ܳ௪_௢௕௦ ；生成した累積排水量 

ܳ௪_௖௔௟ ；解析から得られた累積排水量 

ܳ௚_௢௕௦ ；生成した累積排気量 

ܳ௚_௖௔௟ ；解析から得られた累積排気量 

݊௢௪ ；生成した累積排水量データの総数（平滑化後） 

݊௢௚ ；生成した累積排気量データの総数（平滑化後） 

 ௪ ；累積排水量に対する残差ノルムを計算する際の重み付け係数ݓ

 ௚ ；累積排気量に対する残差ノルムを計算する際の重み付け係数ݓ

 

3.5.3  順解析に用いる解析コード 

解析には、多相多成分流体を対象とした汎用地圏流体シミュレータ GETFLOWS (General- 

purpose Terrestrial fluid-FLOW Simulator)[1]を用いた。 

等温状態における水・ガスの 2 相 2 成分流体系の質量保存式は、以下に示す水相、ガス相の

質量収支式によって記述される。 

׏ ∙ ൬ߩ௪ௌ
௪݇௥௪ܭ
௪ܤ௪ߤ

௪ௌݍ௪ௌߩ௪൰െߖ׏ ൌ
߲
ݐ߲
൬ߩ௪ௌ߶

ܵ௪
௪ܤ
൰ (3.5-2) 

׏ ∙ ቆߩ௚ௌ
௚݇௥௚ܭ
௚ܤ௚ߤ

௚ቇߖ׏ െ ௚ௌݍ௚ௌߩ ൌ
߲
ݐ߲
ቆߩ௚ௌ߶

௚ܵ

௚ܤ
ቇ (3.5-3) 

式中の記号の説明は以下の通りである。 

ሺൌ݌௣ ；流体相ܭ ,ݓ ݃ሻの絶対浸透率ሺ݉ଶሻ 

݇௥௣ ；流体相݌ሺൌ ,ݓ ݃ሻの相対浸透率ሺെሻ 

ܵ௣ ；流体相݌ሺൌ ,ݓ ݃ሻの飽和率ሺെሻ 

௣ܲ ；流体相݌ሺൌ ,ݓ ݃ሻの圧力ሺܲܽሻ 

ሺൌ݌௣ ；流体相ߤ ,ݓ ݃ሻの粘性係数ሺܲܽ ∙ sሻ 
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ሺൌ݌௣ௌ ；標準状態における流体相ߩ ,ݓ ݃ሻの密度ሺ݇݃/݉ଷሻ 

ሺൌ݌௣ ；流体相ߖ ,ݓ ݃ሻの水理ポテンシャルሺܲܽሻ 

߶ ；有効間隙率ሺെሻ 

ሺൌ݌௣ௌ ；標準状態における流体相ݍ ,ݓ ݃ሻの生産・消滅量ሺ1/ݏሻ 

ሺൌ݌௣ ；流体相ܤ ,ݓ ݃ሻの容積係数ሺ݉ଷ/݉ଷሻ 

 ሻݏ時間ሺ； ݐ

,ݓ ݃ ；流体相（それぞれ水相、ガス相）を識別する添え字を示す 

水相、ガス相の流体ポテンシャルは、それぞれ次式で表される。 

௪ߖ ൌ ௪ܲ െ  ௪ܼ݃ (3.5-4)ߩ

௚ߖ ൌ ௚ܲ െ  ௚ܼ݃ (3.5-5)ߩ

ここに、	ܼは下方に測った距離（深度）、ߩ௪，ߩ௚，݃はそれぞれ水相、ガス相の密度、重力加

速度である。基礎方程式中の未知量には ௚ܲ，ܵ௪をとり、他のパラメータは等温状態を仮定して

以下のような関数として扱う。 

௖ܲ ൌ ௖ܲሾܵ௪ሿ ൌ ௚ܲ െ ௪ܲ (3.5-6) 

߶ ൌ ߶ൣ ௚ܲ൧ ൌ ߶଴൫1 ൅ ௥ሺܥ ௚ܲ െ ଴ܲሻ൯ (3.5-7) 

݇௥௣ ൌ ݇௥௣ሾܵ௪ሿ (3.5-8) 

௣ܤ ൌ ௣ሾܤ ௣ܲሿ (3.5-9) 

௣ߩ ൌ ௣ൣߩ ௣ܲ൧ ൌ ௣ሾܤ/௣ௌߩ ௣ܲሿ (3.5-10) 

ここに、 ௖ܲは水-ガス系の毛細管圧力ሺܲܽሻであり、式中の݇௥௣ሾܵ௪ሿなどは݇௥௣がܵ௪の関数である

ことを意味している。また、ܥ௥は固相圧縮率ሺ1/ܲܽሻを、߶଴は標準状態における間隙率ሺെሻを、 ଴ܲ

は標準状態における圧力ሺܲܽሻを示す。 

次に数値解法について以下に示す。 

支配法的式を積分型有限差分法（Integral Finite Difference Method: IFDM）によって空間

的に離散化する。格子形状には、コーナーポイント型差分格子と呼ばれる多面体形状を用いるこ

とができ、それぞれの格子体積および隣接格子間の浸透率を正確に評価する。本手法は、格子毎

の厳密な質量収支を保存することができるため、油層工学など、多相流れを取り扱う分野に多く

の適用実績をもつ。時間離散化には完全陰解法を適用する。 

基本方程式を上記 IFDM によって空間離散化すると 7 重対角行列を係数行列とした連立方程

式を得る。行列の各成分は解くべき変数であるガス相圧力 ௚ܲ、水相飽和率ܵ௪を未知数とした 2×

2 小行列となり、システム全体の自由度は格子数 NBLK×未知数 NEQ(=2)となる。これを、

Nested Factorization[2]と呼ばれる三次元構造格子の入れ子構造に着目した前処理を行い共役残

差法で解く。上述した流体圧縮性や 2 相流パラメータの非線形性はニュートン・ラプソン法に

より繰り返し収斂させる。また、大容量計算を高速処理するため、非線形反復過程の中で収斂し

た格子をソルバーから自動的に除外する逐次陽化処理（Successive Locking Process）[3]を採用

し、実用規模の大規模三次元問題をより効率的に解く。 
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3.5.4  与条件（流体物性、水理物性）と未知パラメータ 

本検討で取扱う流体（水、窒素）の物性を示す。本検討では等温状態（25℃）を仮定するた

め、流体物性は圧力によってのみ変化する。 

理科年表より25ሺԨሻにおける標準大気圧101,325ሺܲܽሻでの水の密度ߩ௪଴を997.04ሺ݇݃/݉ଷሻ、粘性

係数ߤ௪଴を0.890 ൈ 10ିଷሺܲܽ	ݏሻとし、以下の式により水圧の関数として取り扱う。 

௪ߩ ൌ ௪଴൫1ߩ ൅ ௙ሺܥ ௪ܲ െ ଴ܲሻ൯ (3-11) 

௪ߤ ൌ ௪଴൫1ߤ ൅ ఓሺܥ ௪ܲ െ ଴ܲሻ൯ (3-12) 

ここに、ߩ௪，ߤ௪，ܥ௙，ܥఓ， ௪ܲ， ଴ܲはそれぞれ、水の密度ሺ݇݃/݉ଷሻ、粘性係数ሺܲܽ	ݏሻ、圧縮率

ሺ1/ܲܽሻ、粘性係数の増加率 ሺ1/ܲܽሻ、水圧 ሺܲܽሻ、参照圧力 ሺܲܽሻであり、圧縮率には0.45 ൈ

10ିଽሺ1/ܲܽሻ、粘性係数の増加率には1.0 ൈ 10ିଵ଴ሺ1/ܲܽሻ、参照圧力には標準大気圧と同じ

101,325ሺܲܽሻを設定した。 

理科年表より25ሺԨሻにおける標準大気圧101,325ሺܲܽሻでの空気の密度1.184 ൈ 10ିଷሺ݇݃/݉ଷሻと、

窒素の空気に対する比重0.967ሺെሻから、標準大気圧での窒素の密度ߩ௚଴を1.145 ൈ 10ିଷሺ݇݃/݉ଷሻと

した。また、粘性係数ߤ௚଴は理科年表に記載された以下の式より17.8 ൈ 10ି଺ሺܲܽ	ݏሻとした。密度

はガス圧に比例するものとし、粘性係数は変化しないものとした。 

௚଴ߤ ൌ ଶ଴ߤ ൬
ଶܶ଴ ൅ ܥ
ܶ ൅ ܥ

൰ ൬
ܶ

ଶܶ଴
൰
ଷ/ଶ

 (3-13) 

ここに、ܶ，ܥはそれぞれ、温度ሺܭሻ、窒素のサザランド定数ሺെሻであり、添え字20は標準大気

圧101,325ሺܲܽሻ，20ሺԨሻにおける値を示す。ߤଶ଴ ൌ 17.6 ൈ 10ି଺ሺܲܽ	ݏሻ， ଶܶ଴ ൌ 293.15ሺܭሻ，窒素の

サザランド定数にはܥ ൌ 104ሺെሻを設定した。 

水理物性に関して、以下のパラメータは与条件として扱う。 

・ 水相の絶対浸透率（各試験の透水試験より算出） 

・ 間隙率：0.15（荻野ら（2000）[19]の検討を基に設定） 

・ 固相圧縮率：3.863 ൈ 10ିଵଵሺܲܽ	ݏሻ（田中ら（2009）[4]の充填材（モルタル）の値を引

用） 

未知パラメータを以下に示す。 

・ 相対浸透率、毛細管圧力を表現する構成モデルパラメータ（表 3.5-1 中の݊௪，݊௚， ଴ܲ， 

݊，ܵ௪௥） 

・ ガス相の絶対浸透率（供試体 No.2 のみ、供試体 No.1 に関しては水相の値と同じ） 

水・ガスの相互作用を表現するための相対浸透率、毛細管圧力には表 3.5-1 に示す構成式

（van Genuchten モデル、以下「vG モデル」と称する）を採用した。なお、表中の記号の説明

は以下の通りである。本検討ではガス相の残留飽和度を 0 とした。 

ܵ௣ ；流体相݌ሺൌ ,ݓ ݃ሻの飽和度ሺെሻ 

ܵ௣௘ ；流体相݌ሺൌ ,ݓ ݃ሻの有効飽和度ሺെሻ 

ܵ௣௥ ；流体相݌ሺൌ ,ݓ ݃ሻの残留飽和度ሺെሻ 

݇௥௣ ；流体相݌ሺൌ ,ݓ ݃ሻの相対浸透率ሺെሻ 

௖ܲ ；水-ガス系の毛細管圧力ሺܲܽሻ 
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݊ ；間隙分布パラメータሺെሻ 

଴ܲ ；ガス侵入圧ሺܲܽሻ 

,ݓ ݃ ；流体相を識別する（それぞれ水相、ガス相）記号を示す 

 

表 3.5-1 本検討で用いる 2 相流曲線を表現する構成モデル 

相対浸透率 ሺ݊ܽݒ ݊ܽݒモデルሻ 毛細管圧力 ሺ݊݁ݐ݄ܿݑ݊݁ܩ  モデルሻ݊݁ݐ݄ܿݑ݊݁ܩ

݇௥௪ ൌ ඥܵ௪௘൫1 െ ሺ1 െ ܵ௪௘
ଵ/௠ೢሻ௠ೢ൯

ଶ
 

݇௥௚ ൌ ට ௚ܵ௘൫1 െ ሺ1 െ ௚ܵ௘
ଵ/௠೒ሻ௠೒൯

ଶ
 

ܵ௪௘ ൌ ሺܵ௪ െ ܵ௪௥ሻ/ሺ1 െ ܵ௪௥ െ ௚ܵ௥ሻ 

௚ܵ௘ ൌ ሺ ௚ܵ െ ௚ܵ௥ሻ/ሺ1 െ ܵ௪௥ െ ௚ܵ௥ሻ 

݉௪ ൌ 1 െ 1/݊௪ ݉௚ ൌ 1 െ 1/݊௚ 

௖ܲ ൌ ଴ܲሺܵ௪௘
ିଵ/௠ െ 1ሻଵ/௡ 

ܵ௪௘ ൌ ሺܵ௪ െ ܵ௪௥ሻ/ሺ1 െ ܵ௪௥ െ ௚ܵ௥ሻ 

݉ ൌ 1 െ 1/݊ 

 

3.5.5  解析モデルと初期・境界条件 

解析モデルは供試体の寸法（直径約 50mm×高さ約 50mm）をもとに、断面積が等価な一辺

が約 44mm の矩形断面をもつ直方体とし、鉛直方向を 50 等分した 1 次元モデルとした。この

モデルは、モルタル供試体内の水・ガスの選択的な流動経路を含む供試体全体を等価多孔質媒体

モデルとして表現したものである。 

供試体端部には背圧及び載荷ガス圧条件を与える境界格子を設けた。図 3.5-3 に解析モデル

の基本諸元を示す。初期水飽和状態とし、初期圧力は背圧と同じ、温度は 25℃一定とした。 
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供試体

注入層

約44mm
（←直径約50mm）

約
5
0m

m

50等分

・
・
・

流出層

N2ガス

流出層 

背圧条件を与える 

 

円筒供試体 

鉛直方向を 50 等分した格子群 

初期水飽和状態 

初期圧力は背圧と同じ 

温度 25℃一定 

注入層 

載荷ガス圧条件を与える 

図 3.5-3 解析モデルの基本諸元 
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3.5.6  逆解析手法 

本検討における逆解析には、米地質調査所により公開されている汎用逆解析プログラム

UCODE_2005[5]を用いる。UCODE_2005 は JUPITER API と呼ばれる逆解析、感度解析及び

不確実性評価のための標準インターフェースを搭載し、解析コードのソースプログラムを一切変

更することなく、入出力ファイルのみの操作により多数の試行計算を容易に自動化することが可

能である。逆解析に必要な未知パラメータ、制約条件および目的関数の設定は任意に行うことが

できる。図 3.5-4 に GETFLOWS を例に UCODE_2005 を用いた自動逆解析の流れを示す。 

 

UCODE_2005
入力

ﾌｧｲﾙ群

GETFLOWS

入力ファイルの更新

未知パラメータの更新

目的関数の評価

解析結果の抽出

ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ
データ

観測
データ

UCODE
出力

ﾌｧｲﾙ群

指定パラメータ
のみを更新

任意の出力値出力
ﾌｧｲﾙ群

UCODE
入力

ファイル

 

図 3.5-4 GETFLOWS+UCODE_2005 による逆解析の流れ 

 

3.6  二相流特性の同定結果 

3.6.1  供試体 No.1 

(1)  検討 1：水相の絶対浸透率に実測値を用いた検討  

まず、水相の絶対浸透率に透水試験結果から算出した値（1.35×10-19 (m2)）を用いて、二相

流物性の同定を試みた。再現解析結果を以下に示す。 

図 3.6-1 に累積排水量および累積透気量の再現結果の一例を示した。水相の絶対浸透率に実測

値を適用した場合、いずれの二相流パラメータの組合せを用いても、実測データを良好に再現す

ることは困難であった。実測値と計算値の違いを解釈するために、図 3.6-2 に再現対象としてい

る累積排水量の時間変化と、実測された絶対浸透率から飽和流れを仮定したときの排水量変化

（黒実線）を比較した。実測された絶対浸透率を用いた場合、最もモビリティーが大きい飽和流
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れによって排水されたとしても、実測された累積排水量を大幅に下回っており、再現することは

困難であることが分かる。この考え方に基づくと、ガス透気試験時には、同図中の赤点線で示し

た排水速度から算出された 7.3×10-19 (m2)程度の絶対浸透率であったことが推定される。そこで、

次に水相の絶対浸透率も同定パラメータに含めた検討を行った。 

 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

0 0.05 0.1 0.15 0.2 0.25

累
積

排
水

量
(m

L)

時間 (day)

計測

解析

0

200

400

600

800

1000

1200

0 0.05 0.1 0.15 0.2 0.25

累
積

排
気

量
(m

L)

時間 (day)

計測

解析

 

図 3.6-1 累積排水量と累積排気量の再現結果例（供試体 No.1、検討 1） 

 

 

図 3.6-2 実測値から推定されるガス透気試験時の絶対浸透率 
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(2)  検討 2：水相の絶対浸透率を同定パラメータに含めた検討 

水相の絶対浸透率を同定パラメータとし、逆解析によって二相流物性の同定を試みた。再現解

析結果を以下に示す。 

図 3.6-3～図 3.6-8 に、累積排水量と累積排気量の再現結果、および、同定された相対浸透率

曲線と毛細管圧力曲線を 2 パターン示した。いずれの結果も概ね良好に実測データを再現してい

る。同定されたパラメータを表 3.6-1 に示した。2 パターンの同定値を見ると、検討 2a では水

相の絶対浸透率が検討 2b よりも小さく、毛細管圧力が小さいパラメータが同定されている。こ

れは、水の易動性と、保水力の組合せで複数の解が同定され得ることを示している。そこで、図 

3.6-2 に示したように、ガス透気試験時には、同図中の赤点線で示した排水速度から算出された

7.3×10-19 (m2)程度の絶対浸透率であったと推定され、この値は供試体 No.2 の実測値（1.51×

10-18 (m2)）に近いことから、供試体 No.2 の実測された絶対浸透率を与条件として、検討を行う

ものとした。 
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図 3.6-3 累積排水量と累積排気量の再現結果（供試体 No.1、検討 2a） 
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図 3.6-4 累積排水量と累積排気量の再現結果（供試体 No.1、検討 2b） 
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図 3.6-5 同定された相対浸透率（左）と毛細管圧力（右）（供試体 No.1、検討 2a） 
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図 3.6-6 同定された相対浸透率（左）と毛細管圧力（右）（供試体 No.1、検討 2b） 
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図 3.6-7 同定された相対浸透率（左）と毛細管圧力（右） 

（水相飽和率 0.9～1.0 の範囲を拡大表示、供試体 No.1、検討 2a） 
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図 3.6-8 同定された相対浸透率（左）と毛細管圧力（右） 

（水相飽和率 0.9～1.0 の範囲を拡大表示、供試体 No.1、検討 2b） 
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表 3.6-1 同定パラメータ（供試体 No.1、検討 2） 

未知パラメータ 供試体 No.1、検討 2a 供試体 No.1、検討 2b 

水相の絶対浸透率 7.55×10-19 (m2) 1.05×10-18 (m2) 

ガス相の絶対浸透率 8.53×10-18 (m2) 7.80×10-18 (m2) 

相対浸透率

(vG)、 

毛細管圧力(vG) 

ܵ௪௥ 0.9504 0.9563 

݊௪ 9.9 13.94 

݊௚ 4.305 3.177 

଴ܲ 1.651×104 (Pa) 1.754×105 (Pa) 

݊ 1.2 1.531 

 

(3)  検討 3：水相の絶対浸透率に供試体 No.2 の値を用いた検討 

水相の絶対浸透率に供試体 No.2 の値（1.51×10-18 (m2)）を与条件として与え、逆解析によっ

て二相流物性の同定を行った。図 3.6-9 に累積排水量と累積排気量の再現結果を示した。いずれ

も概ね良好に実測データを再現することができている。同定されたパラメータを表 3.6-2 に、相

対浸透率曲線および毛細管圧力曲線を図 3.6-10、図 3.6-11 に示す。非常に少ない排水量を表現

するために、水相の残留飽和率が 0.9554 となり、極端な形状の二相流曲線が同定された。 
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図 3.6-9 累積排水量と累積排気量の再現結果（供試体 No.1、検討 3） 

 

表 3.6-2 同定パラメータ（供試体 No.1、検討 3） 

未知パラメータ 供試体 No.1、検討 3 

ガス相の絶対浸透率 1.05×10-17 (m2) 

相対浸透率(vG)、 

毛細管圧力(vG) 

ܵ௪௥ 0.9554 

݊௪ 5.76 

݊௚ 2.583 

଴ܲ 3.023×104 (Pa) 

݊ 1.271 
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図 3.6-10 同定された相対浸透率（左）と毛細管圧力（右）（供試体 No.1、検討 3） 
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図 3.6-11 同定された相対浸透率（左）と毛細管圧力（右） 

（水相飽和率 0.9～1.0 の範囲を拡大表示、供試体 No.1、検討 3） 

 

3.6.2  供試体 No.2 

(1)  検討 1：間隙率に全間隙率の値を用いた検討 

 

3.5.4 に示した与条件の下、逆解析によって二相流物性の同定を試みた。図 3.6-12 に累積排

水量と累積排気量の再現結果を示した。いずれのデータも良好に再現する結果を得ることができ

た。同定されたパラメータを表 3.6-3 に、相対浸透率曲線および毛細管圧力曲線を図 3.6-13、

図 3.6-14 に示す。供試体 No.2 についても No.1 と同様に、非常に少ない排水量を表現するため

 ガス相 

 水相 

 ガス相 

 水相 
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に、水相の残留飽和率が 0.9973 となり、極端な形状の二相流曲線が同定されている。 
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図 3.6-12 累積排水量と累積排気量の再現結果（供試体 No.2：検討 1） 

 

表 3.6-3 同定パラメータ（供試体 No.2：検討 1） 

未知パラメータ 供試体 No.2、検討 1 

相対浸透率(vG) 

ܵ௪௥ 0.9973 

݊௪ 4.012 

݊௚ 2.092 

毛細管圧力(vG) 
଴ܲ 2.302×105 (Pa) 

݊ 2.136 
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図 3.6-13 同定された相対浸透率（左）と毛細管圧力（右）（供試体 No.2：検討 1） 
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図 3.6-14 同定された相対浸透率（左）と毛細管圧力（右） 

（水相飽和率 0.99～1.0 の範囲を拡大表示、供試体 No.2、検討 1） 

 

(2)  検討 2（参考）：間隙率を同定パラメータに含めた検討 

これまでの検討では、間隙率を全間隙率である 0.15 に設定し、与条件として検討を進めてき

た。ここでは参考ケースとして、間隙中に強く捕捉された大部分の水を不動水（固相と同じ）と

して捉え、選択的な流動経路となっているごくわずかな間隙中のみの水・ガス置換挙動を対象と

した検討を実施した。具体的には、表 3.4-9 で示した見かけの間隙率を初期設定値とし、間隙率

も同定対象パラメータに加えた検討を行った。再現解析結果を以下に示す。 

図 3.6-15 に累積排水量と累積排気量の再現結果を示した。いずれのデータも良好に再現する

結果を得ることができた。同定されたパラメータを表 3.6-4 に、相対浸透率曲線および毛細管圧

力曲線を図 3.6-16 に示す。本検討では、有効間隙率が 0.0002465 と非常に小さい値が同定され

る結果となった。 
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図 3.6-15 累積排水量と累積排気量の再現結果（供試体 No.2：参考） 
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表 3.6-4 同定パラメータ（供試体 No.2：検討 2(参考)） 

未知パラメータ No.2、検討 2(参考) 

相対浸透率(vG) 
݊௪ 3.514 

݊௚ 2.011 

毛細管圧力(vG) 
଴ܲ 1.865×105 (Pa) 

݊ 2.093 

有効間隙率 0.0002465 

 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

相
対

浸
透

率
(‐
)

水相飽和率 (‐)

1.E+03

1.E+04

1.E+05

1.E+06

1.E+07

1.E+08

1.E+09

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

毛
細

管
圧

力
(P
a)

水相飽和率 (‐)
 

図 3.6-16 同定された相対浸透率（左）と毛細管圧力（右）（供試体 No.2、：検討 2(参考)） 
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3.7  取得されたデータの評価 

ここでは、前項にて取得されたデータを評価することを目的に、参照資料として、国内外にて

同等の条件にて行われたセメント系材料のガス移行試験データの収集を行い、これをもとに取得

データの整合性等について検討した。 

 

3.7.1  セメント系材料のガス移行挙動試験データの文献収集 

セメント系材料のガス移行特性を取得するために、国内外で実施された試験事例の収集を文献

調査にて行った。 

 

3.7.2  収集文献中のデータ整理 

ここでは、収集文献中のデータを以下の観点にて表に整理した。 

 

 実施環境（飽和/不飽和の別など） 

 供試体の材料構成とサイズ 

 その他（データの信頼性等） 

 

整理結果を表 3.7-1～表 3.7-4 に示す。 

 

3.7.3  本検討のデータ取得に係る諸条件の確認 

前項にて作成された本検討および収集文献の諸条件の整合性について、 

・実施環境（飽和条件他） 

・供試体の諸元（サイズ等） 

・その他（試験状況からみた信頼性等） 

・取得パラメータ（オーダーやバラツキ他） 

 の観点からとりまとめを行い、今後の課題を抽出した。
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表 3.7-1 本検討と収集文献中の試験データ整理結果（1／4） 

参考文献 
実施環境 

（飽和／不飽和の別など） 

供試体の材料構成 

とサイズ 
その他 備考 

番号 透水試験 透気試験 材料構成および条件 サイズ （試験結果の概要や信頼性等） （取得データ） 

－ 

（本検討

にて取得

されたデ

ータ） 

 試験装置タイプ：三軸拘束型 

 背圧：0.1 MPa 

 拘束圧：3.0 MPa 

 供試体材料：モルタル（OPC 使

用）、粒度調整済の細骨材を使用

 W/C：0.55、C/B：0.33 

 材齢：28 日以上 

 一軸圧縮強度：30N/mm2以上 

【透水・透気

試験】 

H50 mm 

×φ50 mm 

 透水試験の着手に際し、初期飽和度を高

めるために供試体を 48 時間に亘って真空

浸漬しており、また透水係数評価のため

に、供試体への注水量および排水量が定

常となる区間となるまで経過観察してい

るため、供試体の飽和度は極めて高いと

思われる。 

 供試体と試験容器との界面にゴムジャケ

ットを装着・加圧することで、界面にお

ける透水・透気の防止措置を施してお

り、透水・透気試験データの信頼性は高

いと思われる。 

 水相絶対浸透率 

＝1.35 E-19(m2)：供試体 No.1

＝1.51 E-18(m2)：供試体 No.2

 

 ガス相有効浸透率 

＝1.11 E-18(m2)：供試体 No.1

＝4.66 E-19(m2)：供試体 No.2

【逆解析による同定値】 

 ガス相絶対浸透率 

＝精査中：供試体 No.1 

＝1.51 E-18(m2)：供試体 No.2

 飽和／不飽和の別：飽和 

 使用流体：蒸留水 

 供試体の初期飽和と飽和確

認：真空浸漬（48 時間） 

 通水過程：1 週間以上の長期

間に亘って注水し、排水量の

定常化を確認 

 注水圧：定圧（1.0 および

2.8 MPa） 

 飽和／不飽和の別：飽和（透

水試験直後の供試体を用いて

実施） 

 使用ガス種：窒素 

 注気圧：定圧（2.8 MPa） 

[8] 

（山本 

他、

2004） 

 試験装置タイプ：三軸拘束型  

 拘束圧：注水・注気圧＋3.5 MPa（ただし一軸圧縮強度以下） 

 供試体材料： JIS モルタル

（OPC 使用） 

 W/C：0.50、C/B：0.33 

 材齢：28 日以上 

 一軸圧縮強度：42.0 N/mm2 

【透水試験】 

H50 mm 

×φ76.2 mm 

 

【透気試験 

（絶乾状態）】 

H47.8mm  

×φH77.2 mm

 飽和供試体へのガス侵入圧：6.6 MPa

（試験開始より 0.05 MPa/h で昇圧した結

果） 

 飽和供試体からのガス透気圧：12.5 MPa

（昇圧開始より 215 時間後、装置排出側

からのガス検知は 233 時間後） 

 飽和供試体（透水試験後）へのガス注入

時、供試体は不飽和であった可能性を示

唆している。（試験前後の供試体重量測定

結果などによる） 

 水相絶対浸透率 

＝1.22 E-20(m2) 

 

 ガス相絶対浸透率 

＝5.01 E-18(m2) 

 

 水分特性曲線 

 間隙率 

 間隙径分布 

 飽和／不飽和の別：飽和 

 使用流体：蒸留水 

 

【モルタル供試体】 

 供試体の初期飽和と飽和確

認：供試体上面より真空引き

（3 時間）後、供試体の上・

下面より 5.0 MPa にて注水

（4 時間）。さらに、透水試

験時において排出側圧力（背

圧）を固定のうえ、上流側を

昇圧し、排水量の定常化を確

認 

 注水圧：ステップ状（5.0→

9.9 MPa）、9.9 MPa に昇圧

後、定圧注水を 240 時間継続 

 背圧：5.0 MPa 

【透水試験後】 

 飽和／不飽和の別：飽和（透

水試験後の供試体を用いて実

施） 

 使用ガス種：窒素 

 注気圧：一定ステップ状

0.05 MPa/h （ 5.0 → 12.5 

MPa） 

 背圧：5.0 MPa 

 

【試料乾燥後（絶乾状態）】 

 飽和／不飽和の別：不飽和

（透気験後の試料を 110℃で

20 時間以上乾燥して絶乾状

態とした） 

 使用ガス：窒素 

 注気圧：一定（ただし 0.3～

0.9 MPa の間） 
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表 3.7-2 本検討と収集文献中の試験データ整理結果（2／4） 

参考文献 
実施環境 

（飽和／不飽和の別など） 

供試体の材料構成 

とサイズ 
その他 備考 

番号 透水試験 透気試験 材料構成および条件 サイズ （試験結果の概要や信頼性等） （取得データ） 

[10][12] 

（Mayer 

et.al.，

1992,1998） 

 試験装置タイプ：不明（一軸拘束型？） 

 供試体試料：コンクリート（セ

メント種不明、OPC？） 

 W/C：0.4～0.7 

 材齢：91 日以上 

 一軸圧縮強度：不明 

【透水・透気

試験】 

H60 mm  

×φ150 mm 

 水セメント比および飽和度を変えたコン

クリートのガス浸透率を計測しておいる

が、コンクリート供試体のガス浸透率は

水セメント比の影響よりも飽和度の影響

の方が大きいとしている。 

 水銀圧入法により間隙径分布測定から毛

管圧と間隙径の関係式を介して供試体の

毛管圧曲線を評価し、試験結果から得ら

れた水・ガスの有効浸透率曲線と併せて

二相流解析コード（TOUGH）への適用

を試みている 

 検討の結果、コンクリート供試体の飽和

度が 84%と仮定した場合、供試体のガス

流量の経時変化を TOUGH によって良好

に現象を再現できたと報告している 

【再現解析による同定値】 

 

 水相絶対浸透率 

＝1.0 E-16(m2) 

 

 ガス相絶対浸透率 

＝1.2 E-18(m2) 

 飽和／不飽和の別：不飽和 

 使用流体：不明（蒸留水？） 

 飽和／不飽和の別：不飽和 

 使用ガス種：不明（窒素？） 

[15]  

平井、廣永

ら 

 試験装置タイプ：不明（一軸拘束型？） 

 供試体試料：モルタル（セメン

ト種不明、OPC？） 

 W/C：1.5～3.0 

 材齢：28 日間、6 ヶ月、1 年 

 一軸圧縮強度：不明 

【透水・透気

試験】 

H50 mm  

×φ150 mm 

 飽和セメント系材料にガスが侵入する場

合、水で満たされた細孔のうち比較的径

の大きな部分からガス圧による水の押し

出しが始まり、上流から下流まで連続し

た気みちが形成された時点で破過が生じ

るとしている 

 その後、より径の小さな細孔でも同様の

現象が進むとしている 

 飽和セメント系材料で破過が生じるため

には、水が押し出され得る細孔（有効間

隙）が存在し、ある一定以上の細孔径の

大きさと空隙量が必要であるとしている 

 水相絶対浸透率（不明） 

 ガス相有効浸透率 

＝1.0E-24 

    ～1.0E-20(m2) 

 飽和／不飽和の別：飽和 

 使用流体：不明（蒸留水？） 

 28 日間、6 ヶ月、1 年の標準

水中養生後、アウトプット法

による透水試験を実施して排

水量の定常化をもって飽和を

確認 

 飽和不飽和の別：飽和 

 使用ガス種：不明（窒素？） 

 飽和確認完了後、ただちに透

気試験を実施 

 注入ガス圧：0.01 MPa/step

（ 0.2 MPa ま で ）、 0.05 

MPa/step （ 0.2 よ り 0.5 

MPa まで） 

 1step の載荷時間は最長 2 時

間 
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表 3.7-3 本検討と収集文献中の試験データ整理結果（3／4） 

参考文献 
実施環境 

（飽和／不飽和の別など） 

供試体の材料構成 

とサイズ 
その他 備考 

番号 透水試験 透気試験 材料構成および条件 サイズ （試験結果の概要や信頼性等） （取得データ） 

[17] 

（Iriya 

et.al.，

1991 

 試験装置タイプ：不明（一軸拘束型？） 

 供試体試料：コンクリート（セ

メント種不明、OPC？） 

 W/C：不明 

 材齢：91 日以上 

 一軸圧縮強度：不明 

【透水・透気

試験】 

H60 mm  

×φ150 mm 

 多孔質媒体中の移行経路が水で満たされ

ている状態ではガスが侵入できないとし

ている 

 移行経路の（間隙の大きな部分）から水

を排出させるのに十分な大きさのガス圧

が載荷された状態となって初めてガスが

流れ始めるが、ガスの流れは不安定であ

りガス圧と時間の増加に伴って流量が増

加するとしている 

 以降は、ダルシー則にしたがって、上下

流の差圧に応じてガスが流れていくとし

ている 

 水相浸透率（不明） 

 ガス相浸透率（不明） 

 W/C や間隙率とガス侵入圧と

の関係 

 飽和／不飽和の別：飽和 

 使用流体：不明（蒸留水？） 

 91 日以上の標準水中養生を

もって飽和と判断 

 注水圧：不明 

 飽和／不飽和の別：飽和 

 使用ガス種：不明（窒素？） 

 91 日以上の標準水中養生を

もって飽和と判断 

 載荷ガス圧：不明 

[18] 

（荻野 

他、

2000） 

 試験装置タイプ：一軸拘束型 

 供試体試料：コンクリート（セ

メント種不明、OPC？） 

 W/C：0.4、粗骨材最大寸法：

20mm 

 材齢：不明 

 一軸圧縮強度：不明 

 透水・透気試験前に、割裂試験

機により「模擬ひび割れ」部を

作製 

【透水・透気

試験】 

H100 mm  

×φ150 mm 

 ひび割れからの透気量の評価について、

ひび割れを平行平板とみなし、その中の

流れに Poiseille（ポアソイユ）の法則を

適用して得られる式を提案している 

 ひび割れ幅と水・ガス浸透率の関係（透

水・透気量をひび割れ幅とひび割れ長さ

で除したもの）を取得しており、圧力依

存性があることを示している 

【※ひび割れ部の透気・透水特

性】 

 

 水相絶対浸透率 

＝1.0 E-7～1.0 E-3 (m2) 

 

 ガス相有効浸透率 

＝1.0 E-5～1.0 E-2 (m2) 

 

※ひび割れ幅： 0.01 ～ 0.16 

(mm) 

※注水・注ガス圧：0.02～0.1 

(MPa) 

 飽和／不飽和の別：不飽和 

 使用流体：不明（蒸留水？） 

 割裂試験の前日までの水中養

生 

 割裂試験の翌日に透水試験実

施 

 注入ガス圧：0.02～0.1 MPa

（0.02 MPa/step） 

 飽和不飽和の別：不飽和 

 使用ガス種：不明（窒素？） 

 割裂試験の翌日に透気実施 

 注入ガス圧：0.02～0.1 MPa

（0.02 MPa/step） 
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表 3.7-4 本検討と収集文献中の試験データ整理結果（4／4） 

参考文献 
実施環境 

（飽和／不飽和の別など） 

供試体の材料構成 

とサイズ 
その他 備考 

番号 透水試験 透気試験 材料構成および条件 サイズ （試験結果の概要や信頼性等） （取得データ） 

[19] 

（氏家 

他、

1999） 

 試験装置タイプ：一軸拘束型 

 供試体試料：コンクリート

（OPC 使用） 

 W/C：0.35～0.60 

 材齢：21 日以上 

 一軸圧縮強度：不明 

 表面に打継処理を施した既設コ

ンクリート供試体に新コンクリ

ートを打継ぎ、打継面を有する

透気試験供試体を作製 

 透気方向以外の部位には気密

（不透気）処理を施している 

【透気試験】 

H300 mm × 

W150mm×

D100 mm 

（透気部断面

積：約

0.15cm2） 

※角柱型 

 打継処理深さと透気係数の関係を取得し

ており、打継目の処理方法によって透気

係数が異なることを示している（処理方

法によって処理深さが異なるため） 

 引張り応力と透気係数の関係を取得して

おり、打継面に引っ張り応力が作用する

場合に透気係数が増大することを示して

いる（透気経路が拡幅されるため） 

【※ひび割れ部の透気・透水特

性】 

 

 ガス相有効浸透率 

＝1.0～3.0 E-7 (m2) 

※打継面処理深さ：1～4(mm)

 

 ガス相有効浸透率 

＝1.0～3.0 E-7 (m2) 

※引張応力比：0～75(%) 

 

 実施せず  飽和／不飽和の別：不飽和 

 使用ガス種：不明（窒素？） 

 試験直前まで期中養生 

 載荷ガス圧：0.2 MPa 

 供試体に引張り応力（静的・

持続・繰り返し）を載荷 

[20] 

（河野

他、

1999） 

 試験装置タイプ：一軸拘束型 

 供試体試料：モルタル（OPC 使

用） 

 W/C：0.5～1.6 

 角柱型供試体の透気面以外の部

位には気密（不透気）処理を施

している 

 透気試験に際して、50℃で炉乾

燥し絶乾に近い状態としている

が、確認については言及してい

ない 

【透気試験】 

H150 mm × 

W150mm×

D150 mm 

（透気部断面

積：約

225cm2） 

※角柱型 

 空隙率と透気係数の関係を取得してお

り、空隙率が増大するほど透気係数が増

大することを示している 

 水セメント比と透気係数の関係を取得し

ており、水セメント比が増大するほど透

気係数が増大することを示している 

 ガス相有効浸透率 

＝1.0 E-11～1.0 E-7 (m2) 

※空隙率：2～20(%) 

※水セメント比：50～160(%) 

 実施せず  飽和不飽和の別：不飽和 

 使用ガス種：不明（窒素？） 

 透気試験直前までの 28 日間

水中養生しているが、飽和確

認には言及せず 

 載荷ガス圧：0.2 MPa 
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3.8  まとめと今後の課題 

3.8.1  モルタルの透水特性及びガス透気特性のデータ取得 

モルタル供試体を作製し、透水・透気試験を実施した結果を以下の通りまとめる。 

 

 供試体の透水・透気特性データを精度良く取得するために、供試体と試験容器の界面をシ

ールできる（ゴムスリーブにより側圧を載荷できる）三軸型の透水・透気試験を用いて試

験を実施した 

 ゴムスリーブに載荷する側圧は、モルタル供試体への流体注入圧に対して 0.2 MPa 以上

を載荷することで、供試体と試験容器間の界面に流体が侵入しないようにした 

 初期飽和を実施したモルタル供試体（n=2）に対して透水試験を実施し、累積排水量の経

時変化が一定となった区間を選定したうえで透水係数を取得した 

 透水試験前後の供試体重量を測定した結果、試験後の重量増加が認められたことから、透

水試験期間を以て供試体が飽和したことを確認し、得られた透水係数が「飽和透水係数」

であると評価して水相絶対浸透率を算定した 

 透水試験後、直ちに透気試験を実施して透気特性データ（ガス注入時の累積排水・排気量

が定常に至るまでの経時変化）を取得した 

 ガス注入時の累積排水量は、ガス注入試験前後の供試体重量差より算定した 

 

3.8.2  モルタルの気液二相流特性データの取得 

モルタル供試体の透水・透気試験データを元に取得した結果を以下の通りまとめる。 

 

 透気試験の実測データから、供試体からの累積排水量および累積排気量データを生成した 

 逆解析手法を適用し、生成した累積排水量、排気量データの再現解析を行うことで、気液

二相流物性の同定を試みた 

 再現解析の結果、累積排水量と累積排気量の双方のデータを概ね良好に再現する二相流物

性を同定することが可能であった 

 透気試験時の供試体からの排水量が非常に少ないことから、供試体内の水分移動が限定的

な挙動を表現する二相流パラメータとなり、極端な形状を示す曲線が同定された 

 そのため、同定された二相流物性を他の試験系に適用する際には注意が必要である 
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3.8.3  セメント系材料のガス移行挙動試験データの文献収集 

セメント系材料のガス移行挙動試験とあわせて実施した、本検討と類似条件による試験を対象

とした文献整理によって収集された文献より示唆された要点について、以下の通りにまとめた。 

 

 不飽和なセメント系材料のガス移行特性は、材料の空隙構造と強い相関があると言われて

おり、空隙構造に影響する水セメント比・養生条件・セメントの種類などに依存する[9]。 

 飽和したセメント系材料のガス移行特性は、不飽和試料と同様、細孔径の量や分布に大き

く影響され、緻密な材料ほどガス侵入圧・破過圧が大きくなる[11][13][14][16]。 

 実施設のガス移行特性を評価するには、使用する材料・配合のみならず、施工法・養生環

境条件など、室内と現場の条件の違いによって発揮される細孔構造の違いに十分留意する

必要がある[13][14]。 
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第 4 章 ガス移行連成解析ツールの高度化 

 

4.1  実施概要 

4.1.1  本研究の背景と目的 

原子力環境整備促進・資金管理センター（以下、原環センター）は、平成 19 年度から 24 年

度にかけて TRU 廃棄物処分システムにおけるガス移行挙動評価のための解析手法・モデル化の

高度化研究を実施した[3][4][5][6][7][8]。本調査検討は、これを受けてこれまでに構築されたガ

ス移行挙動評価解析手法のさらなる高度化を目的に、連成解析ツールに主眼をおいて行うもので

ある。 

平成 24 年までの検討では、以下に示す 3 つを目的として研究が進められ、ベントナイト中で

の水・ガス流動機構の同定や、それに基づく構成モデルの開発、ガス移行挙動と THMC（温度/

水理/力学/化学）連成事象の関連ならびにその影響度の把握、ガス移行解析に用いる基礎データ

を蓄積し利用するためのデータライブラリの構築等に取り組んできた。 

① ベントナイト中のガス移行挙動の現象理解（実測データを用いた確証計算） 

② TRU 廃棄物処分施設内でのガス移行に関連するガス移行に係る THMC 連成事象の影響度

把握（スコーピング検討） 

③ ガス移行解析に用いるデータの蓄積・利用（ガス移行データライブラリの構築） 

これらの検討を通じて得られた主な課題には、次のようなものが挙げられる。 

 水分状態と関連付けた 2 相流パラメータの動的変化のモデル化と実測データによる検証 

 媒体変形と水・ガス 2 相流れの挙動を関連付ける構成モデルの開発・検証（力学連成） 

 ガス発生機構のモデル化（腐食反応、酸素消費、微生物活動の影響など） 

 セメント系材料、岩盤、材料界面などを対象としたガス移行挙動の実態解明 

 ガス移行挙動に関連する素過程及び関連パラメータのフィールドスケールへの適用性検討 

これらの課題を踏まえて、本研究では、今後 5 年程度を見据え、以下に示す目標達成を目指す。

図 4.1-1 に今後 5 年程度の全体計画の概念を示す。 

 

① マルチスケール系（材料/領域）を対象としたガス移行に係る THMC 連成現象の解明促進 

② ガス移行挙動に係るデータのさらなる蓄積と適用性の向上 

③ TRU 廃棄物処分におけるガス移行挙動評価のための次世代モデリング・コンピューティ

ング技術を用いた評価ツールの開発整備と高度化 

 

上記①では、これまでの検討を通じてガス移行挙動との関連性が示唆された変形場、化学場と

の連成事象（THM、THC）に着目し、試験データを用いた確証計算等によって現象理解を進め

るとともに、様々な不確実性や変動要因のモデル化を含めた解析手法の高度化を図る。具体的に

は、THM 連成では既に開発した媒体変形と水・ガス 2 相流挙動を関連付ける構成モデルの適用
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性評価を、THC 連成では水素ガス発生モデルとの結合解析等を行う。 

また、上記②では、これまでに構築したガス移行データライブラリのデータ拡充と具体的な利

用・再評価を進めるとともに、国内外の研究機関による成果を含めたデータの蓄積を継続した。 

以上を踏まえると、短期から長期、局所から広域にわたる連成現象とその不確実性のモデル化

が不可欠であり、計算の大規模・大容量化が避けられない。ニアフィールドからファーフィール

ドを含む長期状態変遷（Long-term Evolution）の評価はその一例である。上記③では、これら

の検討を支える次世代のモデリング・コンピューティング技術の導入について検討する。具体的

な実施対象としては、GPGPU (General-Purpose computing on Graphics Processing Units)1 

による高速演算処理技術の導入や、各種の設計解析や安全評価解析を効率的に行うことができる

サローゲートモデリング (Surrogate Modeling)2 のガス移行に係る解析への適用について検討

する。 

本年度は、国内外の最新の研究成果を踏まえ、今後 5 年程度で達成すべき到達点の設定と具体

的な研究計画の策定を目的とした。 

現象理解データ蓄積・利用 モデリング・
コンピューティング

データライブラリ運用 サロゲートモデリング

GPGPUフィールドスケール

THM・THC連成解析

・・・・・・

・・・

国 内 外 の 最 新 研 究 成 果

設計解析・安全評価に資するモデリングツールの高度化

不確実性、想定外事象、
複合事象

確証計算（緩衝材・他材料）

 

図 4.1-1 今後 5 年程度の解析・モデル化に係る実施計画の概念 

 

                                                  
1 GPGPU：元来は画像処理用の GPU (Graphics Processing Unit) の演算性能を、本来の画像処理以

外の用途のために汎用的に利用する概念、技術のこと（IT 用語辞典）。 
2 サローゲートモデリング：大規模な詳細モデルにより得られたデータから、その入出力関連を

抽出（学習）すること。サローゲートモデルを用いて、設計や安全評価に必要な指標を即時に求

めることができる。応答局面やニューラルネットワークなどが用いられ、メタモデリング

（Meta- Modeling）とも呼ばれる。 
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4.1.2  実施項目 

 本年度の検討項目を以下に示す。 

(1) ガス移行挙動解析ツールの高度化に係る解析検討 

 試験データの入手・整理・分析 

 ガス移行試験データの再現解析（圧力依存性モデル、力学連成モデル） 

(2) 解析・モデル化手法の展開に係る課題（連成挙動評価、不確実性評価等）についての検討 

 国内外の最新動向を踏まえた解析手法・モデル化に関する課題の取りまとめ 

 今後 5 年間の解析手法・モデル化高度化のための研究計画策定 

(3) TRU 廃棄物処分施設の概念モデルを用いた時系列解析 

 対象システムの設定 

 解析モデルの構築 

 時系列解析の実施 

(4) データ整理と成果取りまとめ、課題抽出 

 

4.1.3  目標成果 

前項にて示した実施項目の諸検討を通じ、下記成果の達成を目標とした。 

① ベントナイト材料の大型供試体を対象としたガス移行挙動の把握 

② ガス移行連成挙動評価手法の高度化に向けた全体計画の策定 

③ 今後の調査研究に際しての課題抽出 

 

4.1.4  実施内容 

(1)  ガス移行挙動解析ツールの高度化に係る解析検討 

「平成 24 年度 地層処分技術調査等事業 TRU 廃棄物処分技術 人工バリア長期性能評価技術

開発 ―ガス移行挙動の評価―」における「材料試験データの取得」の中で実施された、大型供

試体（直径 60mm、高さ 200mm）を用いたガス移行試験データの入手・整理を行い、試験デー

タの再現解析を見据えたデータの分析を行った。 

 

(2)  ガス移行試験データの再現解析 

上記検討にて整理したガス移行試験データの再現解析を、以下の 2 つの解析モデル（コード）

を適用して実施した。 

 圧力依存透過特性モデル（GETFLOWS） 

 力学連成解析モデル（CODE_BRIGHT） 

なお、本再現解析では自動逆解析手法等を用いてパラメータ同定を行い、大型供試体内でのガ
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ス移行挙動の把握を行った。 

 

(3)  解析・モデル化手法の展開に係る課題（連成挙動評価、不確実性評価等）についての検討 

1)  国内外の最新動向を踏まえた解析手法・モデル化に関する課題の取りまとめ 

これまでの検討を通じて得られた以下の課題に対して、国内外の最新の研究成果を踏まえ、現

状を整理すると共に、今後の方向性について検討した。 

 水分状態と関連付けた 2 相流パラメータの動的変化と実測データによる検証 

 媒体変形と水・ガス 2 相流の挙動を関連付ける構成モデル（力学連成） 

 ガス発生モデルの高度化（腐食反応、酸素消費、微生物活動の影響など） 

 セメント系材料、岩盤、材料界面などを対象としたガス移行挙動の実態解明 

 ガス移行挙動に関連する素過程及び関連パラメータのフィールドスケールへの適用性検討 

 

2)  今後 5 年間の解析手法・モデル化高度化のための研究計画策定 

今後 5 年程度で達成すべき到達点を設定し、解析手法・モデル化の高度化に向けた具体的な研

究計画を策定した。研究計画の策定に際しては、年度毎の到達点（マイルストーン）を明らかに

し、最終目標との関連付けを具体化する点に留意した。 

 

(4)  TRU 廃棄物処分施設の概念モデルを用いた時系列解析 

1)  対象システムの設定 

前項にて整理された課題をもとに、TRU 廃棄物処分施設概念を用いた時系列解析で対象とす

る処分システム（処分概念、環境条件）、流体成分及び考慮する素過程等を設定した。図 4.1-2

にこれまでの検討で用いてきた TRU 廃棄物処分システムの概念を示す。 

 

下部緩衝材

上部緩衝材

側
部
緩
衝
材

側
部
緩
衝
材

廃棄体

コンクリート支保工

岩盤

グループ２坑道断面

Φ11.4

0.6

0.6

1.2

坑道配置、物性の周期対称性を仮定⇒１／２領域をモデル化

 

図 4.1-2 典型的な TRU 廃棄物処分システム概念 
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2)  解析モデルの構築 

前項にて設定した処分システムを対象とし、解析モデルを構築した。各材料の物性等の与条件

は、第 2 次 TRU レポート[1]やこれまでに得られたパラメータを参考に決定した。解析モデルの

一例を図 4.1-3 に示す。 

 

不
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水
・
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初

期
静

水
圧

分
布

、
地

温
勾

配
0
.0
3
℃
/m

25.2m

定圧・等温（45℃）境界

不
透
水
・
断
熱
境
界

3.0

0.6

11.4

0.6

3.0

1.25

3.0 0.62.7 3.0

(m)

緩衝材

コンクリート支保工

EDZ

廃棄体

インバート

岩盤

銅製構造躯体

1.25

※鋼製構造躯体の厚さ5cm

2.5

6.4

格子数：29,548

 

図 4.1-3 解析格子モデルの例 

 

3)  時系列解析の実施 

上記で作成した解析モデルを用いたガス移行解析を実施した。解析結果は施設内のガス圧およ

び押出し水量等の設計指標を中心に取りまとめる。また、ガス圧や飽和度、温度等の時間・空間

分布を整理し、ガス透気経路を分かりやすく可視化した。 

 

(5)  データ整理と成果取りまとめ 

以上の成果を取りまとめ、得られた成果及び課題について明確に整理し、TRU 廃棄物処分を

対象とした緩衝材の飽和及びガス移行プロセス等の評価に係る高度化等についての課題を解析・

モデル化の観点よりとりまとめ、今後の課題を抽出した。 
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4.2  ガス移行挙動解析ツールの高度化に係る解析検討 

4.2.1  試験データの入手・整理・分析 

第 2 次 TRU レポート[1]での円形処分坑道概念における上部および側部の基本緩衝材とされる

乾燥密度 1.36Mg/m3 の 100%クニゲル V1（供試体直径 60mm、高さ 200mm）を用い、ガス移

行試験が実施されている[7]。ガス移行試験は 3 つの試験フェーズ（再冠水試験、ガス注入試験、

解体調査）から成る。各試験フェーズでの試験条件及び実測データを表 4.2-1 にまとめた。図 

4.2-1、図 4.2-2 に再冠水フェーズにおいて実測された累積注水量と全応力の時間変化を注水差

圧と合わせて示した。累積注水量に関しては、供試体下面から流入した量と、供試体上部から蒸

発した量を差し引いた正味の累積排水量の 2 つを示した。また、図 4.2-3～図 4.2-5 にガス注入

フェーズにおいて実測された累積排水量と排気流量、全応力の時間変化を注入ガス圧と合わせて

示した。さらに、解体調査から得られた含水比、水飽和度の平均値プロファイルを図 4.2-6 に示

す。 

 

表 4.2-1 各試験フェーズにおける試験条件と計測データ 

試験フェーズ 試験条件 実測データ 

再冠水 

初期飽和度 90%から、差圧 0.2 

MPa⇒0.4MPa で注水 

注水圧 

累積注水量 

全応力 

ガス注入 

再冠水試験（飽和・定常流確

認）後、差圧 0.1MPa/2 日の段

階昇圧ガス注入（最大注入圧

5.0MPa） 

注入ガス圧 

累積排水量（中央部、外周部） 

排気流量（中央部、外周部） 

全応力 

解体調査 

厚さ約 5mm 単位で分割後、中

央・外周を全 5 分割 

寸法 

湿潤重量 

乾燥重量 

 

（→含水比、水飽和度） 
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図 4.2-1 注水差圧と累積注水量の時間変化（再冠水フェーズ） 
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図 4.2-2 注水差圧と全応力の時間変化（再冠水フェーズ） 
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図 4.2-3 注入ガス差圧と累積排水量の時間変化（ガス注入フェーズ） 
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図 4.2-4 注入ガス差圧と排気流量の時間変化（ガス注入フェーズ） 
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図 4.2-5 注入ガス差圧と全応力の時間変化（ガス注入フェーズ） 
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図 4.2-6 解体調査から得られた含水比と水飽和度 
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4.2.2  ガス移行試験データの再現解析 

(1)  圧力依存透過特性モデル（GETFLOWS）による検討 

1)  検討方針 

再冠水フェーズを対象とした再現解析では、平成 24 年度までに行った検討と同様に逆解析に

よる 2 相流パラメータの同定を実施した。 

4.2.1 項にて示したガス注入フェーズの試験データを見ると、注入したガスが排出側まで到

達しておらず、排水のみが起こった結果となっている。そのため、ガス注入フェーズの試験デー

タを対象とした再現解析では、逆解析による 2 相流パラメータ同定は行わず、これまでに同定さ

れたパラメータを用いて、いくつかのガス移行解析を実施し、実測された排水量や試験後の水飽

和度分布等と比較することで、ガス移行挙動に対して考察を与える。平成 24 年度までの検討の

再現解析で対象とした試験を表 4.2-2 に整理した。また、平成 24 年度までの検討で同定された

2 相流パラメータを表 4.2-3 に、相対浸透率曲線（水相、ガス相）および毛細管圧力曲線を図 

4.2-7 に示した。具体的には、流路拡幅の圧力閾値（表 4.2-3 の Ps）が最も大きい 2011 年度の

SG①と、最も小さい 2012 年度の SG②の 2 パターンの同定パラメータ（それぞれ、

FY2011_SG①、FY2012_SG②とした）を用いて検討を行った。 
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表 4.2-2 これまでの検討の再現解析で対象とした試験の整理 

年度 ケース名 寸法 初期飽和度 再冠水試験条件 ガス注入試験条件 

2010 

ケース② 
直径：60mm 

高さ：50mm 
90% 

底面から段階昇圧注水（最大

0.2MPa） 

底面から段階昇圧ガス注入（0.1MPa/2

日） 

ケース③ 
直径：60mm 

高さ：25mm 
0% 

両端⇒底面から一定圧力注水

（0.2MPa） 

底面から段階昇圧ガス注入（0.1MPa/2

日） 

2011 SG① 
直径：60mm 

高さ：25mm 
90% 底面から一定圧力注水（0.2MPa） 

底面から段階昇圧ガス注入（0.1MPa/2

日） 

2012 

SG① 
直径：60mm 

高さ：25mm 
90% 底面から一定圧力注水（0.2MPa） 

底面から段階昇圧ガス注入（0.1MPa/2

日） 

SG② 
直径：60mm 

高さ：50mm 
90% 底面から一定圧力注水（0.2MPa） 

底面から段階昇圧ガス注入（0.1MPa/2

日） 
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表 4.2-3 これまでの検討で同定された浸潤過程および排水過程における 2 相流パラメータ 

浸潤過程（再冠水過程） 

年度 ケース名 ܵ௪௥ሺെሻ ௚ܵ௥ሺെሻ ݊௪ሺെሻ ଴ܲሺܽܲܯሻ ݊௖ሺെሻ 

2010 

ケース① 0.282 0.0 4.092 1.690 2.156 

ケース② 0.0 0.0 3.182 1.726 1.674 

ケース③ 0.0 0.0 15.1 1.116 1.981 

2011 SG① 0.0 0.0 13.19 1.471 1.513 

2012 
SG① 0.0 0.0 2.0 1.24 1.79 

SG② 0.0 0.0 2.11 0.176 1.13 

 

排水過程（ガス移行過程） 

年度 ケース名 ܵ௪௥ሺെሻ ௚ܵ௥ሺെሻ ݊௪ሺെሻ ݊௚ሺെሻ ଴ܲሺܽܲܯሻ ݊௖ሺെሻ ௦ܲሺܽܲܯሻ ܥሺെሻ ݊௉஽ሺെሻ ܨሺെሻ 

2010 
ケース② 0.3867 0.0 1.449 13.70 0.661 1.821 0.524 5.883×106 0.649 1.107 

ケース③ 0.2 0.0 2.884 2.451 0.336 3.709 0.474 7.058×106 1.0 1.0 

2011 SG① 0.2 0.0 2.884 2.451 0.333 3.709 0.275 6.058×104 0.4129 1.0 

2012 

SG① 0.2280 0.0 2.455 2.474 0.324 3.297 0.330 4.999×104 0.8346 1.154 

SG② 0.3639 0.0 2.011 2.953 0.291 2.290 0.600 1.482×105 0.202 1.030 
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 相対浸透率（水相） 相対浸透率（ガス相） 毛細管圧力 
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図 4.2-7 平成 24 年度までの検討で同定された浸潤過程および排水過程における相対浸透率および毛細管圧力曲線 
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(2)  解析コード 

解析には、多相多成分流体を対象とした汎用地圏流体シミュレータ GETFLOWS (General- 

purpose Terrestrial fluid-FLOW Simulator)[9]を用いた。 

等温状態における水・ガスの 2 相 2 成分流体系の質量保存式は、以下に示す水相、ガス相の質

量収支式によって記述される。 

׏ ∙ ൬ߩ௪ௌ
௪݇௥௪ܭ
௪ܤ௪ߤ

௪ௌݍ௪ௌߩ௪൰െߖ׏ ൌ
߲
ݐ߲
൬ߩ௪ௌ߶

ܵ௪
௪ܤ
൰ (4.2-1) 

׏ ∙ ቆߩ௚ௌ
௚݇௥௚ܭ
௚ܤ௚ߤ

௚ቇߖ׏ െ ௚ௌݍ௚ௌߩ ൌ
߲
ݐ߲
ቆߩ௚ௌ߶

௚ܵ

௚ܤ
ቇ (4.2-2) 

式中の記号の説明は以下の通りである。 

ሺൌ݌௣ ；流体相ܭ ,ݓ ݃ሻの絶対浸透率ሺ݉ଶሻ 

݇௥௣ ；流体相݌ሺൌ ,ݓ ݃ሻの相対浸透率ሺെሻ 

ܵ௣ ；流体相݌ሺൌ ,ݓ ݃ሻの飽和度ሺെሻ 

௣ܲ ；流体相݌ሺൌ ,ݓ ݃ሻの圧力ሺܲܽሻ 

ሺൌ݌௣ ；流体相ߤ ,ݓ ݃ሻの粘性係数ሺܲܽ ∙ sሻ 

ሺൌ݌௣ௌ ；標準状態における流体相ߩ ,ݓ ݃ሻの密度ሺ݇݃/݉ଷሻ 

ሺൌ݌௣ ；流体相ߖ ,ݓ ݃ሻの水理ポテンシャルሺܲܽሻ 

߶ ；有効間隙率ሺെሻ 

ሺൌ݌௣ௌ ；標準状態における流体相ݍ ,ݓ ݃ሻの生成・消滅量ሺ1/ݏሻ 

ሺൌ݌௣ ；流体相ܤ ,ݓ ݃ሻの容積係数ሺ݉ଷ/݉ଷሻ 

 ሻݏ時間ሺ； ݐ

,ݓ ݃ ；流体相（それぞれ水相、ガス相）を識別する添え字を示す 

水相、ガス相の流体ポテンシャルは、それぞれ次式で表される。 

௪ߖ ൌ ௪ܲ െ  ௪ܼ݃ (4.2-3)ߩ

௚ߖ ൌ ௚ܲ െ  ௚ܼ݃ (4.2-4)ߩ

ここに、	ܼは下方に測った距離（深度）、ߩ௪、ߩ௚、݃はそれぞれ水相、ガス相の密度、重力加速

度である。基礎方程式中の未知量には ௚ܲ、ܵ௪をとり、他のパラメータは等温状態を仮定して以下

のような関数として扱う。 

௖ܲ ൌ ௖ܲሾܵ௪ሿ ൌ ௚ܲ െ ௪ܲ (4.2-5) 

߶ ൌ ߶ൣ ௚ܲ൧ ൌ ߶଴൫1 ൅ ௥ሺܥ ௚ܲ െ ଴ܲሻ൯ (4.2-6) 

݇௥௣ ൌ ݇௥௣ሾܵ௪ሿ (4.2-7) 

௣ܤ ൌ ௣ሾܤ ௣ܲሿ (4.2-8) 

௣ߩ ൌ ௣ൣߩ ௣ܲ൧ ൌ ௣ሾܤ/௣ௌߩ ௣ܲሿ (4.2-9) 

ここに、 ௖ܲは水-ガス系の毛細管圧力ሺܲܽሻであり、式中の݇௥௣ሾܵ௪ሿなどは݇௥௣がܵ௪の関数であるこ

とを意味している。また、ܥ௥は固相圧縮率ሺ1/ܲܽሻを、߶଴は標準状態における間隙率ሺെሻを、 ଴ܲは

標準状態における圧力ሺܲܽሻを示す。 
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また、ベントナイトの流路拡幅に対しては、以下に示す空隙損傷モデルによって表現する。 

൫ ௚ܲ ൑ ௪ܲ ൅ ௦ܲ൯ 
߶ ൌ ߶଴൫1 ൅ ௥ሺܲܥ െ ଴ܲሻ൯ 

ܭ ൌ  ଴ܭ
(4.2-10) 

൫ ௚ܲ ൐ ௪ܲ ൅ ௦ܲ൯ 
߶ ൌ ߶଴൫1 ൅ ௥ሺܥ ௦ܲ െ ଴ܲሻ ൅ ௥ሺܥܨ ௦ܲ െ ଴ܲሻ൯ 

ܭ ൌ  ଴ሺ߶/߶଴ሻ௡ುವܭܥ
(4.2-11) 

ここに、ܲݏ：流路拡幅の圧力判定閾値ሺܲܽሻ、ܨ, ,ܥ ݊௉஽：空隙損傷モデルパラメータを示す。0ܭ

は初期の絶対浸透率ሺ݉2ሻを表す。 

 

空隙損傷モデルは、ガス透気時の上流側のガス相圧力が、下流側の水相圧力と圧力閾値（膨潤

圧）の和を超えた際に流路拡幅が起こり、間隙率と絶対浸透率が増加するものである。流路拡幅

前後の間隙率と絶対浸透率の変化イメージを図 4.2-8 に示す。 

 

Pathway Dilation

 
図 4.2-8 流路拡幅前後の間隙率と絶対浸透率の変化イメージ 

 

数値解法について以下に示す。 

空間離散化は、複雑な地形起伏や地盤物性分布を、完全三次元格子を用いて表現可能な積分型

有限差分法（Integral Finite Difference Method: IFDM）による。格子形状には、コーナーポイ

ント型差分格子と呼ばれる多面体形状を用いることができ、それぞれの格子体積および隣接格子

間の浸透率を正確に評価する。本手法は、格子毎の厳密な質量収支を保存することができるため、

油層工学など、多相流れを取り扱う分野に多くの適用実績をもつ。 

強い非線形性を有する三次元流体問題を解く必要性から、時間離散化には方程式系の完全陰的

有限差分展開を行ったものに Newton-Raphson 法を適用し、各流体成分の方程式を反復的に解

く手法を採用している。基本方程式を上記 IFDM によって空間離散化すると 7 重対角行列を係
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数行列とした連立方程式を得る。行列の各成分は解くべき変数であるガス相圧力ܲ݃、水相飽和度

を未知数としたݓܵ 2×2 小行列となり、システム全体の自由度は格子数 NBLK×未知数

NEQ(=2)となる。これを、Nested Factorization[10]と呼ばれる三次元構造格子の入れ子構造に

着目した前処理を行い共役残差法で解く。上述した流体圧縮性や 2 相流パラメータの非線形性は

ニュートン・ラプソン法により繰り返し収斂させる。また、大容量計算を高速処理するため、非

線形反復過程の中で収斂した格子をソルバーから自動的に除外する逐次陽化処理（Successive 

Locking Process）[11]を採用し、実用規模の大規模三次元問題をより効率的に解く。 

 

1)  解析モデル 

供試体内の水・ガスの 1 次元的な流れを仮定し、解析モデルは供試体の寸法（φ60mm×

h200mm）をもとに、断面積が等価な矩形断面とし、鉛直方向を 1mm 幅で等分割した 1 次元モ

デルとした。供試体端部には、フィルタや配管等を表す圧入、流出系統層を付加し、さらにその

両端に背圧及び試験条件となる水圧、ガス圧を与える境界格子を設けた。図 4.2-9 に解析モデル

の基本諸元を示す。供試体の初期水飽和度（90%）を与え、初期圧力は背圧（0.1MPa）と同じ、

温度は 25℃とした。試験中の温度変化は考慮しないものとした。また、初期状態において供試

体内には空気が存在し、ガス注入試験では窒素が注入されるが、双方とも近い物性を持つことか

ら簡略化のためガスは空気として取扱うものとした。 

 

流出系統層

ベントナイト供試体

圧入層

h
=2
0
0
m
m

0.5mm

水、およびガス

・
・
・

φ=60mm ⇒ L=53.1736mm

流出層

圧入系統層

流出境界層 

背圧 0.1MPa 

流出系統層 

フィルタ、配管等を表現 

ベントナイト供試体 

鉛直方向を 0.5mm 幅に等分割した格子群 

圧入系統層 

フィルタ、配管等を表現 

圧入境界層 

試験条件となる水圧、ガス圧を与える 

図 4.2-9 解析モデルの基本諸元 
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2)  解析条件（流体物性、水理物性） 

本検討で取扱う流体（水、空気）の物性を示す。本検討では等温状態（25℃）を仮定し、流体

物性を圧力によってのみ変化させる。 

標準大気圧101,325ሺܲܽሻでの水の密度ߩ଴を997.04ሺ݇݃/݉ଷሻ、粘性係数ߤ଴を0.890 ൈ 10ିଷሺܲܽ	ݏሻと

し、以下の式により水圧の関数として取り扱う。 

ߩ ൌ ଴൫1ߩ ൅ ௙ሺܥ ௪ܲ െ ଴ܲሻ൯ (4.2-12) 

ߤ ൌ ଴൫1ߤ ൅ ఓሺܥ ௪ܲ െ ଴ܲሻ൯ (4.2-13) 

ここに、ܥ、ߤ、ߩ௙、ܥఓ、 ௪ܲはそれぞれ、水の密度ሺ݇݃/݉ଷሻ、粘性係数ሺܲܽ	ݏሻ、圧縮率ሺ1/ܲܽሻ、

粘性係数の増加率ሺ1/ܲܽሻ、水圧ሺܲܽሻであり、圧縮率には0.45 ൈ 10ିଽሺ1/ܲܽሻ、粘性係数の増加率

には1.0 ൈ 10ିଵ଴ሺ1/ܲܽሻを設定した。 

標準大気圧の空気の密度を1.184ሺ݇݃/݉ଷሻ、粘性係数を18.2 ൈ 10ି଺ሺܲܽ	ݏሻとし、密度はガス圧に

比例するものとし、粘性係数は変化しないものとした。 

水理物性に関して、事前に測定された以下のパラメータは与条件として扱う。 

・ 土粒子密度：2,700ሺ݇݃/݉ଷሻ 

・ 乾燥密度：1,360ሺ݇݃/݉ଷሻ 

・ 間隙率：0.4963ሺെሻ（土粒子密度と乾燥密度より算出） 

・ 固相圧縮率：1.0 ൈ 10ିଽሺ1/ܲܽሻ（仮定値） 

再冠水フェーズの試験データの再現には逆解析を用いる。その際の未知パラメータを以下に示

す。 

・ 絶対浸透率（水相と気相は同じ、注水速度と注水差圧より算出した値4.5 ൈ 10ିଶ଴ሺ݉ଶሻを

初期値として使用） 

・ 相対浸透率曲線を表現する構成モデルパラメータ（後述） 

・ 毛細管圧力曲線を表現する構成モデルパラメータ（後述） 

水・空気の相互作用を表現するための相対浸透率、毛細管圧力には表 4.2-4、表 4.2-5 に示す

構成モデル式を採用した。それぞれの構成モデル式は、再冠水フェーズ、ガス注入フェーズに適

用した。なお、表中の記号の説明は以下の通りである。 

ܵ௣ ；流体相݌ሺൌ ,ݓ ݃ሻの飽和度ሺെሻ 

ܵ௣௘ ；流体相݌ሺൌ ,ݓ ݃ሻの有効飽和度ሺെሻ 

ܵ௣௥ ；流体相݌ሺൌ ,ݓ ݃ሻの残留飽和度ሺെሻ 

݇௥௣ ；流体相݌ሺൌ ,ݓ ݃ሻの相対浸透率ሺെሻ 

௖ܲ ；水-空気系の毛細管圧力ሺܲܽሻ 

݊௪ ；モデルパラメータ（間隙分布パラメータ、水相相対浸透率） 

݊௚ ；モデルパラメータ（間隙分布パラメータ、気相相対浸透率） 

݊௖ ；モデルパラメータ（間隙分布パラメータ、毛細管圧力） 

଴ܲ ；モデルパラメータሺܲܽሻ（毛細管圧力） 

,ݓ ݃ ；流体相（それぞれ水相、ガス相）を識別する添え字を示す 
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表 4.2-4 再冠水フェーズで用いる相対浸透率や毛細管圧力を表現する構成モデル 

相対浸透率 ሺ݊ܽݒ	ݐ݊ܽݎܩ/݊݁ݐ݄ܿݑ݊݁ܩモデルሻ 毛細管圧力 ሺ݊ܽݒ  モデルሻ݊݁ݐ݄ܿݑ݊݁ܩ

݇௥௪ ൌ ඥܵ௪௘൫1 െ ሺ1 െ ܵ௪௘
ଵ/௠ೢሻ௠ೢ൯

ଶ
 

݇௥௚ ൌ 1 െ ݇௥௪ 

ܵ௪௘ ൌ ሺܵ௪ െ ܵ௪௥ሻ/ሺ1 െ ܵ௪௥ െ ௚ܵ௥ሻ 

݉௪ ൌ 1 െ 1/݊௪ 

௖ܲ ൌ ଴ܲሺܵ௪௘
ିଵ/௠೎ െ 1ሻଵ/௡೎ 

ܵ௪௘ ൌ ሺܵ௪ െ ܵ௪௥ሻ/ሺ1 െ ܵ௪௥ െ ௚ܵ௥ሻ 

݉௖ ൌ 1 െ 1/݊௖ 

 
表 4.2-5 ガス注入フェーズで用いる相対浸透率や毛細管圧力を表現する構成モデル 

相対浸透率 ሺ݊ܽݒ ݊ܽݒモデルሻ 毛細管圧力 ሺ݊݁ݐ݄ܿݑ݊݁ܩ  モデルሻ݊݁ݐ݄ܿݑ݊݁ܩ

݇௥௪ ൌ ඥܵ௪௘൫1 െ ሺ1 െ ܵ௪௘
ଵ/௠ೢሻ௠ೢ൯

ଶ
 

݇௥௚ ൌ ට ௚ܵ௘൫1 െ ሺ1 െ ௚ܵ௘
ଵ/௠೒ሻ௠೒൯

ଶ
 

ܵ௪௘ ൌ ሺܵ௪ െ ܵ௪௥ሻ/ሺ1 െ ܵ௪௥ െ ௚ܵ௥ሻ 

௚ܵ௘ ൌ ሺ ௚ܵ െ ௚ܵ௥ሻ/ሺ1 െ ܵ௪௥ െ ௚ܵ௥ሻ 

݉௪ ൌ 1 െ 1/݊௪ ݉௚ ൌ 1 െ 1/݊௚ 

௖ܲ ൌ ଴ܲሺܵ௪௘
ିଵ/௠೎ െ 1ሻଵ/௡೎ 

ܵ௪௘ ൌ ሺܵ௪ െ ܵ௪௥ሻ/ሺ1 െ ܵ௪௥ െ ௚ܵ௥ሻ 

݉௖ ൌ 1 െ 1/݊௖ 

 

平成 24 年度までの検討の中で、逆解析から得られる解の一意性が問題となったことから、2

相流曲線を表現する構成モデルパラメータの範囲を限定して検討を行う。相対浸透率と毛細管圧

力曲線における各流体相の残留飽和度は同じとした。また、再冠水試験の結果より供試体はほぼ

飽和状態に至ることから、気相の残留飽和度は 0 とし、水相の残留飽和度も 0 に設定した。毛細

管圧力を表現する構成モデルに用いるパラメータのうちܲ0に関しては、図 4.2-10 に示した絶対

浸透率とガス侵入圧ܲ݁との関係式ܲ݁ ൌ 8.934 ൈ 10െ13 ൈ െ0.6389より、4.5×10-20 (m2)のとき約ܭ

2.0 (MPa)となるため、±1.0 (MPa)の幅を考慮して 1.0～3.0 (MPa)に設定した。モデルパラメー

タܲ0とガス侵入圧ܲ݁は異なるが、両者とも毛細管圧力の大きさを決めるパラメータあることから

同程度の意味を持つとした。毛細管圧力曲線の間隙分布パラメータ݊ܿに関しても、既往成果[5]よ

り乾燥密度 1.0～1.8 (Mg/m3)のクニゲル V1 に対して 1.49～2.08 の幅で得られていることから、

本検討では 1.5～2.0 の範囲に限定した。 
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図 4.2-10 既往文献から設定した絶対浸透率とガス侵入圧の関係[7] 
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ガス注入フェーズでは、これまでの検討で同定されている 2 相流パラメータを用いて、順解析

のみを行い、ベントナイト中のガス移行挙動に対して考察を与える。2 相流パラメータには、空

隙損傷モデル適用の圧力閾値である が最も大きい 2011 年度の SG①と、最も小さい 2012 年度

の SG②で同定されたパラメータを適用した（4.2.2 (1) 1）参照）。 

 

3)  逆解析手法 

再冠水フェーズの試験データを用いた再現解析では、逆解析による 2 相流パラメータ同定を実

施した。逆解析には、米地質調査所により公開されている汎用逆解析プログラム

UCODE_2005[11]を用いる。UCODE_2005 は JUPITER API と呼ばれる逆解析、感度解析及び

不確実性評価のための標準インターフェースを搭載し、解析コードのソースプログラムを一切変

更することなく、入出力ファイルのみの操作により多数の試行計算を容易に自動化することが可

能である。逆解析に必要な未知パラメータ、制約条件および目的関数の設定は任意に行うことが

できる。図 4.2-11 に GETFLOWS を例に UCODE_2005[12]を用いた自動逆解析の流れを示す。 
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入力ファイルの更新
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図 4.2-11 GETFLOWS+UCODE_2005 による逆解析の流れ 

 

4)  再現解析結果 

再冠水フェーズの試験データを用いて逆解析による再現解析を実施した。図 4.2-12 に、累積

注水量に対して試験結果と解析結果を比較したものを示した。再現解析の結果、観測データを良

好に再現するパラメータを同定することが可能であった。同定されたパラメータを表 4.2-6 に示

した。また、同定された相対浸透率曲線および、毛細管圧力曲線を図 4.2-13 に示した。 
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図 4.2-12 累積注水量に対する試験結果と解析結果の比較 

 

表 4.2-6 浸潤過程において同定されたパラメータ 

パラメータ 値 

絶対浸透率 ܭ ൌ 4.000 ൈ 10ିଶ଴ሺ݉ଶሻ 

相対浸透率 ሺ݊ܽݒ	ݐ݊ܽݎܩ/݊݁ݐ݄ܿݑ݊݁ܩモデルሻ ݊௪ ൌ 3.324ሺെሻ 

毛細管圧力 ሺ݊ܽݒ	݊݁ݐ݄ܿݑ݊݁ܩモデルሻ 
݊௖ ൌ 1.500ሺെሻ 

଴ܲ ൌ 1.740 ൈ 10଺ሺܲܽሻ 
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図 4.2-13 同定された 2 相流曲線 
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次に、平成 24 年度までの検討で排水過程のパラメータとして同定された 2 パターンの 2 相流

パラメータ（FY2011_SG①、FY2012_SG②）を用いて、ガス移行解析を実施した。図 4.2-15

に、累積排水量に対して試験結果と解析結果を比較したものを示した。再冠水フェーズで同定さ

れた絶対浸透率を用いた場合、解析によって得られた累積排水量が実測データよりも小さい結果

となった。これは再冠水フェーズの飽和透水時と、ガス注入フェーズ時の透過性（絶対浸透率）

が異なることを示唆している。0.4MPa 程度の圧力がかかった状態の再冠水フェーズからガス注

入フェーズに移行する際に、徐々に圧力を低下させていき、背圧（大気圧）と同程度の圧力状態

になってから、ガス注入に切り替えている。再冠水フェーズ時に圧密され、透過性が小さくなっ

たものが、この減圧過程の中で、圧密状態が弱まり、透過性がやや上昇した等の要因が考えられ

る。 
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図 4.2-14 累積排水量に対する試験結果と解析結果の比較 

 

そこで、何らかの要因によってガス注入過程では絶対浸透率が増加したと仮定し、累積排水量

が実測データと整合するように絶対浸透率を調整し、再現を試みた。 

絶対浸透率を再冠水フェーズで同定された値の約 1.6 倍となる6.48 ൈ 10ିଶ଴ሺ݉ଶሻとした場合に、

累積排水量に対して試験結果と解析結果を比較したものを図 4.2-15 に示した。図 4.2-16 にガス

侵入範囲に対して、解体調査から推定されたものと解析から得られたものを比較した。 

また、図 4.2-17、図 4.2-18 にそれぞれのケースでの、初期状態、約 25 日後、約 50 日後、約

75 日後、約 100 日後のガス圧、水飽和度、空隙損傷域の分布を示した。 
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FY2011_SG①を適用したケースでは、ガス注入試験時に流路拡幅が発生し、供試体内のほと

んどの水が排水される結果となり、実測データと大きく異なるものとなった。FY2011_SG①の

パラメータを適用した場合には、流路拡幅が発生しやすく、絶対浸透率を変更するのみでは実測

された累積排水量を良く表現することは困難であった。 

一方、FY2012_SG②を適用したケースでは、流路拡幅は発生せず、ガス侵入範囲も実測デー

タから推定されるものと概ね整合する結果となった。 

これらの検討から、昨年度の大型供試体を用いたガス注入試験の実施中において、ベントナイ

ト材料中では流路拡幅による明確なガス透気経路は形成されておらず、水・ガスの気液 2 相流に

支配されていたことが示唆される結果が得られた。 
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図 4.2-15 累積排水量に対する試験結果と解析結果の比較（絶対浸透率調整後） 
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図 4.2-16 解体調査から推定されたガス侵入範囲と解析から得られたガス侵入範囲 
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 初期状態 約 25 日後 約 50 日後 約 75 日後 約 100 日後 凡例 
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図 4.2-17 ガス注入時のガス圧、水飽和度、空隙損傷域の分布（2011 年度の SG①で同定されたパラメータを適用） 
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図 4.2-18 ガス注入時のガス圧、水飽和度、空隙損傷域の分布（2012 年度の SG②で同定されたパラメータを適用）
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(3)  力学連成解析モデル（CODE_BRIGHT）による検討 

1)  検討概要 

力学連成 2 相流解析の特徴を生かし、ガス移行試験における供試体（h=200mm 供試体）内

部の力学状態を推定し、ガス移行形態に寄与する力学現象の影響について考察を行った。 

解析における着目点は供試体内部の応力・変形状態を推定することである。また、供試体への

注水量のマスバランスと、解析から得られた浸潤前線より 2 相流でガスが移行した区間を推定し

た。なお、対象とするガス移行試験概要で得られた累積排水量と土圧及び有効ガス圧については、

図 4.2-3 および図 4.2-5 にそれぞれ整理した。 

ここで、ガス注入開始時点においては、注ガス側のポーラスメタル内の間隙は全て水で満たさ

れた状態であったと想定した。よって、ガス注入開始以後に供試体内へガスが侵入する条件とし

ては、注ガス側のポーラスメタル内の間隙水（間隙体積＝3.57 cm3）が全てベントナイトへ注水

された後（供試体からの累積排水量が 3.57 cm3以上となった時刻） であったと考えられる。 

表 4.2-7 に供試体からの累積排水量が 3.57 cm3 以上となった時刻（試験経過日数）と注ガス

圧を示す。 

 

表 4.2-7 3.57cm3以上の累積排水量が確認された時刻と注ガス圧 

試験経過日数 

（日） 

ガス圧 

（MPa） 

44.7 2.3 

 

2)  解析コード 

a.  Code_Bright における力学連成 2 相流挙動の取扱い 

解析検討には、カタルーニャ工科大学（スペイン）で開発された地盤・岩盤など多孔質体の

熱・水・応力・ガス連成解析コード（FEM、 2～3 次元）である Code_Bright を用いる。 

Code_Bright は、表 4.2-8 に示すように海外では放射性廃棄物地層処分における人工バリア・

天然バリアの挙動評価に広く使われている。国内では、原子力安全基盤機構等が余裕深度処分施

設の再冠水やガス移行などの閉鎖後の挙動評価のための解析に適用している。 

Code_Bright は他の同類のコードと比較して以下の 2 点に特徴があり、これが広く地層処分分

野に適用されている理由である。 

① 膨潤性粘土を含む不飽和土の弾塑性構成モデルが導入されている 

② 液相のみならず気相（ガス移行）を扱う 2 相流と力学及び熱の連成解析コードである 

①により、再冠水時のベントナイトの吸水（不飽和から飽和）に伴う膨潤変形挙動が表現可能

であり、①、②によりガス移行時の力学連成挙動が表現可能である。このとき、熱対流や湿潤・

乾燥による熱特性の変化も考慮される。図 4.2-19 に熱、力学（応力・変形）、2 相流の相互影響

関係を示す。 
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表 4.2-8 Code_Bright の主な適用プロジェクト 

ベントナイト飽和過程の周辺岩盤
を含むHM連成挙動評価

スイスHLW処分概念の実物
大EBSモデル（100%セラタ）

Mt Terri／
EU

EB (Engineered 
Barrier test) 

ベントナイト混合埋戻し材の周辺
岩盤を含むHM連成挙動の評価

処分坑道の埋戻し、プラグ
（30% MX80）

Äspo／

スウェーデン

Backfill & Plug 
Test

周辺岩盤を含むベントナイトの
THM連成挙動の評価

スウェーデンHLW処分概念
の実物大EBSモデル（100% 
MX80）

Äspo／

スウェーデン

TBT
（Temperature
Buffer Test）

周辺岩盤を含むベントナイトの
THM連成挙動の評価

ベルギー処分概念の実物大
モデル（100% FoCa clay）

Mol／
ベルギー

PRACLAY

人工バリア、周辺岩盤の力学連
成ガス移行挙動評価

サイロ型処分施設概念（20%
クニゲルV1）

Grimsel／
日本

GMT (Gas 
Migration Test)

周辺岩盤を含むベントナイトの
THM連成挙動の評価

スペインのHLW処分概念の
実物大EBSモデル（100%セ

ラタ）

Grimsel／
スペイン

FEBEX (Full-
scale Engineered 
Barriers Experiment)

処分坑道と岩盤のTHM連成挙

動評価
処分坑道、岩盤Yucca Mountain

／米国

DST (Drift 
Scale Test)

概要対象実施場所／国略称

ベントナイト飽和過程の周辺岩盤
を含むHM連成挙動評価

スイスHLW処分概念の実物
大EBSモデル（100%セラタ）

Mt Terri／
EU

EB (Engineered 
Barrier test) 

ベントナイト混合埋戻し材の周辺
岩盤を含むHM連成挙動の評価

処分坑道の埋戻し、プラグ
（30% MX80）

Äspo／

スウェーデン

Backfill & Plug 
Test

周辺岩盤を含むベントナイトの
THM連成挙動の評価

スウェーデンHLW処分概念
の実物大EBSモデル（100% 
MX80）

Äspo／

スウェーデン

TBT
（Temperature
Buffer Test）

周辺岩盤を含むベントナイトの
THM連成挙動の評価

ベルギー処分概念の実物大
モデル（100% FoCa clay）

Mol／
ベルギー

PRACLAY

人工バリア、周辺岩盤の力学連
成ガス移行挙動評価

サイロ型処分施設概念（20%
クニゲルV1）

Grimsel／
日本

GMT (Gas 
Migration Test)

周辺岩盤を含むベントナイトの
THM連成挙動の評価

スペインのHLW処分概念の
実物大EBSモデル（100%セ

ラタ）

Grimsel／
スペイン

FEBEX (Full-
scale Engineered 
Barriers Experiment)

処分坑道と岩盤のTHM連成挙

動評価
処分坑道、岩盤Yucca Mountain

／米国

DST (Drift 
Scale Test)

概要対象実施場所／国略称

 
 

熱

力学

気液

二相流

変形による
透過性変化

間隙圧による
有効応力変化、変形

変形による
熱物性変化

熱応力・ひずみ、
熱による力学物
性変化

熱による
密度、粘性（透過性）の変化熱の輸送／熱物性変化

＋溶質の移流拡散

連成現象

 

図 4.2-19 熱・力学（応力変形）、2 相流の相互影響 

 

b.  基本的な考え方 

多孔質体は、図 4.2-20 に示すように固体粒子、水、ガスで構成されものとし、以下の 3 つの

相と 3 つの物質が考慮される。 

＜相＞ 

固相：鉱物 

液相：水＋溶解したガス（例えば溶解空気） 

気相：乾燥ガス（例えば空気）＋水蒸気 

＜物質＞ 

固体：鉱物 

水：液体として、あるいは気相内に蒸発した水蒸気として 

ガス（空気）：乾燥ガス 気体として、あるいは液相に溶解した状態として 
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図 4.2-20 不飽和多孔質体の概念 

 

上記の多相、多物質で構成される多孔質体のモデル化において、以下が仮定されている。 

 乾燥ガスは単一の物質であり、気相の主成分である。また、溶解ガスは Henry の平衡則

に従う。 

 多相間では熱平衡状態を仮定しており、3 つの相は同一点において同じ温度である。 

 水蒸気の濃度はサイクロメトリック則に従って液相と平衡する。 

 状態変数（未知数）は固体変位、水圧、ガス圧、温度である。 

 微少ひずみ、微少ひずみ速度が仮定される。 

 溶解ガスおよび液相の運動量の釣り合いは、それぞれ、Fick 則と Darcy 則で考慮される。 

 構成則で用いる多くの物理パラメータは圧力と温度の関数である（例えば、水蒸気の濃度、

表面張力、流体の粘性は温度に強く依存する）。 

 

c.  支配方程式 

Code_Bright では以下に関する支配方程式が、適用された構成則と平衡則を満たすよう解かれ

る。 

 固体の質量保存 

 水の質量保存 

 ガスの質量保存 

 運動量保存 

 内部エネルギー保存 

なお、適用される構成則、平衡則は次の通りである。 

 Darcy 則：水、ガスの移流（流束は圧力勾配に比例する） 

 Fick 則：水蒸気、ガスの拡散（拡散束は濃度勾配に比例する） 

 Fourier 則：熱伝導（熱流束は温度勾配に比例する） 

 水分特性：飽和率とサクションの関係（種々のモデル） 

 BB（Balcerona Basic）モデル：応力～ひずみ（後述） 

気相：ガス（e.g.空気）＋水蒸気 

固相 

液相：水＋溶解ガス（e.g.空気） 
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 Henry 則：ガス溶解度（ガス溶解度は圧力に比例する） 

 サイクロメトリック則：水蒸気量（湿度）（水蒸気量（湿度）はサクションと温度により

規定される（相対湿度とサクションの log が比例する）） 

 

d.  ベントナイトの力学モデル 

Code_Bright に導入されている BB（Balcerona Basic）モデルは、修正カム・クレイモデルを

不飽和粘土に拡張した弾塑性構成モデルであり、ベントナイトのような膨潤性粘土に対しても適

用できるよう拡張されている。なお、飽和時の挙動は修正カム・クレイモデルと一致する。 

BB モデルで考慮される不飽和粘土の一般的な力学特性を以下に示す。 

 サクションの増加（飽和率の低下）による降伏圧密応力の増加 

 不飽和粘土も飽和すると、飽和までのサクション・応力経路とは関係なく、圧密に関して

は同じ挙動をする（同じ間隙比～有効応力関係となる、同じ圧密ラインに乗る） 

 不飽和粘土は湿潤により、拘束応力が小さい場合は膨潤し、高い場合は圧縮する 

 不飽和粘土の体積変化は応力経路依存性がある（サクションの変化が同時にあると経路依

存の体積変化挙動をする） 

 サクションの増加は有効粘着力を増大させるが、内部摩擦角に影響をほとんど与えない 

飽和時の挙動は修正カム・クレイモデルと同じことから、以下では特に、不飽和状態での挙動

や飽和率（サクション）が変化した場合の挙動に焦点を当てて、BB モデルについて記述した。 

 

e.  応力（外力）の変化による圧縮、膨潤挙動（圧密） 

不飽和粘土においても飽和粘土と同様に、正規圧密状態の間隙比増分 de と平均有効応力増分

dp’は圧縮指数により式(4.2-14)で表される（図 4.2-21 参照）。 

p

pd
sde




 )(  (4-1) 

 

ここに、e：間隙比、p’：平均有効応力、 (s)：サクション s に依存する圧縮指数である。平

均有効応力は、平均応力 p、間隙ガス圧 pg、間隙水圧 plにより次式で定義される。 

 lg pppp ,max  (4-2) 
 

式(4.2-14)を間隙比増分の代わりに体積ひずみ増分 dvで書き直せば次式となる。 

p

pd

e

s
d v 





01

)(  (4-3) 

 

ここに、e0：初期間隙比である。 

例えば、サクション s 一定（飽和率一定）条件下では (s)一定なので式(4.2-14)より次式が成

り立つ。 

0
0 ln)(

p

p
see




   (4-4) 

 

(4.2-14)

(4.2-15)

(4.2-17)

(4.2-16)
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ここに、p0’は初期平均有効応力である。 

 

 

図 4.2-21 間隙比と平均有効応力の関係 

 

同様に、過圧密状態あるいは除荷時の弾性的な間隙比増分 de と平均有効応力増分 dp’は膨潤指

数により式(4.2-18)で表される。 

p

pd
sde




 )(  (4-5) 

 

ここに、 (s)：サクション s に依存する膨潤指数である。 

あるいは、このときの体積ひずみ増分 dvで書き直せば次式となる。 

p

pd

e

s
d v 





01

)(  (4-6) 

 

例えば、サクション s 一定（飽和率一定）条件下では次式が成り立つ。 

0
0 ln)(

p

p
see




   (4-7) 

 

なお、BB モデルでは圧縮指数、膨潤指数のサクション依存性は次式で定義される。  

    rsrs   exp1)( 0  (4-8) 
 

 ss   1)( 0  (4-9) 
 

ここに、：飽和時の圧縮指数=(0)、：飽和時の膨潤指数=(0)、, ：モデルパラメー

タである。 

飽和、不飽和に係わらず間隙比と平均有効応力の関係は式 (4.2-14)、式 (4.2-18)および図 

4.2-21 で示される関係に従うので、拘束圧（平均有効応力）が高くなれば間隙は小さくなって剛

性は高くなる。例えば、過圧密状態での載荷時あるいは除荷時におけるヤング率 E と拘束圧

（平均有効応力 p’）との関係は式(4.2-20)より次式のようになる。 





平均有効応力  ln(p') 

間
隙
比

  
e 

(4.2-18)

(4.2-20)

(4.2-21)

(4.2-22)

(4.2-19)
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     
)(

1213213 0 s

p
e

d

pd
E

v 









  (4-10) 

 

ここに、はポアソン比である。ヤング率 E は平均有効応力 p’に比例し、膨潤指数 (s)に反比

例することがわかる。 

 

f.  強度の飽和度依存性 

不飽和の場合の圧密降伏応力 p0 は飽和の場合より増大し、次式で定義される（図 4.2-22 参

照）。 

)0()(

)0()0(
*
0

0



















s

c
c

p

p
pp  (4-17) 

 

ここに、p0*：サクション s =0（飽和時）の圧密降伏応力、pc：モデルパラメータ（参照応力）

である。 

式(4.2-24)で定義される降伏面は LC（Loading Collapse）降伏面と呼ばれている。 

一方、過去に受けた最大のサクション（降伏サクション）で規定される降伏面は SI（Suction 

Increase）降伏面と呼ばれている。 

内部摩擦角はサクションの影響を受けないため、限界状態応力比パラメータ M（M=6sin(3-

sin)）も一定値をとるが、粘着力はサクションに比例して増大する。 

従って、引張り強度 psも比例的に増加し、次式で定義されている（図 4.2-22 参照）。 

skps   (4-18) 
 

 
図 4.2-22 （p, q）面、（p, s）面および（p, q, s）面での降伏曲面 

(4.2-23)

(4.2-24)

(4.2-25)
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有効応力およびサクションの変化による体積ひずみ挙動を規定する線（(s),(s), s,s）と降

伏曲面を（e, p’,s）空間で示すと図 4.2-23 のようになる。 

 

 

図 4.2-23 有効応力およびサクションの変化による体積ひずみ挙動と降伏曲面 

 

g.  透気・透水性の変形依存性 

透気・透水性は変形（体積変化＝間隙率の変化）の影響を受ける。Code_Bright では、次式に

示す Kozeny モデルにより絶対浸透率の間隙率（n）依存性を考慮することで、透気・透水性の

変形依存性が表現される。 

 
 

 
3
0

2
0

2

3

0

1

1 n

n

n

n
kk




  (4-19) 

 

ここに、k0：間隙率が n0（例えば初期間隙率）のときの絶対浸透率、n0：参照間隙率（通常、

初期間隙率）である。 

 

3)  解析モデルと境界条件 

解析モデル及び境界条件を図 4.2-24に示す。ここで、メッシュ（要素）分割は概ね2mm×

4mm 程度になるように分割し、要素数750 の軸対称モデルを用いた。載荷するガス圧は底面か

ら載荷し、上面は注水過程では大気圧解放、またガス注入（移行）過程は背圧載荷条件とした。

ガス注入時の底面の力学境界条件は全応力固定とし、注水飽和過程は体積固定条件、すなわち、

鉛直固定、水平自由とした。側面の境界条件は流体に関しては不浸透境界、力学は法線方向固定、

接線方向自由とした。 

解析は先ず注水過程について行い（ガス注入過程の初期状態を再現することが目的）、ガス移

行過程まで再現した。 

なお、ガス移行過程におけるガス圧載荷条件はポーラスメタル内の残留水が全て供試体へ注水

(s)

p0* p0

s 

e3 
e2 
e1 

1
2

3

(s)





ln(p’) 

e 

s0 
SI(Suction Increase)降伏面

LC(Loading 
Collapse)降伏面 

s

s

s, s は ln(s)で
の傾き（便宜上
直線で表示） 

1→2：除荷による膨張（s 一定） 
2→3：湿潤による膨張（p 一定） 

s 

(4.2-26)
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されたと仮定し、ガス注入開始後44.7 日後からガス圧を載荷した。よって、ガス移行過程にあ

ってもガス注入開始から44.6 日までは飽和条件で流体圧を載荷した。 

解析における初期条件は、注水開始時の供試体内部の状態であることから、初期飽和度は90% 

で、間隙比は e=0.949(-)、初期応力は σz＝σr＝σθ=0.11(MPa)とした。 

 

大気圧固定，
鉛直方向変位固定，

水平方向変位自由 境界

不
浸
透
，
鉛
直
変
位
自
由
，
水
平
変
位
固
定

境
界

注水圧固定，
鉛直方向変位固定，

水平方向変位自由 境界
 

背圧（水圧＝0.1 MPa）固定
鉛直方向変位固定，

水平方向変位自由 境界

不
浸
透
，
鉛
直
変
位
自
由
，
水
平
変
位
固
定

境
界

ガス圧固定，
鉛直・水平方向変位自由，

全応力固定 境界
 

図 4.2-24 解析モデルと境界条件図（左図：注水過程、右図：ガス注入過程） 

 

4)  解析条件 

力学連成 2 相流解析を実施することから、力学物性と 2 相流物性を設定する必要がある。 
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各々の物性値の設定は以下によった。 

表 4.2-9 に力学物性値一覧を示す。力学物性値の設定は、H22 年度の研究成果（本検討で対

象としている H=200mm 供試体の注水過程の再現解析で設定された物性値）で設定された物性

値を用いた。 

 

表 4.2-9 力学物性値一覧 

項目 記号 単位 設定値 設定根拠

初期乾燥密度 ρd Mg/m3 1.36  

真密度 ρs Mg/m3 2.65  

初期間隙比 e － 0.949  

ポアソン比 ν  0.44  

膨潤指数（飽和時） κ0 － 0.061 [13] 

圧縮指数（飽和時） λ0 － 0.252 [13] 

サクション依存膨潤指数パラメータ α － -0.015 [5] 

サクション依存圧縮指数パラメータ 
β MPa-1 0.0085 [5] 

γ － 0.43 [5] 

参照有効応力時の湿潤膨潤指数（飽和時） κs0 － 0.335  

有効応力依存湿潤膨潤指数パラメータ αsp － -0.646  

限界応力比 M  0.500 [13] 

引張強度 Ps0 MPa 0.0  

圧密先行応力（飽和時） P0* MPa 0.960  

 

次に、表 4.2-10～表 4.2-11 に 2 相流物性値一覧を示す。2 相流物性値設定は、H22 年度の確

証研究成果（本検討で対象としている H=200mm 供試体の注水過程の再現解析で設定された物

性値）を基本として、後述の解析ケース毎に設定値を与えた。また、注水過程と注ガス過程とで

各々個別の設定値を与えた。 
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表 4.2-10 2 相流特性値一覧（その 1：H22 年度成果[6]） 

絶対浸透率（水・ガス相） 5.43×10-20 (m2) 

水分特性曲線 Pc 

（van Genuchten モデル） 
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表 4.2-11 2 相流特性値一覧（その 2：H23 年度成果[7]・本年度成果を元に同定） 

絶対浸透率（水・ガス相） 1.91×10-20 (m2) 

水分特性曲線 Pc 

（van Genuchten モデル） 
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相対浸透率曲線 

（水相 krl：van Genuchten モ

デル） 
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5)  解析ケース 

表 4.2-12 に解析ケース一覧を示す。 

再現解析の実施に際し、まずは基本ケースとして H=200 mm 供試体の再冠水挙動（累積注水

量の経時変化）が良好に再現できた平成 22 年度の検討における成果（力学・2 相流パラメータ

の同定値）を反映したケースを設定した。なお、検討ケースにおける 2 相流特性値を設定するに

至った経緯と理由については、後述とした。 
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表 4.2-12 解析ケース一覧 

ケース 

名称 

力学 

物性値 

2 相流特性値 

（上段：注水過程） 

（下段：注ガス過程） 備考 

絶対浸透率 
相対浸透率 

曲線 

水分特性 

曲線 

基本 

ケース 

H22 年度 

成果より 

H22 年度 

成果の同定値 

（表 4.2-10 参照） 

※1 

同定された

絶対浸透率

の値を 1/2

倍とした検

討 

 

※2 

残留飽和度

（Slr）の値

を本年度成

果の同定値

と等価とし

た検討 

H22 年度 

成果の同定値 

（表 4.2-10 参照） 

検討 

ケース 

H22 年度 

成果より 

H22 年度 

成果の同定値 

（表 4.2-10 参照） 

本年度 

成果を元に検討

した同定値※1 

（表 4.2-11 参

照） 

本年度 

成果の同定値 

 

（表 4.2-11 参

照） 

H22 年度 

成果を元に検討

した同定値※2 

（表 4.2-11 参

照） 

 

 

6)  再現解析結果（注水過程） 

ここでは、注水過程における以下の項目を評価し、ガス注入過程前の初期状態（基本ケース・

検討ケースともに共通）として、供試体内がどのような状態になっていたかを把握した。 

 累積注水量の経時変化（実測値と解析解） 

 飽和度分布 

 乾燥密度（間隙率）分布 

 平均有効応力分布 

図 4.2-25 に累積注水量の経時変化（実測値と解析解）を示す。図より、H22 年度において同

定された力学・2 相流パラメータを用いた力学連成解析により、供試体の再冠水挙動を良好に表

現できる結果となっている。 

図 4.2-26 に再冠水過程の飽和度分布の経時変化を示す。図より、注水開始後 203 日後には飽

和に到達し、注水終了（953 日後）まで定常状態を維持していることが分かる。 

図 4.2-27 に再冠水過程の間隙率（乾燥密度）の経時変化を示す。図より、注水開始以降より

流体の侵入と供試体の膨潤挙動に起因して注入側（モデル下面）の間隙率が増加（乾燥密度が減

少）する一方で、排出側（モデル上面）は減少（増加）しており、注水終了時点（約 953 日後）

まで同様な傾向が継続している。 
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図 4.2-28 に再冠水過程の平均有効応力分布の経時変化を示す。図より、注水開始以降は供試

体の膨潤に起因して全体の平均有効応力が比較的一様に増加していくが、概ね飽和に至る 203 日

以降は、流体が侵入することに起因して注入側（モデル下面）に向かって低く（引張り応力場側

に移行しており、土質材料として力学的には不安定側であり、間隙に作用する流体圧の影響が大

きい状態）、排出側（モデル上面）に向かって高く（圧縮応力場側に移行しており、土質材料と

して力学的には安定側であり、間隙に作用する流体圧の影響が小さい状態）分布する傾向を示し

ており、注水終了時点（953 日後）においては、平均有効応力の分布が顕著になっている。 

以上の結果から、再冠水過程における供試体内部の挙動としては、供試体が概ね飽和に到達し

て以降は、注入面（モデル下面）に作用する流体圧で注入側より排出側に向けての圧密が進展し

ながら透水していく傾向になるものと推察された。 
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図 4.2-25 累積注水量の経時変化（実績値と解析解） 
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注水開始直後 
注水開始 

43 日後 

注水開始 

203 日後 

試験開始 

953 日後 
 

図 4.2-26 飽和度分布の経時変化 

 

    

 

 

注水開始直後 
注水開始 

43 日後 

注水開始 

203 日後 

試験開始 

953 日後 
 

図 4.2-27 乾燥密度（間隙率）の経時変化 
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（MPa） 

注水開始直後 
注水開始 

43 日後 

注水開始 

203 日後 

試験開始 

953 日後 
 

図 4.2-28 平均有効応力分布の経時変化 

 

 

7)  再現解析結果（ガス注入過程） 

ガス注入過程においては以下の項目を評価し、ガス注入過程における供試体内部の状態がどの

ようになっていたかを詳細に把握した。また、破過が生じなかった理由と、可能性のある要因を

考察した。 

 累積注水量の経時変化（実測値と解析値） 

 飽和度分布 

 乾燥密度（間隙率）分布 

 平均有効応力分布 

 

a.  基本ケース 

図 4.2-29 に累積注水量の経時変化（実測値と解析解）を示す。図より、実測値と解析解とで

乖離しており、ガス注入試験終了時点（約 97 日後）では、実測値と比較して解析解の方が約

17mL 多く排水された結果となった。 

図 4.2-30 に飽和度分布を示す。図より、ガス侵入を想定した境界条件に設定して以降（44.7

日以降）も飽和度の低下が殆ど見られず（ガス侵入が殆ど確認されず）、ガス注入終了時点（約

97 日後）においても 0.1%程度の低下に留まっている。 

図 4.2-30 に乾燥密度（間隙率）分布を示す。図より、ガス注入開始以降より流体の侵入に伴

って注入側（モデル下面）の乾燥密度が減少する一方で、排出側（モデル上面）は増加しており、
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ガス注入終了時点（約 97日後）まで同様な傾向が継続している。 

図 4.2-31 に平均有効応力分布を示す。図より、ガス注入開始以降よりガス注入側（モデル下

面）の平均有効応力は流体の侵入によって徐々に減少する（引張り応力場側に移行しており、土

質材料として力学的には不安定側であり、間隙に作用する流体圧の影響が大きい状態）一方で、

排出側（モデル上面）の平均有効応力は徐々に増加しており（圧縮応力場側に移行しており、土

質材料として力学的には安定側であり、間隙に作用する流体圧の影響が小さい状態）、ガス注入

終了時点（約 97日後）まで同様な傾向が継続している。 

以上の結果から、供試体内部の挙動としては、ガス注入開始以降より注入面（モデル下面）に

作用する流体圧で注入側より排出側に向けて圧密される状態となったが、ガスが侵入する境界条

件とした 44.7 日以降もガスは供試体内に殆ど侵入することなく、注入面近傍において供試体が

排出側方向に圧密されるのみであったと考えられる。 
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図 4.2-29 累積排水量の経時変化（実測値と解析値） 

ガス侵入を想定した 

境界条件に設定 

（44.7日以降） 

3.57 cm3の累積排水量 

を観測（44.7日後） 
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図 4.2-30 飽和度分布の経時変化 

       

ガス圧載荷開始 

直前（0 日後） 

※注入側（モデル下端）を 

大気圧解放境界に設定 

ガス圧載荷開始 

直後（10-6日後） 

※注入側（モデル下端）を 

注ガス圧（水・ガス浸透）境界に設定 

ガス圧載荷開始 

44.7 日後 

※注入側（モデル下端）を 

ガス侵入（水不浸透）境界に設定 

ガス圧載荷開始 97 日後（ガス注入試験終了時点） 
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大気圧解放境界に設定 

ガス圧載荷開始直後 

（10-6日後） 

※注入側（モデル下端）を 

注ガス圧（水・ガス浸透）境界に設定 

ガス圧載荷開始 

44.7 日後 

※注入側（モデル下端）を 

ガス侵入（水不浸透）境界に設定 

ガス圧載荷開始 

97 日後 

（ガス注入試験終了時点） 

 

図 4.2-31 乾燥密度（間隙率）分布の経時変化 
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（MPa） 

ガス圧載荷開始直前 

（0 日後） 

※注入・排出側（モデル上・下端）を 

大気圧解放境界に設定 

ガス圧載荷開始直後 

（10-6日後） 

※注入側（モデル下端）を 

注ガス圧（水・ガス浸透）境界に設定 

ガス圧載荷開始 

44.7 日後 

※注入側（モデル下端）を 

ガス侵入（水不浸透）境界に設定 

ガス圧載荷開始 

97 日後 

（ガス注入試験終了時点） 

 

図 4.2-32 平均有効応力分布の経時変化 
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b.  検討ケース 

前項「基本ケース」のガス注入過程の検討において、累積排水量の経時変化における実測値と

解析解とで乖離が生じることが判明した。そこで、基本ケースに対する「検討ケース」として、

実測値と解析解のマスバランスの整合を取る観点から、前述の GETFLOWS による検討におい

て、ガス注入過程を良好に再現可能となった「2012SG②」の同定パラメータ（図 4.2-7 参照）

を採用することし、絶対浸透率は供試体の排出側（モデル上面）が圧密され、間隙率が減少傾向

となることに起因した透過性の低下を考慮して、同定された値（＝6.48×10-20 (m2)）の約 1/3 倍

相当の想定値（＝1.91×10-20 (m2)）を設定した。 

図 4.2-33 に累積注水量の経時変化（実測値と解析解）を示す。図より、実測値と解析解はほ

ぼ整合する形となった。 

図 4.2-34 に飽和度分布を示す。図より、ガスが侵入する境界条件に設定して以降（44.7 日以

降）も飽和度の低下が殆ど見られず（ガス侵入が殆ど確認されず）、ガス注入終了時点（約 97 日

後）においても 0.1%以下程度の低下に留まっている。 

図 4.2-35 に乾燥密度（間隙率）分布を示す。図より、ガス注入開始以降より流体の侵入に伴

って注入側（モデル下面）の乾燥密度が減少する一方で、排出側（モデル上面）は増加しており、

ガス注入終了時点（約 97 日後）まで同様な傾向が継続している。 

図 4.2-36 に平均有効応力分布を示す。図より、ガス注入開始以降よりガス注入側（モデル下

面）の平均有効応力は流体の侵入によって徐々に減少する（引張り応力場側に移行しており、土

質材料として力学的には不安定側であり、間隙に作用する流体圧の影響が大きい状態）一方で、

排出側（モデル上面）の平均有効応力は徐々に増加しており（圧縮応力場側に移行しており、土

質材料として力学的には安定側であり、間隙に作用する流体圧の影響が小さい状態）、ガス注入

終了時点（約 97 日後）まで同様な傾向が継続している。 

以上の結果から、供試体内部の挙動としては、ガス注入開始以降より注入面（モデル下面）に

作用する流体圧で注入側より排出側に向けて圧密される状態となったが、ガスが侵入する境界条

件とした 44.7 日以降もガスは供試体内に殆ど侵入することなく、注入面近傍において供試体を

排出側方向に圧縮するのみの挙動であったと考えられる。 

また、図 4.2-37 に供試体の排出側（モデル上面）における応力経路（Stress Path、p：平均

有効主応力、q：偏差応力）と限界状態線（CSL）の関係を示す。図より、ガス注入期間中の

Stress Path は CSL を常に下回っていることから、流体圧に起因した圧密によって平均有効応力

が増加するのみであり、せん断破壊は生じていない。よって、破過が生じなかった主な要因は図 

4.2-37 から解釈される供試体内の応力状態に起因する可能性がある。 

図 4.2-38 に供試体排出側（モデル上面）における乾燥密度と絶対浸透率の経時変化を示す

（絶対浸透率は間隙率依存性が考慮された「Kozeny 則」に従うものとした）。図より、ガス注入

開始以降の注入側からの流体圧により供試体の排出側が圧密されることで、乾燥密度の増加（間

隙率の減少）とともに絶対浸透率が低下しながら排水が継続するものと考えられる。 

図 4.2-39 に供試体注入側（モデル下面）における鉛直変位量と鉛直変位量から算定した全体

積変化（間隙体積変化）に伴う排水量の経時変化を示す。図より、供試体の鉛直変位量は最大約

5mm 程度、鉛直変位（圧密）による排水量は約 7cm3 程度と推定され、全排水量（=約 16 

cm3）のうち約 5 割を占めており、このうち供試体へのガス侵入条件とした 44.7 日以降の排水
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量は約 6.2 cm3であった（44.7日までは約 0.8 cm3）。 

以上より、ガス注入過程における主な試験挙動としては、試験開始後 44.7 日まではポーラス

メタル内の水が供試体に侵入するため、透水と供試体の圧密が併行した排水挙動を示したと考え

られるが（図 4.2-33より 44.7日までの全排水量は解析解で約 6 cm3であり、そのうち透水分が

5.2cm3、圧密排水分が 0.8cm3であると推定）、排水が完了してガス圧載荷のみとなった（ガス侵

入開始が想定された）44.7 日以降は、ガスは供試体内に殆ど侵入することなく注入面近傍にお

いて供試体を排出側方向に圧縮したのみであり、ガス圧により圧密された供試体からの排水挙動

が支配的であった（図 4.2-33 より 44.7 日以降の全排水量は解析解で約 10 cm3であり、そのう

ち圧密排水分は 6.2 cm3であるとすると、ガス侵入による置換分は約 3.8 cm3であったと推定）

と考えられる。 
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図 4.2-33 累積排水量の経時変化（実績値と解析解） 

ガス侵入を想定した 

境界条件に設定 

（44.7日以降） 

3.57 cm3の累積排水量 

を観測（44.7日後） 
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図 4.2-34 飽和度分布の経時変化 

   

（変形 

倍率：2 倍） 
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倍率：2 倍） 

ガス圧載荷開始 

直前（0 日後） 
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直後（10-6日後） 

※注入側（モデル下端）を 

注ガス圧（水・ガス浸透）境界に設定

ガス圧載荷開始 

44.7 日後 

※注入側（モデル下端）を 

ガス侵入（水不浸透）境界に設定 

ガス圧載荷開始 97 日後（ガス注入試験終了時点） 
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図 4.2-35 乾燥密度（間隙率）分布の経時変化 

0.961  

1.059 

1.157 

1.254 

1.352 

1.149 

1.547 

1.645 

1.742 

1.840  

Dry-density 



 

 

4-49 

 

 

   
 

 

（MPa） 

（変形 

倍率：2 倍） 

ガス圧載荷開始直前 

（0 日後） 

※注入・排出側（モデル上・下端）を 

大気圧解放境界に設定 

ガス圧載荷開始直後 

（10-6日後） 

※注入側（モデル下端）を 

注ガス圧（水・ガス浸透）境界に設定

ガス圧載荷開始 

44.7 日後 

※注入側（モデル下端）を 

ガス侵入（水不浸透）境界に設定 

ガス圧載荷開始 

97 日後 

（ガス注入 

試験終了時点） 

 

図 4.2-36 平均有効応力分布の経時変化 



 

4-50 

 

 

0.00 

0.50 

1.00 

1.50 

2.00 

2.50 

0 1 2 3 4 5

q
 (M

P
a)

p (MPa)

Stress Path

CSL

 
図 4.2-37 供試体排出側（モデル上面）における Stress Path と CSL の関係 
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図 4.2-38 供試体排出側（モデル上面）における乾燥密度と絶対浸透率の経時変化 

 

 
図 4.2-39 供試体注入側（モデル下面）における鉛直変位量と全体積（間隙）変化量から想定

した排水量の経時変化 
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4.2.3  ガス移行挙動解析ツールの高度化に係る解析検討のまとめ 

(1)  圧力依存透過特性モデルによる検討 

「平成 24 年度 地層処分技術調査等事業 TRU 廃棄物処分技術 人工バリア長期性能評価技術

開発 ―ガス移行挙動の評価―」における「材料試験データの取得」の中で実施された、大型供

試体（直径 60mm、高さ 200mm）を用いたガス移行試験データを対象として、再現解析による

2 相流パラメータの同定を実施した。再冠水フェーズを対象とした再現解析では、自動逆解析手

法を適用し、実測データを良好に再現可能なパラメータを同定することができた。ガス注入フェ

ーズを対象とした再現解析では、これまでに同定されている 2 パターンの 2 相流パラメータを用

いて再現解析を実施した。その結果、再冠水フェーズで同定された絶対浸透率を適用した場合、

実測された累積排水量を再現することは困難であった。これは再冠水フェーズからガス注入フェ

ーズに移行する際の減圧過程によって供試体内部が影響を受け、透過性が上昇した等の要因によ

ると考えられ、再冠水フェーズで同定された絶対浸透率の約 1.6 倍の値を用いて再現解析を行っ

たところ、流路拡幅が起こらない場合に、実測データを良く再現することができた。この結果か

ら、大型供試体を用いたガス注入試験時には、流路拡幅によって明確なガス透気経路は形成され

ておらず、通常の水・ガス 2 相流れによる移行形態であったことが示唆された。 

 

(2)  力学連成解析モデルによる検討 

 (1)の対象と同じガス移行試験データの再現解析を、既往の検討成果（平成 22 年度における

H=200mm 供試体の再冠水過程の再現解析）において得られた 2 相流物性パラメータを用いて

実施したところ、ガス注入過程の累積排水量経時変化の実測値と解析値が乖離する結果となった。

このため、ガス注入過程における累積排水量経時変化の実測値と解析値とのマスバランスの整合

を取る観点から、本年度の圧力依存性モデル（GETFLOWS）解析（ガス注入過程を良好に再

現）で採用された 2 相流特性値等のパラメータを用いガス移行試験の再現解析を実施し（検討ケ

ース）、実測値と解析解とが概ね一致する結果が得られた。解析で得られたガス注入過程のデー

タにおいては、乾燥密度や平均有効応力は供試体注入側から排出側に向かって高い分布に、また

間隙率は供試体注入側から排出側に向かって低い分布となっているので、ガスの注入によって、

注入側から排出側に向かってベントナイトが圧密されることで排出側の絶対浸透率が減少しつつ、

圧密に伴う供試体内部の間隙水が排出される挙動を示しているものと考えられた。また、ガス注

入過程における供試体排出側（モデル上面）の応力経路（Stress Path）と限界状態線（CSL）

の関係を精査すると、応力経路はガス注入期間中を通して常に限界状態線を下回っていることか

ら、供試体内の応力状態としては注入側からの流体圧に起因した平均有効応力が増加するのみで

あり、せん断破壊等は生じず力学的に安定な状態を維持することから、ガスが侵入せずに破過が

生じなかった要因と考えた。 
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4.3  解析・モデル化手法の展開に係る課題（連成挙動評価・不確実性評価等）についての検討 

4.3.1  国内外の最新動向を踏まえた解析手法・モデル化に関する課題の取りまとめ 

これまでの検討を通じて以下に示す 5 つの課題が得られた。 

 水分状態と関連付けた 2 相流パラメータの動的変化と実測データによる検証 

 セメント系材料、岩盤、材料界面などを対象としたガス移行挙動の実態解明 

 媒体変形と水・ガス 2 相流の挙動を関連付ける構成モデル（力学連成） 

 ガス発生モデルの高度化（腐食反応、酸素消費、微生物活動の影響など） 

 ガス移行挙動に関連する素過程及び関連パラメータのフィールドスケールへの適用性検討 

今後 5 箇年の研究計画策定のために、各課題に対して、本研究における現状と、国内外の最新

動向の調査を実施し、その結果を表 4.3-1 にまとめた。最新動向の整理の際に参考とした主な文

献やガス移行関連研究プロジェクトを以下に挙げる。 

 The 7th Framework Program of the European Commission: FORGE (Fate Of 

Repository Gases) 

 Dossier 2005 (ANDRA, France) 

 SR-Can main report (SKB, Sweden) 

 The 6th Framework Program of the European Commission: PAMINA (Performance 

Assessment Methodologies IN Application) 

 Carlos F. Jove Colon, et al., 2013. EBS Model Development and Evaluation Report, U. 

S. Department of Energy, Used Fuel Disposition Campaign, FCRD-UFD-2013-000312, 

SAND2013-8512P. 

 G. W. Lanyon, R. Senger, 2011. A Structured Approach to the Derivation of Effective 

Properties for Combined Water and Gas Flow in the EDZ, Transp Porous Med 90:95-

112. 

 Salomon J. Wettstein, et al., 2012. From invasion percolation to flow in rock fracture 

networks, Physica A 391, 264-277. 

 P. Suckling, et al., 2012. T2GGM Version 3.1: Gas Generation and Transport Code, 

NWMO TR-2012-23 

 田中幸久, 廣永道彦, 森敦史, 2009. 放射性廃棄物処分施設へのガス移行解析コードの適用

性に関する研究―気液 2 相流解析コードの選定と適用―, 電力中央研究所報告 研究報

告：N09003. 
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表 4.3-1 解析手法・モデル化に関する課題に対する本研究での現状と最新動向の整理 

課 題 現 状 最新動向の整理 

1) 水分状態と関連付けた2相流パラ

メータ（浸透率や毛管圧曲線）の

動的変化と実測データによる検証 

 ベントナイト中の間隙を Micropore と Mac 

ropore に分け、それらの変化によって生じ

る相対浸透率、毛細管圧力曲線のヒステリ

シスを考慮 

 室内実験データを用いた逆解析による推定 

 実測された 2 相流パラメータによる直接的

な検証は未実施 

 ベントナイト中の間隙を Micropore と Macropore に分けて取扱う構成モ

デルを TOUGHREACT- FLAC に導入した事例（右図：Carlos F. Jove 

Colon, et al., 2013） 

 ベントナイト空隙の 2 重構造のモデル化は実施されているが、2 相流パ

ラメータの変化に着目した事例は少ない 

2) セメント系材料、岩盤、材料界面

などを対象としたガス移行挙動の

実態解明 

 粘土系材料のみ 

 材料界面に沿った流体移動は圧力依存モデ

ル 

 セメント系材料、岩盤材料などを含めたガ

ス移行挙動の実態解明は未着手 

 コンクリートに関しては、力学変形は影響が小さいと考えられ、2 相流

れを主要な移行形態として取扱っている（FORGE） 

 EDZ 中の水・ガスの流れを、DFN モデル（CONNE CTFLOW）→不均

質 CPM モデル（TOUGH2）→簡略化 CPM モデルの 3 つのレベルのモ

デルによって取扱った事例（右図：G. W. Lanyon, et al., 2011） 

 
3) 媒体変形と水-ガス2相流の挙動を

関連付ける構成モデル(力学連

成） 

 水分状態変化に伴う膨潤・収縮変形と 2 相

流 パ ラ メ ー タ の 関 係 を モ デ ル 化

（GETFLOWS） 

 BB モデルによる力学連成解析（Code_ 

Bright） 

 流路拡幅モデルの導入事例 

・水・ガス 2 相流れに加えて、ある圧力閾値を超えた際に、絶対浸透率、間隙率および毛細管圧力を変化 

・Nicola Calder (2013)、Pierre Gerard (2013)、など 

 力学連成モデルによる検討事例 

・水・ガス 2 相流れと応力場の連成解析（力学連成モデル：OGS、Code_Bright、Lagamine、TOUGH-FLAC、など） 

・Arnedo, et al. (2013)、Gerard, et al. (2013)、Olivella, et al. (2013)、Shao, et al. (2013)、 Yamamoto, et al. (2013)、な

ど 

 上記 2 モデルを組み合わせた事例は無い 

4) ガス発生モデルの高度化（腐食反

応、酸素消費、微生物活動の影響

など） 

 TOUGHREACT を用いた金属腐食に伴うガ

ス発生のみをモデル化 

 V&V（検証と妥当性確認）未実施 

 ガス発生モデル 

・T2GGM v3.1（NWMO）：水・ガス 2 相流コード TOUGH2-MP とガス発生モデル

GGM との連成モデル（右図：P. Suckling, et al., 2012） 

・GRM（LLWR） 

・GAMMON/SMOGG（UK NIREX/ND A） 

 有機物の微生物分解、微生物によるメタン生成（水素消費）、金属腐食等の考慮 

5) ガス移行挙動に関連する素過程及

び関連パラメータのフィールドス

ケールへの適用性検討 

 室内試験データの再現解析から同定された 2

相流パラメータを実機スケールに適用して

検討 

 多数の透気試験データを用いて同定された 2

相流パラメータのフィールドスケールへの

適用性検証はできていない（アップスケー

リング） 

 室内試験データの再現解析から同定された 2 相流パラメータを処分施設を模擬としたモデルに適用して評価 

・田中ら（2009）、など 

 同定されたパラメータの次元性や不均質性に着目した検討事例は少ない。 
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「水分状態と関連付けた 2 相流パラメータの動的変化と実測データによる検証」に関して、現

状では、ベントナイト中の間隙を Micropore と Macropore に分け、それらの変化によって生じ

る相対浸透率、毛細管圧力曲線のヒステリシスを考慮し、室内実験データを用いた逆解析によっ

て 2 相流パラメータを推定（排水量等の実測データを再現する 2 相流パラメータを同定）してい

る。しかし、実測された 2 相流パラメータによる直接的な検証は未実施である。本研究以外での

検討事例としては、ベントナイト中の間隙を同様に Micropore と Macropore に分けて取扱う構

成モデルを TOUGHREACT-FLAC に導入した事例など、ベントナイト空隙の 2 重構造のモデル

化は実施されているが、2 相流パラメータの変化に着目した事例は少ない。 

「セメント系材料、岩盤、材料界面などを対象としたガス移行挙動の実態解明」に関して、こ

れまでの検討では、粘土系材料のみに着目しており、セメント系材料、岩盤材料などを含めたガ

ス移行挙動の実態解明は未着手である。海外の研究機関やプロジェクトでは、コンクリートや

EDZ など、粘土系材料以外のガス移行挙動に着目したモデリング事例が検討されている。 

「媒体変形と水・ガス 2 相流の挙動を関連付ける構成モデル（力学連成）」に関して、これま

での検討では力学連成事象に着目した解析として、ベントナイトの膨潤・収縮に伴う 2 相流パラ

メータの動的変化を従来の 2 相流モデルに組み込んだ手法や流路拡幅モデル（GETFLOWS）、

BB モデルによる力学連成モデル（CODE_BRIGHT）を適用してきた。その他の検討事例でも、

本研究と同様に、流路拡幅モデルの導入事例や力学連成モデルを用いた検討事例が多く見られた

が、これら 2 モデルを組み合わせた事例は無かった。 

「ガス発生モデルの高度化（腐食反応、酸素消費、微生物活動の影響など）」に関して、これ

までの検討では、THC 連成解析コード TOUGHREACT を用いて、ガス発生に着目した解析を

実施している。但し、希薄溶液系における鉄の腐食反応のみを取扱う単純系を対象としたもので

あった。本研究以外での検討では、多くの適用事例を持つガス発生モデルがいくらか存在し、そ

の中では、有機物の微生物分解、微生物によるメタン生成（水素消費）や金属腐食等を考慮した

より高度なものであった。 

「ガス移行挙動に関連する素過程及び関連パラメータのフィールドスケールへの適用性検討」

に関して、現状では、室内試験データの再現解析から同定された 2 相流パラメータを実機スケー

ルにそのまま適用して評価を行っているが、その適用性の検証は未実施である。また、確証され

た 2 相流パラメータもこれまでの「ガス移行に係る解析・モデル化の高度化」の検討を通じて得

られたものであり、多数存在するわけではない。その他の検討でも同様に、室内試験データの再

現解析から同定された 2 相流パラメータを、処分施設を模擬したモデルに適用した事例があるが、

同定されたパラメータの次元性や不均質性に着目した検討事例は限定的である。 

4.3.2  今後 5 年間の解析手法・モデル化高度化のための研究計画策定 

前項にて整理した本研究の現状と、国内外の最新動向を踏まえ、今後 5 箇年程度を想定した研

究展開内容として、以下に示す 3 つの Work Package（WP）を設定した。 

 WP1：人工バリア中のガス移行挙動の現象理解 

 WP2：ガス移行データライブラリの運用 

 WP3：次世代モデリング技術開発 
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WP1 では、ガス発生・移行挙動を説明可能なモデル化手法の高度化を目標成果とする。ここ

では、これまで実施してきているガス透気試験系の確証計算を通じて、パラメータの同定を引き

続き継続する。粘土系材料だけでなく、他材料を用いた試験データが利用可能な場合には、それ

らのパラメータに関しても検討対象とする。また、これまでに同定してきたパラメータの再評価

を実施する。評価に際しては、次元性や不均質性などに着目した検討を行う。また、媒体変形と

水-ガス 2 相流の挙動を関連付ける構成モデルの改良（THM 連成解析）やガス発生モデルとの結

合（THC 連成解析）を行う。 

WP2 では、より多くの確証データ・構成モデルを蓄積し、有効利用することを目標成果とす

る。ここでは、確証されたデータ・構成モデルの蓄積を行い、それらを利用し、ガス移行データ

ライブラリの運用を進める。 

今後、確証データが充実し、複数のモデルによって検討を実施する際に、それらの不確実性を

考慮することが重要となる。また、これまでより長期・広域スケールを対象とした検討が必要に

なってくると予想される。そこで、WP3 では、データ・モデルの不確実性を考慮し、最適な規

模・解像度のモデルによってガス移行経路を評価することを目標成果とする。この中では、高解

像度・大容量モデルによるガス移行経路の評価を行う。この際に、データ・モデルの不確実性を

考慮し、確率論的な取扱いを検討する。さらには、各種の設計解析や安全評価解析を効率的に行

うことができるサローゲートモデリング（Surrogate Modeling）の導入を試行する。 

3 つの Work Package とその検討内容を表 4.3-2 にまとめた。 
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表 4.3-2 3 つの Work Package と実施内容 

WP1：人工バリア中のガス移行挙動の現象理解 

目標成果：ガス発生・移行挙動を説明可能なモデル化手法を高度化すること 

  ガス透気試験系の確証計算（粘土系材料、他材料） 

 同定パラメータの再評価（適用性検証、次元性、不均質性、アップスケーリング） 

 媒体変形と水-ガス 2 相流の挙動を関連付ける構成モデルの改良（最新の構成モデルの

調査と組み込み、THM 連成） 

 ガス発生モデルとの結合 

WP2：ガス移行データライブラリの運用 

目標成果：より多くの確証データ・構成モデルを蓄積し、有効利用すること 

  確証されたデータ・構成モデルの蓄積 

 蓄積データ・モデルの有効利用 

WP3：次世代モデリング技術開発 

目標成果：データ・モデル等の不確実性を考慮し、最適な規模・解像度のモデルによってガス

移行経路を評価すること 

  高解像度・大容量モデルによるガス移行経路の評価（圧力依存透過性モデル、力学連

成モデルなど） 

 アンサンブル評価（不確実性、確率論的取扱、サロゲートモデリング） 

 

平成 26～29 年の 5 年間を仮定し、提示した WP 内の各検討項目の実施予定期間と項目間の相

互関係を図 4.3-1 に示す。各年度における具体的な実施予定案は以下の通りである。 

平成 26 年度は、粘土系材料や他材料の試験データを対象とした確証計算によるパラメータ同

定を実施する。得られたパラメータはガス移行データライブラリに蓄積する。また、ガス発生モ

デルとの結合および、高解像度・大容量モデルによるガス移行経路の評価に着手する。 

平成 27 年度は、平成 26 年度と同様に試験データを用いた確証計算によるパラメータ同定お

よび、ガス移行データライブラリへのデータ蓄積を引き続き継続する。また、ガス発生モデルと

の結合を行い、媒体変形と水-ガス 2 相流の挙動を関連付ける構成モデルの改良にも着手する。 

平成 28 年度においても、引き続きパラメータ同定、ガス移行データライブラリへのデータ蓄

積および、媒体変形と水-ガス 2 相流の挙動を関連付ける構成モデルの改良を継続する。ここま

でに得られてきたパラメータの再評価を実施し、ガス移行データライブラリへ得られた知見を反

映する。平成 27 年度のガス発生モデルと結合した手法を用いて、モデルの相違によって生じる

解析結果の幅を評価する。 

平成 29 年度には、パラメータの同定および、同定パラメータの再評価を継続して行い、ガス

移行データライブラリへ得られた知見を反映する。平成 28 年度に導入した媒体変形と水-ガス 2

相流の挙動を関連付ける構成モデルを加え、モデルの不確実性を評価する。また、各種の設計解

析や安全評価解析を効率的に行うことができるサローゲートモデリング（Surro gate 

Modeling）の導入を試行する。最後に 5 箇年の検討内容の取りまとめを実施する。 
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図 4.3-1 今後の研究計画と WP 内の各検討項目間の相互関係 
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4.4  TRU 廃棄物処分施設の概念モデルを用いた時系列解析 

4.4.1  対象システムの設定 

前項「今後の解析手法・モデル化高度化のための研究計画策定」の中で挙げた 3 つの Work 

Package のうち、「WP3：次世代モデリング技術開発」で検討予定の「高解像度・大容量モデ

ルによるガス移行経路の評価」の事前検討として、ここでは、これまでの検討で用いてきた第

2 次 TRU レポートの概念に準拠した廃棄物処分システムを対象とし、より精緻な高解像度 2 次

元モデルによる検討を実施する。廃棄体からのガス発生を考慮し、ベントナイト（緩衝材）の

流路拡幅を考慮した水・ガスの 2 相流れを解析する。廃棄体からの発熱は考慮せず、等温状態

を前提とする。これまでの検討で構築してきた 2 つのモデル（2007 年度、2010 年度）による

解析も実施し、施設内圧力や累積押出し水量、ガス透気経路等の比較を行う。 

本検討で対象とする廃棄体は、第 2 次 TRU レポート[1]に示された廃棄体グループ 2（ハル・

エンドピース圧縮収納体）とし、地質環境条件は軟岩系岩盤（SR-C 準拠）、処分深度は地表面よ

り 500m とする。対象とする処分システム概念を図 4.4-1 に示す。ここでは、処分坑道を深度方

向に輪切りにした 2 次元断面として取扱う。処分坑道の内径は 11.4m、支保工の厚さは 0.6m、

廃棄体サイズは幅 6.0m、高さ 6.4m、鋼製構造躯体の厚さは 0.05m である。 

 

対象廃棄体：グループ 2 

 

【処分坑道断面】 
処分坑道サイズ ：内径 11.4m 
支保工厚さ  ：0.6m 
廃棄体サイズ  ：W6.0m×H6.4m 
鋼製構造躯体厚さ ：0.05m 

【地質環境条件】 
軟岩系岩盤 ：第 2 次 TRU レポート SR-C 準拠 
処分深度 ：GL-500m 

【人工バリア材料特性】 
緩衝材 ：有効粘度密度 1.36Mg/m3 

   珪砂含有率 0% 

セメント系材料 

図 4.4-1 モデル化の対象とする処分システム 
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4.4.2  解析モデルの構築 

(1)  解析コード 

解析には、多相多成分流体を対象とした汎用地圏流体シミュレータ GETFLOWS (General- 

purpose Terrestrial fluid-FLOW Simulator)[9]を用いた。 

支配方程式や数値解法は 4.2.2 (1) にて示した通りである。 

 

(2)  解析モデル 

前項で示した処分システムを対象とし、解析モデルを構築した。解析対象範囲は、第 2 次

TRU レポートの条件設定に基づき、坑道離間距離を 4D（Dは支保工を含む坑道内径 12.6m）と

し、処分坑道配置の周期対称性を前提とした 1/2 対象領域とする。また、深度方向には廃棄体か

らのガス発生に伴う圧力上昇の影響が無視できる考えられる十分な範囲として、深度 1,000m ま

でをモデル化とした。 

構築した解析モデル（2013 年モデルとする）を図 4.4-2 に示す。また、これまでの検討にて

構築した 2 つのモデル（2007 年モデル、2010 年モデルとする）と比較したものを図 4.4-3 に示

す。2007 年、2010 年、2013 年モデルの総格子数はそれぞれ、2,139、29,548、144,504 となり、

施設内の格子解像度はそれぞれ、約 60cm、約 20cm、5cm とした。考慮する材料は、廃棄体、

鋼製構造躯体（底部と側部を区別）、緩衝材、インバート、支保工、掘削影響域（EDZ）、岩盤で

ある。 

 

3.0

0.6

11.4

0.6

3.0

1.25

3.0 0.62.7 3.0

(m)

緩衝材

コンクリート支保工

EDZ

廃棄体

インバート

岩盤

銅製構造駆体

1.25

※鋼製構造躯体の厚さ5cm

2.5

6.4

 

図 4.4-2 解析モデル（施設周辺拡大、2013年モデル） 



 

 

4
-6

0
 

2007年モデル 2010年モデル 2013年モデル 

緩衝材

コンクリート支保工

EDZ

廃棄体

インバート

岩盤

銅製構造駆体

 

緩衝材

コンクリート支保工

EDZ

廃棄体

インバート

岩盤

銅製構造駆体

 

緩衝材

コンクリート支保工

EDZ

廃棄体

インバート

岩盤

銅製構造駆体

 

総格子数：2,139、施設内解像度：約 60cm 総格子数：29,548、施設内解像度：約 20cm 総格子数：144,504、施設内解像度：5cm 

図 4.4-3 使用する 3つの解析モデル 
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(3)  解析条件 

1)  流体物性 

本検討で取扱う流体（水、水素）の物性を示す。本検討では等温状態を仮定するため、流体物

性は圧力によってのみ変化する。第 2 次 TRU レポートを参考に、地表面温度を 15℃、地温勾配

を 0.03℃/m とすると、処分坑道がある地表面から深度 500m では 30℃となるため、ここでは

30℃の等温状態を前提とする。 

理科年表より30ሺԨሻにおける標準大気圧101,325ሺܲܽሻでの水の密度ߩ௪଴を995.65ሺ݇݃/݉ଷሻ、粘性

係数ߤ௪଴を0.797 ൈ 10ିଷሺܲܽ	ݏሻとし、以下の式により水圧の関数として取り扱う。 

௪ߩ ൌ ௪଴൫1ߩ ൅ ௙ሺܥ ௪ܲ െ ଴ܲሻ൯ (4.4-1) 

௪ߤ ൌ ௪଴൫1ߤ ൅ ఓሺܥ ௪ܲ െ ଴ܲሻ൯ (4.4-2) 

ここに、ߩ௪、ߤ௪、ܥ௙、ܥఓ、 ௪ܲ、 ଴ܲはそれぞれ、水の密度ሺ݇݃/݉ଷሻ、粘性係数ሺܲܽ ∙ ሻ、圧縮率ݏ

ሺ1/ܲܽሻ、粘性係数の増加率 ሺ1/ܲܽሻ、水圧 ሺܲܽሻ、参照圧力 ሺܲܽሻであり、圧縮率には0.45 ൈ

10ିଽሺ1/ܲܽሻ、粘性係数の増加率には1.0 ൈ 10ିଵ଴ሺ1/ܲܽሻ、参照圧力には標準大気圧と同じ

101,325ሺܲܽሻを設定した。 

理科年表より30ሺԨሻにおける標準大気圧101,325ሺܲܽሻでの空気の密度1.165ሺ݇݃/݉ଷሻと、水素の

空気に対する比重0.0695ሺെሻから、標準大気圧での水素の密度ߩ௚଴を8.097 ൈ 10ିଶሺ݇݃/݉ଷሻとした。

また、粘性係数ߤ௚଴は理科年表に記載された以下の式より9.007 ൈ 10ି଺ሺܲܽ	ݏሻとした。密度はガス

圧に比例するものとし、粘性係数は変化しないものとした。 

௚଴ߤ ൌ ଶ଴ߤ ൬
ଶܶ଴ ൅ ܥ
ܶ ൅ ܥ

൰ ൬
ܶ

ଶܶ଴
൰
ଷ/ଶ

 (4.4-3) 

ここに、ܶ、ܥはそれぞれ、温度ሺܭሻ、水素のサザランド定数ሺെሻであり、添え字20は標準大気圧

101,325ሺܲܽሻ、20ሺԨሻにおける値を示す。ߤଶ଴ ൌ 8.8 ൈ 10ି଺ሺܲܽ	ݏሻ、 ଶܶ଴ ൌ 293.15ሺܭሻ、水素のサザ

ランド定数にはܥ ൌ 72ሺെሻを設定した。 

 

2)  水理物性 

材料毎の水理物性の一覧を表 4.4-1 にまとめた。緩衝材に関しては、表 4.2-6 に示した、排水

過程の実測データを再現するものとしてこれまでの検討で同定されたパラメータのうち、2012

年度 SG①を適用した。その他の材料に関しては、安藤ら[14]に示された値を用いた。相対浸透

率および、毛細管圧力を表現する構成モデルを表 4.4-2、表 4.4-3 に示した。各材料の相対浸透

率曲線および、毛細管圧力曲線を図 4.4-4～図 4.4-6 に示す。 
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表 4.4-1 水理物性一覧 

部材 
絶対浸透率 

 ௣ሺ݉ଶሻܭ

相対浸透率݇௥ ሺെሻ 毛細管圧力 ௖ܲ ሺܲܽሻ 
有効 

間隙率

߶ሺെሻ 

固相 

圧縮率 

 ௥ሺ1/ܲܽሻܥ
モデル

残留水相

飽和度 

ܵ௪௥ሺെሻ 

残留ガス

相飽和度

௚ܵ௥ሺെሻ 

係数 

݉ሺെሻ

係数 

݊ሺെሻ 
モデル 

残留水相

飽和度 

ܵ௪௥ሺെሻ 

ガス 

侵入圧 

௘ܲሺܲܽሻ 

係数 

଴ܲሺܲܽሻ 

間隙分

布係数

݊ሺെሻ 

廃棄体 

（グループ

2） 

水 4.10E-18 

ݕ݁ݎ݋ܥ 0.15 0.075 25 2.3 ܰܽ 0.15 6.9E+4 5.0E+6 1.05 0.19 1.03E-10 
ガス 3.00E-15 

構造躯体 
水 4.10E-18 

ݕ݁ݎ݋ܥ 0.15 0.075 25 2.3 ܰܽ 0.15 6.9E+4 5.0E+6 1.05 0.42※ 1.03E-10 
ガス 3.00E-15 

緩衝材 
水 4.49E-20 

 ― 0 0.228 ܩݒ
2.455

3.24E+5 ― 0.228 ܩݒ 3.297 0.497 1.00E-9 
ガス 4.49E-19 2.474

支保工 
水 4.10E-18 

ݕ݁ݎ݋ܥ 0.15 0.075 25 2.3 ܰܽ 0.15 6.9E+4 5.0E+6 1.05 0.13 5.92E-10 
ガス 3.00E-15 

インバート 
水 4.10E-18 

ݕ݁ݎ݋ܥ 0.15 0.075 25 2.3 ܰܽ 0.15 6.9E+4 5.0E+6 1.05 0.13 5.92E-10 
ガス 3.00E-15 

掘削影響域

（EDZ） 

水 8.20E-15 
ݕ݁ݎ݋ܥ 0.6 0 4 3 ܰܽ 0 3.4E+4 8.0E+5 0.35 0.3 3.43E-10 

ガス 7.80E-14 

岩盤 

（SR-C） 

水 8.20E-17 
ݕ݁ݎ݋ܥ 0.6 0 4 3 ܰܽ 0 3.4E+4 8.0E+5 0.35 0.3 3.43E-10 

ガス 7.80E-16 

※鋼製構造躯体の側部の有効間隙率は 0.50 とした 
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表 4.4-2 相対浸透率曲線を表現する構成モデル 

݊ܽݒ ݕ݁ݎ݋ܥ  ሻܩݒሺ	݊݁ݐ݄ܿݑ݊݁ܩ

݇௥௪ ൌ ܵ௪௘
௠ 

݇௥௚ ൌ ሺ1 െ ܵ௪௘ሻ௡ሺ1 െ ܵ௪௘
௡ሻ 

ܵ௪௘ ൌ ሺܵ௪ െ ܵ௪௥ሻ/ሺ1 െ ܵ௪௥ െ ௚ܵ௥ሻ 

݇௥௪ ൌ ඥܵ௪௘൫1 െ ሺ1 െ ܵ௪௘
ଵ/௠ሻ௠൯

ଶ
 

݇௥௚ ൌ ට ௚ܵ௘൫1 െ ሺ1 െ ௚ܵ௘
ଵ/௠ሻ௠൯

ଶ
 

ܵ௪௘ ൌ ሺܵ௪ െ ܵ௪௥ሻ/ሺ1 െ ܵ௪௥ െ ௚ܵ௥ሻ 

௚ܵ௘ ൌ ሺ ௚ܵ െ ௚ܵ௥ሻ/ሺ1 െ ܵ௪௥ െ ௚ܵ௥ሻ 

݉ ൌ 1 െ 1/݊ 

 

表 4.4-3 毛細管圧力曲線を表現する構成モデル 

݊ܽݒ ሺܰܽሻ	݄݊ܽ݉݅ݏܽݎܽܰ  ሻܩݒሺ	݊݁ݐ݄ܿݑ݊݁ܩ

௖ܲ ൌ ௘ܲ ൅ ଴ܲ ൬
1 െ ܵ௪
ܵ௪ െ ܵ௪௥

൰
ଵ/௡

 
௖ܲ ൌ ଴ܲሺܵ௪௘

ିଵ/௠ െ 1ሻଵ/௡ 

ܵ௪௘ ൌ ሺܵ௪ െ ܵ௪௥ሻ/ሺ1 െ ܵ௪௥ െ ௚ܵ௥ሻ 

݉ ൌ 1 െ 1/݊ 
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図 4.4-4 相対浸透率と毛細管圧力曲線（廃棄体、鋼製構造躯体、支保工、インバート） 
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図 4.4-5 相対浸透率と毛細管圧力曲線（緩衝材） 
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図 4.4-6 相対浸透率と毛細管圧力曲線（掘削影響域、岩盤） 

 

3)  初期・境界条件 

初期状態はモデル全域において地表面に水位があるとした静水圧とし、完全に水で飽和した状

態とした。上面、底面は定圧境界、側面は不透水境界に設定した。 

本検討では、廃棄体からのガス発生を考慮する。ガス発生速度は安藤ら（2005）に示された

ものを設定した（図 4.4-8） 
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静
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全
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25.2m

定圧境界  
図 4.4-7 初期・境界条件 
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図 4.4-8 ガス発生速度の時間変化（出典：安藤ら [14]） 

 

 

 

(4)  出力諸量 

出力諸量は以下の通りとなる。 

 評価点におけるガス相圧力の時間変化 

 坑道からの累積押出し水量の時間変化 

 ガス相圧力分布 

 水相飽和度分布 

 流路拡幅箇所分布 

 

なお、評価点は図 4.4-9 に示す位置とした。評価点の位置は 2007 年/2010 年/2013 年の 3 つ

のモデルでほぼ同じ位置に設定した。 
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岩盤

掘削影響域

支保工

緩衝材

鋼製構造躯体
廃棄体

評価点
 

図 4.4-9 評価点位置図 
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4.5  時系列解析の実施 

評価点におけるガス相圧力の時間変化および、坑道からの累積排水量の時間変化を図 4.5-1 に

示す。比較のために 3 つの解析モデルの結果を同図中に示した。坑道からの累積排水量は、単位

奥行長さ当たりの排水量を示している。また、ガス相圧力、水相飽和度および、流路拡幅箇所に

対して、約 10 年後、30 年後、50 年後、100 年後、250 年後、500 年後、750 年後、1,000 年後

における分布を 3 つの解析モデルで比較したものをそれぞれ図 4.5-2～図 4.5-4 に示した。 

計算開始と同時に廃棄体内部からガスが発生し、それに伴い施設内の圧力上昇および、押出し

排水量の増加が起こる。いずれのモデルでも、約 35～40 年後において廃棄体と構造躯体の圧力

が急激に低下している。これは廃棄体右上隅角部の緩衝材において、2007 年、2010 年モデルで

は上方向に、2013 年モデルでは上方向と右方向に流路拡幅が短期間で連続して発生したためと

考えられる。その後、緩衝材内の流路拡幅範囲が徐々に拡大していき、緩衝材内のほぼ全域で流

路拡幅が生じた後、約 1,000 年前後で坑道外へガスが透気する結果となっている。2007 年モデ

ルでは約 34 年後に流路拡幅に伴う圧力低下が始まり、2010 年モデルでは約 35 年後、2013 年モ

デルでは約 39 年後となっている。これは、格子解像度が高くなるに従い、圧力低下が遅れる、

つまり、流路拡幅発生が遅れることを示している。空隙損傷モデルでは、ガス移行時の上流側格

子のガス相圧力が、下流側格子の水相圧力と圧力閾値の和を超えた時に流路拡幅が発生するとし

ている。通常、格子解像度が低ければ、格子間の差圧は大きくなり、空隙損傷モデルのスケール

依存性が要因の一つとして考えられる。また、2007 年モデルと 2010 年モデルでは、約 35 年後

以降から約 1,000 年後までにガス相圧力の短周期の変動成分が見られる。緩衝材内で流路拡幅が

起こった際に、一時的に圧力低下が起こる。廃棄体内からガスは常に発生しているため、その後

圧力が回復し、別の場所で流路拡幅が起こり、再度圧力低下を引き起こす。この現象を繰り返す

ために圧力の変動が起こっていると考えられる。2013 年モデルは格子解像度が高いため、各格

子の流路拡幅時の圧力低下に対する影響が、他の 2 つのモデルと比較して相対的に小さくなるた

め、圧力の変動成分が見えていないと解釈される。細かい点では 3 つのモデルで結果の違いがあ

るものの、本検討の範囲内では、いずれの出力諸量に対しても、大きな傾向の相違は無いと言え

る。約 35～40 年後に発生した廃棄体右上隅角部の流路拡幅範囲は、2007 年・2010 年モデルと、

2013 年モデルで異なっている。仮に、この流路拡幅発生時に支保工の透過性が高く、坑道外へ

透気するような材料であった場合には、解像度の違いでガス移行経路が異なってくることが予想

される。今後はパラメータの不確実性を考慮し、ガス移行経路の評価行っていく必要があると考

えられる。 
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図 4.5-1 評価点におけるガス相圧力と坑道からの累積押出し水量の比較 
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図 4.5-2 ガス相圧力の比較 
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図 4.5-3 水相飽和度の比較 
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図 4.5-4 流路拡幅箇所の比較 
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4.6  まとめおよび今後の課題 

4.6.1  ガス移行挙動解析ツールの高度化に係る解析検討 

圧力依存透過特性モデルによる検討 

 「平成 24 年度 地層処分技術調査等事業 TRU 廃棄物処分技術 人工バリア長期性能評価

技術開発 ―ガス移行挙動の評価―」における「材料試験データの取得」の中で実施され

た、大型供試体（直径 60mm、高さ 200mm）を用いたガス移行試験データを対象として、

再現解析による 2 相流パラメータの同定を実施した。 

 再冠水フェーズを対象とした再現解析では、自動逆解析手法を適用し、実測データを良好

に再現可能なパラメータを同定することができた。 

 ガス注入フェーズを対象とした再現解析では、これまでに同定されている 2 パターンの 2

相流パラメータを用いて再現解析を実施した。その結果、再冠水フェーズで同定された絶

対浸透率を適用した場合、実測された累積排水量を再現することは困難であった。再冠水

フェーズからガス注入フェーズに移行する際の減圧過程によって供試体内部が影響を受け、

透過性が上昇した等の要因が考えられた。 

 そこで、再冠水フェーズで同定された絶対浸透率の約 1.6 倍の値を用いて再現解析を行っ

た所、流路拡幅が起こらない場合に、実測データを良く再現することができた。この結果

から、大型供試体を用いたガス注入試験時には、流路拡幅によって明確なガス透気経路は

形成されておらず、通常の水・ガス 2 相流れによる移行形態であったことが示唆された。 

 

力学連成解析モデルによる検討 

 既往の検討成果（平成 22 年度、H=200mm 供試体の再冠水過程の再現解析）において得

られた 2 相流物性を用いたガス移行試験の再現解析（基本ケース）を実施したところ、ガ

ス注入過程の累積排水量経時変化の実測値と解析値が乖離する結果となった。 

 ガス注入過程における累積排水量経時変化の実測値と解析値とのマスバランスの整合を取

る観点から、本年度の GETFLOWS 解析（ガス注入過程を良好に再現）で採用された 2

相流特性値等を用いたガス移行試験の再現解析（検討ケース）したところ、実測値と解析

解とが概ね一致する結果となった。 

 基本ケースおよび検討ケースのガス注入過程においては、乾燥密度（間隙率）や平均有効

応力が供試体注入側から排出側に向かって高い分布になっていることから（間隙率は供試

体注入側から排出側に向かって低い分布となる）、注入側から排出側に向かって圧密され

ることで排出側の絶対浸透率が減少しつつ、圧密に伴う供試体内部の間隙水が排出される

挙動を示しているものと考えられた。 

 検討ケースのガス注入過程における供試体排出側（モデル上面）Stress Path と CSL の関

係を精査したところ、Stress Path はガス注入期間中を通して常に CSL を下回っているこ
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とから、供試体内の応力状態としては注入側からの流体圧に起因した平均有効応力が増加

するのみであり、せん断破壊等は生じず力学的に安定な状態を維持することから、ガスが

侵入せずに破過が生じなかった要因として挙げられる。 

 本検討における力学連成モデルにおけるガス注入過程の再現解析では、供試体の変形と圧

密による排水が支配的になる結果となったが、この要因として飽和時の供試体が比較的変

形し易い力学パラメータを採用したことによると考えられる。 

 圧力依存透過特性モデルの検討結果で見られたようなガス侵入による排水挙動（供試体内

の水・ガス二相流れによる移行形態）の再現に寄与するため、飽和時の変形に係わる力学

パラメータ（P0*、κ0、λ0 等）を文献値では無く適切に見直す（あるいは試験によって取得

する）ことで、ガス注入時の供試体の力学的挙動とガス移行挙動を再評価していくことが

今後の課題として挙げられる。 

 

 

4.6.2  解析・モデル化手法の展開に係る課題（連成挙動評価・不確実性評価等）についての検

討 

 平成 19-24 年度に実施した検討を通じて得られた 5 つの課題に対して、本研究における現

状と国内外の最新動向の調査を実施した。 

 本調査結果をもとに、今後 5 箇年の研究内容として以下に示す 3 つの Work Package

（WP）を設定した。 

 WP1：人工バリア中のガス移行挙動の現象理解 

 WP2：ガス移行データライブラリの運用 

 WP3：次世代モデリング技術開発 

 各 WP に対して目標成果と実施内容を示し、実施予定期間を提示し、それらの相互関係を

明確にした。 

 

4.6.3  TRU 廃棄物処分施設の概念モデルを用いた時系列解析 

 第 2 次 TRU レポートに示された典型的な TRU 廃棄物処分施設（廃棄体グループ 2、軟

岩系岩盤（SR-C 準拠）、処分施設深度 500m）を対象とし、従来より精緻な高解像度 2 次

元モデルを用いてガス移行解析を実施し、解像度の違いによる、施設内圧力や累積押出し

水量および、ガス透気経路の相違を把握した。 

 解析モデルはこれまでの検討で構築した 2 つのモデル（2007 年モデル、2010 年モデル）

と、本検討で構築した高解像度モデル（2013 年モデル）の 3 つを用いた。 

 本検討の範囲内では格子解像度の違いによって、流路拡幅による施設内圧力の低下時期や、
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流路拡幅時の圧力の変化挙動等に多少の違いが見られたものの、いずれの出力諸量に対し

ても大きな傾向の相違は確認されなかった。 

 本検討において、処分施設材料のパラメータによっては、ガス透気経路が解像度の違いで

変わってくる可能性が考えられ、今後はパラメータの不確実性を考慮し、ガス移行経路の

評価行っていく必要があると考えられる。 
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第 5 章 ガス移行シナリオの拡張に関する検討 

5.1  検討の概要 

5.1.1  検討目的 

本検討は、TRU 廃棄物の処分に係る人工バリアの長期性能評価に関する課題の解決に取り組むもの

であり、人工バリア材の長期挙動及びガス移行挙動に対する理解を深め、人工バリア性能評価に係る技

術的信頼性の向上及び技術基盤の確立を目的とした。 

 

5.1.2  検討背景 

本検討は、平成 19-24 年度にわたり実施した「TRU 廃棄物処分技術 人工バリア長期性能評

価技術開発 ―ガス移行挙動の評価―」[3][4][5][6][7][8]の成果をもとに、より安全評価へ資する

シナリオ構築を展開することを目的として行うものである。 

平成 24 年度までの「ガス移行挙動の評価」の検討では、TRU 廃棄物処分に係わるガス移行挙

動評価手法の構築として、周辺岩盤を含む人工バリアの時系列状態変遷とそれらが有する不確実

性を考慮したガス挙動評価シナリオを設定すると共に、安全評価シナリオ設定のための手法を併

せて整備した。シナリオ構築の前提となる時系列状態変化表に記述した内容については、第 2 次

TRU レポート[1]を用いた FEP リストを基本に最新の知見を集約し、根拠資料や統合 FEP 関連

図として取りまとめ、さらに今後の方針を探るための指標となる資料を作成した。また、予備的

な安全評価に至るまでの課題とその対応策について取りまとめた。時間的・空間的に増大する不

確実性には、シナリオ・モデル・パラメータを組み合わせ、必要に応じ保守性を担保しながら対

応する方策が考えられ、さらには要素試験と工学規模システム試験を実処分スケールでの境界条

件・形状・寸法効果などを考慮して組合せることや、それらの結果を再現するモデルの整備が必

要であることを示した。なお、昨年度の成果内容については報告書 にて参照できる。 

平成 25 年度の検討では、24 年度までの検討成果を受け、「ガス移行挙動の評価」５ヵ年計画の

初年度として、以下の検討項目を実施した。 

5.2  検討項目と検討概要 

 本検討では、以下の項目を実施した。 

5.2.1  TRU 廃棄物処分概念全体を対象としたシナリオの構築と関連する不確実性の特定及び安

全評価上の課題抽出 

本検討では、昨年度までのグループ 2 の処分概念を対象としたシナリオ検討成果をベースに、他の

グループを対象としたシナリオを構築することを目的に、処分概念における不確実性を特定した上で、技
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術課題を抽出した。主要な成果を以下に示す。 

(1) 各グループの特徴の整理および状態変化表の作成 

本検討では、TRU2 次レポートおよび NUMO の地層処分低レベル廃棄物の処分概念を対象に、

対象とする廃棄物分類、人工バリアシステム概念、ガス発生の要素などの特徴を整理した。その

結果よりグループ 3 を選定し、状態変化表、安全機能の展開表、統合 FEP の関連図を作成した。 

(2) シナリオ整理シートの作成 

本検討では、(1)の作業をベースに、選定したグループ 3 を対象にシナリオ設定上での不確実性

を考慮した上で、シナリオ整理シートを作成した。 

(3) 予備的安全評価における不確実性の検討と関連する技術課題の抽出 

本検討では、シナリオ構築上の不確実性を考慮した整理表をもとに、ガス影響に係わる予備的

安全評価に向けての不確実性を特定し、技術課題として取りまとめた。 

 

5.2.2  TRU 廃棄物処分概念に係る人工バリア材料に係る現状の知見の整理 

本検討では、TRU レポート（一次および二次）、ならびにそれ以降に JAEA、NUMO その他機関より

提示されている TRU 処分概念について人工バリア材料とガス発生・移行の概念の整合性の観点で整理

し、そのうえで解決すべき課題とそのための研究についてとりまとめ、平成 24 年度までに整備した知見

の整理シートに追記した。なおその際、海外における放射性廃棄物処分に係るガス移行対策に係る知見

（スイス Nagra の GAST プロジェクトなどの成果）も参考とした。 
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5.3  検討結果 

5.3.1  TRU 廃棄物処分概念全体を対象としたシナリオの構築と関連する不確実性の特定及び安

全評価上の課題抽出 

 本検討では、昨年度までのグループ 2 の処分概念を対象としたシナリオ検討成果をベースに、

他のグループを対象としたシナリオを構築することを目的に、処分概念における不確実性を特定

した上で、技術課題を抽出した。 

 

(1)  各グループの特徴の整理および状態変化表の作成 

1)  TRU 廃棄体の分類と処分場レイアウト 

 

現状での TRU 廃棄体の分類と関連する処分場レイアウトについては、電気事業連合会、核燃

料サイクル開発機構（現「日本原子力研究機構」）「TRU 廃棄物処分技術検討書－第 2 次 TRU

廃棄物書ブロック研究開発取りまとめ－、2005 年 7 月（以下「TRU 第 2 次レポート」と称す）

および原子力発電環境整備機構（以下、「原環機構」と称す）「地層処分低レベル放射性廃棄物に

関わる処分の技術と安全性」、2011 年 1 月（以下、「NUMO レポート」と称す）に共通の概念が

提示されている。NUMO レポートの分類および処分場概念は、「TRU 第 2 次レポート」をその

まま踏襲しており、新たな事項は検討されていない。 

NUMO レポート[2]に記述された TRU 廃棄物のグループ分類と特徴を図 5.3-1 示す。グループ

1,2 については全量地層処分を、グループ 3,4 については一部を地層処分することとされている。 

 

 

図 5.3-1 TRU 廃棄物のグループ分類と特徴（NUMO レポート） 

 

最終処分計画（経産省,2008）においては、表 5.3-1 に示すように、現在の再処理施設など
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の操業計画から勘案して見込まれた廃棄物の物量（約 18,100m3）を対象とし、熱発生、放射能

濃度等の観点から対象廃棄物を以下の４グループに分類している。これらの物量は、「NUMO レ

ポート」に引用されている。 

  

表 5.3-1 地層処分の対象となる低レベル放射性廃棄物の分類と発生推定量（NUMO レポート） 

 

2)  各グループの人工バリア概念 

 

ぞれぞれのグループに対する人工バリア概念は、図 5.3-2 に示されている。グループ 1,2 に

はベントナイト緩衝材が設置され、グループ 3,4 はセメント系の充填材が設置される。 

 

図 5.3-2 TRU 放射性廃棄物処分の人工バリア概念（NUMO レポート） 

 

 図 5.3-2 の人工バリア構成部材について、上記 NUMO レポートにおいて以下のように定義さ
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れている。 

 

 

 

 また、それぞれのバリア構成材料に対する長期安全評価上に期待する安全機能（放射性核種移

行を抑制する機能）については、表 5.3-2 のように記述されている。閉鎖後の長期安全性に関し

ては、グループ 1,2 に適用するベントナイト緩衝材が安全機能上の設計を行うことになっている

が、その他の構成部材については、閉鎖までの安全性に着目した設計がなされ、閉鎖後はその効

果を確認することとなっている。基本的には、それぞれの部材が有する材料特性の状態変遷を考

慮するものの核種移行の抑制や閉じ込め等の安全機能は期待されていない。グループ 3,4 に用い

られるセメント系の充填材は、峡部に浸透する必要があることから、流動性の高い緻密なモルタ

ル等の適用を考慮している。そのため固化後の特性として、地下水の浸入抑制、核種の移行抑制、

溶出制限などの核種を閉じ込める機能を期待しているが、設計上はそのための考慮をしないとし

ている。 

 廃棄体パッケージと処分坑道の埋戻し材として、グループ 3,4 ではコンクリートが計画されて

いる。このコンクリートには、廃棄体パッケージの保持が主要な機能で、放射性核種の移行抑制

に関わる役割は期待されていない。しかし、地下水と接触して溶出する Ca イオンによる高 pH

環境は、廃棄体パッケージの腐食速度を抑える役割を果たし、結果的に核種の溶出を抑える機能

を果たしている。 
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表 5.3-2 人工バリア構成要素の機能の整理（NUMO レポート） 

 

 

3)  処分場概念 

 

 TRU 放射性廃棄物処分場の概念として、グループ別に軟岩と硬岩を対象に想定されている処

分坑道断面を、グループ 1 および 2 を図 5.3-3、グループ 3 および 4 を図 5.3-4 に示す。 
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図 5.3-3 グループ 1,2 における処分坑道標準断面（NUMO レポート） 

 

 

 

図 5.3-4 グループ 3,4 の処分坑道標準断面（NUMO レポート） 

 

 それぞれの処分坑道断面の施工時安定性と人工バリア構成および廃棄体の熱発生の影響を考慮
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し、各グループ別にレイアウトした処分場概念の一例を図 5.3-5 に示す。 

 

 
図 5.3-5 堆積岩における TRU 処分場レイアウト例（NUMO レポート） 

 

4)  検討の対象の選定 

昨年度までのグループ 2 を対象としたガス挙動評価の枠を広げることを目的として、今年度

からは、セメント系材料を主に使用するグループ 3 および 4 に着目し検討を展開した。 

本年度はそのうち、以下の理由でグループ 3 を選定することとした。 

・グループ 3 および 4 は、これまで検討を進めてきたグループ 2 とは異なりベントナイト緩

衝材を用いない概念である 

・モルタルおよびコンクリートを主要な充填材として計画している。 

・ガス移行挙動については TRU 第 2 次レポート、NUMO レポートでも検討されていない 

・廃棄体の形状が鋼製の 200L ドラム缶が主であるため、水素ガス発生が多く見込まれる 

・廃棄物には多くの有機物が含まれることから、有機物の分解等により多くのガス発生が見

込まれる 

 

a.  グループ 3 における人工バリア概念 

グループ 3 については、軟岩と硬岩を対象に図 5.3-4 に示す 3 種類の処分坑道概念が提示さ

れている。本検討では、グループ 2 での検討と対比することも考慮し、堆積軟岩での円形断面

を検討ケースとして採用することとした。 

定置される廃棄体は、図 5.3-6 に示すように、200L ドラム缶を 4 体収納した鋼製パッケー

ジであり、これを図 5.3-7 に示すように 1 断面あたり 40 パッケージ定置される。 
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図 5.3-6 ドラム缶収納の鋼製箱型容器：廃棄体パッケージ A（NUMO レポート） 

 

 
図 5.3-7 グループ 3 における堆積軟岩を対象とした処分坑道断面（NUMO レポートに加筆） 

 

b.  ガス発生源 

グループ 3 でのガス発生源と種類は、表 5.3-3 に示すとおりであり、「廃棄体」、「ドラム

缶（鋼製）」、「炭素鋼廃棄体パッケージ」、「コンクリート支保工（鉄筋）」より、放射性およ

び非放射性ガスの発生が予測される。これらの発生速度および発生量については、別途検討

が必要となる。 

 

 

 

 

セメント系充填材 

鋼製パッケージ 

コンクリート支保工 軟岩・深度 500m
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表 5.3-3 TRU 放射性廃棄物グループ 3 におけるガス発生源と種類 

 

発生源 ガスの種類 発生様式 

廃棄体 
CH4, 14C,CO2など  

（放射性／非放射性） 

アスファルト、プラスティック、レジン 

等の有機物の分解  

ドラム缶 H2 鉄の腐食  

炭素鋼廃棄体 

パッケージ 
H2 炭素鋼の腐食  

コンクリート 

支保工 
H2 鉄筋の腐食  

 

(2)  シナリオ整理シートの作成 

 シナリオ整理シートは、昨年度までの検討プロセスを反映し、以下の手順で作成した。 

① グループ 3 を対象に人工バリア構成要素の状態変化表を作成。 

② 状態変遷表の中で、ガス発生とガス移行媒体の状態に着目し、関連する FEP を統合

FEP として整理。 

③ ガス挙動に係る統合 FEP の着目する時間枠で結合し、関連図を作成。 

④ 統合 FEP 関連図を用い、時系列的な変遷を考慮してシナリオ整理シートを作成。 

 

1)  グループ 3 を対象とした状態変化表の作成 

グループ 3 の特徴を考慮し、ニアフィールドの状態変化について、以下の仮定を設定した。 

・処分場は、支保工の影響を加味するために、堆積岩中地下 500m に設置されると仮定。 

・処分坑道内のシステムを図 5.3-8 に示す。またそれぞれに期待される安全機能については

人工バリア構成要素の機能の整理表（表 5.3-2）を参照し、以下に設定した。 

  －コンクリート支保工：埋戻しまでの岩盤安定性確保、外周に設置するドレーンシステ

ム、止水シートによる地下水の処分坑道内浸透防止 

  －下部・側部・上部の埋戻し（コンクリート）：廃棄体パッケージと支保の間の空間の

充填と廃棄体パッケージの保持、熱伝達、応力伝達 

  －廃棄体パーケージ間の充填モルタル：応力緩衝性、熱伝導性、低透水性、核種移行抑

制 

  －炭素鋼製廃棄体パッケージ：強度・変形特性、核種閉じ込め性、水密性、熱伝導性 

  －200 リットルドラム缶：強度・変形特性、核種閉じ込め性、水密性、熱伝導性 
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図 5.3-8 グループ 3 の処分坑道内の構成 

 

 ・状態変化を考慮する段階として、上記の構成要素の機能や役割を考慮し以下の 5 段階を  

設定した。 

 

① 処分坑道の建設段階 

② 廃棄体パッケージ設置・埋戻し段階 

③ 廃棄体での核種閉じ込め段階 

④ 廃棄体から核種放出開始段階 

⑤ 天然バリアによる核種移行抑制段階 

 

a.  処分坑道の建設段階（①） 

地下 500m の堆積岩中に、直径約 18m の処分坑道を掘削した段階での状態を図 5.3-9 に示す。

この段階での重要なことは、廃棄体パッケージを定置する環境への地下水浸入を防護することと

なる。堆積岩（泥岩を仮定）であることから、基本的に低透水性であり、周辺の地下水流量は小

さいと想定されるが、支保工外周に設置するドレーンシステムと止水シートを用いて内部への地

下水浸透を防ぐ仕組みを導入している。 

 
図 5.3-9 処分坑道掘削段階での状態 
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b.  廃棄体パッケージ定置段階（②） 

処分坑道の建設終了後、坑道内には、底部と側部に廃棄体パッケージ定置のための埋戻しコ

ンクリートが打設される。このコンクリートには、自立性とともに、廃棄体パッケージを保持

する強度特性が必要となる。この段階での状態を図 5.3-10 に示す。処分坑道内への地下水の

浸透は防御されているが、コンクリート打設等による水の浸出など、処分坑道内は高湿度環境

におかれる可能性があり、炭素鋼廃棄体パッケージの表面では部分的に腐食が始まる。坑道内

は酸化状態であり、腐食による水素ガスの発生はない。廃棄体とともに地表から多くの微生物

が持ち込まれる。 

廃棄体パッケージの定置後、それぞれの空隙には流動性の高いモルタルが充填される。上部

の空隙はコンクリートが打設される。これら一連の作業により、処分坑道はモラリスとしての

状態に仕上げられ、基本的には間隙はなくなる。埋戻し作業に伴い、ドレーンシステムは停止

され、下部のドレーンは埋め戻される。このことで、周辺から処分坑道内への還元性地下水の

浸透が開始する。 

 
図 5.3-10 廃棄体パッケージ定置段階 

 

c.  廃棄体での核種閉じ込め段階（③） 

処分坑道が閉鎖され、ドレーンシステムが停止した段階から処分坑道内に周辺岩盤から還元

性の地下水の浸透が開始される。浸透した還元性地下水は低透水性の充填モルタルを通過し、

炭素鋼廃棄体パッケージと接触する。この地下水は、セメント材料から溶出した Ca イオンを

多く含み、高 pH 環境が形成されている。炭素鋼表面では全面腐食が始まり、水素ガスが発生

するが、還元性と高 pH 環境下での腐食速度は抑制される。NUMO の TRU レポートによれば、

廃棄体パッケージの厚さは 50mm と計画されており、還元雰囲気化での腐食速度を 40μ/年と

すると、約 100 年で閉じ込め機能を喪失することになり、パッケージ内部に地下水が浸透し、

ドラム缶の腐食が開始する。この間、金属の腐食膨張で充填モルタルおよび埋戻しコンクリー

トには亀裂が発生すると推定される。図 5.3-11 にこの段階での状態を示す。 
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図 5.3-11 廃棄体での核種閉じ込め段階 

 

d.  廃棄体からの核種放出段階（④） 

 TRU 廃棄物を格納しているドラム缶が腐食により、その閉じ込め性を喪失したのち、内部の

放射性核種が浸透地下水に溶出する。図 5.3-12 にこの段階での状態を示す。 

ドラム缶周辺の水理環境は、支保工、埋戻しコンクリートには亀裂が発生し、周辺岩盤と同様

な移流場となっている。また、廃棄体周辺の充填モルタルも廃棄体の腐食膨張により亀裂が発生

するが、腐食生成物の侵入により、亀裂幅は小さく、低透水性は維持される可能性もあるが、本

状態設定では、周辺のコンクリートと同様、移流場と想定する。放射性核種は、処分坑道内を移

流・拡散・分散で移行する。鉄の腐食により発生する水素ガス、および有機物の分解等による放

射性ガス（14C, CH4）は、地下水に溶存する、あるいは周辺の亀裂に侵入しガス状で移動する可

能性がある。この場合、ガスは媒体中の不飽和空間に蓄積される、あるいは処分坑道に沿って存

在する比較的高い透水性の領域をガス状あるいは二相流で移行する可能性がある。 

 

 

 

図 5.3-12 廃棄体から放射性核種が処分坑道内に放出される段階 
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e.  天然バリアでの放射性核種の移行抑制段階（⑤） 

  前段階で処分坑道内での放射性核種を閉じ込める機能は喪失したと仮定し（実際は、コンク

リート材料が生み出す化学環境、鉄の腐食生成物による核種の吸着などが継続すると想定され

る）、放射性核種の大部分は移流により天然バリアに放出され、天然バリアが核種移行を抑制す

る段階に移行する。この段階での処分坑道内の状態を図 5.3-13 に示す。この段階においても、

鉄成分が残り、量は少なくなるものの、ガスは発生すると推定される。 

 

 
 

図 5.3-13 天然バリアによる放射性核種の移行抑制段階 

 

上記 5 段階での状態変化段階を検討・整理した結果を表 5.3-4 に示す。本表では、横軸に状

態変遷の時間軸、縦軸に処分坑道内の構成要素を配した。時間枠については、グループ 2 と異

なり、廃棄体パッケージおよびドラム缶の初期の閉じ込め性は期待されているが、ベントナイ

ト緩衝材がないこともあり、放射性核種の移行抑制への期待は、セメント系材料がもたらす化

学的な核種移行抑制作用（高 pH 環境と腐食生成物による核種の吸着）のみとなる。これらの

作用を時間軸としてどの程度期待するのかは明確ではないため、本検討では、数万年程度を仮

定して状態変遷を考慮した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

5-15 

表 5.3-4 グループ 3 の状態変化表 

 
 

2)  統合ＦＥＰの関連図の作成 

処分坑道の構成部材を対象にガス移行と核種移行に係る FEP を対象に、着目する部材内で

の挙動に着目して統合 FEP として集約し、ガス移行と核種移行の関連を考慮して統合 FEP 連

関図としてとりまとめた。グループ 3 では、放射性核移行抑制に関わる基本的な機能として、

廃棄体パッケージ周辺に充填する低透水モルタル、炭素鋼廃棄体パッケージによる物理的閉じ

込め、ドラム缶での物理的閉じ込め、核種や放射性ガスがドラム缶から放出されたのちの化学

的な環境、腐食生成物による核種吸着性が想定される。 

シナリオ整理シートの再評価を行うにあたり、安全評価で考慮する、 

① 廃棄体パッケージ及びドラム缶での核種閉じ込め機能 

② 処分坑道内の構成物での放射性核種移行抑制機能 

の 2 つの機能に着目して統合 FEP の関連図を作成した。 

 

a.  廃棄体パッケージの核種閉じ込め期間 

図 5.3-14 に閉鎖後から廃棄体パッケージが物理的に健全な期間の FEP 連関図を示す。閉鎖

後から廃棄体容器が健全な期間とは、表面では還元地下水との接触により腐食に伴う水素ガス

が発生するものの、放射性核種の物理的閉じ込め性を維持する期間とする。埋戻し後、処分坑

道に残存した空気は、浸入した地下水に溶解していく。還元腐食で発生したガスは、量が少な

い段階では、処分坑道部材内の間隙水に溶解し、間隙水の動きに伴い拡散・移流で移動する。

支保工の一部には亀裂が発生し、鉄筋が腐食することで水素ガスが発生する。ガスは亀裂内を

ガス状で移行する。 
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図 5.3-14 埋戻し後廃棄体パッケージが閉じ込め機能を維持している期間における FEP 関連図 

 

b.  処分坑道内の部材による放射性核種の移行抑制の期間 

 廃棄体パッケージおよびその中に格納されている鋼製ドラム缶が腐食により、放射性核種の閉

じ込め機能を損傷したのち、ドラム缶内に還元でかつ高 pH の地下水が浸入し、廃棄物と接触す

ることで、放射性核種の溶出、有機物の分解による 14C や CH4 のような放射性ガスが発生する。

地下水に溶出した放射性核種は、処分坑道内のさまざまな媒体中を移流として移動していく。一

方放射性ガスは、腐食により発生した水素ガスとともに媒体中の亀裂部に存在する不飽和領域に

蓄積し、ガス圧の増加とともに不飽和亀裂内を外部に向けてガス状で移行すると推定される。処

分坑道内の地下水の動きは移流場であるが極めて遅くなっている（岩盤は多孔質媒体であり、処

分坑道内は亀裂媒体となることから実流束は極めて小さい）。 

放射性核種の移行の観点からすると、地下水に溶存した核種の移行は極めて遅く、また腐食生

成物に吸着されたりすることで、処分坑道内に多くはとどまる可能性がある。一方、ガス（放射

性、非放射性）は、媒体中の不飽和亀裂を地下水より早く移動し、停滞することは少ないものと

推定される。これらの FEP の関連を図 5.3-15 に整理して示す。 
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図 5.3-15 処分坑道内の部材と環境による核種の移行抑制期間における FEP 関連図 

 

 

3)  シナリオ整理シートの見直し 

時系列状態変化表および安全機能の展開に基づいて再区分した統合 FEP 関連図を用いて、安

全評価の観点から、シナリオ整理シートにおける評価期間を次の 2 つに区分した。 

①  廃棄体パッケージ、ドラム缶による放射性核種の閉じ込め期間 

②  処分坑道内の構成部材による核種の移行遅延期間  

上述した評価期間に基づき見直しを行ったシナリオ整理シートを図 5.3-16 示す。 
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図 5.3-16 グループ 3 のシナリオ整理シート作成例 

 

4)  処分坑道内のガス移行シナリオの設定 

表 5.3-1 に示すシナリオ区分例では、廃棄体パッケージや構成部材の安全機能に着目した評価

期間の枠を基に、時系列に沿って変遷する人工バリアの状態とそれに伴うガス移行と核種移行に

関するシナリオについて、不確実性に着目して記述した。グループ 2 と大きく異なる点は、低透

水・低透気のベントナイトバリアが存在しない点である。そのため、発生したさまざまなガスは、

移行媒体の特性にも依存するが、基本的に多孔質媒体の連続した間隙、亀裂媒体の亀裂内をガス

状、あるいは二相流として移行する。移行形態は、移流・拡散・分散のいずれも発生する可能性

がある。ガスは、処分坑道内の不飽和領域を優先的に移行していく。 

 

 ・シナリオ①：蓋然性の高い現実的なシナリオ。ガス発生の変動幅に関する不確実性と媒体中

の特性に対応し、ガス状、二相流、溶存状態で移行する。 

 ・シナリオ②：モデル･パラメータが変動するシナリオ。廃棄体パッケージ等の閉じ込め機能

の早期健全性損傷による、放射性ガスの早期放出シナリオで、シナリオ①の変

動として扱う。 

 

 グループ 2 に係る状態変化の予測は、これまでの TRU 第二次レポート、NUMO レポートを

見ても、十分検討されていない。また、ガス発生速度および量に関しては、グループ 2 に比較し

て腐食もとになる炭素鋼廃棄体パッケージの量が多く、地下水の浸入速度に対応して、発生速

度・量とも大きく増加する可能性がある。 

 また、腐食対象物が多いことから、腐食生成物も多くなり、それらが周辺の充填モルタルや埋

戻しコンクリート内の亀裂部分に沈着し、デッドエンド・ポアと呼ばれる空隙を形成することで

ガスが停滞し、蓄圧され、ガス移行の挙動として、破過の現象が発生する可能性ある。この場合、
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放射性ガスと汚染水が処分坑道外に大量に放出されることになる。 

 ガス移行のシナリオを設定する場合、これまでは、処分坑道内での挙動に着目してきたが、ガ

スの発生量の増加に伴う移行量が多くなった場合、処分坑道周辺の EDZ および支保工等セメン

ト材料の劣化に伴い形成される高透水ゾーンでのガス移行挙動を考慮する必要がある。溶存した

ガスや二相流に支配される流れは、地下水の動きに着目していればいいが、周辺の地下水流動速

度が遅い場合、ガスは不飽和の空隙を容易に移行し、地表への短経路を新たに形成する可能性が

でてくる。これらは、周辺岩盤の特性にも依存する。 

 

表 5.3-5 シナリオの区分例 

不確実 

事象 
シナリオ①（基本） シナリオ② （変動） シナリオ③（稀頻度） 

ガス発生 
速度・量 

発生した非放射性・放射性ガス
は、周辺地下水への溶存状態、
二相流、ガス状態に変化しつつ
処分坑道内を移流・拡散・分散
で移行し、周辺岩盤に放出され
る。ガスは処分坑道内部で停滞
し、蓄圧されることはない。 
 

ガス発生速度・量が増加する
ことで、ガス状の移行モード
が卓越し、処分坑道内に存在
する空隙に蓄圧され、放射性
核種を含む汚染水を放射性ガ
スとともに脈動的に外部に押
し出される。 
 

廃棄体パッケ
ージの損傷時
期 

設計にて期待する期間、容器は
健全性を確保。閉じ込め性を損
傷したのちは、ガス移行の基本
シナリオとなる。 

初期欠陥等による健全性の早
期損傷 
（事象としては変動になるが
放射性物質・放射性ガス放出
のシナリオからすると基本シ
ナリオのパラメータの変動と
して扱われる） 
 

処分坑道内の
要素 

埋戻しコンクリート（無筋）は
ひび割れを発生し、水理学的に
は亀裂媒体となる。充填モルタ
ルは初期には低透水の拡散バリ
アとなるが、炭素鋼廃棄体パッ
ケージの腐食膨張に伴いひび割
れを発生し、水理学的には多孔
質媒体となる。汚染水とガスは
これらの媒体中を移流・拡散・
分散で移行する。 

腐食生成物が亀裂内に沈着し
移行媒体中にデッドエンドの
空間を形成することで、ガス
が蓄圧し、脈動的に放射性ガ
ス、汚染水を放出するメカニ
ズムが形成される。 

 

  



 

5-20 

(3)  予備的安全評価における不確実性の検討と技術課題の抽出 

グループ 3 のガス移行に係るシナリオ設定では、不確実性の要因として、ガスの発生速度と量、

廃棄体パッケージの機能喪失時期、坑道内の媒体の状況を取り上げた。これらに関しての安全評

価上の扱いについて、以下に、対応と技術課題を取りまとめた。 

 

 ガスの発生速度と量については、インプットデータをパラメータとして取り扱う。 

【課題】セメント材料が大量に存在し、還元性の地下水と接する炭素鋼の腐食によるガス発

生速度と量を確かめるための実験データが必要となる。 

【課題】同上の環境での有機物による廃棄物の分解ガス（放射性ガス）の発生速度と発生量

を把握するための実験データが必要となる。 

 

 廃棄体パッケージの早期機能喪失については、放射性核種の早期放出モデル、放射性ガスの

早期発生・放出モデルとして扱う。モデル上では、パラメータでの扱いになる。 

【課題】上記の炭素鋼腐食速度を推定するため実験データが必要となる。廃棄物はドラム缶

に格納されており、それらが炭素鋼廃棄体パッケージに格納され、隙間をモルタルで充填さ

れている環境で、早期のパッケージの損傷がどのような状況を及ぼすかについての詳細な検

討が必要である。周辺は Ca リッチな間隙水であり、充填モルタルが簡単に変質・劣化する

ことは考えられない。むしろ、腐食膨張による応力破壊による放射性物質固定システムの損

傷が考えられる。 

 

 坑道内の媒体の扱いについては、状態設定のモデルで取り扱う。埋戻しコンクリートの初期

の段階は多孔質媒体、その後亀裂媒体、Ca イオンの流出後は多孔質媒体として取り扱う。

これらのモデルの切り替えについては、各媒体の劣化・変質メカニズムの設定とそれに伴う

物理特性を把握する必要がある。炭素鋼廃棄体の腐食による腐食生成物の扱いについては、

基本シナリオでは知見が十分でないこともあり無視している。変動シナリオでは、溶存核種

やガス移行媒体に影響を与える要素として、マイナス面では、ガスが蓄圧する空間を設定す

るモデル、プラス面では、放射性核種を吸着するモデルとして取り扱う。 

【課題】腐食生成物の影響を定量的に評価するための知見の収集が必要である。また、腐食

生成物が、高い pH 環境および還元雰囲気の中で、どのように変化していくのかについての

知見も必要となる。 
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5.3.2  TRU 廃棄物処分概念に係る人工バリア材料に係る現状の知見の整理 

わが国では、発生が予測される TRU 廃棄物について、それぞれの特性から 4 種類にグループ化

し、それぞれについてのバリアシステムおよび処分概念が検討されている。諸外国での検討と比

較して特徴的なことは、グループ 1 や 2 において、ベントナイトがバリア材として導入されてい

る点である。これらは、わが国で想定される母岩の透水性が高いことを考慮していることにある

（NUMO、TR-10-04）。グループ 3 および 4 については、初期段階での容器による核種閉じ込

めを期待し、容器損傷後は、周辺母岩と坑道内の媒体の特性を考慮した評価が実施されている

（JAEA/電事連：第 2 次 TRU レポート、NUMO レポート）。 

  

5.3.3  人工バリア材料とガス発生・移行メカニズムおよびプロセスに関する課題および研究の

動向の検討・整理 

 本節では、ガス挙動と評価の現状について、海外の状況と国内の状況について調査した結果を

まとめて示す。海外の状況については、EU が主催し、2013 年に終了した FORGE プロジェク

ト（Fate of Repository Gases Project）での議論を、国内については、上記の TRU レポートや

余裕深度処分での扱いの状況について調査し、現状の知見として取りまとめた。 

 

1)  FORGE で提示された主要な課題 

 EU の共同研究として実施された「FORGE プロジェクト」の 2013 年 2 月に開催された総括

シンポジウムでの議論[9]を中心に、ガスの発生や移行挙動に係る論点など課題を以下に取りま

とめた。 

 要素試験の結果に基づき設定するモデル・パラメータを用いて、実機スケールの解析に

適用する場合の境界条件の違い、寸法効果、現象の再現性への対応が不十分であるとの

認識されている。 

 バリア物性の劣化変質に伴う安全機能に係わる特性や幾何学形状変化に伴うガス挙動モ

デルが十分追随できていない。 

 ガスの発生速度・発生量に関わる把握・・・セメント系バリア材の高 pH 環境下での鉄

の腐食速度、有機物の分解によるガス発生量の把握が十分でない。 

 ベントナイトバリア内のガス移行プロセスにおいて異なる移行モードへの変遷をシミュ

レーションするには、ベントナイトの状態との力学連成モデルが必要である。 

 ガス移行メカニズムをミクロに追いかけることができるモデルはまだ整備されていない。 

··  ⇒わが国の TRU 処分のように大規模空洞処分においてベントナイトバリアを導入してい

る国はない。 

··  ⇒わが国におけるガス発生・移行挙動に関する安全評価書での取り組みは、10 年前の知見

に基づく解析結果がそのまま踏襲されており、FORGE においてヨーロッパ各国間で議論

されている内容は取り上げられていない。 

 

2)  国内の検討状況の整理 

 第 2 次 TRU レポートでのガスの扱いは、廃棄物全体のガスの発生量予測量と蓄圧により放
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出される汚染水の量を推定がなされているだけで、人工バリア中でのガス発生・移行挙動メ

カニズムやプロセスは言及されていない。 

 ガス発生・移行挙動メカニズムに関する要素試験は、その後多くなされているが、それらを

用いての実機レベルでのガス移行挙動に関する安全評価書は報告されていない。 

 TRU 処分のガス発生量に対し、有機物分解によるガス、廃棄体の表面積や分布の状況も考

慮されたガス発生メカニズムに関する報告書は公表されていない。 

 類似施設（余裕深度処分）でのガス挙動は、要素試験に基づくガス挙動に関わるデータが取

得されているが、実スケールでの挙動予測に用いるモデルとデータの検証はなされていない。

これらの結果は断片的に報告されており、包括的な評価書としては公表されていない。 

 最新の知見として NUMO が公表した TRU 放射性廃棄物処分に関連する報告書においても、

ガス移行挙動プロセス関しては、TRU2 次レポートと比べて追加した検討がなされていない。 

 

以上のとりまとめから、ガス発生・移行メカニズムおよびプロセスに関しては、まだ解決すべ

き多くの検討課題があることを確認した。 

 

5.3.4  海外の類似概念および試験等による知見の調査・整理 

1)  スウェーデンの最新の知見 

 スウェーデンに関するガスの取り扱い（平成 24 年度「ガス移行挙動評価」報告書[8]より）の

概念を以下に示す。 

 

 

FORGE Report 2010[11]では、安全評価書（SKB (2006) SR-Can[10]）に記載された上記の

取り扱いに対する詳細な記述が以下のように提示されている。 

 人工バリア中のガス挙動は、外部から取り込まれる空気の挙動、放射線分解により発生する

ガス、オーバーパック（SKB ではキャニスタと呼ぶ）の内部にある鋳鉄の腐食により発生

する水素ガスの挙動に分けて挙動を記述する。 
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 ガス移行の状態については、ガスの発生速度と量に依存して変化するとし、ガス移行媒体と

して高圧縮ベントナイトに着目する。 

 ガスの発生量が少ない場合は、ガスは間隙水に溶け込み拡散で移行する。 

 ガスの発生量が多い場合は、溶解し拡散するモードとガス状で移行するモードを設定し、ガ

ス圧の上昇によりベントナイト中にガスの透過経路が形成される。この時の圧力を破過圧と

し、ベントナイトの飽和状態、膨潤圧、外部の水圧等の境界条件に依存して決定される。 

 主要なガス発生源となるオーバーパック内部の鋳鉄の腐食については、①ベントナイトの飽

和過程においてオーバーパックが初期欠陥で損傷し、オーバーパック内部からガスがベント

ナイト中に放出される場合、②ベントナイト飽和後、オーバーパックが損傷し、間隙水が内

部に浸透して鋳鉄の腐食によるガスが発生し、ベントナイト中に放出される場合を設定する。 

 ガスのベントナイト中の移行状態（モード）については、溶存状態での拡散、ガス状での拡

散、ガスの移行経路を形成しての移行を考慮する。 

 ガス移行経路形成については、破過圧に達したのち連続した経路が形成されるとし、経路形

成後の挙動については、以下の状態を設定する。 

① ガス発生が継続したとしても、破過後のガス圧は通常レベルまで低下する。ガス発生が

終了するか少なくなるに従い、経路は閉塞される。この段階を「閉塞圧力：Shut-inn 

pressure」と呼ぶ。この時期はもちろんベントナイトの膨潤圧にも依存する。閉塞圧力

以下になればガスは拡散で移行する。 

② 初期のガス経路形成時の移行経路の透気係数に比較してガス発生速度が遅くなり、ガス

圧が低下した場合、経路は縮小する。その後ガスの発生が継続した場合は同様な経路が

再度形成されるが、ガス圧が上がらない場合、経路の隙間は閉じられていく。 

 これらの状態は、ガスのベントナイトへの浸入、破過、透気量のピーク、定常状態は、ベン

トナイトの特性と周辺の環境条件に依存する。その中で最も重要な因子はベントナイトの膨

潤特性で、ベントナイトの力学特性（応力―ひずみ特性）と連成したガス移行挙動状態を設

定する必要がある。 

 処分坑道周辺の EDZ 内でのガス挙動についても把握しておく必要がある。EDZ 内では、周

辺母岩より間隙や亀裂が卓越することがあり、放出されたガスの圧力が減少し、量が増大す

る。そしてその移行では、ベントナイト中よりも小さい圧力で移動する。不飽和の亀裂等が

あればさらに容易に移動する。 

本記述に用いた資料を、参考資料-1 として巻末に提示した 



 

5-24 

 

2)  スイスにおける実験的アプローチ：スイス Nagra  GAST Project の概要 

スイスでのガス挙動に関わる取り扱い（平成 24 年度「ガス移行挙動評価」報告書[8]より）

の概念を以下に示す。 

 

 

 スイスの低・中レベル処分概念は、図 5.3-17 に示すように短寿命の放射性廃棄物と長寿命の

放射性廃棄物に分類している。このうち、短寿命の廃棄物の処分場と長寿命の廃棄物の処分場は

それぞれ別のサイトが計画され、長寿命の廃棄物は高レベル廃棄物との併置処分が計画されてい

る。 

 

 

 

図 5.3-17 短寿命廃棄物処分概念（左）と長寿命廃棄物処分場（右） 
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 どちらの概念も候補母岩として Opalinus 粘土（粘板岩）が計画されている。この母岩は極め

て低い透水性（10-12～10-13m/sec 程度）で、地下水は拡散支配で移行している。このため、処分

坑道から放出されたガスは、坑道に沿った比較的透気性の高い岩盤内を移行し、アクセス坑道を

経て地表に直接放出されるシナリオが懸念されている。 

 このようなシナリオの不確実性を低減するために、Nagra では、図 5.3-18 に示すプラグシス

テムを処分坑道とアクセス坑道の間に設置する計画を示した（Nagra、2008[13]）。処分坑道か

ら発生したガスは、坑道に沿ってガス状で拡散移行し、プラグシステムでトラップすることで、

アクセス坑道を通じた地表への放出シナリオを基本や変動シナリオから除外することを想定して

いる。 

 

 
 図 5.3-18 処分坑道とアクセス坑道間のプラグシステム概念（Nagra、2008） 

 

 スイスの概念では、処分坑道から放出したガスは周辺岩盤に浸透し（Entry Pressure とし

て）、母岩中を移行するとしている。その時の移行形態として、図 5.3-19 に示す 4 つの状態（モ

ード）を設定している。 

 

図 5.3-19 オパリナス粘土中のガス移行モード（Nagra, 2008） 
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 図 5.3-19 における 4 つの段階について、ガスの浸透量と圧力の状態により、左から右へ以下

のようにモードを設定している。 

・ガスは母岩の間隙中を水に溶解した状態で移流・拡散によって移行 

・ガスは母岩の間隙中を気液二相流状態で移行（毛管現象でのガス移行と溶存状態で移行） 

・母岩のダイラタンシー特性を起因として、母岩中に気みちを形成してガス状で移行 

・母岩中に連続した亀裂を形成してガス状で移行 

 

 これらのモードがガス発生の継続時間とガス圧の増加によりどのように移行していくかについ

て、図 5.3-20 に示すように解析モデルでシミュレーションがなされている。 

 

図 5.3-20 ガス移行モード変化（Nagra、2008） 

 

 低・中レベル放射性廃棄物処分概念を対象としたガス移行に関わる解析的検討（Nagra, 2008）

の中で、ガス移行に伴う影響について以下に考察されている。 

 現状でのガス発生速度と処分坑道の規模、および埋戻し材の設計を考慮すると、ガス圧はダ

イラタンシーを起こす圧力の 80%程度であり、二相流で母岩内を移行すると推定され、母

岩のバリア機能を損ねることはないと考えられる（基本シナリオ）。一方、母岩の透気係数

が極めて低い、あるいはガス発生速度が増す可能性がある場合であっても、母岩の自己修復

機能のため、ガスの気道が閉じることを期待している。坑道に沿ったガスの流れについては、

前述したプラグシステムでのガスの蓄積と移行防止で対応する。 

 処分坑道内の埋戻しには、発生ガスを蓄積するために間隙多いモルタルを設置する。プラグ

システムにはベントナイト 20～30％の混合材の使用を予定している。このように地下施設

内にガスを蓄積するシステムを設計することで、ガスによる影響（ここでは特にガスによる

バリア機能の損傷）を削減することが可能となっている。 

 処分坑道内でガス圧が上昇し、気道が形成されることがあったとしても、飽和環境にあるベ

ントナイトプラグでは自己修復性が期待できる。不飽和の場合は、別途検討する必要がある。 
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 これらのガス評価を通じて、不確実性があり課題としている事項が以下にまとめられている。 

 処分坑道内のセメント系埋戻し材とプラグシステムのベントナイト混合材との間での水理・

化学的な相互作用（間隙水に溶解した化学物質の沈着などの影響）がガスの浸入速度に影響

を及ぼす可能性がある。このような相互作用の規模がどの程度発生するのかは明確ではない。 

 現状の解析的なアプローチの知見は、小規模の要素試験や原位置試験から得られている。こ

のような規模での知見や試験データを実規模の処分坑道のスケールでのガス挙動評価に用い

ることの正当性は示されていない。母岩を含む処分坑道全体でのガスの挙動は、多様な状態

となっており、このような状態を推定するには、間隙レベル（ナノメータ、マイクロメータ）

でのプロセスとメータスケールとそれとの関連性を示す適切なモデルが必要となる。従来の

モデルは、間隙構造とフロー・メカニズムに対して、経験的にパラメトリックなアプローチ

で対応しているにすぎず、間隙スケールでの力学挙動や物理・化学的な相互作用を忠実に解

析できているわけでない。 

 実スケールでの挙動は、ガスの発生の不確実性を含めて、これらの作用が異方性のある媒体

の中で発生しており（多様化した流れ）、実挙動を支配する微視的な挙動の理解とそれを再

現する規模での試験が必要となる。 

 ダイレタンシーに支配されるガス移行挙動については、母岩のマイクロ亀裂を有する媒体の

力学的な変形に依存する。ガス圧が上昇するとマクロ亀裂が変形し、ダイレタンシーとして

気道が形成され、ガス圧が減少すると元のマイクロ亀裂に戻ることが多くの試験で理解され

ている（Nagra, 2002[12]）。ダイレタンシーとしての移行挙動により、ガスの破過によるガ

ス亀裂が発生する現象が抑えられ、母岩のバリアとしての安全機能が担保されている。しか

しながら、このような現象については、小規模な要素試験で確かめられているだけで、実規

模のスケールの多様な環境で確認されているわけでない。大規模な験を通じて、ガスの多様

な挙動の把握と自己修復の機能を確認すべきである。 

FORGE における Nagra の報告の資料を参考資料-2 に示した。
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5.4  まとめと今後の課題 

5.4.1  検討成果の取りまとめ 

今年度の検討成果を以下に取りまとめる。 

 TRU 廃棄物として分類されているグループ 3 を対象に、昨年度までに構築してきた手法を

用いて、処分坑道の状態変化表、統合 FEP の関連図を作成し、それらを用いてシナリオ整

理表を作成した。統合 FEP 関連図の検討では、廃棄体容器が健全性を維持している段階と

地下水が廃棄物に接触し、処分坑道外に放出される 2 つの期間を対象に作成した。 

 シナリオ整理表に基づき、想定される①ガス発生に関わる不確実性、②炭素鋼容器の健全性

維持に関する不確実性、③腐食生成物の挙動に関する不確実性を抽出し、蓋然性と不確実性

の大きさをシナリオ上どのように扱うかを定性的に検討することで、2 つのシナリオグルー

プを構築した。 

 予備的安全評価におけるこれらの不確実性の取り扱いについての検討と技術課題を抽出した

結果、グループ 3 に関連する試験はこれまでほとんど実施されておらず、検討も十分なされ

ていないことが分かった。 

 わが国の TRU 処分概念に関連した知見を整理した結果、グループ 2 のベントナイトバリア

を対象とする要素試験の結果を用いた評価が中心であり、システムとしての多様なガス挙動

については、検討されておらず、上記の不確実性に関わる課題に関連する知見がない。 

 海外での検討は、FORGE を中心に進められており、本年度はそのうち、スウェーデンでの

使用済燃料燃料直接処分でのガス挙動、スイスでの低・中レベル処分概念でのガス挙動に関

する評価上の取り扱い、不確実性について知見を整理した。いずれの検討も課題が残されて

いることが認識されている。 

 

5.4.2  今後の課題 

これまでの検討の結果についても含め、本検討における今後の課題を以下に取りまとめた。 

 グループ 3 のガス移行挙動に関する検討は、定性的な議論としては一部存在するが、日本に

おいては十分実施されてきていない。コンクリートのガス移行試験の実施事例があるが、母

岩を含めた全体の系での評価がなされた事例が存在しない。グループ 3 あるいは 4 では、炭

素鋼容器を含め、多くの有機物が廃棄物として含まれる点からも、ガスの発生速度や発生量

に対する定量的な評価を実施する必要がある。 

 炭素鋼容器の健全性の評価に際しては、処分環境を想定した腐食試験の実施、および腐食生

成物の特性についての知見を得ることが必要である。 

 ガス移行挙動については、処分坑道内の構成要素それぞれが、時系列的な変遷の中で媒体と

してのガスの移行特性が変化していく。このため周辺母岩を含めたニアフィールド全体の系

でのガスの移行挙動を評価する試験が必要となる。 

 微視的なスケールでのガス移行挙動（特にベントナイトなどの粘土材料）のプロセスの理解
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に基づいたモデル化がなされているかについて、評価検討方法の吟味が必要である。また、

微視的なスケールから実スケールへの展開の正当な評価手法を構築・確立するのが望ましい。 

 日本におけるグループ 2 に概念に近いスイスの知見を参考とすると、処分坑道内の埋戻しコ

ンクリートの設計に関して、ガス挙動を考慮した配慮が必要であることが明らかである。特

に処分坑道内にバッファーとしてガスを蓄積する空間を設ける概念については検討に値する。 
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参考資料-1 スウェーデン(SKB)における検討 
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参考資料-2 スイス(Nagra）における検討 
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第 6 章 平成 25 年度のまとめ 

6.1  目的 

本調査は、平成 19-24 年度に実施した「ガス移行挙動の評価に関する検討」[2][3][4][5][6][7]

によって、人工バリアのうちベントナイト緩衝材中のガスの移行挙動については、水とガスの透

過性および力学特性データの取得やガス移行解析モデルの構築／高度化が図られたが、その一方

で、現実的なガス移行挙動評価において未だ不確実性の残る課題も多い状況を背景として、材料

試験によるガス移行挙動を把握し、ガス移行挙動における素過程を反映し、試験結果の再現性が

得られる解析手法（モデル）の信頼性向上を図るとともに、廃棄物や材料（セメント系）及び構

造（界面）を考慮した人工バリアシステムのガス移行連成挙動の評価手法とガス移行の係る処分

シナリオの高度化を図ることで、TRU 廃棄物の処分に係る人工バリアの長期性能評価の信頼性

向上等への寄与を目的とした。 

平成 25 年度においては、国内外で得られている知見の整理および解決すべき課題の抽出を行

い、これに基づいて平成 25-29 年度の 5 年の実施計画の作成を実施した。そして次の段階として、

以下の各項目の内容について多岐にわたる検討を行い、データ取得および取りまとめなどの成果

を得た。 

6.2  ベントナイト系材料のガス移行挙動に係るデータの拡充 

本検討においては、平成 19-24 年度にわたって実施した「ガス移行挙動の評価 材料試験デー

タの取得」の実施において蓄積された知見を基に、新たなベントナイト緩衝材のガス移行挙動評

価をスケールアップの観点にて実施した。平成 25 年度は、ベントナイト系緩衝材材料を用いた

ガス移行試験における現状での課題（異なる材料間や同一材料の内部にて生じる界面や、現実的

なガス移行形態（ガスの圧力、発生量および種類）の試験系における取組み）について国内外の

処分概念に係る知見と対照しながら整理を行った。次に、その課題について優先度や準備期間等

を考慮し、ガス移行試験の実施計画を策定した。さらにその計画の一部として、ガス移行試験の

準備作業（供試体作製）を実施した。 

6.2.1  ベントナイト緩衝材におけるガス移行挙動に係る材料特性の課題の抽出 

平成 19-24 年度の「ガス移行挙動の評価 材料試験データの取得」においては、ベントナイト

緩衝材中のガス移行に係る特性評価を目的とした試験を行い、小型供試体（高さ 50mm 以下）

を用いて実施した試験においては、水とガスの透過性および力学特性に係るデータを取得し、ま

たダイレタンシーの作用による破過現象を確認した。また、大型供試体のガス移行試験（ガス注

入）の実施においては、破過は発生しなかったが、試験後の解体/供試体内部の測定において、

ガス注入によって生じた「ガス移行フロント」と考えられる構造が生じている状況が確認できた。
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「寸法効果」については、飽和過程およびガス移行過程での供試体内部の水理/力学的挙動を評

価したうえで検証する必要があることが示唆されている。 

本検討では上記検討において蓄積された知見を基に新たな検討を行うため、ベントナイト系緩

衝材材料を用いたガス移行試験における現状での課題抽出を国内外の処分概念に係る知見をもと

に取りまとめた。具体的には、ベントナイト緩衝材におけるガス移行挙動の評価に係る材料特性

の課題について、国内外における知見をとりまとめ、処分概念と照合のうえで、材料や概念上で

の課題抽出を行った。具体的には、異なる材料間や同一材料の内部にて生じる界面や、現実的な

ガス移行形態（ガスの圧力、発生量および種類）の試験系における取組みについて検討を行った。 

6.2.2  ベントナイト緩衝材を用いた材料データの取得計画策定 

前項にて抽出された課題をもとに、数年間オーダーにわたるガス移行挙動評価試験の実施計画

の策定を行った。実施計画においては、試験装置、対象とする緩衝材材料（配合、概念等を反映

させたもの）や供試体の詳細仕様、および試験における圧力等諸条件、得られるデータを設定し、

またこれに際して前提となる試験装置の改造計画を必要に応じ織り込んで策定した。 

6.2.3  ガス移行挙動評価試験の準備（供試体の作成） 

前項にて策定された実施計画に基づき、ガス移行試験の準備作業（供試体作製）を実施した。

材料供試体の作成に係る以下の作業を実施した。 

 材料の調達 

 材料供試体の作製 

 ガス移行試験（ガス注入）の前段階としての材料供試体の飽和（再冠水） 

6.2.4  ベントナイト混合材料を用いた不飽和水分特性データの取得 

TRU 廃棄物処分場のガス移行特性やガス発生影響を詳細に把握するためには、気液二相流解

析や力学を連成させた二相流解析を行う必要がある。これらの解析に必須で、かつ、ガス移行挙

動に大きな影響を及ぼす材料特性の一つに人工バリア材料の諸特性がある。これを受け、TRU2

次レポート[1]において底部緩衝材の材料に想定されている、砂混合ベントナイトを対象に水分

特性のデータをガス移行評価のための連成解析に資するものとして取得した。 

 

6.3  セメント系材料のガス移行データ取得 

本検討では、TRU 処分概念におけるガス移行の取扱とこれに重要な役割を果たすセメント系

材料の設計についての整理を行い、本検討における設定条件などについて検討した。さらに、レ

ファレンスデータ取得の観点から、人工バリアの構成材料である廃棄体パッケージの充填材とし
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て想定されているモルタル材料の気液二相流物性を取得し、その結果を整理することによって上

記解析に必要なモルタルの物性パラメータを取得した。 

6.3.1  TRU 廃棄物処分概念におけるセメント系材料についての整理 

TRU 処分概念におけるガス移行の取扱とこれに重要な役割を果たすセメント系材料の設計に

ついての整理を以下の資料等を用いて行い、本検討における設定条件や課題について検討した。 

 

 ・TRU レポート（1 次/2 次） 

 ・NUMOTRU レポート（NUMO-TR-10-03） 

 ・海外諸国における「ガス移行に係るセメント系材料」 

6.3.2  セメント系材料の気液二相流パラメータの取得 

人工バリアの構成材料として重要なセメント系材料を対象に、ガス移行（透気）試験による気

液二相流パラメータの取得を実施する。本年度においては、今後の研究展開について検討すると

ともに、そのためのレファレンスデータ取得という位置付けで、廃棄体パッケージの充填材とし

て想定されているモルタルの気液二相流特性を取得した。 

6.3.3  セメント系材料によるガス移行取得データの評価 

取得されたデータを評価するための参照資料として、国内外にて同等の条件にて行われたセメ

ント系材料のガス移行試験データを収集し、本検討にて得られたデータの評価を以下の手順にて

行った。 

（1）セメント系材料のガス移行挙動試験データの文献収集 

セメント系材料のガス移行特性を取得するために国内外で実施された試験事例の収集を文献

調査にて行った。 

 

（2）収集文献中のデータ整理 

収集文献中のデータを以下の観点にて整理した。 

・実施環境（飽和/不飽和の別など） 

・供試体の材料構成とサイズ 

・その他（データの信頼性等） 

 

（3）本検討にて得られたデータの評価 

本検討によって得られたデータを、前項にて得られたデータ（実施条件を含む）と比較して得

られたデータの検証を行った。 
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6.4  ガス移行連成解析ツールの高度化 

本研究では、ガス移行解析ツールの高度化を目的に、マルチスケール系（材料/領域）を対象

としたガスの移行に係る THMC 連成現象の解明促進として、ガス移行挙動との関連性が示唆さ

れた変形場、化学場との連成事象（THM、THC）に着目し、試験データを用いた確証計算等に

よって現象理解を進めるとともに、様々な不確実性や変動要因のモデル化を含めた解析手法の高

度化を図る。また、ガス移行挙動に係るデータのさらなる蓄積と適用性の向上のため、これまで

に構築したガス移行データライブラリのデータ拡充と具体的な利用・再評価を進めるとともに、

国内外の研究機関による成果を含めたデータの蓄積を継続する。さらに、より複雑な現象解明の

ための次世代モデリング・コンピューティング技術を用いた評価ツールの開発整備と高度化を行

う。本年度は、国内外の最新の研究成果を整理し、抽出された課題を踏まえて今後達成すべき到

達点の設定と具体的な研究計画の策定を行ったうえで具体的な解析検討を行った。 

 

6.4.1  ガス移行挙動解析ツールの高度化に係る解析検討 

「平成 24 年度 地層処分技術調査等事業 TRU 廃棄物処分技術 人工バリア長期性能評価技術

開発 ―ガス移行挙動の評価―」における「材料試験データの取得」の中で実施された、大型供

試体（直径 60mm、高さ 200mm）を用いたガス移行試験データの入手・整理を行い、試験デー

タの再現解析を見据えたデータの分析を行って注目点を整理したうえで、ガス移行試験系の再現

解析を実施した。解析には、以下の 2 つの解析コードを適用し、解析によって得られた結果を用

いて、大型供試体内でのガス移行やその他の挙動について検証した。 

 ベントナイトの空隙の損傷を考慮した圧力依存透過特性モデル（GETFLOWS） 

 力学連成解析モデル（CODE_BRIGHT） 

検証の結果、空隙の損傷を考慮した解析モデルを適用した場合、ガス注入によって空隙の損傷

を発生することなく二相流によって飽和度が減少した範囲が形成される状況が再現できた。また

力学連成モデルの適用によって、ガス注入によってベントナイトが注入側から排出側に圧密され

る状況およびこれに伴う材料中の水の排出を評価することができた。なお、これらの検証につい

ては、パラメータの設定などに追加検討の余地が存在している。 

6.4.2  解析・モデル化手法の展開に係る課題（連成挙動評価、不確実性評価等）についての検

討 

(1)  国内外の最新動向を踏まえた解析手法・モデル化に関する課題の取りまとめと解析手法・

モデル化の高度化のための研究計画策定 

 

これまでの検討を通じて得られた以下の課題に対して、国内外の最新の研究成果を踏まえ、

現状を整理すると共に、今後の方向性について検討した。 
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 水分状態と関連付けた 2 相流パラメータの動的変化と実測データによる検証 

 媒体変形と水・ガス 2 相流の挙動を関連付ける構成モデル（力学連成） 

 ガス発生モデルの高度化（腐食反応、酸素消費、微生物活動の影響など） 

 セメント系材料、岩盤、材料界面などを対象としたガス移行挙動の実態解明 

 ガス移行挙動に関連する素過程及び関連パラメータのフィールドスケールへの適用性検討 

次に、今後 5 年程度で達成すべき到達点を設定し、解析手法・モデル化の高度化に向けた具体

的な研究計画を策定する。研究計画の策定に際しては、年度毎の到達点（マイルストーン）を明

らかにし、最終目標との関連付けを具体化する点に留意した。 

 

(2)  TRU 廃棄物処分施設の概念モデルを用いた時系列解析 

 

前項にて整理した課題をもとに、TRU 廃棄物処分施設概念を用いた時系列解析で対象とする

処分システム（処分概念、環境条件）、流体成分及び考慮する素過程等を設定し、TRU 処分シス

テムを対象とし、解析モデルを構築して時系列のガス移行解析を実施し、得られた成果及び課題

について明確に整理するとともに、TRU 廃棄物処分を対象とした緩衝材の飽和及びガス移行プ

ロセス等の評価に係る高度化等についての課題を解析・モデル化の観点よりとりまとめた。 

 

6.5  ガス移行評価シナリオの拡張 

本検討では、平成 19-24 年度に実施した「ガス移行挙動評価手法に関する検討」にて構築した

手法をもとに、シナリオおよび FEP の拡張のための予備検討を、TRU 概念に係る最新の知見等

を参考として実施する。平成 25 年度は、TRU 廃棄物処分グループのグループ２以外のシナリオ

構築に係る検討等を行った。具体的な実施内容を以下に示す。 

6.5.1  TRU 廃棄物処分概念全体を対象としたシナリオの構築と関連する不確実性の特定及び安

全評価上の課題抽出 

昨年度までのグループ 2 の処分概念を対象としたシナリオ検討成果をベースに、他のグループを対象

としたシナリオを構築することを目的に、処分概念における不確実性を特定した上で、技術課題を抽出し

た。主要な成果を以下に示す。 

(1) 各グループの特徴の整理および状態変化表の作成 

本検討では、TRU 二次レポートおよび NUMO の地層処分低レベル廃棄物の処分概念を対象

に、対象とする廃棄物分類、人工バリアシステム概念、ガス発生の要素などの特徴を整理した。検

討対象にはグループ 3 を選定し、状態変化表、安全機能の展開表、統合 FEP の関連図を作成

した。 

(2) シナリオ整理シートの作成 

本検討では、(1)の作業をベースに、選定したグループ 3 を対象にシナリオ設定上での不確実性
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を考慮した上で、シナリオ整理シートを作成した。 

(3) 予備的安全評価における不確実性の検討と関連する技術課題の抽出 

本検討では、シナリオ構築上の不確実性を考慮した整理表をもとに、ガス影響に係わる予備的

安全評価に向けての不確実性を特定し、技術課題として取りまとめた。 

 

6.5.2  TRU 廃棄物処分概念に係る人工バリア材料に係る現状の知見の整理 

本検討では、TRU レポート（一次および二次）、ならびにそれ以降に JAEA、NUMO その他機関より

提示されている TRU 処分概念について人工バリア材料とガス発生・移行の概念の整合性の観点で整理

し、そのうえで解決すべき課題とそのための研究についてとりまとめ、平成 24 年度までに整備した知見

の整理シートに追記した。なおその際、海外における放射性廃棄物処分に係るガス移行対策に係る知見

（FORGE プロジェクトにおけるヨーロッパ諸国間での論点、および日本の TRU 廃棄物処分と類似した

スウェーデンおよびスイスの処分概念におけるガスの取扱い）を参考とした。 
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